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■計画の基本情報

H 23 ～ H 30

亀山市都市マスタープランに関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は、都市計画法第18条の2において規定される市町村の都市計画に関す
る基本的な方針を策定するものである。

産業建設部都市整備課

目的・概要

計画期間 年度

　亀山市の都市づくりの基本理念や土地利用及び都市施設の整備に関する基本方
針を明らかにすることで、将来にわたり暮らしやすい都市を形成することを目的として
いる。都市形成の基本的な方針を定めることで、各地域が連携し魅力ある都市を形
成するための指針としての役割を担っている。

計画の骨格
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暮
ら
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す
い
ま
ち
へ」 

【目標１】 

現在の地形特性を

守り活かす都市形成 

【目標２】 

歴史文化資産を活

かした都市づくりの推

進 

【目標３】 

都市の拠点機能強

化 

【目標４】 

まとまりのある居住

地の形成 

【目標５】 

都市機能拠点と居

住地のつながりの強

化 

【目標６】 

近隣市とつながりの

確保による補完関係

強化 

【重点課題１】 
特有の都市の姿と美
しい自然・歴史的景
観は、亀山市の特徴
であり継承すべき宝
であるため、都市づく
りにあたっても効果
的に活かすとともに、
共生していくことが重
要です。 

【対応方針１】 

美しい景観の保

全・活用 

【対応方針２】 

自然環境や特有

の地形などの保

全・活用 

【重点課題２】 
亀山市の元気さを実
感できるためには利
便性の向上が重要
です。そのため、都
市機能に適切な拠
点性をもたせながら
集約化を図ることで
にぎわいを創出する
ことが重要です。 

【対応方針３】 

魅力的な環境の

整ったにぎわい

拠点の創出 

【対応方針４】 

まちなか居住の

推進 

【重点課題３】 
将来も安心して生活
できる都市づくりのた
めには、将来の都市
動向に対応した都市
規模を維持し、既存
の都市機能を活用し
た効率性の高い都
市づくりが必要です。 

【対応方針５】 

魅力的な環境の

整ったにぎわい

拠点の創 

都市づくりの目標 重点課題の対応方針 
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等
　居住機能や都市機能の誘導によりコンパクトシティに向けた取り組みを推進するた
め、平成29年10月に亀山市都市マスタープランの一部となる亀山市立地適正化計
画を策定した。
　立地適正化計画の策定に伴い、居住誘導区域及び都市機能誘導区域を設定し
た。
　また、居住誘導区域及び都市機能誘導区域以外において特定の行為を行う際
は、事前の届出制度を設けた。

　居住誘導区域及び都市機能誘導区域を設定したことにより、それぞれの地域の考
え方、誘導する施策について整理することができた。
　立地適正化計画の策定に伴う事前の届出制度により、区域外での特定行為を把
握することができ、今後、実施を検討する施策の参考とすることができた。

１．快適さを支える生活基盤の向上　（１）都市づくりの推進　①計画的な都市づくり
の推進

　届出制度による状況を把握することにより、都市機能や居住の適切な誘導を行
い、快適な暮らしを支えるコンパクト＆ネットワークによる都市づくりへ向け、都市マス
タープランの改定の参考とすることができた。

　平成30年度が、現行の都市マスタープランの最終年度となることから、広く市民の
意見を聴き、都市マスタープランの改定作業を進める必要がある。

　ワークショップや市民協議会で出される意見を反映させ、より市民の目線にたった
計画の策定を進める。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

設定なし

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名
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【目標１】 

現在の地形特性を

守り活かす都市形成 

【目標２】 

歴史文化資産を活

かした都市づくりの推

進 

【目標３】 

都市の拠点機能強

化 

【目標４】 

まとまりのある居住

地の形成 

【目標５】 

都市機能拠点と居

住地のつながりの強

化 

【目標６】 

近隣市とつながりの

確保による補完関係

強化 

【重点課題１】 
特有の都市の姿と美
しい自然・歴史的景
観は、亀山市の特徴
であり継承すべき宝
であるため、都市づく
りにあたっても効果
的に活かすとともに、
共生していくことが重
要です。 

【対応方針１】 

美しい景観の保

全・活用 

【対応方針２】 

自然環境や特有

の地形などの保

全・活用 

【重点課題２】 
亀山市の元気さを実
感できるためには利
便性の向上が重要
です。そのため、都
市機能に適切な拠
点性をもたせながら
集約化を図ることで
にぎわいを創出する
ことが重要です。 

【対応方針３】 

魅力的な環境の

整ったにぎわい

拠点の創出 

【対応方針４】 

まちなか居住の

推進 

【重点課題３】 
将来も安心して生活
できる都市づくりのた
めには、将来の都市
動向に対応した都市
規模を維持し、既存
の都市機能を活用し
た効率性の高い都
市づくりが必要です。 

【対応方針５】 

魅力的な環境の

整ったにぎわい

拠点の創 

都市づくりの目標 重点課題の対応方針 
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■計画の基本情報

H 23 ～ H -

亀山市景観計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

本計画は、景観法第8条1項に基づき策定する「良好な景観の形成に関する計画」
である。

産業建設部 都市整備課

目的・概要

計画期間 年度

国民生活の多様化が進むにつれて価値観が多様化してきている中、自然、歴史・
文化といった様々な景観の特徴を活かしたまちづくりが行われている。本計画は、本
市の風土を活かした美しいまちの景観を保全・創出するため、目標や方針、推進方
策等を示したものである。

計画の骨格

章 概要 景観法の条項 

第１章 景観計画区域 
景観法に基づいて、景観計画の区域
を示しています。 

第８条第２項 

第１号 

第２章 景観形成の方向性 

本市における景観形成の基本的な
理念を示すとともに、亀山市が目指
す景観将来像と基本目標及びそれ
らを基に良好な景観形成を図って
いくための基本的な方針を示して
います。 

第８条第２項 

第２号 

第３章 
良好な景観の形成に
関する行為の制限に
関する事項 

一般地区、景観形成推進地区、景観
重点地区における景観法に基づく
建築物、工作物、開発行為等に関す
る具体的な行為の制限となる景観
形成基準及び届出対象行為を示し
ています。 

第８条第２項 

第３号 

第４章 
景観重要建造物及び
景観重要樹木の指定
の方針 

景観法に基づいて、本市の個性ある
景観形成の核となる建造物及び樹
木に関する指定の方針を示してい
ます。 

第８条第２項 

第４号 

第５章 
景観重要公共施設の
整備に関する事項 

景観法に基づいて、景観上重要な公
共施設における整備の方向性につ
いて示しています。 

第８条第２項 

第５号 

第６章 景観形成の推進方策 

本市において市民・事業者・行政が
一体となって景観形成を推進して
いくための方策について示してい
ます。 

― 
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等
　景観法に基づき51件（建築物45件、開発行為等6件）の届出を受理し、その際、
事前相談等を行い、良好な景観形成に努めた。
　景観形成推進地区の各自治会に対して、景観計画の内容に関するパンフレット
を、市広報とともに回覧し、合わせて関係機関（県、民間審査機関、建設労働組合
等）へ配布した。

　景観法に基づく届出制度により、景観形成基準に則した良好な景観形成を図るこ
とができた。
　景観計画のパンフレットの配布等により、亀山市の景観計画について周知を図るこ
とができた。

　１．快適さを支える生活基盤の向上　（１）都市づくりの推進　③魅力的な都市の形
成

　魅力的で安らぎのある都市形成に寄与できたものと考えられる。

　景観形成推進地区を中心に、景観法のさらなるPRを行い、公共事業等のハード事
業も念頭に、良好な景観形成に向けて協議検討を進める必要がある。

　東海道の景観整備や亀山城下町地区等において、良好な景観形成の事業化に
向け、方針策定や県等と事前協議を行う。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

設定なし

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

章 概要 景観法の条項 

第１章 景観計画区域 
景観法に基づいて、景観計画の区域
を示しています。 

第８条第２項 

第１号 

第２章 景観形成の方向性 

本市における景観形成の基本的な
理念を示すとともに、亀山市が目指
す景観将来像と基本目標及びそれ
らを基に良好な景観形成を図って
いくための基本的な方針を示して
います。 

第８条第２項 

第２号 

第３章 
良好な景観の形成に
関する行為の制限に
関する事項 

一般地区、景観形成推進地区、景観
重点地区における景観法に基づく
建築物、工作物、開発行為等に関す
る具体的な行為の制限となる景観
形成基準及び届出対象行為を示し
ています。 

第８条第２項 

第３号 

第４章 
景観重要建造物及び
景観重要樹木の指定
の方針 

景観法に基づいて、本市の個性ある
景観形成の核となる建造物及び樹
木に関する指定の方針を示してい
ます。 

第８条第２項 

第４号 

第５章 
景観重要公共施設の
整備に関する事項 

景観法に基づいて、景観上重要な公
共施設における整備の方向性につ
いて示しています。 

第８条第２項 

第５号 

第６章 景観形成の推進方策 

本市において市民・事業者・行政が
一体となって景観形成を推進して
いくための方策について示してい
ます。 

― 
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■計画の基本情報

H 21 ～ H 30

住生活基本計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

本計画は、住生活基本法第７条に規定される地方公共団体の責務として、住生活
基本計画の全国計画及び三重県住生活基本計画に即し、亀山市総合計画を上位
計画として、亀山市都市マスタープランをはじめとする関連計画との整合を図り、策
定するものである。

産業建設部 都市整備課

目的・概要

計画期間 年度

住生活基本法に定める基本理念をもとに、住宅及び住生活に関する施策の基本的
な方針や目標を定めた「住まいづくり」の新たな指標を設定し、人々が本市に愛着と
誇りを持ち、生涯にわたる定住、あるいは数年間であっても居住したいと思えるような
魅力的なまちの実現を目指す。

計画の骨格

 

地
域
の
魅
力
を
活
か
し
た
居
心
地
の
良
い
住
ま
い
づ
く
り 

基本目標 

２． 

地域の特性

を活かした

住まいづく

り 

３．  

住宅困窮者等

に対する住宅

セーフティー

ネットの確保 

４． 

地域の良好な

住宅ストック

の維持・保

全・創出 

１． 

定住化の促進

に向けた住ま

いづくり 

基本理念 

－亀山で充実した住まいづくり－ 

本市で生まれ育った方が、そして企業の立地等に伴い亀山に来

られた方が、ともに地域に誇りをもち、ライフステージに応じ

て充実した生活を送り、定住化につながるような、良好な住宅

及び居住環境の維持・形成をめざします。 

－にぎわいや癒しある住まいづくり－ 

市街地のにぎわいを高めるとともに、農山村集落における癒し

のある生活の維持や活力の向上が図られるよう、市街地と各地

域が連携を強め、市域全体が一体的に発展していくために、地

域の特性を活かした魅力ある地域づくりをめざします。 

－誰もが安心できる住まいづくり－ 

住宅困窮者等に対して、今後も安心して住み続けていけるよ

う、市営住宅ストックの活用を図るとともに、民間活力を導入

し、高齢者や障がい者等の多様な居住ニーズに対応できる、誰

もが安心できる居住の安定の確保をめざします。 

－安全で長持ちのする住まいづくり－ 

地域の住宅及び住宅地が、安全で質の高い社会資本として蓄積

され循環するよう、適正な住宅市場の誘導を図るとともに、地

域の風土に根ざした、長持ちのする住宅の維持・保全・創出を

図ります。 
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

子育て世帯の誘導居住面積水準達成率の割合

65歳以上の世帯員のいる住宅のうち、高齢者のため
の設備がある住宅の割合

あんしん賃貸住宅登録戸数や高齢者向け賃貸住宅
等の登録戸数

耐震性のある住宅の割合

％

％

63.7
(H25)

64.5
(H25)

18

86.8

51.2

55.2

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

・高齢者及び障害者等住宅改修事業は独居老人宅改修４件、障がい者宅のバリア
フリー化２件行った。
・空き家情報バンク制度の成約は１件物件新規登録１件で、登録合計数は18件に
なった。
・あんしん賃貸住宅登録戸数が18件になった。
・民間活用市営住宅事業は、新規借上げとして1棟5戸借上げた。
・地震対策・木造住宅補強事業は耐震診断110件を実施するとともに、補強計画6
件、補強工事13件、除却42件に対し補助した。
・狭隘道路後退用地整備事業の申請件数は38件、後退処理件数30件であった。
また、路線単位の当該事業について１件完了した。
・高齢者及び障害者等住宅改修事業を行うことで、住宅改修をすることで自宅での
生活を継続することが可能となった。
・空家情報バンク制度は成約1件、新規登録1件あり空家の利活用ができた。
・あんしん賃貸住宅登録戸数が18戸になり、住宅困窮者への供給可能戸数が増え
た
・民間活用市営住宅事業は計画目標70戸に対し50戸の借上げを行い、市営住宅
として供給できた。
・地震対策・木造住宅補強事業は耐震化率が86.1%から86.8%となった。
・狭隘道路後退用地整備事業は後退処理件数30件、路線単位の当該事業は１件
完了し狭隘道路の解消に繋げた。
住宅の耐震化の促進、狭あいな生活道路の改善により、災害時における安全性の
向上と道路等の生活基盤の充実を進めることにより住環境の向上が図られた。
民間住宅の活用による市営住宅の供給戸数の確保、空家情報バンクによる空家の
有効活用に及びあんしん賃貸住宅により住宅の確保ができた。
独居老人宅改修、障がい者宅のバリアフリー改修を行い、ライフシーン、ライフステー
ジに応じた住宅環境づくりを行えた。

住宅改修制度の利用者、空家バンクの成約数が少なく、利用者の増加につながる
手立てが必要である。
木造住宅耐震補強事業は耐震化率は増えているが、上昇率が鈍くなっており、さら
なる啓発が必要である。

事業の実績・成果による反省点・課題に基づき平成30年度中に計画の見直しを行
う。

21.6
(H25)

60

75

30

93.9

40.0
一定の省エネルギー対策を講じた住宅(全部又は一部の
窓に二重サッシ又は複層ガラスを使用した住宅)の割合

0
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地
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魅
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を
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基本目標 

２． 

地域の特性

を活かした

住まいづく

り 

３．  

住宅困窮者等

に対する住宅

セーフティー

ネットの確保 

４． 

地域の良好な

住宅ストック

の維持・保

全・創出 

１． 

定住化の促進

に向けた住ま

いづくり 

基本理念 

－亀山で充実した住まいづくり－ 

本市で生まれ育った方が、そして企業の立地等に伴い亀山に来

られた方が、ともに地域に誇りをもち、ライフステージに応じ

て充実した生活を送り、定住化につながるような、良好な住宅

及び居住環境の維持・形成をめざします。 

－にぎわいや癒しある住まいづくり－ 

市街地のにぎわいを高めるとともに、農山村集落における癒し

のある生活の維持や活力の向上が図られるよう、市街地と各地

域が連携を強め、市域全体が一体的に発展していくために、地

域の特性を活かした魅力ある地域づくりをめざします。 

－誰もが安心できる住まいづくり－ 

住宅困窮者等に対して、今後も安心して住み続けていけるよ

う、市営住宅ストックの活用を図るとともに、民間活力を導入

し、高齢者や障がい者等の多様な居住ニーズに対応できる、誰

もが安心できる居住の安定の確保をめざします。 

－安全で長持ちのする住まいづくり－ 

地域の住宅及び住宅地が、安全で質の高い社会資本として蓄積

され循環するよう、適正な住宅市場の誘導を図るとともに、地

域の風土に根ざした、長持ちのする住宅の維持・保全・創出を

図ります。 
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亀山市住生活基本計画　H29実績報告_補足資料

１．空き家情報バンクの登録状況

物件
番号

所在地 分類
契約
方法

構造
土地
面積

建物
面積

建築年 備考

1 加太中在家 売却 間接 木造平屋 247.10㎡ 48.60㎡ 昭和20年 成約

2 加太板屋 売却 間接 木造2階建 297.00㎡ 169.26㎡ 昭和38年 取下げ

3 みどり町 賃貸 間接 木造2階建 445.00㎡ 111.35㎡ 昭和61年 成約

4 小野町 売却 間接 木造平屋 542.14㎡ 188.50㎡ 不明 取下げ

5 加太向井 売却 間接 木造2階建 323.00㎡ 114.58㎡ 昭和52年

6 加太市場 売却 間接 木造2階建 161.95㎡ 88.78㎡ 昭和55年 取下げ

7 天神二丁目 売却 間接 木造2階建 261.00㎡ 327.96㎡ 昭和50年 H26成約

8 関町新所 売却 間接 木造平屋 284.03㎡ 238.33㎡ 昭和43年 H26成約

9 栄町 売却 間接 木造2階 143.04㎡ 104.34㎡ 昭和43年 取下げ

10 関町木崎 売却 間接 木造平屋 323.96㎡ 105.78㎡ 不明 H27成約

11 関町木崎 売却 間接 木造平屋 323.96㎡ 105.78㎡ 不詳 H27成約

12 阿野田町 売却 間接 木造平屋 854.88㎡ 226.31㎡ 昭和45年 H28成約

13 関町新所 売却 間接 軽鉄造2階 373.80㎡ 141.80㎡ 昭和40年 H28成約

14 加太中在家 売却 間接 木造平屋 505.90㎡ 150.57㎡ 不明 H28成約

15 みずほ台 賃貸 直接 木造2階 209.00㎡ 119.24㎡ 昭和58年 H28成約

16 天神二丁目 賃貸 間接 木造平屋 330.00㎡ 98.54㎡ 昭和49年 取下げ

17 関町新所 売買 間接 木造平屋 363.60㎡ 64.50㎡ 昭和40年 H29成約

18 高塚 賃貸 間接 木造2階 247.72㎡ 109.33㎡ 昭和55年 H29登録

２．民間活用市営住宅の借り上げ推移 ３．木造住宅補強事業の実績

年度 戸数 H29実績 （H28実績）

H23 10 110件 （150件）

H24 10 6件 （37件）

H27 5 13件 （26件）

H27 8 42件 （59件）

H27 4 ※H29耐震化率・・・86.8％

H27 8

H29 5

50

４．独居老人宅修繕事業の推移 ５．在宅重度障害者等日常生活用具給付事業の推移

年度 件数 年度 件数

H21 3 H25 5

H22 0 H26 2

H23 1 H27 6

H24 0 H28 1

H25 2 H29 2

H26 1

H27 0

H28 0

H29 4

若山住宅

新所住宅

合計

事業区分

耐震診断事業

耐震補強計画事業

耐震補強事業

除却事業

住宅名

井田川駅前住宅

井田川駅前住宅

野村団地住宅

川合住宅

北鹿島台住宅
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■計画の基本情報

H 23 ～ H 31

目的・概要

安全な水を継続して供給する役割を果たすために、現状を分析・評価して、新しい
亀山市水道事業の目指すべき方向と具体的な施策などを定めることを目的に「亀
山市水道ビジョン」を策定するものである。

計画の骨格

　
　（基本的な考え方）
　　基本方針　：　安全でおいしい水の安定供給をいつまでも

（目標の設定）
１．安心な水が供給される水道
　水源水質の安定や水道水源の確保の取り組みに努める。
　（１）水源地の表流水による原水変動に対して適切な処理の検討
　（２）取水井の閉塞調査、機能回復・予備水源による取水量の確保
　（３）地下水、表流水の保全
　（４）水源水質の監視

２．安定して供給される水源
　現状の水源地や施設（管路、配水池等）を災害に強い施設整備に努める。
　（１）施設の老朽化診断（補修）、配水池に緊急遮断弁の整備
　（２）配水管の更新、改良や耐震化、配水エリアの再編成
　（３）機械電気計装設備の更新
　（４）ポンプ施設の更新
　（５）自家発電設備の適正配置

３．持続可能な水道
　健全な経営が持続できる水道を目指し、水需要や施設更新を踏まえた事業運営
に努める。
　（１）事務事業の業務委託の推進・事務事業の再点検
　（２）顧客サービスの向上（情報の提供、ＩＴ化の推進）
　（３）財政収支の見直し（料金及び加入金の適正化）

４．環境に配慮した水道
　地球環境から考えると極めて限られた資源を繰り返し利用してきていることから水
資源の有効利用と環境負荷の軽減や水源のかん養に努める。
　（１）水の有効利用のための漏水防止対策の促進（有収率の向上）
　（２）高効率機器（省エネルギーの向上）
　（３）配水系統の見直し（自然流下方式等）
　（４）建設副産物のリサイクルの促進
　（５）保安林の保全
　
 
 

亀山市水道ビジョンに関する実績等報告書（平成29年度）

上下水道部 上水道課

計画期間 年度

位置付け

　本ビジョンは、第１次亀山市総合計画に示された基本施策を実現するため、厚生
労働省が策定している「水道ビジョン」や亀山市都市マスタープラン、及び平成２０年
度に認可を受けた亀山市上水道事業変更認可（第５次拡張）を踏まえ、安全でおい
しい水を継続して安定供給するための基本計画である。
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

今後の方向性

　平成29年3月に策定した新水道ビジョンに基づき、安全でおいしい水の安定供給
を目指した事業経営に努める。

成果

　水道料金を改定したことで、平成30年4月からの財源の確保、経営基盤の強化に
繋げることができた。
　クレジット収納を導入し、利用者の利便性の向上と納期内納付の促進に繋げること
ができた。
　施設については、老朽化している設備の更新が図れ、また災害に強い施設整備も
実施できた。管路については、老朽管更新にあわせて耐震化も図れた。
　新水道ビジョンの策定により、人口減少問題や大規模地震対策など新たに発生し
た諸課題に対応する計画を策定することができた。

総合計画推進
への寄与度

　１．快適さを支える生活基盤の向上　（３）上下水道充実　①安全でおいしい水の
安定供給及び③上下水道事業の健全経営
　管路の老朽化対策や耐震化を図り、安全でおいしい水の安定供給に寄与した。
　また、水道料金の見直しを行ったことで、財源の確保が図れ、今後の事業の健全
経営に寄与することができる。

反省点・課題

　地震等の自然災害等に強く安全でおいしい水を安定供給するため、施設・管路の
計画的な老朽更新や耐震化を進めるとともに経営の安定化を図る必要がある。

取組実績

　適切な財源の確保、経営基盤の強化を図るため、平成29年12月水道料金を改
定し、平成30年4月分の水道料金から新料金を適用するとともに、クレジット収納の
導入準備を行い、利用者の利便性の向上に繋げた。
　施設整備については、送水ポンプ工事、取水ポンプの取替工事、緊急遮断弁設
置工事等をを行い、管路整備については、配水管改良工事、公共下水道事業に伴
う配水管移設工事を行った。
　また、安全で強靭な水道サービスを持続するため、平成29年3月に本計画を見直
し、平成30年度から10年間を計画期間とする新水道ビジョンを策定した。

　成果目標値等は設定していない。

成果指標名 現状値 目標値
実績値
（H29）単位
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

亀山市地域公共交通計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

第２次亀山市総合計画を上位計画とし、亀山市まち・ひと・しごと創生総合戦略、亀
山市都市マスタープラン、亀山市立地適正化計画等を関連計画とする「亀山市の
総合的な公共交通政策の方向性等を定める基本計画」

産業建設部 産業振興課

目的・概要

計画期間 年度

公共交通が果たすべき役割を整理し、鉄道、バス等、本市に係る全ての地域公共
交通が一体となって機能し、持続可能な公共交通ネットワークの形成を図る

計画の骨格

基本方針①
亀山市が目指すべき交通体系の目標像の共有化

基本方針②
まちづくりと連携した市内全域で活用できる合理的な公共交通ネットワークの形成

基本方針③
地域の利用者ニーズを踏まえた効果的運行方式の導入と財政負担の軽減

基本方針④
サービス水準の確保と利用促進を誘導する戦略的行政支援策の展開

基本方針⑤
地域の主体的取り組みの支援と利用促進策の展開

本計画の目標
（地域公共交通体系の目標像）

『市民生活に必要な公共交通
が効率的・効果的に確保され、
安全・安心で健やかに生活でき
るまち』

数値目標 [目標年次：平成３３年度]
●市内バス路線等の利用者総数
（乗合タクシー含む）
310,478人〔Ｈ28〕⇒317,000人以上
●コミュニティバス路線等の利用者総数
（乗合タクシー含む）
95,115人〔Ｈ28〕⇒102,000人以上
●コミュニティバス路線の1便あたりの平
均乗車人員数
各路線別の１便あたりの平均乗車人員
数（人/便・日）〔Ｈ28〕⇒現状以上
●市内の鉄道駅の乗車人員数
（1日平均）
3,405人〔Ｈ27〕⇒ 3,400人以上
●移動環境に対する不満割合（％）
17％［Ｈ23］⇒ 15％以下

評価・検証目標を達成するための施策・事業

亀山市地域公共交通計画（亀山市地域公共交通網形成計画）
（平成29年度～平成33年度）
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

移動環境に対する不満割合

4.5

3,405

人/
便・日

人

% 17 －

317,000
以上

102,000
以上

現状以上

3,400
以上

15以下

・既存バス路線については、運行事業を継続し、移動困難者の日常生活における移
動性の確保に努めることができた。また、市民の身近な交通手段の確保するために
は、市内コミュニティバス路線等再編だけでは、物理的、財政的にも限界があるた
め、福祉施策との整合が取れた市民の移動需要の実情に効率よく対応できる新た
な交通手段が求められている中、平成29年10月に新たな亀山市地域公共交通計
画を策定し、乗合タクシー制度の制度設計に取り組んだ。・コミュニティバス西部
ルートも関係地域まちづくり協議会と協議を重ね、平成29年10月に路線再編を実
施した。・観光資源を含むバスマップ作成、地域主体のバス活用イベントやバス乗り
方教室開催、市内鉄道駅へのコミュニティバス時刻表の掲示を行い、利用促進啓
発および情報発信に努めた。
平成29年10月に新たな亀山市地域公共交通計画を策定し、現行の広域廃止代
替路線（２路線）及びコミュニティ系路線（６路線）を継続運行を実施したが、バス利
用者総数は、前年度より約1,000人減少となった。
新計画に基づき、バス等による効率的・効果的な運行および新たな交通手法（乗合
タクシー事業）を検討した。また、当市に係る全ての地域公共交通が一体となって機
能する公共交通ネットワークの形成を図るため、新たに鉄道事業者２名を亀山市地
域公共交通会議委員として参画いただいた。
コミュニティバス西部ルートも関係地域まちづくり協議会と協議を重ね、平成29年10
月に路線再編を実施した。

１．快適さを支える生活基盤の向上　（５）公共交通網の充実
　
　平成29年10月のバス路線「西部ルート」の再編実施や新たな亀山市地域公共交
通計画（網形成計画）の策定により、バス等による効率的・効果的な運行継続の実
施、新たな交通手法（乗合タクシー事業）の検討など、当市に係る全ての地域公共
交通が一体となって機能する公共交通網の充実に寄与した。

幹線的バスは、当市の公共交通の骨格を形成する路線として継続維持し、地域生
活バスは、幹線的バスを補完し、各地域から都市拠点等への地域の生活軸となる
路線として、基本的に現状の路線及びサービス水準を維持する必要がある。また、
地域生活バス路線単体の再編だけでなく、新たな交通施策に取り組む必要がある。

幹線的バス及び地域生活バスは、今後も継続して利用促進活動に努め、現在の
サービス水準の維持及び利用者を確保する。また、市内の公共交通不便地域の解
消及び今後増加が見込まれる運転免許証返納者への対策として、鉄道・バスを補
完する新たな公共交通として、市内全域での乗合タクシー事業を展開する。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

市内バス路線等の利用者総数

コミュニティバス路線等の利用者総数

コミュニティバス路線の1便あたりの平均乗車人員数

市内の鉄道駅の乗車人員数（1日平均）

人

人

309,412

92,242

4.3

3,489

310,478

95,115

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

基本方針①
亀山市が目指すべき交通体系の目標像の共有化

基本方針②
まちづくりと連携した市内全域で活用できる合理的な公共交通ネットワークの形成

基本方針③
地域の利用者ニーズを踏まえた効果的運行方式の導入と財政負担の軽減

基本方針④
サービス水準の確保と利用促進を誘導する戦略的行政支援策の展開

基本方針⑤
地域の主体的取り組みの支援と利用促進策の展開

本計画の目標
（地域公共交通体系の目標像）

『市民生活に必要な公共交通
が効率的・効果的に確保され、
安全・安心で健やかに生活でき
るまち』

数値目標 [目標年次：平成３３年度]
●市内バス路線等の利用者総数
（乗合タクシー含む）
310,478人〔Ｈ28〕⇒317,000人以上
●コミュニティバス路線等の利用者総数
（乗合タクシー含む）
95,115人〔Ｈ28〕⇒102,000人以上
●コミュニティバス路線の1便あたりの平
均乗車人員数
各路線別の１便あたりの平均乗車人員
数（人/便・日）〔Ｈ28〕⇒現状以上
●市内の鉄道駅の乗車人員数
（1日平均）
3,405人〔Ｈ27〕⇒ 3,400人以上
●移動環境に対する不満割合（％）
17％［Ｈ23］⇒ 15％以下

評価・検証目標を達成するための施策・事業

亀山市地域公共交通計画（亀山市地域公共交通網形成計画）
（平成29年度～平成33年度）
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

第2次亀山市消防力充実強化プランに関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本プランは、消防組織法第4条第15号に基づく消防計画及び｢第2次亀山市総合
計画｣の消防分野における計画として位置付けている。また、第2次亀山市総合計
画前期基本計画との関連は、基本施策｢安全・安心なまちづくりの推進｣と深く関わ
り、⑤消防力の充実強化の部分を補完するものである。

消防本部 消防総務課

目的・概要

計画期間 年度

　本プランは、亀山市消防本部の充実強化を図り、市民の生命、身体及び財産を火
災から保護し、災害による被害を軽減するために、将来を中長期的に展望し、亀山
市消防本部の方向性を明らかにするものとして策定したものである。

計画の骨格

- 13 -



■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等
　多種多様な災害に的確に対応できる体制を維持するために、救助工作車を更新
するとともに、出動頻度の低い車両(はしご車等)の共同整備に向けた調査・検討を
鈴鹿市消防本部と進めた。また、高機能指令台更新計画検討会を発足し、今後の
更新について方向性の検討を行った。職員の人材育成については、人材育成プログ
ラムの作成を行ったほか、災害対応力の強化を図るために、救助隊の組織化につい
て検討した。一方、住宅用火災警報器の設置推進については未設置宅を各戸訪問
するとともに、市民による救命率の向上を目的とし｢亀山市ジュニア救命士育成事業
実施要領｣を作成した。消防団については、地域の消防防災力の充実強化を図るた
めに、施設・装備の見直しを検討するとともに消防団協力事業所の新規認定や消防
団に配備している防火衣の更新を行った。
　救助工作車を更新することで、救助体制の維持を図るとともに、鈴鹿市消防本部
との協議において、はしご車等の共同整備に向けた方向性の確認、諸課題の整理ま
でを完了した。指令台の更新について検討することで、隣接市との共同整備等につ
いて検討を進める必要性を認識した。また、人材育成プログラムの作成を行ったこと
から、指導者育成カリキュラムを実施できる体制が整ったほか、救助隊の組織化に
ついて、課、グループ制に併せて消防救助グループを設置し、専門的な知識・技術
を有する組織体制となった。一方、住宅用火災警報器については、設置率を約3%
向上することができた。さらに、｢亀山市ジュニア救命士育成事業実施要領｣の策定
により、小学生に対する応急手当の普及啓発を行う準備を行った。消防団について
は、装備の充実により、安全な消防活動を行えることとなった。
第2次亀山市総合計画前期基本計画
1.快適さを支える生活基盤の向上
(6)安全・安心なまちづくりの推進
【成果指標】　　　　　　　　　　　　　　　　現状値　　　目標値　　Ｈ29年度
・火災出動に関する平均所要時間　12分53秒、12分00秒、15分12秒
・救急出動に関する平均所要時間　39分55秒、37分00秒、40分18秒

　本プランの目的を達成するために掲げた基本方針、基本施策について、着実に取
組を推進した結果、実績・成果が表れている指標がある一方、前期基本計画の成
果指標として設定した火災・救急出動に関する平均所要時間の短縮には至らなかっ
た。

　各取組項目について、進捗状況を把握、検証するとともに、必要があれば見直しを
行い、現状に即したより実効性の高い計画とすることで、消防力の充実強化を図る。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

｢別紙のとおり｣

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12 防火衣配備率 ％ 43.7 100 73.1

■成果指標一覧表

消防団員充足率 ％ 97 100 97.5

特定行為評価適切率 ％ 100 100 100

バイスタンダー心肺蘇生法実施率 ％ 33.3 50 48

消防団協力事業所認定数
事業
所

8 16 9

住宅用火災警報器設置率 ％ 75.6 100 78.6

被搬送者軽症率 ％ 49.3 48 51

消防用設備設置率 ％ 51.2 53 51.7

防火診断実施世帯数 世帯 400 800 699

救急救命士搭乗率 ％ 99.8 100 100

中型免許取得率 ％ 75.9 93 72.9

成果指標名
現状値
(Ｈ29.1.1)

目標値
(Ｈ33年度)

実績値
（H29年度）単位

防火水槽設置数 基 430 440 431
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 32

亀山市一般廃棄物処理基本計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条第１項に基づき策定するも
のであり、第２次亀山市総合計画前期基本計画との関連は、基本施策「低炭素・循
環型社会の構築」に関わるものである。

生活文化部 環境課

目的・概要

計画期間 年度

　法や条例の目的である「生活環境の保全及び公衆衛生の向上」を確保するため、
一般廃棄物の適正な処理と減量化、再生利用の推進を図ることを目的とし、今後の
本市の一般廃棄物処理に関する基本的事項を示すものである。

計画の骨格

基本的な考え方と 

将来予測 

ごみ処理

基本計画 

生活排水

処理基本

計画 

・人口及び産業の動向 

・ごみ処理の現状 

・現計画の総括 

・将来の予測と主な課題 

生活排水処理事業を取

り巻く現状と課題 

基本的な考え方と目標 

清掃・リサイクルを 

取り巻く現状と課題 

・基本理念 

・基本方針 

・計画目標 

・目標達成に必要となるごみ減

量化・資源化の原単位 

・ごみ排出抑制のための方策 

・分別収集するごみの区分と種

類 

・排出抑制と資源化施策後のご

み排出量と資源化量 

・排出抑制と資源化施策後のご

み排出原単位と資源化率 

・ごみの適正処理及びこれを実

施する者に関する基本的事項 

・ごみ処理施設の整備に関する

基本的事項 

・生活排水処理の現状 

・収集・運搬の現状 

・処理の現状 

・基本方針 

・処理の主体及び体制 

・今後の予測 
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

ごみ排出量（家庭系ごみ）

ごみ排出量（事業系ごみ）

リサイクル率

生活排水処理率

ｇ／
人・日

ｇ／
人・日

716

273

33.0

82.5

722

243

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

　生ごみの水切り徹底などごみ減量のための啓発を広報で行った。また、一層のご
み減量化を図るため、協働事業「みんなで減らそう食品ロス」について、平成30年度
から本格的に取り組みできるよう協働事業パートナーと作業を進めた。
　また、ごみダイエットサポーターと協働して、現在、行政回収していない「雑がみ」の
排出見込量を試算するなど、新たな資源ごみの行政回収へ向けた検討を行った。

　公共下水道本町南部処理分区他3処理分区について供用を開始するなど、事業
計画に基づいた生活排水処理施設の整備を行った。

　家庭系ごみ1人1日当たりの排出量は、前年度より、微増し716グラムとなり、事業
系ごみは、料金改定後、一時的に減少したが、前年度比で11グラム増の273グラム
となり増加に転じている。また、リサイクル率については、紙類は、店頭回収の普及に
より約100トンの減少、コンポストは、刈り草コンポスト化センターの民間移譲に向けた
環境整備工事の施工に伴い、堆肥化処理を休止したことで、約380トンの減少とな
り、リサイクル率の低下に繋がった。しかし、一方では、市民、市民団体と協働して、
ごみ減量化、リサイクルの推進に向け取り組む機会を設けることができた。
　また、生活排水処理については、本町南部処理分区他3処理分区の供用開始や
農業集落排水区地域内における接続などにより、生活排水処理率82.5％と前年度
比で2.1ポイント上昇した。
　ごみ減量化の啓発を行うとともに、市民・市民団体と協働し、ごみ減量化、リサイク
ルの推進に取り組む機会を設けることはできたが、目標達成に進展させることはでき
なかった。
　生活排水処理率は、毎年上昇しており、本年度も昨年度比で2.1ポイント上昇し、
生活排水処理対策の推進に寄与できた。

　新たなごみ減量施策や資源ごみの行政回収について検討する必要がある。
　生活排水処理については、経済的、効率的な処理方式を選択し、生活排水処理
施設の整備を進める必要がある。

　「雑がみ」等、新たな資源ごみとして行政回収するための取組みを進め、「食品ロス
の削減」、事業者に向けたごみ減量化、資源化の啓発を積極的に行う。
　生活排水処理施設整備を計画的、効率的に進め、整備された地域において、下
水道への接続率の向上を目指す。

685

207

42.0

84.0

37.0

78.2

％

％
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■計画の基本情報

H 26 ～ H 32

亀山市地球温暖化防止対策実行計画【区域施策編】に関する実績等報告書

位置付け

　本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、地域の自然的社会的
条件に応じて、市域の温室効果ガスを削減するために定めるものであり、また、亀山
市第2次総合計画前期基本計画との関連は、基本施策「1.快適さを支える生活基
盤の向上（7）低炭素・循環型社会の構築」と深くかかわり、市民・事業者・行政等が
それぞれの立場で低炭素社会の形成に向け、省エネルギー・省資源などの取り組み
を通じ、また、再生可能エネルギーの有効活用の啓発を行い、地球温暖化防止対
策を推進するためのものである。

生活文化部 環境課

目的・概要

計画期間 年度

　計画の目的は、地域の自然的社会的条件に応じ、各主体（市民・事業者・市）にお
ける施策を推進し、市域から排出する二酸化炭素を削減させるものである。
　計画の概要は、環境基本計画の理念の下、地球温暖化防止対策に関する各主
体の具体的な行動を示し、「二酸化炭素排出抑制」「新エネルギーの導入」「森林・
緑化の推進」「環境教育の推進」を推進するものである。

計画の骨格

（平成29年度）

１　二酸化炭素排出抑制

Ⅰ　市民：省エネ行動 省エネ行動定着の仕組みをつくります

省エネ行動促進の支援を行います

市民参加の取り組みを企画し実施します

省エネ行動取り組みの情報提供をします

Ⅱ　市民省資源活動 リフーズ（Refuse）でごみを減量します

リデュース（Reduse）でごみを減量します

リユース（Reuse）でごみを減量します

リサイクル（Recycle）でごみを減量します

省資源活動の支援・情報提供を行います

省エネ行動の取り組みを支援します

省エネ行動取り組みの情報提供をします

Ⅳ　公共交通機関等の利用 ＪＲの利用を促進します

バスの効率的・効果的な運行を行います

クリーンエネルギー自動車が利用しやすい

インフラを整備します

自動者等の使用を抑制します

太陽光発電の導入を促進します

地域資源として存在する再生可能エネルギーに

関して調査・研究し、利用に向けて検討します

　 クリーンエネルギー自動車の普及率を高めます。

新エネルギー・再生可能エネルギーの情報提供

及び支援を行います。

３　森林整備・緑化の推進
亀山市森林整備計画に基づき､森林整備を計画的に
推進します。

（吸収減対策） 緑あふれる美しいまちづくりを推進します。

４　環境教育の推進
講座や講演会等の開催により、誰もが環境や
温暖化防止について学べる機会を提供します。

身近な自然を活用した体験学習や自然観察会などを
促進します。

環境に関する学習、啓発、奉仕体験活動を実施します。

地球規模の環境問題に関する情報提供に努め、
地球環境の悪化を防止する意識の向上を図ります。

Ⅲ　事業者省エネ行動
　　省資源活動

2　新エネルギー・
　再生可能エネルギーの導入
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

成果指標名 現状値 目標値
実績値
（H29）単位

　別紙のとおり

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

　平成29年度に亀山市環境基本計画及び地球温暖化防止対策実行計画【区域
施策編】進捗確認のための市民アンケートを実施するとともに、亀山市総合環境研
究センターへ環境活動ポイント制度（ＡＫＰ）等の検証及び今後の方向性について調
査研究を委託した。

　市民アンケートを実施し、その結果、市民の省エネ行動の実施率が54.2％だった
のに対して、ＡＫＰに参加した世帯の省エネ行動の実施率が74.5％と向上していたこ
とが判明し、ＡＫＰが市民の地球温暖化防止の意識醸成に寄与しているものと推測
できる。

　市民・行政等がそれぞれの立場で、低炭素社会の形成に向け省エネルギー・省資
源行動などの取り組みが行われるよう地球温暖化防止対策を推進することが出来
き、このことにより、環境負荷の少ない社会の形成に寄与することが出来た。

　AKP実施の有効性が確認されたが、参加世帯数に限度があり、また、継続して参
加する世帯も多くみられることから、より多くの市民に対して地球温暖化防止の意識
醸成を図る必要がある。

　新たなAKPを実施するにあたり、AKPに取り組んだことの無い世帯に取り組んでいた
だけるよう街頭啓発を実施するなど積極的な広報活動を行い、より多くの市民に対し
て地球温暖化防止の意識醸成を図っていく。

１　二酸化炭素排出抑制

Ⅰ　市民：省エネ行動 省エネ行動定着の仕組みをつくります

省エネ行動促進の支援を行います

市民参加の取り組みを企画し実施します

省エネ行動取り組みの情報提供をします

Ⅱ　市民省資源活動 リフーズ（Refuse）でごみを減量します

リデュース（Reduse）でごみを減量します

リユース（Reuse）でごみを減量します

リサイクル（Recycle）でごみを減量します

省資源活動の支援・情報提供を行います

省エネ行動の取り組みを支援します

省エネ行動取り組みの情報提供をします

Ⅳ　公共交通機関等の利用 ＪＲの利用を促進します

バスの効率的・効果的な運行を行います

クリーンエネルギー自動車が利用しやすい

インフラを整備します

自動者等の使用を抑制します

太陽光発電の導入を促進します

地域資源として存在する再生可能エネルギーに

関して調査・研究し、利用に向けて検討します

　 クリーンエネルギー自動車の普及率を高めます。

新エネルギー・再生可能エネルギーの情報提供

及び支援を行います。

３　森林整備・緑化の推進
亀山市森林整備計画に基づき､森林整備を計画的に
推進します。

（吸収減対策） 緑あふれる美しいまちづくりを推進します。

４　環境教育の推進
講座や講演会等の開催により、誰もが環境や
温暖化防止について学べる機会を提供します。

身近な自然を活用した体験学習や自然観察会などを
促進します。

環境に関する学習、啓発、奉仕体験活動を実施します。

地球規模の環境問題に関する情報提供に努め、
地球環境の悪化を防止する意識の向上を図ります。

Ⅲ　事業者省エネ行動
　　省資源活動

2　新エネルギー・
　再生可能エネルギーの導入
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■成果指標

№

1

2

3

4

6

7

8 間伐面積（森林吸収）
千t-
CO２

11.3
間伐面積

1,974ha（７年
間累計）

742.55ha

削減見込み量合計
千t-
CO２

168.9 - -

国施策による自動車燃費改善による削減
千t-
CO２

19.5
乗用車13％、
貨物車6％ -

ごみ処理量減量
千t-
CO２

0.4
発生量16.8千
t/年以下 19.4千ｔ

導入率：
53.4％ 28.7%

潜熱回収型給湯器
千t-
CO２

0.1 導入率：5.5％ 1.3%

2.9%

ヒートポンプ式給湯器
千t-
CO２

0.3
導入率：
13.6％ 10.8%

導入率：7.2％

6.7%

太陽光発電
千t-
CO２

2.8
導入率：
17.5％ 11.8%

導入率：
12.7％

5

市
民
：
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
に

よ
る
削
減

太陽熱温水器
千t-
CO２

1.7

コージェネレーション
千t-
CO２

0.2

クリーンエネルギー自動車
千t-
CO２

4.3

市民：省資源活動による削減
千t-
CO２

0.2
実施率：
100％ 97.6%

市民：省エネ機器買換えによる削減
千t-
CO２

3.5
買換え率：
76％ 35.6%

-

市民：省エネ行動による削減
千t-
CO２

2.7 実施率：71％ 54.2%

項目 単位 削減見込み量
削減行動目標
値（H32年度）

事業者：国及び県の施策実施による削減
千t-
CO２

121.9

産業部門：
1％

民生業務：
0.14％

各削減項目に基づく目標値

成果指標名 現状値 目標値
実績値
（H29）単位

二酸化炭素総排出量（基準年H20年度）
千t-
CO２

2,011 1,755 -
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■計画の基本情報

H 20 ～ H 32

亀山市歴史的風致維持向上計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

亀山市の歴史及び伝統を反映した市街地の環境を維持し、その向上を図るため、
地域の歴史・文化遺産を総合的に把握し、これらを重点的かつ一体的に保存整備
を図るための基本計画である。

生活文化部 文化スポーツ課

目的・概要

計画期間 年度

亀山市における固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる
歴史上価値の高い建造物及びその周辺の市街地が一体となって形成してきた良好
な市街地の環境の維持及び向上を図る。

計画の骨格

はじめに
　（１）計画策定の背景と目的
　（２）計画の位置付けと策定の流れ
　（３）計画策定の経緯
１亀山市の歴史的背景
　（１）亀山市の自然及び社会的環境
　（２）歴史的背景
２．亀山市の歴史的風致の維持及び向上に関する方針
　（１）指定等文化財の分布状況
　（２）指定等以外の文化財の分布状況
　（３）把握できる関連文化財群
　（４）亀山市の維持向上すべき歴史的風致
　（５）歴史的風致の維持及び向上に関するこれまでの取り組み
　（６）亀山市の歴史的風致の維持及び向上に関する課題
　（７）上位・関連計画における歴史的風致の維持及び向上に関する位置付け
　（８）亀山市の歴史的風致の維持及び向上に関する基本方針
　（９）計画実現のための体制
３．重点区域の位置及び区域
　（１）重点区域設定の考え方
　（２）重点区域の位置及び区域
　（３）重点区域の景観形成に関する施策による保護
４．歴史的風致の維持及び向上のために必要な事項
　イ．文化財の保存及び活用に関する事項
　　（１）文化財の保存・活用の現況と今後の方針
　　（２）文化財の保存及び活用に関する体制
　　（３）重点区域における具体的な計画
　ロ．歴史的風致維持向上施設の整備又は管理に関する事項
　　（１）歴史的風致維持向上施設となりうつ施設の整備又は管理に関する基本的
な考え方
　　（２）歴史的風致維持向上施設の整備又は管理に関する事項
　　（３）歴史的風致の維持向上に資するソフト事業
５．歴史的風致形成建造物の指定の方針
　（１）歴史的風致形成建造物の指定における基本的な考え方
　（２）歴史的風致形成建造物の指定の方針
６．歴史的風致形成建造物の管理の指針となるべき事項
参考資料
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

なし

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

関の山車会館整備事業を継続して実施した。また歴史的風致形成建造物修理事
業として福泉寺楼門の修理を実施した。歴史文化資産の調査研究の充実と条例に
基づく指定の促進として、宗徳寺の石造三重塔が三重県指定文化財として指定さ
れた。また埋蔵文化財の保護を適切に行い、鈴鹿関跡の学術調査を進めた。関宿
スケッチコンクールや、太岡寺畷の植樹など、市民・地域の参画による文化財を核と
したまちづくりを推進した。さらにイベントとして、東海道関宿まつりや、亀山市納涼大
会を実施し、玉屋では宿泊体験を行った。

歴史まちづくり事業において修理した歴史的建造物を積極的に活用しており、その事
例が新聞等で報道された。また亀山城多門櫓を軸とし、亀山城周辺の施設等の面
的な整備を行ったことにより、公開施設の回遊性が向上し、来場者数の増加につな
がった。またまちなみ保存に対する住民意識が向上し、観光地としての魅力が高まり
つつある。

文化財公開施設数の増につながるよう、山車会館の整備など計画を着実に進めて
いるところである。
東海道を基軸とした歴史的風致については着実に維持向上が図られている。

山車会館整備事業については不測の事態により工期の延長が生じ、明許繰越と
なった。
計画に設置したルートの核となる施設整備等については着実に進捗しているが、計
画範囲外の文化財についても市域に波及効果を広げていく必要がある。

事業を着実に推進していく必要がある。また２期計画の策定を見越し、市民・地域と
の連携を進め、計画の充実を図っていく。
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

第2次亀山市地域福祉計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は、地域福祉法107条に基づく市町村計画であり、本市の最上位計画であ
る第2次亀山市総合計画に即したものである。あわせて、福祉分野におけるマスター
プランとして、高齢者福祉、障がい者福祉、子ども・子育て支援、健康・医療の各種
計画と整合しつつ、地域福祉活動計画（亀山市社会福祉協議会）と連携しながら福
祉施策を総合的に推進するものであるとともに、地域防災計画や生涯学習計画な
ど、他分野の計画との連携・整合を図るものである。

健康福祉部 地域福祉課

目的・概要

計画期間 年度

　本市における従来からの市民と地域の持つ力を生かした地域福祉のネットワークを
強化するとともに、ともに支え合う「共助」の機能を高めつつ、さらに、多様な人びとが
心身ともに健やかな日々を過ごせる「共生」の地域社会を構築し、「ふだんの、くらし
の、しあわせ」のまち「かめやま」の実現を目指すものである。

計画の骨格
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■成果指標

1

2

3

■計画の実績等
【主な取組実績】
●亀山市社会福祉協議会と教育委員会とが連携した福祉教育推進事業を実施し、
幼保（認定こども園含む）、小中学校、高等学校に福祉体験の場を提供。
●豊中市社会福祉協議会の勝部麗子氏(CSW)を講師として迎え、民生委員や地域
まちづくり協議会を主な対象とした地域福祉講演会を開催。
●相談者の状況に応じた包括的・伴走的な支援として、社会福祉協議会に生活困
窮者自立支援事業（新規相談：112件、延べ相談512件）を委託。
●総合相談窓口の設置に向けた取組として、地域包括支援センターの運営見直し
や、子育て世代包括支援センターの開設に向けた検討の実施。
●歩行困難の方等を対象とした福祉移送サービス（登録者数52名、延べ運行回数
1,602回）の提供を社会福祉協議会への委託により実施。
●支援対策の実効性を高めた避難行動要支援者名簿の再構築。
●コミュニティスクールや青少年育成市民会議による愛の運動（41団体、1,351人）
を実施。

　共生社会の実現に向けた福祉に関する啓発等により、福祉意識の向上と地域福祉
の担い手の育成に取り組んだ。成年後見制度の利用を促進するため、市の関係する
計画への取組の位置付けや生活困窮者対策の推進等により、地域福祉を支える人
材の育成と自立に向けた支援を進めた。
　避難行動要支援者名簿の再構築や、地域における助け合い・支え合いを支援する
コミュニティソーシャルワークの体制づくりに向け、国の地域力強化推進事業を活用し
た地域福祉力強化推進事業として事業化し、地域の連携で安心を生み出す環境づ
くりを進めた。
　また、地区コミュニティセンターの整備・充実や、愛の運動により地域活動の充実を
図った。健康で生きがいを感じることができる活動の支援や、ボランティア・サロン活
動の活発化や支援が必要な人への声かけ活動・見守り活動などにより、地域での助
け合い・支え合いの風土を高めることに寄与した。

　市民と福祉関係者への情報提供の方法を工夫するなど、地域福祉を支える人と組
織の育成や、社会福祉協議会と連携した地域福祉活動を展開し、安心して福祉
サービスを利用できる環境づくりにつながる取組を進めた。
　また、民生委員や福祉委員等の地域福祉の担い手の育成や、地域まちづくり協議
会等の地域資源の活用方法の検討を進め、地域での助け合い・支え合いのしくみの
一つとして、地域福祉力強化推進事業の予算措置を行った。
　さらに、生活困窮者自立支援事業等により、低所得者への支援と自立に向けた支
援を推進するなど、総合計画における各取組を展開した。

　本計画は、平成29年11月から本格的に展開しており、現時点の課題は特化した内
容となる。福祉ニーズは多様化・複雑化しており、例えば、ごみ屋敷等の「制度の狭
間」の課題は、単独での相談機関では十分な対応ができていないのが現状である。こ
れらは、保健・医療分野をはじめとした専門職や関係機関などの協力のもと、困難な
課題の解決を図れるよう、多機関の協働による包括的な支援体制の構築に向けた
検討が必要である。

　平成30年度から本格的に取り組む地域福祉力強化推進事業において、地域にお
ける支え合い・支え合い活動の支援や個別ケースの支援、しくみづくりを社会福祉協
議会への委託により全市展開していく中で、出てくることが想定される困難な課題を
解決につなげる体制づくりについて、先進地の事例を参考しつつ、国の補助金を活用
した体制整備の検討を進めていく。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

別紙のとおり

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名
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数値目標の進捗管理 

 

【基本目標１】地域福祉を支える人材の育成と自立支援の推進 

項目 現状値 Ｈ29 年度 
目標値 

(Ｈ33 年度) 

備考 

（現状の根拠） 

地域活動での役割を

何か担っている人の

割合 

１７．２％ － ３５％ 

平成 27年度_第 2次

総合計画市民アンケ

ート調査 

住民がお互いに助け

合えるまちづくりの満

足度 

４７．６％ － ５５％ 

平成28年度__第2次

地域福祉計画市民ア

ンケート調査 

市ボランティアセンタ

ー登録者数及びボラ

ンティア数（地域の担

い手含む） 

７５１人 ６９７人 ９００人 

 

【基本目標２】地域の連携で安心を生み出す環境づくり 

項目 現状値 Ｈ29 年度 
目標値 

(Ｈ33 年度) 

備考 

（現状の根拠） 

福祉サービスに関す

る情報提供の満足度 
４６．１％ － ５０％ 

平成28年度__第2次

地域福祉計画市民ア

ンケート調査 気軽に相談できる人・

場の充実の満足度 
３９．７％ － ４５％ 

ふれあい・いきいきサ

ロン活動、子育てサロ

ン及びコミュニティサ

ロンの設置団体数 

６０団体 ９６団体 １１０団体 

 

ちょっとした困りごと相

談ができる場所の数 
－ ０ １０箇所 

地域まちづくり協議会 

【基本目標３】身近な地域での助け合い・支え合い活動の促進 

項目 現状値 Ｈ29 年度 
目標値 

(Ｈ33 年度) 

備考 

（現状の根拠） 

隣近所の方とあいさつ

をしている人の割合 
６９．１％ － ９０％ 

平成28年度__第2次

地域福祉計画市民ア

ンケート調査 悩みや不安、困ったこ

とがあるときに相談し

ない人の割合 

６．１％ － ５％ 

地域活動に参加しな

い人の割合 
３０．６％ － ２５％ 

※アンケート結果をもとにした目標の評価は、前期基本計画の最終年度に実施します。 
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１ 地域福祉を支える人材の育成と自立支援の推進 

（１）福祉意識の向上 

5 年後のあるべき姿 
「共生社会の実現」に向けた意識が高くなり、誰もが福祉を「我が事」
と認識して具体的な行動が展開されています。 

行政と社協の役割 
高齢者や障がい者、外国人など、さまざまな住民が、互いに理解し合っ
て暮らしていく「共生社会の実現」に向けた啓発を行います。 

取 組 内 容 

① 
「共生社会」や「心のバリアフリー」といった地域福祉の理念について、
さまざまな機会をとらえて普及･啓発を行います。 

② 
地域における福祉講演会、小中学校における福祉教育・福祉体験など、
地域の特性に合わせて地域福祉を学ぶ機会づくりを教育委員会と連携し
ながら進めます。 

③ 
地域の一員として果たすべき「コミュニティサービス」の考え方につい
て、普及を図ります。 

④ 
障がいの有無や国籍などの違いを越えた、市民交流・ふれあいの機会を
提供します。 

実績(平成 29 年度) 

 共生社会や心のバリアフリーといった地域福祉の理念など、共生社会
の実現に向けた意識の高まりは、あいあい祭り(10 月)やヒューマンフェ
スタ in 亀山(12 月)などの開催により啓発に取り組んだものの、計画初
年度であるため動きが少なかったと捉えています。 
 一方、福祉教育は、社会福祉協議会が主体となり、教育委員会と連携
した福祉教育推進事業を実施し、保育所(13 園)・幼稚園(5園)、認定こ
ども園(1園)、小学校(11 校)、中学校(3校)、高等学校(2 校)に福祉体験
の場を提供しました。 
また、豊中市社会福祉協議会の勝部麗子氏を講師として招いた地域福

祉講演会を開催(平成 30年３月 10日)し、地域まちづくり協議会や民生
委員・児童委員、福祉委員などに対する福祉意識の向上に寄与しました。 

 

（２）担い手の育成 

5 年後のあるべき姿 
「地域共生社会」の実現に向けて、誰もがそれぞれにできることを担って
います。 

行政と社協の役割 
地域まちづくり協議会を単位として、住民相互に支え合うしくみを構築で
きるよう促し、支援を行います。 

取 組 内 容 

① 
民生委員・児童委員や、福祉委員をはじめとする、地区レベルでの地域福
祉の中核を担う人材の確保・育成と、スキルアップのための研修の充実を
図ります。 

② 
ボランティア講座の開催とともに、亀山高等学校や徳風高等学校、近隣の
大学と連携しながらボランティアの機会をつくるなど、将来にわたって地
域福祉を実践する人材の育成を進めます。 

③ 
市民の健康づくりや地域で介護予防活動に取り組むリーダーや推進組織
の育成・支援を行い、地域住民が主体となる介護予防活動の展開を促しま
す。 

実績(平成 29 年度) 

 健康づくり応援隊養成講座を終了した団体(延べ 6回、108人)に対して、
ウオーキングや転倒予防、認知症予防など、健康づくりや地域における介
護予防活動の支援を行った。社会福祉協議会が主体となり、亀山高等学校
及び徳風高等学校に対し、ボランティア等の福祉教育を行いました。 
 また、社会福祉協議会と長寿健康づくり室とが連携した高齢者を対象と
したふれあいいきいきサロン(80 箇所)の開催などにより、住民相互に支
え合うしくみの構築に向けた基盤づくりを進めました。 
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（３）権利擁護の充実 

5 年後のあるべき姿 
判断能力が低下した人などの権利が尊重され、自分らしく生活できる支援
が充実しています。 

行政と社協の役割 
人権尊重等の権利擁護に関する制度の周知を行うとともに、制度利用のた
めの体制の確立をめざします。 

取 組 内 容 

① 
判断能力の低下した人や障がいのある人に限らず、社会的立場が弱い人へ
の差別や虐待を防ぎ、すべての人の人権が守られるよう、地域における啓
発活動とともに、人権相談等、相談体制の充実を図ります。 

② 
判断能力が低下した人等に対し、日常生活自立支援事業による生活支援の
充実を図ります。 

③ 

国の成年後見制度利用促進基本計画を踏まえながら、亀山市高齢者福祉計
画（平成 30～32 年度）及び第２次亀山市障がい者福祉計画を推進し、成
年後見制度の利用の促進に取り組むとともに、社会福祉協議会による法人
後見等の可能性についても協議していきます。 

④ 

児童や弱い立場の人の人権を守り、児童虐待及びＤＶ（ドメスティック・
バイオレンス）の発生予防や早期発見・早期対応（親・子どもの悩み等）
が図れるよう、分かりやすい相談窓口を位置づけるとともに、地域や関係
機関などとの連携を強化します。 

⑤ 
障がいを理由とする差別の解消を推進するため、弁護士等の法曹をはじ
め、障がい者団体や相談支援事業者など、地域のさまざまな団体機関が、
情報共有や協議をすることができる体制を整備します。 

実績(平成 29 年度) 

 人権相談事業(よろず人権相談：36 回)や高齢者・障がい者虐待防止対
策代表者会議の実施のほか、国の成年後見制度利用促進基本計画を踏ま
え、成年後見制度の利用を促進できるよう、亀山市高齢者福祉計画・第２
次亀山市障がい者福祉計画に具体的な取組を位置付け、判断能力が低下し
た人などの権利が尊重され、自分らしく生活できる支援の充実に向け取り
組むことを明確化しました。 

 

（４）生活困窮者対策の推進 

5 年後のあるべき姿 
公的支援はもとより関係機関との連携や地域住民による支援によって、生
活困窮者が支えられています。 

行政と社協の役割 
社会福祉法人・事業者等、地域の多様な社会資源と連携し、適切な支援が
できる体制を整えます。 

取 組 内 容 

① 貧困の連鎖を防止するため、子どもの貧困の実態把握を行います。 

② 
生活困窮につながる可能性のある大人の引きこもりは、地域のつながりを
生かして、見守りや声かけ活動などにより早期発見しながら、その実態把
握に取り組みます。 

③ 
生活困窮者に対する正しい理解を得るため、支援制度に対する啓発活動を
行います。 

④ 
自立支援相談事業など、生活困窮者等の自立を支援するため、アウトリー
チによる相談支援を実施します。 

⑤ 
生活困窮者、子どもの貧困や引きこもりに対する自立支援を行うため、家
庭・地域・関係機関との連携によって、支援体制の強化を図ります。 

実績(平成 29 年度) 

 相談者の生活課題を把握・整理し、課題の解決に向け、相談者の状況に
応じた包括的・伴走的な支援として、社会福祉協議会に生活困窮者自立支
援事業(新規相談 112 件、延べ相談 512 件)を委託しました。また、貧困の
連鎖の防止に向け、子どもの貧困に関する実態調査を実施するため、国の
地域子供の未来応援交付金を活用し、翌年度に調査ができるように事業化
しました。 

 

 

 

- 29 -



 

 

２ 地域の連携で安心を生み出す環境づくり 

（１）情報提供の充実 

5 年後のあるべき姿 「福祉情報」が必要な人に、分かりやすい情報が提供されています。 

行政と社協の役割 
必要な人に分かりやすく情報を提供するとともに、特に複数の福祉課題が
ある住民や福祉関係者に対して、必要な情報の提供を行います。 

取 組 内 容 

① 

地域福祉・福祉サービスに関する情報を一元化するとともに、「この人に
聞けば分かる」、「ここに行けば分かる」など、分かりやすい提供方法を確
立します。また、地域社会とのかかわりが薄い人には、個々のニーズに応
じた福祉サービスの情報提供に努めます。 

② 
民生委員・児童委員や福祉サービス事業者などの福祉関係者に対しては、
医療・介護の連携など、より詳細な情報の提供を図ります。 

③ 
潜在化している地域の福祉課題を掘り起こし、本人や家族、支援者に対し
て適切な情報を提供できるしくみを検討します。 

実績(平成 29 年度) 

 支援が必要な人には、市ホームページや市公式フェイスブックを活用
し、必要とされる福祉情報の提供に努めました。一方、民生委員・児童委
員、福祉委員などの支援者に対しては、地域の福祉課題の解決を担うコミ
ュニティソーシャルワーカーの必要性やその役割の情報提供を目的とし
て、地域福祉講演会を開催(平成 30年 3月 10 日)しました。 

 

（２）福祉サービスの向上と相談体制の充実 

5 年後のあるべき姿 
多様で複合的な悩みや困りごとに「丸ごと」対応できる相談体制が確立さ
れており、また、市内にある社会福祉法人は、地域とのかかわりが深まっ
ています。 

行政と社協の役割 
地域とともに福祉課題を解決するしくみをつくりながら、公的な福祉サー
ビスとともに個別のニーズに応じた地域での福祉サービスが提供できる
よう、支援を行います。 

取 組 内 容 

① 
社会福祉法人による地域における公益的な取組を促し、これらを通じた社
会福祉の充実を図ります。 

② 
地域福祉・福祉サービスに関するあらゆる相談を受け付けられる総合相談
窓口の設置に向けて、相談体制の構築を図ります。 

③ 
地域における民生委員・児童委員等が、身近な場で相談ごとを受けられる
体制をつくるとともに、必要な場合に必要な機関につながるしくみづくり
を進めます。 

④ 
地域のニーズや課題をくみ取り、その解決を図るため、地域まちづくり協
議会の福祉委員会を単位とした地域福祉課題検討会議が開催できるよう
支援します。 

実績(平成 29 年度) 

 総合相談窓口の設置に向け、地域包括支援センターの運営の見直しや子
育て世代包括支援センターの開設に向けた検討を進めました。また、地域
まちづくり協議会の福祉委員会を単位とし、多様で複合的な悩みや困りご
とに対応できる相談体制の構築に向け、国の地域力強化推進事業を活用
し、翌年度から地域福祉力強化推進事業として事業化しました。 
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（３）地域福祉・ボランティア活動の推進 

5 年後のあるべき姿 
住民主体のさまざまな福祉活動が活発化し、住民がボランティアとなって
困りごとが解決できる地域づくりが進んでいます。 

行政と社協の役割 
さまざまな機会や情報の提供に努めるとともに、ボランティアの育成や地
域でのボランティア活動の促進を図ります。 

取 組 内 容 

① 
「支える側」として、世代を越えてだれもが活躍できるよう、ボランティ
ア活動の動機付けとなるボランティアポイント制の導入を検討します。 

② 
日常生活のちょっとした困りごとに対する支え合いにもつながるしくみ
づくりを進めます。 

③ 
福祉サービス・イベント時における資材の貸出等、地域福祉活動を下支え
するサポート体制づくりを進めます。 

④ 
地域における住民交流や介護予防、子育て支援につながるサロン活動を支
援します。 

⑤ 
認知症高齢者や要保護児童などを、家族だけでなく、地域全体で支える支
援のしくみを構築します。 

実績(平成 29 年度) 

 歩行困難の方や寝たきり状態の方を対象に福祉移送サービス(登録者数
52 名、延べ運行回数 1,602 回)の提供について、社会福祉協議会への委託
により実施しました。また、介護予防事業におけるふれあい・いきいきサ
ロンの実施(80 箇所)や、小中学校、高等学校をはじめ、福祉委員や医療
関係者などを対象とした認知症サポーター養成講座(15 回、424 人)や認知
症カフェ(直営：11回、延べ 53人、委託：12回、延べ 284 人)を実施しま
した。 

 

（４）地域の防災対策の充実 

5 年後のあるべき姿 
地域では、「共助」の力で防災の日常化が図られており、災害が起こって
も地域で住民の安全が確認されています。 

行政と社協の役割 
密接な連携・協力体制のもと、地域の特性に応じた防災体制の構築を図り
ます。 

取 組 内 容 

① 

大規模な災害の発生に備え、避難行動要支援者への支援対策の実効性をよ
り高められるよう、支援者名簿を再構築するとともに、自主防災組織、自
治会、地域まちづくり協議会などの避難支援者の協力を得ながら、その活
用と見直しを図っていきます。 

② 
地域の特性に合わせて、民生委員・児童委員、福祉委員などを中心とした、
日頃からの安否確認体制の構築を図るとともに、避難行動要支援者一人ひ
とりに合わせた個別計画の策定に努めます。 

③ 
大規模な災害が発生した場合に災害ボランティアによる災害復旧の支援
がスムーズに受け入れられるよう、地域の「受援力」を高めます。 

実績(平成 29 年度) 

 災害が起こっても地域で住民の安全が確認され、地域における防災の日
常化につながるよう、支援対策の実行性を高めた避難行動要支援者名簿を
再構築しました。また、市福祉医療対策部と社会福祉協議会が、災害時に
おける災害ボランティアの受入について協議し、亀山市災害ボランティア
センター設置運営マニュアルに基づいた受入を行うものとして、意識を共
有しました。 
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（５）関係機関の連携強化 

5 年後のあるべき姿 多職種及び多機関が有機的に連携できる体制が整っています。 

行政と社協の役割 
地域まちづくり協議会、福祉関係事業者、保健・医療分野の専門職などと
の連携を強化し、地域の福祉課題の解決に努めます。 

取 組 内 容 

① 
地域における福祉課題を解決するため、地域を支援するコミュニティソー
シャルワーク※１が全市で行える体制づくりに努めます。 

② 
地域が抱える多様な課題に応えるため、ボランティアコーディネーターや
生活支援コーディネーターなどの活動を推進し、地域の包括的な支援体制
を構築します。 

③ 
地域住民だけでは解決が困難な課題については、保健・医療分野をはじめ
とする専門職や関係機関などの協力のもと、課題の解決を図る体制を整え
ます。 

実績(平成 29 年度) 

 生活支援コーディネーター等、多職種・多機関が連携し、地域における
福祉課題を解決するため、地域を支援するコミュニティソーシャルワーク
の体制づくりに向け、国の地域力強化推進事業を活用し、翌年度から地域
福祉力強化推進事業として事業化しました。 

 

３ 身近な地域での助け合い・支え合い活動の促進 

（１）地域活動の充実 

5 年後のあるべき姿 
地域における集いの場や交流の機会が大切にされ、身近な地域での住民相
互のつながりが深まっています。 

行政と社協の役割 
住民一人ひとりが地域社会の一員として自覚を持ち、地域での活動が広が
るよう支援します。 

取 組 内 容 

① 
小地域における福祉活動等を促進するため、地域まちづくり協議会の活動
拠点である地区コミュニティセンター等の整備・充実を図ります。 

② 
地域で生活する人の相互理解や連帯感を醸成するため、世代を越えて交流
する地域行事等の開催を促進します。 

③ 
教育委員会と連携して、コミュニティスクール（学校運営協議会）や青少
年育成市民会議の「愛の運動（登下校時の見守り活動）」などを活用し、
垣根なく誰もが自然に参加する「あいさつ運動」を展開します。 

④ 
地域の課題を解決するコミュニティビジネスのしくみづくりを検討しま
す。 

実績(平成 29 年度) 

 地域まちづくり協議会の活動拠点である地区コミュニティセンターの
耐震補強工事、トイレ改修、エアコン設置工事(4箇所)を実施した。また、
地域づくり支援室と社会福祉協議会が連携し、福祉委員会が行う交流活
動、訪問活動や研修会などについて全 22 地区で支援を行いました。 
コミュニティスクールや青少年育成市民会議による「愛の運動（41団

体、1,351 人）」などを実施し、誰もが自然と参加するあいさつ運動を展
開しました。また、コミュニティビジネスのしくみづくりの支援の一つと
して、地域まちづくり推進アドバイザー派遣制度において、コミュニティ
ビジネスの専門家を派遣できるよう、しくみづくりの基盤を整えました。 
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（２）健康づくり・生きがいづくり 

5 年後のあるべき姿 
生きがいづくりに向けてさまざまな活動が展開され、一人ひとりが、健康
でいきいきと地域で暮らしています。 

行政と社協の役割 
住民どうしがお互いに平等の立場で、支える側、支えられる側に立ち、地
域で役割を果たせるよう、健康で生きがいを感じることのできる活動を支
援します。 

取 組 内 容 

① 
健康づくり活動が日常生活の中で習慣化し、家庭や地域ぐるみの自主的な
健康づくりが生活様式となるよう支援します。 

② 
地域において、住民が世代や背景を越えてつながり、生活における楽しみ
や生きがいを見出す機会となる住民の主体的な活動を支援します。 

③ 
高齢者の生きがいづくりや健康増進などを進めるとともに、住民同士の交
流や活動の機会を通じて心身ともに健康に暮らせる環境を整えます。 

④ 
子どもから高齢者までの学びの成果を生かした世代間交流を通じて、誰も
が地域に参画して生きがいを感じられる「居場所づくり」を推進します。 

実績(平成 29 年度) 

 健康増進普及月間(平成29年9月)を起点としたあいあい運動教室(7回、
延べ 279 人)を実施し、家庭で継続して行える健康体操(ウオーキング、ス
トレッチ、リズムエアロなど)を実施しました。 
中央公民館の出前教室として、スポーツ・健康に関する講座(12 地区、

延べ 14 回)を実施した。また、住民の主体的な活動を支援する市民活動支
援事業や、誰もが参画して生きがいを感じられる居場所づくりに向け、図
書館整備の基本構想の中で「知との出会いその蓄積の場と市民の誰もが集
える場の創設」を基本方針として定めました。 

 

（３）助け合い・支え合い活動の充実 

5 年後のあるべき姿 
隣近所がお互いに助け合っており、さまざまな活動により支え合いが継続
されています。 

行政と社協の役割 
支援を必要とする人を身近な地域で支えることができるよう、助け合い・
支え合いの風土を醸成します。 

取 組 内 容 

① 
ボランティアやサロン活動を活発化し、居場所づくりにつなげられるよ
う、社会福祉協議会と連携しながら、従来の活動に音楽療法等を取り入れ
るなど、活動のノウハウの普及に努めます。 

② 
買い物支援や困りごと支援など、近所における助け合いや支え合い活動を
活性化させるしくみの構築に向けて支援します。 

③ 
支援が必要な人への声かけ活動や見守り活動など、民生委員・児童委員等
の地域福祉の担い手の活動を支援します。 

実績(平成 29 年度) 

社会福祉協議会では、高齢者を対象としたふれあい・いきいきサロン(介
護予防普及啓発事業：既存 51箇所、新規 29 箇所)や子育てサロン(既存 8
箇所)に加え、平成 29年度、新たに地域住民の誰もが参加できるコミュニ
ティサロン(新規 8箇所)を事業化し、サロン活動の推進に向け、活動に係
る助成を行いました。 
 地域における助け合い・支え合い活動の促進や地域福祉の担い手の活動
の支援に向け、国の地域力強化推進事業を活用し、翌年度から地域福祉力
強化推進事業として事業化しました。 
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 34

亀山市健康・医療推進計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は、健康増進法第8条第2項に基づく健康増進計画、食育基本法第18条
第1項に基づく食育推進計画、自殺対策基本法第13条第２項に基づく自殺対策計
画及び地域医療再構築プラン（医療介護総合確保促進法第５条第１項に基づく市
町村計画含）の４計画を統合し、策定している。

健康福祉部 長寿健康課

目的・概要

計画期間 年度

　市民が住み慣れた地域で、豊かな食生活と健康で充実した暮らしを続けることが
できる健康文化のまちであるとともに、安心して医療を受けることができるまちを目指
すものである。

計画の骨格

生涯にわたり健康に暮らすことができ、 

安心して医療を受けられるまち 
 

 

基本 

理念 

生
涯
に
わ
た
り
健
康
に
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
、
安
心
し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
ま
ち 

施策大綱（基本戦略） 施策の方向 

１ 健康な暮らしの支援 

２ 疾病予防と早期発

見・治療の推進 

３ 地域医療提供体制の

整備 

①健(検)診の推進、生活習慣病予防・介護予防の推進 

③地域医療の確保と医療センターの経営健全化 

①健康づくりによる健康都市「かめやま」の実現 

②歯と口腔の健康づくりの推進 

③感染症の予防、予防接種の推進 

②こころの健康づくり（自殺対策） 

①多職種連携による地域包括ケアシステムの強化・充実 

②救急医療提供体制の充実 

４ 食育の推進 

③共食の推進 

①栄養・食生活の改善 

②次世代に伝える食文化 

※計画の施策大綱(基本戦略)及び施策の方向のうち、1-①～③、2-①、2-②及び 4-①の一部は健康増進計画、2-②は

自殺対策計画の内容に該当します。また、3 は地域医療再構築プランの内容に該当し、4 は食育推進計画の内容に該当

します。 
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■成果指標

1

2

3

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

別紙のとおり

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

・健康づくり応援隊の支援、スポーツ・運動の推進、トレッキングやウオーキングの広
報での推奨、医療カフェの開催などにおいて地域や個人での健康づくり活動を支援
した。
・子どもへの歯科保健指導、高齢者の在宅訪問歯科検診による誤嚥性肺炎の予
防、30歳以上の歯周病検診を5歳刻みにするなどすべての年代への口腔ケアを進
めた。
・感染症の予防として、麻しん・風しんの予防接種をはじめ、高い接種率を維持した、
また、がん検診や生活習慣病予防については、無料券の発券やプログラムの見直し
を行って進めた。
・産後うつ対策、悩みやこころの問題に対する市の窓口周知、スクールカウンセラー
の派遣、認知症カフェや介護者のつどいなど幅広く実施した。
・多職種連携のためのＩＣＴシステム導入、医療センターの院外薬局開設によるジェ
ネリック使用率の向上などの地域医療の推進を図った。
・地産地消や地場産のイベントにおける提供、食育だよりを活用した児童・家庭への
啓発、食生活改善推進協議会の栄養教室開催など非常に多くの食育事業を実施
した。

　がん検診、特定健診、特定保健指導、歯周病検診の実績値は、横這い又は微減
であるが、歯周病検診は５歳刻みとしたことで、受診者が倍増した。また、医療セン
ターは経営改善が進み、医業収支比率が向上した。５年計画の初年度で、全般的
に取り組みの効果が指標へ反映されにくいところであるが、幅広い年代層に多種多
様な取り組みを展開できたことは成果となった。

第2次亀山市総合計画、前期基本計画、２．健康で生きがいを持てる暮らしの充
実、（２） 健康づくり・地域医療の充実などの施策の推進に寄与した。

食育、健康、医療の各分野における行政施策を民間のサービスや地域の取組みと
連携して総合的に展開するとともに、幼年期から高年期までのライフステージを通し
て健康・医療の支援をシームレスに（切れ目なく）提供できるように取り組んでいく必
要がある。

地域包括ケアシステムによる地域づくりと調和する健康都市「かめやま」の実現に向
け、本計画の取組の充実・強化を進めていく。

 

 

基本 

理念 

生
涯
に
わ
た
り
健
康
に
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
、
安
心
し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
ま
ち 

施策大綱（基本戦略） 施策の方向 

１ 健康な暮らしの支援 

２ 疾病予防と早期発

見・治療の推進 

３ 地域医療提供体制の

整備 

①健(検)診の推進、生活習慣病予防・介護予防の推進 

③地域医療の確保と医療センターの経営健全化 

①健康づくりによる健康都市「かめやま」の実現 

②歯と口腔の健康づくりの推進 

③感染症の予防、予防接種の推進 

②こころの健康づくり（自殺対策） 

①多職種連携による地域包括ケアシステムの強化・充実 

②救急医療提供体制の充実 

４ 食育の推進 

③共食の推進 

①栄養・食生活の改善 

②次世代に伝える食文化 

※計画の施策大綱(基本戦略)及び施策の方向のうち、1-①～③、2-①、2-②及び 4-①の一部は健康増進計画、2-②は

自殺対策計画の内容に該当します。また、3 は地域医療再構築プランの内容に該当し、4 は食育推進計画の内容に該当

します。 
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高齢者福祉計画成果指標及び実績

現状値 実績値 目標値
27 29 33

健康づくり応援隊養成講座修了者数（延人） 長寿健康課 99 121 250

医療カフェ開催回数(回) 病院総務課 1 4 12

歯周病検診受診率（30・40歳）(％) 長寿健康課 12 10.9 15
平成29年度より５歳刻み
の年齢へ変更

ＭＲ（麻しん･風しん混合ワクチン）Ⅱ期（％） 長寿健康課 97.4 97.4 現状維持

33.2 32.4 35

21.8 22.0 25

32.9 30.2 35

特定健診の受診率（％） 市民課 37.1 37.9 65 国保計画に同じ

特定保健指導の実施率（％） 市民課 20.4 16.8 60 国保計画に同じ

訪問看護ステーション数（施設） 地域医療課 5 5 6

かめやまホームケアネットにおける在宅医療を
実施する市内医療機関数（機関数）

地域医療課 9 10 15
目標値は、内科標榜医療
機関×０．８設定

かめやまホームケアネット新規利用者（人） 地域医療課 19 13 25

救急搬送の市内医療機関受入率（％） 消防総務課 50.2 47.26 50以上 総合計画に同じ

医療センター（財務）医業収支比率（％）（医
業収益/医業費用）

病院総務課 77.6 82.4 99.8 ビジョンに同じ

学校給食における地場産品を使用する割合
(％)(三重県産＋市内産の食材使用割合、食
材数ベース)

産業振興課 31.2 29.3 38
目標値は、第３次三重県
食育推進計画

項　目（単位）
年度

参考担当課名

長寿健康課がん検診の受診率（％）

肺がん

胃がん

大腸がん

総合計画に同じ
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く
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Ｈ
２
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０
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０
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ニ

バ
ス

ケ
ッ

トボ
ー

ル
大

会
、
市

を
含

む
実

行
委

員
会

の
主

催
で

江
戸

の
道

シ
テ

ィ
マ

ラ
ソ

ン
を

開
催

す
る

と
と

も
に

、
参

加
者

を
広

報
や

文
字

情
報

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
を

中
心

に
募

集
し

た
。

継
続

し
た

取
り
組

み
に

努
め

る
。

文
化

ス
ポ

ー
ツ

室
文

化
ス

ポ
ー

ツ
課

ス
ポ

ー
ツ

推
進

Ｇ
・市

民
ニ

ー
ズ

に
応

じ
た

運
動

施
設

の
充

実
、
運

動
施

設
の

利
便

性
の

向
上

、
施

設
利

用
の

促
進

、
学

校
運

動
施

設
や

公
園

の
有

効
活

用

体
育

の
日

に
合

わ
せ

て
運

動
施

設
の

無
料

開
放

を
行

い
、
広

報
や

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

等
で

情
報

提
供

を
行

っ
た

。
西

野
公

園
体

育
館

に
空

調
設

備
を

設
置

し
、
施

設
の

充
実

を
図

っ
た

。

継
続

し
た

取
り
組

み
に

努
め

る
。

教
育

研
究

室
学

校
教

育
課

教
育

支
援

G
年

間
計

画
に

沿
っ

た
体

育
指

導
（全

て
の

保
育

所
・幼

稚
園

・小
学

校
に

外
部

講
師

を
派

遣
し

た
運

動
・体

育
活

動
）

小
学

校
１
１
校

に
3
日

間
、
幼

稚
園

５
園

に
3
日

間
、
保

育
所

１
２
か

所
に

3
日

間
ず

つ
外

部
講

師
が

授
業

を
行

っ
た

。

小
学

校
１
１
校

に
3
日

間
。
幼

稚
園

５
園

に
3
日

間
。
保

育
所

１
０
か

所
に

3
日

間
ず

つ
行

う
予

定

○
鈴

鹿
山

系
の

自
然

や
東

海
道

の
ま

ち
な

み
な

ど
の

地
域

資
源

を
活

用
し

た
トレ

ッ
キ

ン
グ

、
ウ

オ
ー

キ
ン

グ
な

ど
、
市

民
の

健
康

志
向

を
高

め
、
地

域
の

文
化

と
な

る
よ

う
な

健
康

づ
く
り
活

動
を

検
討

し
進

め
ま

す
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

健
康

サ
プ

リ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
健

康
増

進
月

間
に

合
わ

せ
、
運

動
教

室
を

行
っ

た
。
各

月
テ

ー
マ

を
変

え
て

実
施

し
、
9
月

は
ウ

オ
ー

キ
ン

グ
を

テ
ー

マ
に

行
っ

た
。

健
康

サ
プ

リ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

トに
て

検
討

し
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

長
寿

健
康

づ
く
り
応

援
隊

養
成

講
座

、
健

康
都

市
連

合
日

本
支

部
大

会
へ

の
参

加

市
職

員
と

団
体

代
表

者
に

て
、
健

康
都

市
連

合
日

本
支

部
大

会
へ

参
加

し
た

。

引
き

続
き

、
実

施
し

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
高

齢
者

支
援

G
長

寿
健

康
づ

く
り
事

業
の

充
実

へ
の

取
組

（亀
山

Ｑ
Ｏ

Ｌ
支

援
モ

デ
ル

事
業

含
む

。
）

Ｑ
Ｏ

Ｌ
ダ

イ
ヤ

ル
に

つ
い

て
は

、
２
２

件
の

相
談

件
数

が
あ

っ
た

。
引

き
続

き
、
実

施
し

て
い

く
。

○
医

療
職

等
に

よ
る

地
域

で
の

講
座

や
学

習
会

な
ど

を
開

催
し

、
市

民
の

医
療

・
健

康
（生

活
習

慣
病

予
防

を
含

む
。
）
の

自
主

活
動

に
つ

な
が

る
取

組
を

推
進

し
ま

す
。

医
事

管
理

室
病

院
総

務
課

医
事

G
地

域
に

お
け

る
医

療
カ

フ
ェ

の
開

催
・医

療
カ

フ
ェ

の
実

施
や

実
施

内
容

の
情

報
提

供
（広

報
、
Ｃ

Ａ
Ｔ

Ｖ
、
Ｈ

Ｐ
）に

よ
る

自
主

活
動

に
つ

な
げ

る
取

組

市
広

報
及

び
院

内
掲

示
板

へ
の

写
真

等
の

掲
示

に
よ

り
、
実

施
内

容
の

情
報

提
供

を
行

い
、
そ

の
結

果
平

成
２
９
年

度
は

、
合

計
４
回

開
催

し
、
延

参
加

者
数

は
８
２
人

で
あ

っ
た

。

市
広

報
及

び
院

内
掲

示
板

へ
の

掲
示

以
外

に
も

、
Ｈ

Ｐ
等

に
掲

載
を

行
う
等

、
引

き
続

き
実

施
内

容
の

情
報

提
供

に
努

め
、
自

主
活

動
に

つ
な

げ
る

取
組

み
を

行
う
。

○
気

軽
に

ス
ポ

ー
ツ

や
運

動
、
ス

ポ
ー

ツ
観

戦
を

楽
し

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、
ス

ポ
ー

ツ
等

の
開

催
情

報
を

積
極

的
に

発
信

す
る

と
と

も
に

、
ス

ポ
ー

ツ
や

運
動

が
で

き
る

環
境

づ
く
り
を

進
め

ま
す

。

○
健

康
都

市
連

合
日

本
支

部
大

会
等

へ
参

加
し

、
専

門
的

な
知

見
や

先
進

的
な

取
組

を
参

考
に

す
る

と
と

も
に

、
高

齢
者

の
Ｑ

Ｏ
Ｌ

（Q
ua

lit
y
 O

f 
L
if
e
：生

活
の

質
）

向
上

や
健

康
増

進
を

支
援

す
る

事
業

者
、
団

体
な

ど
と

の
連

携
を

図
り
な

が
ら

、
健

康
づ

く
り
事

業
を

充
実

し
て

い
き

ま
す

。
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0
2
:歯

と
口

腔
の

健
康

づ
く
り
の

推
進

取
組

内
容

Ｈ
２
９
担

当
室

Ｈ
３
０
担

当
課

グ
ル

ー
プ

名
取

組
に

対
応

す
る

事
業

Ｈ
２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
長

寿
健

康
づ

く
り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

「健
康

づ
く
り
の

て
び

き
」へ

の
歯

の
健

康
づ

く
り
の

情
報

掲
載

「健
康

づ
く
り
の

て
び

き
」に

歯
の

健
康

づ
く
り
に

つ
い

て
の

情
報

を
掲

載
し

た
。
（年

１
回

）

引
き

続
き

、
実

施
し

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

長
寿

健
康

教
室

（出
前

トー
ク

、
中

央
公

民
館

講
座

）で
口

腔
ケ

ア
に

関
す

る
テ

ー
マ

で
実

施

歯
つ

ら
つ

体
操

ポ
ス

タ
ー

を
活

用
し

、
歯

の
健

康
づ

く
り
に

つ
い

て
の

周
知

を
行

っ
た

。

引
き

続
き

、
ポ

ス
タ

ー
を

活
用

し
、

歯
の

健
康

づ
く
り
に

つ
い

て
の

情
報

の
啓

発
を

行
う
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

母
子

健
康

手
帳

配
布

時
に

お
け

る
歯

の
健

康
づ

く
り
や

歯
科

健
診

の
情

報
提

供

母
子

健
康

手
帳

交
付

時
に

歯
の

健
康

づ
く
り
や

歯
科

健
診

に
つ

い
て

の
情

報
提

供
を

行
っ

た
。
（母

子
健

康
手

帳
：延

べ
4
1
8
件

）

引
き

続
き

、
母

子
健

康
手

帳
交

付
時

に
情

報
提

供
を

し
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

歯
科

保
健

教
室

（幼
児

対
象

）の
実

施
⇒

2
歳

児
（希

望
者

と
1
歳

6
か

月
児

健
康

診
査

の
歯

科
診

察
で

の
要

フ
ォ

ロ
ー

者
）を

対
象

と
し

て
、
歯

科
医

師
の

歯
科

検
診

と
歯

科
衛

生
士

の
歯

科
相

談
を

実
施

取
り
組

み
に

対
す

る
事

業
ど

お
り
実

施
し

た
。
（歯

科
保

健
教

室
：年

6
回

（延
べ

1
7
4
人

））

引
き

続
き

、
歯

科
保

健
教

室
を

実
施

し
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
高

齢
者

支
援

G
在

宅
訪

問
歯

科
健

診
の

実
施

、
口

腔
機

能
向

上
事

業
（お

口
の

健
康

教
室

）
訪

問
型

サ
ー

ビ
ス

の
依

頼
が

な
か

っ
た

。
サ

ー
ビ

ス
の

周
知

に
努

め
る

。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

歯
の

衛
生

週
間

を
利

用
し

た
保

健
だ

よ
り
へ

の
掲

載
、
ポ

ス
タ

ー
の

掲
示

に
よ

る
口

腔
ケ

ア
の

情
報

発
信

⇒
歯

み
が

き
指

導
、
歯

み
が

き
カ

レ
ン

ダ
ー

の
作

成
、
各

学
校

の
委

員
会

活
動

に
よ

る
特

色
あ

る
実

践
的

な
取

組
の

実
施

・歯
科

検
診

後
の

事
後

処
置

状
況

調
査

の
強

化
（現

在
の

事
後

調
査

を
1
回

増
や

す
等

）

各
学

校
に

お
い

て
、
歯

の
衛

生
週

間
に

お
い

て
保

健
だ

よ
り
や

ポ
ス

タ
ー

に
よ

る
口

腔
ケ

ア
に

関
す

る
情

報
発

信
を

行
っ

た
。
ま

た
、
関

係
機

関
と

の
連

携
し

、
よ

い
歯

の
コ

ン
ク

ー
ル

を
実

施
し

、
歯

の
健

康
に

関
す

る
啓

発
を

行
っ

た
。

　
今

後
も

歯
の

衛
生

週
間

を
中

心
と

し
た

啓
発

の
取

組
や

情
報

発
信

の
ほ

か
、
各

学
校

に
お

け
る

取
組

を
継

続
す

る
。

○
亀

山
歯

科
医

師
会

と
の

連
携

の
も

と
、
3
0
歳

以
上

の
歯

周
病

検
診

の
受

診
機

会
の

増
加

を
図

り
な

が
ら

、
特

に
３

０
歳

・４
０
歳

の
節

目
の

受
診

率
向

上
に

取
り
組

み
ま

す
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

対
象

者
へ

の
個

人
通

知
、
未

受
診

者
に

対
す

る
受

診
勧

奨
の

送
付

・未
受

診
者

に
対

す
る

受
診

勧
奨

の
強

化
、
現

在
の

1
0
歳

か
ら

5
歳

単
位

へ
の

対
象

拡
大

等

対
象

者
に

対
し

て
無

料
券

の
個

人
通

知
を

行
っ

た
。
ま

た
、
未

受
診

者
に

は
1
月

に
受

診
勧

奨
を

送
付

し
受

診
率

向
上

に
努

め
た

。
（受

診
率

：1
1
.8

%
）

対
象

者
へ

無
料

券
の

個
人

通
知

を
行

う
こ

と
や

未
受

診
者

へ
の

案
内

を
行

い
、
受

診
勧

奨
を

行
う
。

○
ま

た
、
高

齢
者

の
口

腔
衛

生
状

態
を

改
善

す
る

等
、
口

腔
ケ

ア
対

策
を

推
進

し
、
誤

嚥
性

肺
炎

の
予

防
に

努
め

ま
す

。

保
険

年
金

室
市

民
課

医
療

年
金

G
高

齢
者

在
宅

訪
問

歯
科

健
診

事
業

健
診

受
診

者
６
名

の
口

腔
状

況
の

改
善

が
図

ら
れ

た
。

健
診

率
が

目
標

数
値

に
達

成
す

る
よ

う
対

象
者

の
見

直
し

や
歯

科
医

師
会

等
と

更
に

連
携

し
て

い
く
。

○
口

腔
清

掃
や

食
生

活
へ

の
配

慮
な

ど
自

己
管

理
（セ

ル
フ

ケ
ア

）
能

力
や

家
庭

内
管

理
（ホ

ー
ム

ケ
ア

）が
向

上
す

る
よ

う
、
ま

た
、
か

か
り
つ

け
歯

科
医

を
持

っ
て

定
期

的
な

歯
科

検
診

や
予

防
措

置
を

受
け

る
よ

う
啓

発
し

て
い

き
ま

す
。
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0
3
:感

染
症

の
予

防
、
予

防
接

種
の

推
進

取
組

内
容

Ｈ
２
９
担

当
室

Ｈ
３
０
担

当
課

グ
ル

ー
プ

名
取

組
に

対
応

す
る

事
業

Ｈ
２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
○

予
防

接
種

や
感

染
症

に
関

す
る

情
報

提
供

方
法

を
整

理
す

る
と

と
も

に
、
保

健
所

や
医

療
機

関
な

ど
の

関
係

機
関

や
保

育
所

、
幼

稚
園

、
小

・中
学

校
な

ど
の

関
連

施
設

と
の

連
携

体
制

を
強

化
し

ま
す

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

関
連

施
設

と
の

連
携

体
制

の
構

築
に

む
け

た
情

報
提

供
方

法
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
作

成

食
中

毒
が

発
生

し
た

時
は

、
関

係
室

に
連

絡
を

行
っ

た
。

関
連

施
設

と
の

連
携

体
制

の
構

築
に

む
け

た
情

報
提

供
方

法
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
作

成
に

向
け

た
検

討
を

行
う
。

○
風

し
ん

の
予

防
接

種
に

つ
い

て
は

、
全

体
的

な
啓

発
の

ほ
か

、
成

人
式

や
育

児
相

談
の

際
な

ど
の

機
会

に
接

種
勧

奨
を

行
う
と

と
も

に
、

母
子

健
康

手
帳

交
付

時
や

パ
パ

マ
マ

教
室

な
ど

の
機

会
を

通
し

て
夫

や
家

族
等

の
接

種
を

勧
奨

し
て

い
き

ま
す

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

風
し

ん
の

予
防

接
種

に
対

す
る

広
報

等
に

よ
る

全
体

的
な

啓
発

・成
人

式
や

育
児

相
談

時
の

チ
ラ

シ
や

説
明

に
よ

る
接

種
勧

奨
の

実
施

・母
子

健
康

手
帳

交
付

時
や

パ
パ

マ
マ

教
室

な
ど

の
機

会
に

お
け

る
夫

や
家

族
等

へ
の

接
種

勧
奨

成
人

式
に

チ
ラ

シ
を

配
布

、
ま

た
、

育
児

相
談

や
母

子
健

康
手

帳
交

付
時

な
ど

必
要

時
に

、
風

疹
に

つ
い

て
の

啓
発

を
行

っ
た

。
（成

人
式

5
0
0
枚

、
育

児
相

談
延

べ
5
2
1

件
、
母

子
健

康
手

帳
交

付
4
1
8

件
、
パ

パ
マ

マ
教

室
2
9
組

）

引
続

き
、
成

人
式

や
、
育

児
相

談
、
母

子
健

康
手

帳
交

付
時

な
ど

に
風

し
ん

の
予

防
接

種
に

つ
い

て
啓

発
し

て
い

く
。

○
任

意
の

予
防

接
種

に
つ

い
て

は
、
亀

山
医

師
会

と
の

連
携

の
も

と
、
社

会
全

体
と

し
て

一
定

の
接

種
率

を
確

保
で

き
る

よ
う
、
接

種
率

や
感

染
の

傾
向

な
ど

を
勘

案
し

て
全

体
調

整
に

努
め

ま
す

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

任
意

予
防

接
種

に
お

け
る

全
体

調
整

の
実

施
（任

意
接

種
の

接
種

状
況

や
効

果
を

踏
ま

え
、
助

成
制

度
の

見
直

し
等

）

任
意

予
防

接
種

の
助

成
事

業
等

に
つ

い
て

広
報

記
事

に
て

掲
載

し
た

。
ま

た
、
健

康
づ

く
り
の

て
び

き
に

、
予

防
接

種
に

つ
い

て
の

記
事

を
掲

載
し

た
。
（広

報
３
回

、
て

び
き

１
回

）

引
続

き
、
年

度
初

め
と

助
成

事
業

の
開

始
時

期
に

あ
わ

せ
て

、
広

報
に

て
任

意
予

防
接

種
に

つ
い

て
の

啓
発

を
行

っ
て

い
く
。
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2
-
疾

病
予

防
と

早
期

発
見

・
治

療
の

推
進

 
0
1
:健

（検
）
診

の
推

進
、
生

活
習

慣
病

予
防

・
介

護
予

防
の

推
進

取
組

内
容

Ｈ
２
９
担

当
室

名
Ｈ

３
０
担

当
課

名
グ

ル
ー

プ
名

取
組

に
対

応
す

る
事

業
Ｈ

２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
保

険
年

金
室

市
民

課
医

療
年

金
G

特
定

健
診

に
つ

い
て

、
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

を
利

用
し

た
電

話
勧

奨
と

文
書

で
の

受
診

勧
奨

を
行

い
、
受

診
率

が
前

年
度

と
比

較
し

、
０
．
９

ポ
イ

ン
ト上

昇
し

た
。
（特

定
健

診
受

診
率

　
３
７
．
９
％

）

２
９
年

度
と

同
様

、
電

話
と

文
書

で
の

勧
奨

を
行

う
。
ま

た
、
人

間
ド
ッ

ク
（市

で
実

施
す

る
も

の
を

除
く
）の

受
診

結
果

を
提

供
し

た
者

に
対

し
助

成
を

行
う
こ

と
で

受
診

率
の

向
上

を
図

る
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

健
診

ミ
ニ

セ
ミ
ナ

ー
を

1
0
月

以
降

の
集

団
健

診
の

場
に

取
り
入

れ
、

特
定

保
健

指
導

の
利

用
率

向
上

を
図

っ
た

。
（特

定
保

健
指

導
利

用
率

：1
6
.8

％
）

集
団

検
診

開
始

か
ら

、
健

診
ミ
ニ

セ
ミ
ナ

ー
を

実
施

し
、
更

な
る

利
用

率
向

上
に

つ
な

げ
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

生
活

習
慣

病
予

防
や

が
ん

、
介

護
予

防
に

関
す

る
各

種
健

康
教

室
の

開
催

か
め

や
ま

出
前

トー
ク

の
中

で
、
生

活
習

慣
病

予
防

等
の

テ
ー

マ
で

健
康

講
話

を
行

っ
た

。

様
々

な
場

を
活

用
し

な
が

ら
引

き
続

き
、
実

施
し

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

生
活

習
慣

病
予

防
を

テ
ー

マ
と

し
た

健
康

づ
く
り
の

た
め

の
料

理
講

習
会

の
開

催

バ
ラ

ン
ス

の
と

れ
た

献
立

を
入

れ
て

、
健

康
づ

く
り
の

た
め

の
料

理
講

習
会

4
回

・地
域

の
料

理
講

習
会

4
0
回

開
催

し
た

。

引
き

続
き

、
市

民
・地

区
伝

達
講

習
会

を
実

施
し

て
い

く
。

○
生

活
習

慣
病

予
防

対
策

等
の

保
健

事
業

を
よ

り
全

体
的

か
つ

効
果

的
に

進
め

る
た

め
、
協

会
け

ん
ぽ

等
と

の
連

携
を

検
討

し
ま

す
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

協
会

け
ん

ぽ
等

と
協

定
（健

康
づ

く
り
を

目
的

と
し

た
包

括
的

な
内

容
）を

締
結

し
、
受

診
者

デ
ー

タ
の

利
活

用
（特

定
健

診
、
が

ん
検

診
の

受
診

促
進

、
特

定
健

診
結

果
等

の
分

析
、
保

健
事

業
の

連
携

・協
働

に
よ

る
保

健
事

業
の

効
果

的
な

実
施

）

集
団

検
診

の
場

を
活

用
し

、
協

会
け

ん
ぽ

被
保

険
者

を
対

象
の

健
診

日
を

設
定

し
実

施
し

た
。

引
き

続
き

、
実

施
し

て
い

く
。

医
事

管
理

室
病

院
総

務
課

栄
養

G
医

療
セ

ン
タ

ー
内

に
お

い
て

、
合

計
５
回

開
催

し
、
延

参
加

者
数

は
１
１
２
人

で
あ

り
、
糖

尿
病

の
予

防
に

寄
与

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

引
き

続
き

年
度

内
に

５
回

開
催

し
、
糖

尿
病

の
予

防
に

つ
な

が
る

取
組

み
を

行
う
。

保
険

年
金

室
長

寿
健

康
づ

く
り
室

市
民

課
長

寿
健

康
課

医
療

年
金

G
健

康
づ

く
り
G

医
療

セ
ン

タ
ー

の
糖

尿
病

予
防

教
室

を
国

保
調

整
交

付
金

の
対

象
事

業
に

位
置

付
け

支
援

し
て

い
る

。

引
き

続
き

、
医

療
セ

ン
タ

ー
の

事
業

を
支

援
し

て
い

く
。

保
険

・長
寿

が
ん

検
診

、
特

定
健

康
診

査
・特

定
保

健
指

導
に

係
る

受
診

率
向

上
に

む
け

た
勧

奨
方

法
（訪

問
勧

奨
等

の
導

入
）の

見
直

し

糖
尿

病
予

防
教

室
の

開
催

○
が

ん
検

診
、
特

定
健

康
診

査
、

特
定

保
健

指
導

の
受

診
率

・
実

施
率

向
上

に
取

り
組

む
と

と
も

に
、
が

ん
や

生
活

習
慣

病
の

予
防

、
介

護
予

防
の

知
識

を
健

康
教

室
等

の
機

会
を

通
じ

て
普

及
促

進
し

ま
す

。

○
糖

尿
病

性
腎

症
の

重
症

化
予

防
を

は
じ

め
、
亀

山
医

師
会

や
市

立
医

療
セ

ン
タ

ー
と

連
携

し
て

生
活

習
慣

病
重

症
化

予
防

に
取

り
組

み
ま

す
。
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保
険

年
金

室
市

民
課

医
療

年
金

G
糖

尿
病

性
腎

症
重

症
化

予
防

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

取
組

の
検

討
・導

入
平

成
２
９
年

１
０
月

に
策

定
さ

れ
た

「三
重

県
糖

尿
病

性
腎

症
重

症
化

予
防

プ
ロ

グ
ラ

ム
」を

参
考

に
亀

山
医

師
会

等
と

協
議

を
行

い
、
事

業
実

施
の

検
討

を
行

っ
た

。

平
成

２
９
年

度
に

お
け

る
検

討
を

踏
ま

え
、
平

成
３
０
年

度
か

ら
亀

山
医

師
会

、
市

立
医

療
セ

ン
タ

ー
と

連
携

し
て

重
症

化
予

防
事

業
を

実
施

す
る

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

健
康

増
進

、
薬

物
乱

用
防

止
、
禁

煙
対

策
、
食

育
な

ど
の

学
習

機
会

の
提

供

フ
ァ

ミ
リ
ー

エ
コ

ク
ッ

キ
ン

グ
を

開
催

し
、
親

子
で

食
育

に
つ

い
て

学
ぶ

機
会

を
提

供
し

た
。
（年

１
回

）ま
た

、
広

報
に

て
薬

物
乱

用
防

止
に

つ
い

て
の

記
事

を
掲

載
し

、
啓

発
を

行
っ

た
。
（年

１
回

）

引
続

き
、
フ

ァ
ミ
リ
ー

エ
コ

ク
ッ

キ
ン

グ
の

実
施

や
、
広

報
の

記
事

を
掲

載
し

、
市

民
に

対
し

て
情

報
提

供
を

行
っ

て
い

く
。

学
校

教
育

室
学

校
教

育
課

教
育

研
究

Ｇ
学

校
三

重
県

が
ん

の
教

育
総

合
推

進
事

業
等

と
連

動
し

、
学

校
の

実
態

に
応

じ
て

医
療

の
専

門
家

や
が

ん
患

者
の

会
代

表
者

等
の

講
演

や
話

を
直

接
聞

く
機

会
の

設
置

等
（が

ん
対

策
加

速
化

プ
ラ

ン
か

ら
）

中
学

校
の

保
健

体
育

授
業

に
お

い
て

、
教

科
書

を
活

用
し

て
、
癌

に
つ

い
て

の
学

習
を

進
め

た
。

人
権

教
育

や
、
命

の
教

育
等

と
連

携
さ

せ
な

が
ら

学
習

を
推

進
し

て
い

く
予

定

○
介

護
予

防
・日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
（新

し
い

総
合

事
業

）に
よ

り
、
地

域
の

通
い

の
場

の
提

供
を

進
め

る
と

と
も

に
、
認

知
症

予
防

対
策

を
充

実
・強

化
し

ま
す

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
高

齢
者

支
援

G
介

護
予

防
・日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
（新

し
い

総
合

事
業

）に
よ

る
地

域
の

通
い

の
場

の
提

供
、
認

知
症

予
防

対
策

の
充

実
・強

化

介
護

予
防

教
室

の
実

施
回

数
が

増
え

た
こ

と
に

伴
い

、
参

加
者

も
大

幅
に

増
え

た
。

引
き

続
き

充
実

し
た

介
護

予
防

に
取

り
組

む
と

と
も

に
、
持

続
可

能
な

活
動

に
し

て
い

く
。

○
糖

尿
病

性
腎

症
の

重
症

化
予

防
を

は
じ

め
、
亀

山
医

師
会

や
市

立
医

療
セ

ン
タ

ー
と

連
携

し
て

生
活

習
慣

病
重

症
化

予
防

に
取

り
組

み
ま

す
。

○
健

康
増

進
、
薬

物
乱

用
防

止
、

禁
煙

対
策

、
食

育
な

ど
の

学
習

機
会

や
県

の
「が

ん
の

教
育

総
合

支
援

事
業

」な
ど

を
活

用
し

、
が

ん
の

学
習

に
取

り
組

み
ま

す
。
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0
2
:こ

こ
ろ

の
健

康
づ

く
り
（自

殺
対

策
）

取
組

内
容

Ｈ
２
９
担

当
室

名
Ｈ

３
０
担

当
課

名
グ

ル
ー

プ
名

取
組

に
対

応
す

る
事

業
Ｈ

２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
学

校
教

育
室

学
校

教
育

課
教

育
研

究
G

い
の

ち
の

教
育

の
推

進
（※

子
ど

も
・子

育
て

支
援

事
業

計
画

）
亀

山
中

学
校

区
人

権
教

育
研

修
会

で
講

師
を

招
き

、
命

の
教

育
の

研
修

会
を

実
施

し
た

。

各
校

の
人

権
教

育
の

取
り
組

み
の

中
で

推
進

し
て

い
く
予

定

教
育

研
究

室
学

校
教

育
課

教
育

研
究

G
職

場
体

験
学

習
・保

育
体

験
の

推
進

（※
子

ど
も

・子
育

て
支

援
事

業
計

画
）

6
月

5
日

～
9
日

の
5
日

間
、
市

内
３
中

学
校

の
生

徒
４
３
３
人

が
、
１

５
３
事

業
所

で
職

場
体

験
を

実
施

し
た

。

6
月

４
日

～
８
日

の
5
日

間
、
市

内
３
中

学
校

の
生

徒
４
３
４
人

が
、
１

３
６
事

業
所

で
職

場
体

験
を

実
施

予
定

子
ど

も
家

庭
室

子
ど

も
未

来
課

子
育

て
サ

ポ
ー

ト
G

子
育

て
中

の
保

護
者

へ
の

交
流

の
場

・親
子

の
ふ

れ
あ

い
の

場
の

提
供

（支
援

セ
ン

タ
ー

、
ふ

れ
あ

い
広

場
）

⇒
地

域
で

の
出

前
保

育
（ひ

ろ
ば

事
業

）、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
で

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
の

支
援

0
歳

児
の

親
子

を
対

象
と

し
た

“ベ
ビ

ー
の

つ
ど

い
”を

実
施

し
、
合

計
1
0
7
組

の
参

加
が

あ
っ

た
。
ひ

ろ
ば

事
業

は
5
カ

所
、
1
7
回

を
開

催
し

、
計

7
0
組

の
親

子
が

参
加

し
た

。

ベ
ビ

ー
の

つ
ど

い
は

、
継

続
し

て
取

り
組

む
（計

画
：年

４
回

）。
ひ

ろ
ば

事
業

は
、
開

催
場

所
を

見
直

し
実

施
す

る
。
（４

カ
所

で
計

1
4
回

開
催

予
定

）

生
涯

学
習

室
生

涯
学

習
課

社
会

教
育

Ｇ
地

域
の

人
に

学
習

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
や

安
全

管
理

員
を

配
置

依
頼

し
た

「放
課

後
子

ど
も

教
室

」の
推

進

各
小

学
校

区
（各

地
域

）ご
と

で
、

「学
習

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
」や

「安
全

管
理

員
」に

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
し

て
協

力
し

て
い

た
だ

き
実

施
し

た
。

今
後

も
地

域
の

方
々

に
協

力
を

い
た

だ
き

、
継

続
的

な
活

動
を

実
施

し
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
高

齢
者

支
援

G
情

報
交

換
や

介
護

に
関

す
る

学
習

会
を

通
し

て
、
介

護
者

同
士

が
集

う
場

の
提

供
：介

護
者

の
つ

ど
い

の
開

催

介
護

者
の

つ
ど

い
を

４
回

開
催

し
、

介
護

者
の

支
援

を
行

っ
た

。
継

続
し

て
開

催
す

る
と

と
も

に
、
参

加
者

が
偏

ら
な

い
よ

う
周

知
方

法
を

工
夫

す
る

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
高

齢
者

支
援

G
認

知
症

家
族

会
_元

気
丸

の
会

、
認

知
症

カ
フ

ェ
の

開
催

認
知

症
カ

フ
ェ

は
２
ヶ

所
で

2
3
回

開
催

し
、
参

加
は

3
3
7
人

で
あ

っ
た

。

継
続

し
て

悩
み

を
語

り
あ

っ
た

り
、

相
談

で
き

る
場

と
し

て
適

切
な

支
援

に
努

め
る

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

こ
こ

ろ
の

健
康

づ
く
り
や

命
の

大
切

さ
に

関
す

る
情

報
提

供
（自

殺
予

防
週

間
・

月
間

の
こ

こ
ろ

の
健

康
づ

く
り
に

関
す

る
広

報
掲

載
、
健

康
づ

く
り
の

て
び

き
、
市

Ｈ
Ｐ
で

の
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

チ
ェ

ッ
ク

シ
ス

テ
ム

「こ
こ

ろ
の

体
温

計
」(

通
年

)

健
康

づ
く
り
の

て
び

き
や

、
広

報
で

、
こ

こ
ろ

の
健

康
づ

く
り
に

つ
い

て
の

記
事

を
掲

載
し

た
。
（て

び
き

年
1
回

、
広

報
年

２
回

）ま
た

、
市

Ｈ
P

で
ﾒ
ﾝ
ﾀ
ﾙ

ﾍ
ﾙ

ｽ
ﾁ

ｪ
ｯ
ｸ
ｼ
ｽ
ﾃ

ﾑ
「こ

こ
ろ

の
体

温
計

」を
導

入
し

、
こ

こ
ろ

の
健

康
づ

く
り
に

つ
い

て
の

啓
発

を
行

っ
た

。
（延

6
,3

8
8
件

）

引
続

き
、
健

康
づ

く
り
の

て
び

き
や

広
報

、
市

Ｈ
Ｐ
に

て
啓

発
を

行
っ

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

悩
み

や
こ

こ
ろ

の
問

題
に

対
す

る
市

の
窓

口
周

知
健

康
づ

く
り
の

て
び

き
や

、
広

報
、

H
P
に

て
、
悩

み
や

こ
こ

ろ
の

問
題

に
対

す
る

相
談

先
の

周
知

を
行

っ
た

。
（て

び
き

年
1
回

、
広

報
年

2
回

）

引
続

き
、
健

康
づ

く
り
の

て
び

き
や

、
広

報
、
市

H
P
に

て
、
相

談
先

の
周

知
を

行
っ

て
い

く
。

○
い

の
ち

の
教

育
や

職
場

体
験

学
習

・保
育

体
験

な
ど

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、
子

育
て

中
の

保
護

者
や

親
子

、
介

護
者

同
士

な
ど

地
域

に
お

け
る

交
流

や
ふ

れ
あ

い
の

場
づ

く
り
を

支
援

し
ま

す
。

○
自

殺
予

防
週

間
等

で
こ

こ
ろ

の
健

康
づ

く
り
や

命
の

大
切

さ
に

関
す

る
情

報
提

供
を

行
う
と

と
も

に
、
悩

み
や

こ
こ

ろ
の

問
題

が
相

談
で

き
る

市
の

窓
口

を
周

知
し

ま
す

。
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長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

母
子

健
康

手
帳

交
付

時
に

お
け

る
啓

発
（産

後
う
つ

の
リ
ー

フ
レ

ッ
ト配

布
）

母
子

健
康

手
帳

交
付

時
に

産
後

う
つ

に
つ

い
て

の
リ
ー

フ
レ

ッ
トを

配
布

し
て

情
報

提
供

を
行

い
、
本

人
の

体
調

確
認

を
行

っ
た

。
（母

子
健

康
手

帳
（延

べ
：4

1
8
件

）

引
き

続
き

、
母

子
健

康
手

帳
交

付
時

に
リ
ー

フ
レ

ッ
ト等

を
配

付
し

啓
発

し
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

新
生

児
訪

問
に

お
け

る
啓

発
（エ

ジ
ン

バ
ラ

産
後

う
つ

質
問

票
に

よ
り
、
産

後
の

こ
こ

ろ
の

状
態

の
確

認
を

行
い

、
支

援
が

必
要

な
ケ

ー
ス

は
、
継

続
訪

問
や

電
話

の
継

続
支

援
に

つ
な

げ
る

。
）

新
生

児
訪

問
で

、
エ

ジ
ン

バ
ラ

産
後

う
つ

質
問

票
を

使
い

、
産

婦
の

こ
こ

ろ
の

状
態

に
つ

い
て

確
認

し
、

支
援

が
必

要
な

ケ
ー

ス
に

つ
い

て
は

、
継

続
訪

問
や

電
話

等
の

継
続

支
援

に
つ

な
げ

た
。
（新

生
児

訪
問

：4
5
件

）

平
成

3
0
年

度
か

ら
産

婦
健

診
が

実
施

と
な

り
、
健

診
に

て
エ

ジ
ン

バ
ラ

産
後

う
つ

質
問

票
も

行
う
た

め
、

こ
れ

ま
で

よ
り
早

期
に

、
支

援
が

必
要

な
ケ

ー
ス

を
把

握
し

、
継

続
支

援
を

行
っ

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

関
係

各
室

・機
関

と
の

円
滑

な
連

携
を

図
り
、
対

応
で

き
る

体
制

図
・フ

ロ
ー

の
作

成

子
ど

も
支

援
室

と
の

月
1
回

の
連

絡
会

議
や

、
主

任
児

童
委

員
の

会
議

に
年

6
回

参
加

し
、
連

携
を

図
っ

た
。

引
続

き
、
関

係
各

室
・機

関
と

の
円

滑
な

連
携

を
図

っ
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

三
重

県
ひ

き
こ

も
り
地

域
支

援
セ

ン
タ

ー
等

の
周

知
市

Ｈ
P
で

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
ﾁ

ｪ
ｯ
ｸ

シ
ス

テ
ム

「こ
こ

ろ
の

体
温

計
」の

利
用

後
の

相
談

先
と

し
て

、
周

知
を

行
っ

た
。

引
き

続
き

、
周

知
し

て
い

く
。

地
域

福
祉

室
地

域
福

祉
課

障
が

い
者

支
援

Ｇ
障

害
者

総
合

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

で
の

相
談

（身
体

、
知

的
、
精

神
に

関
す

る
相

談
を

電
話

、
来

所
、
訪

問
の

実
施

）

障
害

者
総

合
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
あ

い
で

の
相

談
件

数
は

3
,3

4
8
件

で
、
相

談
内

容
に

応
じ

た
必

要
な

情
報

や
助

言
等

に
よ

る
支

援
を

行
っ

た
。

相
談

内
容

が
複

雑
な

も
の

や
困

難
な

ケ
ー

ス
が

多
く
な

っ
て

き
て

い
る

こ
と

か
ら

、
相

談
員

の
支

援
の

知
識

や
支

援
力

を
高

め
る

た
め

研
修

や
事

例
検

討
を

行
い

、
基

幹
相

談
セ

ン
タ

ー
の

機
能

強
化

に
努

め
る

。
子

ど
も

家
庭

室
子

ど
も

未
来

課
思

春
期

の
課

題
に

対
応

し
た

相
談

体
制

の
充

実
（※

子
ど

も
・子

育
て

支
援

事
業

計
画

）
子

ど
も

支
援

室
子

ど
も

未
来

課
子

ど
も

家
庭

室
と

の
連

携
（育

児
相

談
、
必

要
に

応
じ

た
専

門
機

関
と

の
連

携
）

教
育

研
究

室
学

校
教

育
課

教
育

研
究

G
三

重
県

に
よ

る
ス

ク
ー

ル
カ

ウ
ン

セ
ラ

ー
（Ｓ

Ｃ
）の

派
遣

（市
内

全
小

中
学

校
）市

内
3
中

学
校

を
拠

点
校

と
し

て
、

中
学

校
区

の
各

小
学

校
に

ス
ク

ー
ル

カ
ウ

ン
セ

ラ
ー

が
巡

回
し

、
児

童
・生

徒
、
保

護
者

へ
の

カ
ウ

ン
セ

リ
ン

グ
と

教
職

員
の

相
談

業
務

の
実

施

市
内

１
４
校

す
べ

て
の

学
校

に
S
C

を
派

遣
し

た
。
3
人

で
年

間
1
6
4

日
、
の

べ
9
8
4
時

間
、
計

画
に

沿
っ

て
巡

回
し

、
児

童
生

徒
・保

護
者

の
カ

ウ
ン

セ
リ
ン

グ
を

行
っ

た
。

市
内

１
４
校

す
べ

て
の

学
校

に
S
C

を
派

遣
予

定
。
3
人

で
年

間
1
6
4

日
。
の

べ
9
8
4
時

間
を

予
定

し
て

い
る

。

母
子

保
健

と
の

健
診

ワ
ン

ポ
イ

ン
ト

ア
ド
バ

イ
ス

（１
歳

半
　
３
歳

児
健

診
）、

子
ど

も
総

合
相

談
の

中
で

、
児

相
精

神
科

医
と

連
携

し
た

医
療

相
談

の
実

施
（年

間
１
２
回

）

子
ど

も
及

び
保

護
者

の
相

談
支

援
体

制
と

し
て

、
（仮

称
）亀

山
市

家
庭

支
援

総
合

拠
点

の
整

備
に

関
す

る
研

究
を

行
う
。

子
育

て
支

援
G

○
き

め
細

や
か

な
子

ど
も

の
観

察
・

相
談

・支
援

体
制

の
確

立
や

家
庭

、
地

域
と

連
携

し
た

取
組

を
推

進
し

、
子

ど
も

の
悩

み
、
思

春
期

の
課

題
、
う
つ

や
ひ

き
こ

も
り
、
自

殺
予

防
な

ど
、
関

係
各

室
・機

関
が

互
い

に
連

携
を

図
り
な

が
ら

対
応

で
き

る
よ

う
支

援
体

制
の

強
化

を
図

り
ま

す
。
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3
-
地

域
医

療
提

供
体

制
の

整
備

0
1
:多

職
種

連
携

に
よ

る
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

強
化

・
充

実
取

組
内

容
Ｈ

２
９
担

当
室

名
Ｈ

３
０
担

当
課

名
グ

ル
ー

プ
名

取
組

に
対

応
す

る
事

業
Ｈ

２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
長

寿
健

康
づ

く
り
室

長
寿

健
康

課
高

齢
者

支
援

G
長

寿
・地

医
亀

山
市

保
険

調
剤

薬
局

整
備

事
業

（在
宅

医
療

等
に

必
要

な
薬

剤
、
医

療
機

材
等

の
提

供
）の

実
施

在
宅

療
養

中
の

患
者

に
対

し
て

、
必

要
な

薬
剤

や
医

療
機

材
の

提
供

を
行

っ
た

。

引
き

続
き

、
在

宅
療

養
に

必
要

な
薬

剤
、
医

療
機

材
を

提
供

で
き

る
体

制
を

維
持

で
き

る
よ

う
に

、
関

係
部

署
と

連
携

を
行

う
。

医
事

管
理

室
病

院
総

務
課

医
事

Ｇ
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
「三

重
医

療
安

心
ネ

ッ
トワ

ー
ク

：Ｉ
Ｄ

－
L
in
kの

導
入

」（
医

療
・介

護
連

携
シ

ス
テ

ム
含

む
。
）

導
入

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

に
基

づ
き

、
計

画
ど

お
り
に

導
入

し
、
運

用
を

開
始

し
た

。

各
職

種
に

対
し

て
、
シ

ス
テ

ム
説

明
会

、
成

功
事

例
発

表
会

等
を

行
い

、
シ

ス
テ

ム
の

必
要

性
及

び
利

便
性

を
理

解
し

て
も

ら
う
こ

と
に

よ
り
シ

ス
テ

ム
が

普
及

す
る

よ
う
な

啓
発

等
を

行
う
。

地
域

医
療

室
地

域
医

療
課

地
域

医
療

Ｇ
協

議
会

と
連

携
会

議
の

実
施

内
容

や
回

数
の

見
直

し
等

推
進

協
議

会
5
回

開
催

、
多

職
種

連
携

会
議

4
回

開
催

し
、
実

施
内

容
及

び
回

数
の

見
直

し
を

図
っ

た
。

前
年

度
同

様
に

開
催

し
、
在

宅
医

療
介

護
連

携
の

推
進

を
図

っ
て

い
く
。

地
域

医
療

室
地

域
医

療
課

地
域

医
療

Ｇ
か

め
や

ま
ホ

ー
ム

ケ
ア

ネ
ッ

トの
利

用
促

進
（マ

ニ
ュ

ア
ル

・パ
ン

フ
レ

ッ
トの

見
直

し
等

）

市
民

講
座

を
開

催
し

、
配

布
パ

ン
フ

レ
ッ

トも
見

直
し

、
周

知
を

図
っ

た
。
ま

た
、
ホ

ー
ム

ケ
ア

ネ
ッ

トの
情

報
共

有
ツ

ー
ル

の
IC

T
化

に
よ

り
多

職
種

連
携

強
化

に
努

め
た

。

引
き

続
き

、
市

民
や

関
係

職
種

に
積

極
的

な
P
R
を

行
い

、
情

報
共

有
ツ

ー
ル

の
効

果
的

な
運

用
を

行
い

、
多

職
種

連
携

の
強

化
を

図
っ

て
い

く
。

0
2
：
救

急
医

療
提

供
体

制
の

充
実

取
組

内
容

Ｈ
２
９
担

当
室

名
Ｈ

３
０
担

当
課

名
グ

ル
ー

プ
名

取
組

に
対

応
す

る
事

業
Ｈ

２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
長

寿
健

康
づ

く
り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

「1
次

救
急

、
年

末
年

始
、
夜

間
時

間
外

応
急

診
療

」業
務

委
託

の
継

続
業

務
委

託
契

約
を

締
結

し
、
救

急
医

療
体

制
を

確
保

し
た

。
引

き
続

き
、
業

務
委

託
契

約
を

締
結

し
、
救

急
医

療
体

制
を

継
続

し
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

医
事

管
理

室

長
寿

健
康

課
病

院
総

務
課

健
康

づ
く
り
G

医
事

G
夜

間
時

間
外

応
急

診
療

、
運

用
方

法
の

見
直

し
検

討
医

師
会

、
医

療
セ

ン
タ

ー
と

夜
間

時
間

外
応

急
診

療
の

運
用

方
法

の
協

議
を

行
い

、
委

託
契

約
（一

次
救

急
・年

末
年

始
・夜

間
時

間
外

応
急

診
療

）を
亀

山
医

師
会

と
の

一
括

契
約

と
し

た
。

医
師

会
有

志
の

医
師

に
よ

る
当

直
を

休
止

し
、
医

療
セ

ン
タ

ー
当

直
医

師
を

充
実

さ
せ

対
応

し
て

い
く
。

○
在

宅
医

療
・介

護
の

連
携

体
制

を
強

化
す

る
た

め
、
在

宅
医

療
を

行
う
在

宅
医

等
を

2
4
時

間
3
6
5
日

支
援

す
る

在
宅

医
療

支
援

薬
局

の
設

置
や

多
職

種
が

患
者

情
報

を
共

有
で

き
る

ツ
ー

ル
の

導
入

な
ど

を
進

め
ま

す
。

○
亀

山
市

の
在

宅
医

療
・介

護
連

携
に

お
け

る
目

指
す

べ
き

姿
を

多
職

種
で

共
有

し
、
在

宅
医

療
連

携
推

進
協

議
会

と
多

職
種

連
携

会
議

の
進

め
方

の
整

理
を

行
っ

て
シ

ス
テ

ム
を

見
直

し
、
地

域
住

民
へ

積
極

的
に

Ｐ
Ｒ

し
て

「か
め

や
ま

ホ
ー

ム
ケ

ア
ネ

ッ
ト
」の

利
用

を
促

進
し

ま
す

。

○
日

曜
日

・祝
日

・
夜

間
時

間
外

の
応

急
診

療
に

つ
い

て
は

、
医

療
セ

ン
タ

ー
や

亀
山

医
師

会
の

医
師

と
連

携
・
協

力
体

制
を

継
続

し
な

が
ら

、
小

児
の

応
急

診
療

へ
の

円
滑

な
対

応
に

努
め

ま
す

。
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○
市

内
の

医
療

機
関

と
の

連
携

を
強

化
す

る
と

と
も

に
、
鈴

鹿
中

央
総

合
病

院
、
鈴

鹿
回

生
病

院
等

の
二

次
救

急
医

療
機

関
と

の
連

携
体

制
に

つ
い

て
、
引

き
続

き
維

持
し

ま
す

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

二
次

救
急

医
療

機
関

に
対

す
る

高
度

医
療

機
器

の
整

備
支

援
実

績
な

し
医

療
機

関
よ

り
、
支

援
の

要
望

が
あ

れ
ば

、
関

係
部

署
と

協
議

を
行

い
、
支

援
の

必
要

性
を

判
断

す
る

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
高

齢
者

支
援

G
７
５
歳

の
誕

生
日

月
に

、
電

話
健

康
相

談
の

チ
ラ

シ
を

郵
送

し
、
事

業
を

周
知

し
、
延

べ
5
2
4
件

の
相

談
が

あ
っ

た
。

継
続

し
て

着
実

に
事

業
を

周
知

す
る

と
と

も
に

、
高

齢
者

の
相

談
に

応
じ

る
。

保
険

年
金

室
市

民
課

医
療

年
金

G
被

保
険

者
証

の
切

り
替

え
時

に
対

象
世

帯
に

Ｐ
Ｒ

パ
ン

フ
レ

ッ
トを

郵
送

し
周

知
し

た
。

被
保

険
者

証
を

送
付

す
る

際
、
Ｐ

Ｒ
パ

ン
フ

レ
ッ

トも
同

封
し

て
対

象
世

帯
に

周
知

す
る

と
と

も
に

、
重

複
・頻

回
受

診
者

に
対

し
パ

ン
フ

レ
ッ

トを
送

付
し

て
適

正
受

診
を

呼
び

掛
け

る
等

有
効

活
用

を
図

る
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

み
え

子
ど

も
医

療
ダ

イ
ヤ

ル
Ｐ
Ｒ

（広
報

等
）

新
生

児
訪

問
や

赤
ち

ゃ
ん

訪
問

時
や

幼
児

健
診

時
に

チ
ラ

シ
を

配
布

し
Ｐ
Ｒ

を
行

っ
た

。

引
き

続
き

、
訪

問
や

健
診

に
て

啓
発

し
て

い
く
。

消
防

総
務

室
消

防
総

務
課

消
防

救
急

Ｇ
（亀

山
市

消
防

力
充

実
強

化
プ

ラ
ン

に
基

づ
く
取

組
）

・救
急

隊
員

の
育

成
、
救

急
救

命
士

処
置

拡
大

へ
の

対
応

、
指

導
救

命
士

の
養

成

三
重

県
消

防
学

校
指

導
救

命
士

課
程

に
2
名

入
校

し
た

。
平

成
3
0
年

度
の

実
技

実
習

を
経

て
、
指

導
救

命
士

と
し

て
認

定
さ

れ
る

予
定

で
あ

る
。

消
防

総
務

室
消

防
総

務
課

消
防

救
急

Ｇ
・救

急
ワ

ー
ク

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

（Ｗ
Ｓ
）の

運
用

体
制

検
討

部
内

検
討

会
を

設
け

、
よ

り
効

率
的

な
救

急
Ｗ

Ｓ
の

運
用

方
法

を
検

討
し

た
。

医
療

セ
ン

タ
ー

と
連

携
し

、
効

率
的

な
救

急
Ｗ

Ｓ
運

用
に

努
め

ま
す

。
○

救
急

需
要

に
適

切
に

対
応

す
る

た
め

、
救

急
車

の
適

正
利

用
の

啓
発

を
継

続
し

て
行

い
ま

す
。

消
防

総
務

室
消

防
総

務
課

消
防

救
急

Ｇ
（亀

山
市

消
防

力
充

実
強

化
プ

ラ
ン

に
基

づ
く
取

組
）

・救
急

車
適

正
利

用
普

及
啓

発
事

業

各
種

イ
ベ

ン
トや

広
報

等
で

救
急

車
適

正
利

用
普

及
啓

発
を

図
っ

た
。

緊
急

度
が

高
い

傷
病

者
へ

の
対

応
が

遅
れ

な
い

よ
う
、
引

き
続

き
、

適
正

利
用

普
及

啓
発

に
努

め
ま

す
。

電
話

健
康

相
談

の
利

用
促

進
に

向
け

た
Ｐ
Ｒ

（広
報

等
）

○
「み

え
子

ど
も

医
療

ダ
イ

ヤ
ル

（＃
8
0
0
0
）
」な

ど
広

域
的

な
相

談
窓

口
の

周
知

を
行

う
と

と
も

に
、
7
5

歳
以

上
の

高
齢

者
や

国
民

健
康

保
険

加
入

者
を

対
象

と
し

た
電

話
健

康
相

談
の

利
用

を
促

し
ま

す
。

○
消

防
本

部
と

医
療

セ
ン

タ
ー

の
連

携
強

化
に

む
け

た
検

討
を

進
め

る
と

と
も

に
、
三

重
県

が
認

定
す

る
指

導
救

命
士

の
養

成
等

、
救

急
隊

員
の

知
識

・技
術

の
向

上
に

取
り
組

み
ま

す
。
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0
3
:地

域
医

療
の

確
保

と
医

療
セ

ン
タ

ー
の

経
営

健
全

化
取

組
内

容
Ｈ

２
９
担

当
室

Ｈ
３
０
担

当
課

グ
ル

ー
プ

名
取

組
に

対
応

す
る

事
業

Ｈ
２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
○

三
重

大
学

に
よ

る
亀

山
地

域
医

療
学

講
座

設
置

の
協

定
を

継
続

し
、
亀

山
市

及
び

そ
の

周
辺

地
域

の
住

民
が

健
康

で
安

心
で

き
る

生
活

を
提

供
す

る
医

療
保

健
体

制
に

関
す

る
研

究
・
教

育
を

実
施

し
ま

す
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

亀
山

地
域

医
療

学
講

座
の

設
置

協
定

の
継

続
三

重
大

学
に

亀
山

地
域

医
療

学
講

座
を

設
置

し
、
医

療
セ

ン
タ

ー
に

医
師

が
派

遣
さ

れ
、
診

療
を

通
し

た
地

域
医

療
の

研
究

・教
育

が
継

続
し

て
行

わ
れ

た
こ

と
で

、
診

療
体

制
の

充
実

に
つ

な
げ

た
。
さ

ら
に

、
講

座
の

総
合

医
を

中
心

に
、

地
域

に
出

向
い

て
、
講

話
と

対
話

を
行

う
、
「医

療
カ

フ
ェ

」を
開

催
し

た
。

引
き

続
き

、
講

座
の

医
師

等
と

連
携

し
医

療
カ

フ
ェ

な
ど

市
独

自
の

魅
力

的
な

取
組

み
を

実
施

す
る

。

地
域

医
療

室
地

域
医

療
課

地
域

医
療

Ｇ
亀

山
市

保
険

調
剤

薬
局

整
備

事
業

平
成

２
９
年

１
０
月

開
設

を
目

標
に

、
開

設
業

者
と

打
合

せ
を

行
い

、
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
に

沿
っ

て
開

設

薬
局

運
営

の
継

続
支

援
を

必
要

に
応

じ
て

行
う
。

医
事

管
理

室
病

院
総

務
課

医
事

G
外

来
患

者
等

の
院

外
処

方
化

に
よ

る
ジ

ェ
ネ

リ
ッ

ク
（後

発
医

薬
品

）の
利

用
促

進

平
成

２
９
年

１
０
月

の
院

外
薬

局
の

開
設

に
伴

い
、
ジ

ェ
ネ

リ
ッ

ク
の

利
用

率
が

上
が

っ
た

。
（同

月
以

降
の

院
外

薬
局

に
お

け
る

利
用

率
：約

８
４
％

）

ジ
ェ

ネ
リ
ッ

ク
の

利
用

率
が

更
に

上
が

る
よ

う
に

、
周

知
活

動
等

の
取

組
み

を
行

う
。

○
医

療
セ

ン
タ

ー
は

、
県

の
地

域
医

療
構

想
を

踏
ま

え
な

が
ら

、
新

公
立

病
院

改
革

プ
ラ

ン
（
平

成
2
8

年
度

）を
推

進
し

、
経

営
の

健
全

化
に

取
り
組

み
ま

す
。

医
事

管
理

室
病

院
総

務
課

病
院

総
務

G
亀

山
市

立
医

療
セ

ン
タ

ー
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
（新

公
立

病
院

改
革

プ
ラ

ン
含

む
）の

推
進

重
点

的
項

目
で

あ
る

地
域

包
括

ケ
ア

病
床

の
設

置
、
病

院
施

設
の

改
修

等
順

次
実

現
し

て
い

る
が

、
経

常
収

支
比

率
の

改
善

等
数

値
目

標
に

達
し

て
い

な
い

項
目

が
あ

っ
た

。

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

の
設

置
等

引
き

続
き

重
点

的
項

目
の

実
現

に
取

組
み

、
数

値
目

標
に

達
す

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

項
目

に
つ

い
て

は
、
早

期
に

実
現

で
き

る
よ

う
、
経

営
の

健
全

化
を

目
指

す
。

○
医

療
セ

ン
タ

ー
の

処
方

箋
を

院
外

処
方

に
移

行
し

て
ジ

ェ
ネ

リ
ッ

ク
（後

発
医

薬
品

）
の

利
用

を
促

進
し

ま
す

。
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4
-
食

育
の

推
進

0
1
:栄

養
、
食

生
活

の
改

善
取

組
内

容
Ｈ

２
９
担

当
室

名
Ｈ

３
０
担

当
課

名
グ

ル
ー

プ
名

取
組

に
対

応
す

る
事

業
Ｈ

２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
長

寿
健

康
づ

く
り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

母
子

健
康

手
帳

交
付

時
、
幼

児
健

診
、
育

児
相

談
時

の
パ

ン
フ

レ
ッ

ト配
布

母
子

手
帳

交
付

時
、
幼

児
健

診
、

育
児

相
談

時
に

パ
ン

フ
レ

ッ
トを

配
付

し
、
啓

発
を

行
っ

た
。

引
き

続
き

、
母

子
手

帳
交

付
時

、
幼

児
健

診
、
育

児
相

談
時

に
パ

ン
フ

レ
ッ

トを
配

布
し

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

健
康

教
室

に
お

い
て

食
事

バ
ラ

ン
ス

ガ
イ

ド
を

活
用

し
、
栄

養
の

大
切

さ
に

つ
い

て
の

啓
発

食
生

活
改

善
推

進
員

の
養

成
講

座
で

あ
る

栄
養

教
室

を
実

施
し

、
教

室
内

で
食

事
バ

ラ
ン

ス
ガ

イ
ド
の

活
用

方
法

等
に

つ
い

て
周

知
し

出
張

出
前

講
座

な
ど

の
機

会
を

活
用

し
、
よ

り
多

く
の

人
に

啓
発

を
行

う
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

健
康

づ
く
り
の

て
び

き
に

食
事

バ
ラ

ン
ス

ガ
イ

ド
を

掲
載

し
、
健

康
的

な
食

生
活

に
つ

な
げ

る
情

報
提

供

健
康

づ
く
り
の

て
び

き
に

食
事

バ
ラ

ン
ス

ガ
イ

ド
を

掲
載

し
、
健

康
的

な
食

生
活

に
つ

な
が

る
情

報
提

供
を

行
っ

た
。

引
き

続
き

、
健

康
的

な
食

生
活

に
つ

な
が

る
情

報
提

供
を

行
う
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

離
乳

食
教

室
で

、
離

乳
食

の
基

本
講

話
や

、
生

後
5
～

8
か

月
児

ま
で

の
離

乳
食

の
作

り
方

と
試

食
の

実
施

離
乳

食
の

基
本

に
関

す
る

講
話

と
と

も
に

、
生

後
5
～

8
か

月
児

ま
で

の
離

乳
食

の
作

り
方

の
デ

モ
ン

ス
ト

レ
ー

シ
ョ
ン

と
試

食
を

行
っ

た
。
（離

乳
食

教
室

：年
6
回

（延
べ

7
4

人
））

引
き

続
き

、
離

乳
食

教
室

を
実

施
し

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

食
生

活
改

善
推

進
協

議
会

に
よ

る
市

民
・地

区
伝

達
講

習
会

の
実

施
⇒

バ
ラ

ン
ス

の
と

れ
た

献
立

で
、
健

康
づ

く
り
の

た
め

の
料

理
講

習
会

、
地

域
の

料
理

講
習

会
を

実
施

。

バ
ラ

ン
ス

の
と

れ
た

献
立

を
入

れ
て

、
健

康
づ

く
り
の

た
め

の
料

理
講

習
会

4
回

・地
域

の
料

理
講

習
会

4
0
回

を
開

催
し

た
。

引
き

続
き

、
市

民
・地

区
伝

達
講

習
会

を
実

施
し

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

幼
児

健
診

で
「早

寝
・早

起
き

・朝
ご

は
ん

」の
パ

ン
フ

レ
ッ

トを
配

布
幼

児
健

診
に

て
、
「早

寝
・早

起
き

・朝
ご

は
ん

」の
封

筒
を

配
付

し
た

。
（幼

児
健

診
：年

2
4
回

（延
べ

9
1
0
人

））

引
き

続
き

、
幼

児
健

診
に

て
封

筒
を

配
付

し
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

健
康

教
育

の
実

施
⇒

規
則

正
し

い
食

生
活

が
も

た
ら

す
効

果
を

伝
え

、
生

活
習

慣
病

予
防

に
関

す
る

健
康

教
育

の
開

催

幼
児

健
診

に
て

、
「早

寝
・早

起
き

・朝
ご

は
ん

」の
封

筒
を

配
付

し
た

。
（幼

児
健

診
：年

2
4
回

（延
べ

9
1
0
人

））

引
き

続
き

、
健

康
教

育
を

実
施

し
て

い
く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

育
児

相
談

の
中

で
、
生

活
リ
ズ

ム
の

相
談

を
個

別
で

受
け

、
必

要
な

情
報

提
供

育
児

相
談

の
中

で
、
生

活
リ
ズ

ム
に

つ
い

て
の

相
談

を
受

け
た

り
、
話

の
中

で
生

活
リ
ズ

ム
に

つ
い

て
必

要
な

情
報

提
供

を
行

っ
た

。
（育

児
相

談
：年

1
2
回

（延
べ

5
2
1

件
））

引
き

続
き

、
育

児
相

談
の

中
で

、
必

要
な

情
報

提
供

を
し

て
い

く
。

○
母

子
保

健
、
保

育
所

、
幼

稚
園

、
小

中
学

校
な

ど
で

の
「早

寝
・

早
起

き
・朝

ご
は

ん
」
等

の
取

組
を

充
実

さ
せ

る
と

と
も

に
、
食

事
バ

ラ
ン

ス
ガ

イ
ド
等

の
活

用
や

亀
山

市
食

生
活

改
善

推
進

協
議

会
に

よ
る

料
理

講
習

会
等

の
実

施
な

ど
に

よ
り
、
成

人
へ

の
食

育
を

進
め

ま
す

。
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長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

出
前

教
室

や
献

血
、
キ

ラ
リ
市

民
大

学
な

ど
で

の
健

康
相

談
の

実
施

出
前

教
室

の
ぽ

っ
ぽ

ク
ラ

ブ
で

、
「早

寝
・早

起
き

・朝
ご

は
ん

」等
の

生
活

リ
ズ

ム
の

大
切

さ
に

つ
い

て
啓

発
及

び
相

談
を

行
っ

た
。
（年

２
回

）

引
き

続
き

、
出

前
教

室
等

を
通

じ
て

、
啓

発
及

び
相

談
を

行
っ

て
い

く
。

子
ど

も
家

庭
室

子
ど

も
未

来
課

子
ど

も
総

務
Ｇ

食
育

だ
よ

り
（1

3
園

、
月

1
回

）に
よ

る
啓

発
（栄

養
バ

ラ
ン

ス
、
朝

食
の

重
要

性
、
食

育
に

関
す

る
情

報
提

供
）

食
育

だ
よ

り
（1

3
園

、
月

1
回

）に
よ

り
、
栄

養
バ

ラ
ン

ス
や

間
食

の
重

要
性

、
咀

嚼
や

脱
水

症
な

ど
そ

の
他

食
育

に
関

す
る

情
報

提
供

を
行

い
、
規

則
正

し
い

食
生

活
の

実
践

の
た

め
の

啓
発

を
行

う
こ

と
が

で
き

た
。

引
き

続
き

、
情

報
提

供
等

に
よ

る
啓

発
活

動
が

必
要

で
あ

る
。

子
ど

も
家

庭
室

子
ど

も
未

来
課

子
育

て
サ

ポ
ー

ト
G

子
育

て
講

座
の

実
施

（子
ど

も
と

そ
の

保
護

者
）

⇒
子

育
て

講
座

の
中

で
、
「生

活
リ
ズ

ム
、
運

動
あ

そ
び

、
栄

養
相

談
、
育

児
相

談
」な

ど
に

よ
る

生
活

リ
ズ

ム
の

向
上

子
育

て
講

座
（年

５
0
回

程
度

）実
施

し
た

。
栄

養
相

談
（年

1
0
回

）を
行

い
、
食

の
大

切
さ

等
を

伝
え

た
。

ま
た

、
啓

発
の

ポ
ス

タ
ー

を
作

成
し

、
子

育
て

支
援

セ
ン

タ
ー

に
掲

示
す

る
こ

と
で

周
知

し
た

。

引
き

続
き

子
育

て
講

座
を

開
催

し
、
運

動
、
食

事
、
睡

眠
等

の
大

切
さ

を
伝

え
て

い
く
。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

食
育

だ
よ

り
、
給

食
・食

育
だ

よ
り
、
保

健
だ

よ
り
、
保

護
者

参
観

、
懇

談
会

な
ど

の
場

を
活

用
し

た
食

育
の

啓
発

。
ま

た
、
生

涯
学

習
室

と
連

携
し

、
給

食
・

食
育

だ
よ

り
に

よ
る

啓
発

の
実

施

給
食

・食
育

だ
よ

り
、
保

健
だ

よ
り

の
発

行
や

給
食

試
食

会
等

の
場

を
活

用
し

、
啓

発
を

行
っ

た
。

今
後

も
給

食
・食

育
だ

よ
り
、
保

健
だ

よ
り
の

発
行

や
給

食
試

食
会

等
の

場
を

活
用

し
、
啓

発
を

継
続

し
て

い
く
。

生
涯

学
習

室
生

涯
学

習
課

社
会

教
育

Ｇ
生

涯
中

央
公

民
館

で
、
こ

ど
も

の
食

物
ア

レ
ル

ギ
ー

、
食

育
ク

ッ
キ

ン
グ

と
題

し
た

講
座

の
実

施

今
年

度
は

実
施

を
行

っ
て

い
な

い
。

今
後

も
、
中

央
公

民
館

で
開

催
を

検
討

す
る

。
公

民
館

事
業

に
つ

い
て

は
、
参

加
者

の
意

向
に

沿
っ

て
開

催
を

検
討

す
る

。
生

涯
学

習
室

生
涯

学
習

課
社

会
教

育
Ｇ

生
涯

朝
ご

は
ん

バ
ラ

ン
ス

シ
ー

トに
よ

る
出

前
講

座
で

の
周

知
・啓

発
出

前
講

座
に

お
い

て
、
朝

ご
は

ん
バ

ラ
ン

ス
シ

ー
トの

啓
発

を
行

っ
た

。
ま

た
、
就

学
時

検
診

で
も

啓
発

を
行

っ
た

。

今
後

も
継

続
し

て
行

う
。

○
特

定
健

康
診

査
の

結
果

に
基

づ
く
特

定
保

健
指

導
に

よ
り
、
運

動
習

慣
や

食
生

活
の

改
善

に
向

け
た

指
導

を
強

化
し

、
す

で
に

糖
尿

病
を

発
症

し
て

い
る

人
に

つ
い

て
も

重
症

化
予

防
に

取
り
組

み
ま

す
。

保
健

年
金

室
長

寿
健

康
づ

く
り
室

市
民

課
長

寿
健

康
課

保
健

年
金

Ｇ
健

康
づ

く
り
Ｇ

特
定

保
健

指
導

対
象

者
に

対
す

る
運

動
習

慣
や

食
生

活
の

改
善

に
向

け
た

指
導

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

見
直

し
、
既

存
の

発
症

者
に

対
す

る
重

症
化

予
防

に
向

け
た

食
生

活
改

善
の

取
組

の
実

施

委
託

事
業

者
を

変
更

す
る

と
と

も
に

、
栄

養
士

に
よ

る
特

定
保

健
指

導
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
見

直
し

、
行

動
変

容
を

促
し

た
。

今
後

も
継

続
し

て
行

う
。

○
学

校
に

お
け

る
子

ど
も

た
ち

の
食

生
活

の
充

実
を

図
る

た
め

、
中

学
校

給
食

の
完

全
実

施
に

向
け

た
多

面
的

な
検

討
を

行
い

ま
す

。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

情
報

収
集

や
先

進
地

視
察

等
、
中

学
校

給
食

に
つ

い
て

の
調

査
・研

究
様

々
な

給
食

実
施

方
式

に
つ

い
て

調
査

を
行

う
た

め
、
先

進
地

視
察

を
３
回

実
施

し
た

。

先
進

地
視

察
の

結
果

や
他

市
の

状
況

を
参

考
と

し
、
多

面
的

な
検

討
を

進
め

て
い

く
。

○
母

子
保

健
、
保

育
所

、
幼

稚
園

、
小

中
学

校
な

ど
で

の
「早

寝
・

早
起

き
・朝

ご
は

ん
」
等

の
取

組
を

充
実

さ
せ

る
と

と
も

に
、
食

事
バ

ラ
ン

ス
ガ

イ
ド
等

の
活

用
や

亀
山

市
食

生
活

改
善

推
進

協
議

会
に

よ
る

料
理

講
習

会
等

の
実

施
な

ど
に

よ
り
、
成

人
へ

の
食

育
を

進
め

ま
す

。
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○
介

護
予

防
・日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
（新

し
い

総
合

事
業

）に
よ

り
、
栄

養
指

導
、
口

腔
ケ

ア
な

ど
の

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

を
充

実
さ

せ
る

と
と

も
に

、
民

間
の

配
食

や
買

い
物

支
援

サ
ー

ビ
ス

提
供

者
と

連
携

し
、
高

齢
者

の
地

域
で

の
食

生
活

を
支

援
し

ま
す

。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
高

齢
者

支
援

G
介

護
予

防
・
日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
（
新

し
い

総
合

事
業

）
に

よ
る

栄
養

指
導

・
口

腔
ケ

ア
な

ど
の

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
・
民

間
の

配
食

や
買

い
物

支
援

サ
ー

ビ
ス

提
供

者
と

連
携

し
た

高
齢

者
の

地
域

で
の

食
生

活
の

支
援

訪
問

型
の

サ
ー

ビ
ス

Ｂ
及

び
Ｃ

に
つ

い
て

は
実

績
が

な
か

っ
た

。
配

食
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
は

、
登

録
者

数
は

3
7

人
で

、
年

間
延

べ
6
,3
6
4
食

の
バ

ラ
ン

ス
の

と
れ

た
食

事
を

提
供

し
た

。

栄
養

指
導

や
口

腔
ケ

ア
事

業
に

つ
い

て
は

、
周

知
に

努
め

利
用

率
を

向
上

さ
せ

る
。

配
食

に
つ

い
て

は
、

継
続

し
て

調
理

が
困

難
な

人
に

食
事

を
届

け
る

と
と

も
に

、
安

否
確

認
等

の
支

援
に

努
め

る
。

農
政

室
産

業
振

興
課

農
業

Ｇ
廃

棄
食

品
ロ

ス
の

廃
棄

物
に

占
め

る
割

合
な

ど
の

市
Ｈ

Ｐ
へ

の
掲

載
、
廃

棄
物

の
排

出
抑

制
の

観
点

か
ら

の
食

べ
残

し
削

減
に

向
け

た
啓

発
、
主

管
室

に
お

い
て

効
果

的
な

啓
発

方
法

を
検

討

市
Ｈ

Ｐ
へ

の
掲

載
を

検
討

し
て

い
た

が
、
実

施
に

至
ら

な
か

っ
た

。
他

課
と

連
携

を
と

り
な

が
ら

、
再

度
、
廃

棄
食

品
ロ

ス
の

廃
棄

物
に

占
め

る
割

合
な

ど
の

市
Ｈ

Ｐ
へ

の
掲

載
に

つ
い

て
、
継

続
し

て
検

討
す

る
。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

給
食

時
間

に
お

け
る

食
べ

残
し

を
減

ら
す

た
め

の
指

導
（残

飯
ゼ

ロ
運

動
）

⇒
給

食
・食

育
だ

よ
り
に

お
い

て
、
食

に
対

す
る

感
謝

の
気

持
ち

や
残

さ
ず

食
べ

る
こ

と
の

大
切

さ
の

啓
発

。
残

食
が

多
い

学
校

で
は

、
残

食
を

出
さ

な
い

取
組

を
給

食
委

員
会

等
の

活
動

実
施

給
食

だ
よ

り
等

に
お

い
て

食
に

対
す

る
感

謝
の

気
持

ち
や

残
さ

ず
に

食
べ

る
こ

と
の

大
切

さ
に

つ
い

て
啓

発
を

行
っ

た
。
ま

た
、
残

食
が

多
い

学
校

に
お

い
て

は
、
残

食
を

出
さ

な
い

た
め

の
取

組
を

給
食

委
員

会
等

の
活

動
で

行
っ

た
。

食
品

ロ
ス

に
関

し
て

た
よ

り
を

配
付

し
、
保

護
者

へ
の

啓
発

も
行

う
な

ど
、
今

後
も

、
残

食
を

減
ら

す
指

導
や

給
食

だ
よ

り
等

に
お

け
る

取
組

を
定

期
的

に
実

施
し

て
い

く
。

○
家

庭
や

飲
食

店
な

ど
に

対
す

る
食

品
ロ

ス
削

減
（生

ご
み

の
再

資
源

化
等

）に
つ

な
が

る
効

果
的

な
意

識
啓

発
や

情
報

提
供

を
検

討
し

実
施

す
る

と
と

も
に

、
学

校
等

に
お

い
て

環
境

意
識

を
育

む
た

め
の

学
習

に
取

り
組

み
ま

す
。
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0
2
：
次

世
代

に
伝

え
る

食
文

化
取

組
内

容
Ｈ

２
９
担

当
室

名
Ｈ

３
０
担

当
課

名
グ

ル
ー

プ
名

取
組

に
対

応
す

る
事

業
Ｈ

２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
長

寿
健

康
づ

く
り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

市
民

・地
区

伝
達

講
習

会
の

実
施

⇒
健

康
づ

く
り
の

た
め

の
料

理
講

習
会

と
地

域
の

料
理

教
室

の
開

催

地
域

の
食

材
や

行
事

食
を

取
り
入

れ
た

献
立

を
入

れ
て

、
健

康
づ

く
り

の
た

め
の

料
理

講
習

会
4
回

・地
域

の
料

理
講

習
会

4
0
回

開
催

し
た

。

引
き

続
き

、
市

民
・地

区
伝

達
講

習
会

を
実

施
し

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

食
文

化
を

伝
え

る
亀

山
市

食
生

活
改

善
推

進
協

議
会

に
補

助
金

を
交

付
亀

山
市

食
生

活
改

善
推

進
協

議
会

に
補

助
金

を
交

付
し

た
。

引
き

続
き

、
補

助
金

を
交

付
し

て
い

く
。

農
政

室
産

業
振

興
課

農
業

Ｇ
市

民
農

園
の

維
持

管
理

・利
用

促
進

（5
4
区

画
：川

合
町

）
草

刈
を

２
回

と
、
パ

ー
ゴ

ラ
の

剪
定

を
行

っ
た

。
市

広
報

、
Ｈ

Ｐ
に

て
利

用
者

を
募

集
し

た
。

引
き

続
き

、
草

刈
を

行
う
。
市

広
報

、
Ｈ

Ｐ
に

て
利

用
者

を
募

集
す

る
。

農
政

室
産

業
振

興
課

農
業

Ｇ
亀

の
市

で
の

旬
の

地
場

産
品

を
つ

か
っ

た
簡

単
レ

シ
ピ

の
配

布
年

１
０
回

行
い

、
地

場
産

品
の

Ｐ
Ｒ

を
行

っ
た

。
引

き
続

き
レ

シ
ピ

の
配

布
を

す
る

。

農
政

室
産

業
振

興
課

農
業

Ｇ
亀

山
青

空
お

茶
ま

つ
り
で

、
茶

摘
み

体
験

、
手

も
み

実
演

、
電

子
レ

ン
ジ

で
の

お
茶

づ
く
り
体

験
な

ど
の

実
施

台
風

１
８
号

の
た

め
亀

山
青

空
お

茶
ま

つ
り
が

中
止

と
な

っ
た

た
め

未
実

施

亀
山

青
空

お
茶

ま
つ

り
を

開
催

し
、

茶
摘

み
体

験
、
電

子
レ

ン
ジ

で
の

お
茶

づ
く
り
体

験
等

を
実

施
す

る
。

農
政

室
産

業
振

興
課

農
業

Ｇ
中

山
間

地
域

活
性

化
事

業
（加

太
北

在
家

地
区

_小
山

新
田

の
里

芋
な

ど
）

加
太

北
在

家
地

区
小

山
新

田
で

じ
ゃ

が
い

も
や

サ
トイ

モ
の

収
穫

体
験

を
実

施
し

た
。

引
き

続
き

事
業

を
継

続
す

る
。

教
育

研
究

室
学

校
教

育
課

教
育

研
究

Ｇ
小

学
校

で
は

、
Ｆ
Ｂ

Ｃ
花

壇
の

花
の

栽
培

、
生

活
科

、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

等
で

の
野

菜
や

米
作

り
。
中

学
校

で
は

、
家

庭
科

や
委

員
会

活
動

で
の

花
や

野
菜

の
栽

培

市
内

全
て

の
小

学
校

で
、
Ｆ
Ｂ

Ｃ
花

壇
の

花
の

栽
培

、
生

活
科

、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

等
で

の
野

菜
や

米
作

り
。
中

学
校

で
は

、
家

庭
科

や
委

員
会

活
動

で
の

花
や

野
菜

の
栽

培
を

行
っ

た
。

小
学

校
で

は
、
Ｆ
Ｂ

Ｃ
花

壇
の

花
の

栽
培

、
生

活
科

、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

等
で

の
野

菜
や

米
作

り
を

、
中

学
校

で
は

、
家

庭
科

や
委

員
会

活
動

で
の

花
や

野
菜

の
栽

培
を

行
っ

て
い

く
。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

食
育

だ
よ

り
で

の
啓

発
（地

産
地

消
マ

ッ
プ

や
地

産
地

消
カ

レ
ン

ダ
ー

を
活

用
し

、
食

育
の

授
業

に
お

い
て

市
内

産
食

材
の

学
習

の
実

施
。
ま

た
、
旬

の
食

材
の

時
期

に
あ

わ
せ

、
給

食
・食

育
だ

よ
り
に

よ
る

家
庭

へ
の

啓
発

。
）

「亀
山

市
地

産
地

消
マ

ッ
プ

」等
を

活
用

し
、
食

育
の

授
業

に
お

い
て

市
内

産
の

食
材

に
つ

い
て

学
習

し
た

。
ま

た
、
旬

の
食

材
が

多
く
取

れ
る

時
期

に
給

食
だ

よ
り
を

発
行

し
、

家
庭

へ
の

啓
発

や
働

き
か

け
を

行
っ

た
。

食
育

の
授

業
や

給
食

だ
よ

り
を

活
用

し
、
市

内
産

食
材

に
関

す
る

学
習

や
保

護
者

へ
の

啓
発

を
継

続
し

て
い

く
。

子
ど

も
家

庭
室

子
ど

も
未

来
課

子
ど

も
総

務
Ｇ

食
育

だ
よ

り
で

旬
の

食
材

に
つ

い
て

の
啓

発
食

育
だ

よ
り
に

て
旬

の
食

材
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
っ

た
。

引
き

続
き

、
情

報
提

供
等

に
よ

る
啓

発
活

動
を

行
う
。

○
市

民
等

が
地

域
の

食
材

や
郷

土
料

理
、
行

事
食

な
ど

に
触

れ
る

機
会

を
提

供
す

る
た

め
、
食

育
を

推
進

す
る

地
域

の
組

織
を

育
成

す
る

と
と

も
に

、
関

係
団

体
を

支
援

し
ま

す
。

○
学

校
等

で
の

活
動

は
も

ち
ろ

ん
、
若

者
を

中
心

に
幅

広
い

世
代

へ
の

農
業

等
の

体
験

を
支

援
し

、
市

民
の

関
心

を
高

め
る

こ
と

で
食

文
化

の
伝

承
に

つ
な

げ
ま

す
。
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農
政

室
産

業
振

興
課

農
業

Ｇ
（亀

山
市

農
業

経
営

基
盤

の
強

化
の

促
進

に
関

す
る

基
本

構
想

に
基

づ
く
取

組
）

学
校

給
食

の
献

立
を

基
に

し
た

農
家

へ
の

作
付

け
の

指
導

⇒
学

校
給

食
に

旬
の

食
材

を
提

供
す

る
た

め
、
学

校
給

食
の

献
立

を
基

に
し

亀
の

市
に

対
し

、
か

め
や

ま
っ

子
給

食
で

使
用

す
る

農
作

物
の

作
付

指
導

を
年

１
１
回

行
っ

た
。

ま
た

、
協

議
を

年
２
回

行
っ

た
。

引
き

続
き

、
指

導
、
協

議
等

を
行

う
。

農
政

室
産

業
振

興
課

農
業

Ｇ
地

元
産

を
購

入
で

き
る

場
所

や
地

産
地

消
の

活
動

に
つ

い
て

、
市

Ｈ
Ｐ
で

掲
載

亀
山

紅
茶

べ
に

ほ
ま

れ
の

購
入

で
き

る
場

所
を

市
Ｈ

Ｐ
に

て
紹

介
し

て
い

る
。

引
き

続
き

、
市

Ｈ
Ｐ
に

て
紹

介
す

る
。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

か
め

や
ま

っ
子

給
食

（学
校

給
食

）へ
の

地
場

産
品

の
提

供
市

内
産

県
内

産
の

食
材

を
多

く
取

り
入

れ
た

「か
め

や
ま

っ
子

給
食

」
を

年
２
０
回

提
供

し
た

。

市
内

産
県

内
産

の
食

材
を

多
く
取

り
入

れ
た

「か
め

や
ま

っ
子

給
食

」
の

実
施

を
今

後
も

継
続

し
て

い
く
。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

中
学

校
の

デ
リ
バ

リ
ー

給
食

に
、
県

内
産

の
食

材
を

使
用

す
る

「地
物

が
一

番
み

え
の

日
」の

実
施

県
内

産
の

食
材

を
多

く
取

り
入

れ
た

「地
物

が
一

番
み

え
の

日
」を

年
１
１
回

実
施

し
た

。

県
内

産
の

食
材

を
多

く
取

り
入

れ
た

「地
物

が
一

番
み

え
の

日
」の

実
施

を
今

後
も

継
続

し
て

い
く
。

子
ど

も
家

庭
室

子
ど

も
未

来
課

子
ど

も
総

務
Ｇ

可
能

な
範

囲
で

の
地

場
産

品
の

提
供

（毎
回

）
⇒

食
材

納
入

業
者

の
協

力
に

よ
り
、
可

能
な

限
り
地

元
に

近
い

産
物

を
使

用
し

、
市

Ｈ
Ｐ
で

産
地

の
公

表

可
能

な
限

り
地

元
に

近
い

産
物

を
使

用
す

る
た

め
に

、
給

食
食

材
納

入
業

者
に

協
力

を
依

頼
し

た
。
市

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
て

食
材

の
産

地
を

公
表

し
た

。

継
続

し
て

地
産

地
消

を
推

進
す

る
た

め
に

旬
の

食
材

を
出

来
る

限
り

取
り
入

れ
た

献
立

作
成

に
努

め
る

。

観
光

振
興

室
地

域
観

光
課

観
光

交
流

Ｇ
納

涼
大

会
、
関

宿
街

道
ま

つ
り
（桜

ま
つ

り
：観

光
協

会
主

催
）で

の
地

場
産

品
の

販
売

（市
主

催
2
事

業
）、

モ
デ

ル
ツ

ア
ー

で
の

地
元

産
品

Ｐ
Ｒ

各
イ

ベ
ン

トに
て

、
販

売
箇

所
を

提
供

。
モ

デ
ル

ツ
ア

ー
に

て
地

元
産

品
を

利
用

し
た

昼
食

の
提

供
や

体
験

を
実

施

観
光

Ｐ
Ｒ

イ
ベ

ン
トに

お
け

る
地

元
産

品
の

販
売

実
施

及
び

モ
デ

ル
ツ

ア
ー

に
お

け
る

地
元

産
品

Ｐ
Ｒ

の
実

施
観

光
振

興
室

地
域

観
光

課
観

光
交

流
Ｇ

観
光

協
会

主
催

（市
協

力
）で

、
道

の
駅

で
の

朝
市

の
開

催
（毎

週
日

曜
日

）
や

三
重

テ
ラ

ス
等

に
お

け
る

亀
山

茶
の

Ｐ
Ｒ

道
の

駅
で

の
販

売
及

び
各

種
観

光
Ｐ
Ｒ

イ
ベ

ン
トに

お
い

て
亀

山
茶

を
含

む
地

元
産

品
の

Ｐ
Ｒ

を
実

施

道
の

駅
に

お
け

る
継

続
し

た
地

場
産

品
の

販
売

の
実

施
。
観

光
Ｐ
Ｒ

と
地

場
産

品
Ｐ
Ｒ

を
協

働
に

て
実

施

○
関

係
団

体
に

よ
る

取
組

や
活

動
状

況
に

つ
い

て
、
市

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

や
広

報
媒

体
な

ど
を

通
し

て
、

広
く
情

報
発

信
を

行
い

ま
す

。

農
政

室
産

業
振

興
課

農
業

Ｇ
（亀

山
市

農
業

経
営

基
盤

の
強

化
の

促
進

に
関

す
る

基
本

構
想

に
基

づ
く
取

組
）

市
Ｈ

Ｐ
に

て
「農

漁
業

を
盛

り
上

げ
て

い
た

だ
い

て
い

る
方

々
の

紹
介

」
と

し
て

、
７
団

体
を

紹
介

し
た

。

引
き

続
き

、
市

Ｈ
Ｐ
に

て
紹

介
し

て
い

く
。

○
学

校
給

食
、
福

祉
施

設
、
外

食
・中

食
な

ど
で

の
地

場
産

品
の

利
用

を
促

進
し

、
直

売
所

、
量

販
店

、
観

光
な

ど
に

お
い

て
の

販
路

拡
大

や
更

な
る

普
及

の
た

め
の

交
流

活
動

、
イ

ベ
ン

トの
開

催
等

を
支

援
す

る
と

と
も

に
、
情

報
提

供
や

広
報

活
動

等
を

行
い

ま
す

。
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0
3
：
共

食
の

推
進

取
組

内
容

Ｈ
２
９
担

当
室

名
Ｈ

３
０
担

当
課

名
グ

ル
ー

プ
名

取
組

に
対

応
す

る
事

業
Ｈ

２
９
実

績
・成

果
Ｈ

３
０
以

降
の

方
向

性
長

寿
健

康
づ

く
り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

フ
ァ

ミ
リ
ー

エ
コ

ク
ッ

キ
ン

グ
（小

学
生

と
そ

の
保

護
者

）
フ

ァ
ミ
リ
ー

エ
コ

ク
ッ

キ
ン

グ
に

お
い

て
、
小

学
生

と
そ

の
保

護
者

を
対

象
に

食
を

通
じ

た
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

等
の

重
要

性
に

つ
い

て
の

講
話

を
行

っ
た

。
（延

べ
3
3
人

）

引
き

続
き

、
フ

ァ
ミ
リ
ー

エ
コ

ク
ッ

キ
ン

グ
を

実
施

し
、
啓

発
し

て
い

く
。

長
寿

健
康

づ
く

り
室

長
寿

健
康

課
健

康
づ

く
り
G

食
育

月
間

に
お

け
る

広
報

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

よ
る

普
及

啓
発

の
充

実
(※

ひ
と

り
親

家
庭

、
共

働
き

家
庭

等
、
多

様
な

暮
ら

し
に

対
応

し
た

情
報

提
供

)

食
育

月
間

に
合

わ
せ

、
広

報
へ

記
事

掲
載

し
た

。
次

年
度

以
降

は
、
産

業
建

設
課

に
て

対
応

し
て

い
く
。

子
ど

も
家

庭
室

子
ど

も
未

来
課

子
ど

も
総

務
Ｇ

食
育

だ
よ

り
で

の
共

食
の

普
及

啓
発

（年
1
2
回

）
食

育
だ

よ
り
に

て
共

食
の

大
切

さ
や

楽
し

さ
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
っ

た
。

引
き

続
き

、
情

報
提

供
等

に
よ

る
啓

発
活

動
が

必
要

で
あ

る
。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

給
食

・食
育

だ
よ

り
（小

中
学

校
年

3
回

）、
食

育
だ

よ
り
（小

学
校

年
5
回

）で
の

共
食

の
普

及
啓

発

給
食

・食
育

だ
よ

り
を

年
３
回

発
行

し
、
家

庭
に

お
け

る
食

育
の

推
進

に
つ

い
て

啓
発

を
図

っ
た

。

給
食

・食
育

だ
よ

り
を

定
期

的
に

発
行

し
、
家

庭
に

お
け

る
食

育
の

推
進

に
つ

い
て

、
の

啓
発

を
継

続
し

て
い

く
。

学
校

教
育

室
学

校
教

育
課

学
事

教
職

員
Ｇ

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ス

ク
ー

ル
等

の
組

織
を

活
用

し
た

啓
発

地
域

行
事

や
学

校
行

事
を

通
じ

て
、
食

へ
の

興
味

関
心

を
高

め
、

「食
の

楽
し

さ
」や

「共
食

」の
大

切
さ

を
啓

発
し

た
。

今
後

も
引

き
続

き
、
地

域
行

事
や

学
校

行
事

を
通

じ
て

、
食

へ
の

興
味

関
心

を
高

め
、
「食

の
楽

し
さ

」
や

「共
食

」の
大

切
さ

を
啓

発
し

て
い

く
。

学
校

教
育

室
教

育
総

務
課

施
設

・
保

健
給

食
G

給
食

・食
育

だ
よ

り
、
食

育
だ

よ
り
、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

等
で

の
啓

発
給

食
・食

育
だ

よ
り
を

年
３
回

発
行

し
、
家

庭
に

お
け

る
食

育
の

推
進

に
つ

い
て

啓
発

を
図

っ
た

。

給
食

・食
育

だ
よ

り
を

定
期

的
に

発
行

し
、
家

庭
に

お
け

る
食

育
の

推
進

に
つ

い
て

、
の

啓
発

を
継

続
し

て
い

く
。

教
育

研
究

室
学

校
教

育
課

教
育

支
援

Ｇ
生

産
者

を
ゲ

ス
トテ

ィ
チ

ャ
ー

と
し

て
招

い
た

授
業

（1
1
校

）⇒
生

活
科

、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

、
社

会
科

な
ど

で
、

サ
ツ

マ
イ

モ
、
ジ

ャ
ガ

イ
モ

、
そ

ば
、
米

な
ど

の
栽

培
活

動
の

実
施

生
活

科
、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

等
で

の
野

菜
や

米
作

り
を

通
し

て
、
子

ど
も

た
ち

は
新

た
な

発
見

を
し

、
地

域
へ

の
関

心
が

高
ま

り
、
学

校
と

地
域

と
の

つ
な

が
り
が

深
ま

っ
た

。

生
活

科
、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

等
で

生
産

者
を

ゲ
ス

トテ
ィ

チ
ャ

ー
と

し
て

招
き

、
子

ど
も

た
ち

が
主

体
と

な
っ

た
創

意
工

夫
あ

る
生

産
体

験
活

動
を

展
開

し
て

い
く
。

子
ど

も
家

庭
室

子
ど

も
未

来
課

子
ど

も
総

務
Ｇ

食
育

だ
よ

り
で

の
啓

発
食

育
だ

よ
り
に

て
共

食
の

大
切

さ
や

楽
し

さ
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
っ

た
。

引
き

続
き

、
情

報
提

供
等

に
よ

る
啓

発
活

動
を

行
っ

て
い

く
。

○
食

育
月

間
（6

月
）、

食
育

の
日

（毎
月

1
9
日

）、
料

理
教

室
な

ど
の

食
に

関
す

る
情

報
提

供
の

機
会

を
活

用
し

、
多

様
な

暮
ら

し
に

対
応

し
た

家
庭

や
地

域
で

の
「
共

食
」
の

普
及

啓
発

を
行

い
ま

す
。

○
保

育
所

、
幼

稚
園

、
小

中
学

校
の

保
護

者
へ

の
た

よ
り
（
通

信
）や

総
合

的
な

学
習

の
時

間
、
敬

老
会

や
地

域
の

生
産

者
と

の
交

流
機

会
な

ど
を

通
じ

て
、
子

ど
も

や
若

い
世

代
に

対
す

る
家

庭
や

地
域

で
の

「共
食

」
の

大
切

さ
を

啓
発

し
ま

す
。
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（ ）

■計画の基本情報

H 27 ～ H 29

亀山市高齢者福祉計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は、老人福祉法第20条の８に定められている市町村老人福祉計画（老人
福祉事業の供給体制の確保に関する計画）であり、介護保険法第117条に定めら
れている介護保険事業計画との一体性及び市の総合計画、地域福祉計画その他
の法定計画等との調和の保持を図りながら、市における高齢者の総合的・基本的計
画として策定している。

健康福祉部 長寿健康課

目的・概要

計画期間 年度

　本計画は、団塊の世代が75歳（後期高齢者）となる平成37（2025）年を視野に入
れて、高齢者が住み慣れた地域で安心して自立と尊厳ある暮らしができるよう、高
齢者を取り巻くあらゆる主体の連携と協力によって「地域包括ケアシステム」の実現
をめざすものである。

計画の骨格

  

 

基本目標１ 地域包括ケア推進のための基盤の整備・充実 

基本施策 

（１）地域包括支援センターの体制強化 

（２）地域ケア会議の充実 

（３）地域資源の活用と開発 

 

基本目標２ 福祉と医療の連携強化 

基本施策 
（１）在宅医療の推進（訪問看護・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの充実強化） 

（２）認知症高齢者への支援の充実 

 

基本目標３ 多様な生活支援ｻｰﾋﾞｽの確保・高齢者の尊厳と権利を守る支援 

基本施策 
（１）生活支援サービスの確保（見守り、配食など） 

（２）財産管理などの権利擁護 

 

基本目標４ 介護予防の推進 

基本施策 
（１）要介護状態とならないための予防の取り組み 

（２）自立支援に資する介護の推進 

 

基本目標５ 高齢者の住まいと暮らしの環境整備 

基本施策 
（１）高齢者に配慮した住まいの整備 

（２）高齢者の安心な住まいの確保 

 

基本目標６ 高齢者（老人）福祉事業の供給体制の確保（介護サービスの充実強化） 

基本施策 高齢者（老人）福祉事業の目標と方策 

 

 

 高齢者が住み慣れた地域で安心して生き生きと暮らせるまち 
 

基本理念 

- 55 -



■成果指標

1

2

3

■計画の実績等
・介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）については、広域連合、鈴
鹿市、亀山市の３者で旧介護予防事業を見直して事業再編し、平成２９年度から制
度運用を開始した。
・亀山地域包括支援センターでは、新しい総合事業に対応するとともに個別ケース
の地域ケア会議を進めるほか、生活支援、認知症対策に係る人材の配置や体制整
備を行った。
・医療、福祉（介護）の連携については、市立医療センターに相談支援窓口を設置
し、多職種連携による亀山市在宅医療連携システム「かめやまホームケアネット」を
運用した。
・市立医療センターでは、一般病床の一部を地域包括ケア病床へ転換、在宅医療
支援を行う保険調剤薬局の誘致など、医療面から地域包括ケアの体制整備を強化
した。
・介護保険施設の整備については、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
１施設が整備された。

　本計画により、在宅医療・介護連携体制の構築、認知症総合支援の体制整備、
旧介護予防事業から介護予防・日常生活支援総合事業への移行などが図られ、高
齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすために必要な“住まい・医療・介護・予防・
生活支援”のサービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の構築が進ん
だ。

第2次亀山市総合計画、前期基本計画、２．健康で生きがいを持てる暮らしの充
実、（３）高齢者の地域生活支援の充実などの施策の推進に寄与した。

　子ども・高齢者・障がい者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高
め合うことができる「地域共生社会」の実現を視野に入れつつ、自立支援・重度化防
止に取り組みながら、本格的な超高齢社会に対応するための地域包括ケアシステ
ムの深化・推進に向け進めていく必要がある。

反省点・課題については、平成２９年度中の新計画策定作業において整理してお
り、それらを踏まえつつ次期亀山市高齢者福祉計画の推進を図っていくものとする。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

地域密着型サービス　居宅サービス
①定期巡回・随時対応型訪問介護看護

②看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型サービス　施設・居住系サービス
認知症対応型共同生活介護

箇所

施設
（人）

0

0
（0）

10
（117）

0

0
（0）

9
（108）

施設
（人）

1

1
（29）

10
（117）

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

  

 

基本目標１ 地域包括ケア推進のための基盤の整備・充実 

基本施策 

（１）地域包括支援センターの体制強化 

（２）地域ケア会議の充実 

（３）地域資源の活用と開発 

 

基本目標２ 福祉と医療の連携強化 

基本施策 
（１）在宅医療の推進（訪問看護・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの充実強化） 

（２）認知症高齢者への支援の充実 

 

基本目標３ 多様な生活支援ｻｰﾋﾞｽの確保・高齢者の尊厳と権利を守る支援 

基本施策 
（１）生活支援サービスの確保（見守り、配食など） 

（２）財産管理などの権利擁護 

 

基本目標４ 介護予防の推進 

基本施策 
（１）要介護状態とならないための予防の取り組み 

（２）自立支援に資する介護の推進 

 

基本目標５ 高齢者の住まいと暮らしの環境整備 

基本施策 
（１）高齢者に配慮した住まいの整備 

（２）高齢者の安心な住まいの確保 

 

基本目標６ 高齢者（老人）福祉事業の供給体制の確保（介護サービスの充実強化） 

基本施策 高齢者（老人）福祉事業の目標と方策 

 

 

 高齢者が住み慣れた地域で安心して生き生きと暮らせるまち 
 

基本理念 
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高
齢
者
福
祉
計
画
の
推
進
状
況
に
つ
い
て

１
　
地
域
包
括
ケ
ア
推
進
の
た
め
の
基
盤
の
整
備
・
充
実

（
１
）
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
体
制
強
化

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
向
け
て
、
地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
を
強
化
・
拡
大
す
る
た
め
、

在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
の
あ
り
方
を
見
直
す
と
と
も

に
、
民
生
委
員
・
児
童
委
員
、
介
護
支
援
専
門
員
、
社

会
福
祉
協
議
会
等
と
連
携
し
て
支
援
が
必
要
な
高
齢
者

に
対
応
す
る
し
く
み
づ
く
り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
（
包
括
１

名
、
在
介
３
名
）
、
認
知
症
地
域
支
援
推
進
員

２
名
、
認
知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
を
設
置

◆
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
の
担
当
者
Ｓ
Ｗ
が

担
当
地
域
の
民
生
委
員
定
例
会
へ
毎
月
参
加

◇
社
会
福
祉
協
議
会
で
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
を
運
営
し
な
が
ら
実
施

◇
民
生
委
員
、
福
祉
委
員
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
、
老
人
ク
ラ
ブ
の
事
務
に
対
応
し
て
い
る

社
会
福
祉
協
議
会
と
の
連
携
強
化

専
門
職
（
社
会
福
祉
士
等
）
の
定
着
に
向
け
た
対
策
を

検
討
す
る
と
と
も
に
、
広
域
連
合
と
協
議
の
う
え
、
必

要
な
人
員
配
置
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

⇒
⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
広
域
了
解
の
も
と
広
域
事
務
経
験
の
あ
る
保

健
師
を
Ｓ
Ｗ
に
準
ず
る
者
と
し
て
配
置

◆
成
年
後
見
制
度
利
用
支
援
を
社
会
福
祉
協
議

会
に
業
務
委
託

◇
生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
も
社
会
福

祉
協
議
会
に
業
務
委
託
し
業
務
安
定
化

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
や
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

事
業
等
の
状
況
を
市
民
や
関
係
機
関
に
理
解
し
て
い
た

だ
く
た
め
、
各
種
広
報
活
動
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
介
護
予
防
を
テ
ー
マ
に
広
報
1
6
日
号
に
1
年
間

連
載
（
併
せ
て
窓
口
を
周
知
）

◆
在
宅
医
療
講
演
会
を
開
催
し
、
市
民
、
専
門

職
等
に
広
く
啓
発

◇
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
認
知
度
向

上
、
広
報
活
動
充
実
【
広
域
７
期
】

研
修
会
や
事
例
検
討
会
を
定
期
的
に
開
催
し
、
同
職
種

間
の
連
携
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
専
門
職
と
し
て
の

意
識
や
職
業
観
を
高
め
な
が
ら
、
適
切
な
自
立
支
援
へ

つ
な
げ
ら
れ
る
多
職
種
の
支
援
チ
ー
ム
育
成
を
図
り
ま

す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
、
地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス
事
業
所
、
訪
問
介
護
事
業
所
と
の
連
絡
会

を
開
催

◆
在
宅
医
療
連
携
を
目
的
に
、
多
職
種
で
の
研

修
、
会
議
を
毎
月
開
催

◇
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
ケ
ア
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
へ
の
助
言
、
支
援
【
広
域
７

期
】

◇
困
難
事
例
に
対
す
る
多
職
種
と
の
連
携
強

化
【
広
域
７
期
】

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
連
絡
会
、
事
例
検
討
会
で
困
難

事
例
の
ケ
ー
ス
検
討
を
行
い
、
介
護
支
援
専
門
員
の
知

識
や
多
角
的
な
視
点
を
得
ら
れ
る
機
会
を
設
け
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
広
域
連
合
の
ケ
ア
プ
ラ
ン
点
検
に
年
４
回
出

席
、
年
２
回
の
連
絡
会
を
開
催

◆
居
宅
介
護
支
援
等
職
能
団
体
の
事
例
検
討
会

に
進
行
役
と
し
て
参
加

同
上

（
２
）
地
域
ケ
ア
会
議
の
充
実

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

地
域
関
係
者
の
連
携
を
図
り
、
地
域
課
題
の
解
決
に
向

け
必
要
な
施
策
・
事
業
の
立
案
・
実
施
に
つ
な
げ
、
市

域
レ
ベ
ル
の
地
域
ケ
ア
会
議
と
し
て
高
齢
者
福
祉
推
進

協
議
会
を
開
催
し
、
広
域
連
合
が
策
定
す
る
介
護
保
険

事
業

計
画

や
国

・
県

等
へ

の
提

言
を

行
っ

て
い

き
ま

す
。

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
高
齢
者
福
祉
推
進
協
議
会
の
開
催

◆
第
７
次
介
護
保
険
事
業
計
画
策
定
ワ
ー
キ
ン

グ
、
策
定
委
員
会
に
参
加

◇
市
地
域
ケ
ア
会
議
の
内
容
の
介
護
保
険
事

業
運
営
へ
反
映
す
る
体
制
整
備
、
圏
域
レ
ベ

ル
会
議
の
定
期
開
催
【
広
域
７
期
】

◇
「
我
が
ま
ち
、
ま
る
ご
と
」
の
視
点
か

ら
、
社
会
福
祉
協
議
会
な
ど
と
の
地
域
福
祉

に
お
け
る
地
域
ケ
ア
会
議
と
連
携

在
宅
医
療
連
携
会
議
な
ど
各
種
連
携
・
連
絡
会
議
を
開

催
し
、
同
職
種
、
多
職
種
の
連
携
強
化
を
図
る
と
と
も

に
、
個
別
ケ
ー
ス
の
検
討
を
通
じ
て
解
決
す
べ
き
地
域

課
題
を
明
ら
か
に
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
連
絡
会
、
多
職
種

連
携
会
議
な
ど
で
個
別
ケ
ー
ス
を
検
討

◆
社
会
福
祉
協
議
会
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン

タ
ー
等
出
席
で
生
活
支
援
等
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

に
関
す
る
研
究
会
開
催

同
上
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（
３
）
地
域
資
源
の
活
用
と
開
発

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
や
、
老
人
ク
ラ
ブ
、
ふ
れ
あ

い
・

い
き

い
き

サ
ロ

ン
な

ど
の

住
民

組
織

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア
団
体
等
に
よ
っ
て
提
供
さ
れ
る
生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
に
よ
っ
て
要
支
援
者
等
を
支
え
ら
れ
る
よ
う
、
地

域
組
織
間
の
連
携
・
調
整
を
行
う
協
議
体
を
設
置
す
る

と
と
も
に
、
生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
（
地
域
支

え
合
い
推
進
員
）
を
設
置
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
社
会
福
祉
協
議
会
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン

タ
ー
等
出
席
で
生
活
支
援
等
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

に
関
す
る
研
究
会
開
催

◆
専
門
研
修
を
受
講
し
た
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
１
名
及
び
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
職
員

３
名
を
生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し
て

配
置

◇
民
間
事
業
者
、
地
域
ま
ち
づ
く
り
協
議
会

等
地
域
団
体
な
ど
の
協
議
体
（
研
究
会
）
参

加
を
徐
々
に
要
請
【
広
域
７
期
】

◇
社
会
福
祉
協
議
会
に
設
置
予
定
の
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ

ﾃ
ｨ･
ｿ
ｰｼ

ｬ
ﾙ
･ﾜ
ｰｶ
ｰと

の
連
携
を
図
る
。
【
広

域
７
期
】

協
議

体
及

び
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
に

よ
っ

て
、
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
活
動
の
促
進
や
サ
ー
ビ
ス
の
開

発
に
つ
な
げ
る
と
と
も
に
、
組
織
間
の
連
携
な
ど
を
促

し
ま
す
。

⇒
⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
に
て
生
活
支
援

サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
を
整
理
、
一
人
暮
ら
し
高

齢
者
等
の
御
用
聞
き
を
行
う
。

◆
こ
れ
ら
に
よ
り
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

の
会
員
が
増
加

◇
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
以
外
の
生
活
支

援
サ
ー
ビ
ス
の
開
拓
【
広
域
７
期
】

◇
社
会
福
祉
協
議
会
の
地
域
福
祉
に
お
け
る

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
と
の
連
携
【
広
域
７

期
】
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２
　
福
祉
と
医
療
の
連
携
強
化

（
１
）
在
宅
医
療
の
推
進
（
訪
問
看
護
・
ﾘﾊ

ﾋ
ﾞﾘ
ﾃ
ｰｼ

ｮﾝ
の
充
実
強
化
）

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

地
域
の
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
資
源
を
把
握
す
る
と

と
も

に
、

在
宅

医
療

連
携

会
議

に
お

い
て

、
在

宅
医

療
・
介
護
連
携
で
の
課
題
の
抽
出
・
対
応
、
情
報
共
有

な
ど

の
方

法
に

つ
い

て
の

協
議

を
継

続
し

て
い

き
ま

す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
在
宅
医
療
連
携
会
議
を
在
宅
医
療
連
携
推
進

協
議
会
と
し
、
年
３
回
開
催

◆
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
を

導
入

◇
継
続
し
つ
つ
亀
山
市
在
宅
医
療
介
護
連
携

シ
ス
テ
ム
「
か
め
や
ま
ホ
ー
ム
ケ
ア
ネ
ッ

ト
」
の
利
用
拡
大

在
宅
医
療
・
介
護
連
携
に
つ
い
て
の
相
談
窓
口
を
担
う

「
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
支
援
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）
」

を
設
置
し
、
退
院
支
援
等
に
お
い
て
利
用
者
・
患
者
又

は
家
族
及
び
多
職
種
間
の
調
整
を
行
い
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
市
立
医
療
セ
ン
タ
ー
の
事
務
局
内
に
相
談
支

援
窓
口
を
設
置
、
多
職
種
と
連
携
調
整

◆
同
セ
ン
タ
ー
地
域
連
携
室
と
退
院
支
援
で
連

携

◇
相
談
・
支
援
窓
口
の
確
保
・
充
実
【
広
域

７
期
】

在
宅
医
療
･介

護
連
携
組
織
が
主
体
と
な
っ
た
関
係
者
の

研
修
を
行
い
、
医
療
職
、
介
護
職
相
互
の
知
識
の
向
上

と
理
解
を
促
し
、
在
宅
医
療
･介

護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体

制
を
強
化
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
多
職
種
連
携
会
議
と
し
て
、
事
例
検
討
・
講

演
会
等
研
修
を
実
施

◇
医
療
介
護
職
の
知
識
向
上
と
理
解
の
た
め

の
研
修
等
の
実
施
【
広
域
７
期
】

在
宅
医
療
に
関
す
る
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
す
る
と
と

も
に
、
リ
ビ
ン
グ
・
ウ
ィ
ル
（
終
末
期
の
医
療
・
ケ
ア

に
つ
い
て
の
意
思
表
明
書
）
及
び
そ
の
解
説
書
等
を
併

せ
て

活
用

し
、

市
民

へ
の

普
及

啓
発

活
動

を
進

め
ま

す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
リ
ビ
ン
グ
・
ウ
ィ
ル
（
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
一

体
）
を
講
演
会
や
イ
ベ
ン
ト
の
場
で
普
及
啓

発
、
希
望
者
に
配
布

継
続
し
つ
つ
、
エ
ン
デ
ィ
ン
グ
ノ
ー
ト
の
作

成
（
看
と
り
に
関
す
る
意
識
啓
発
【
広
域
７

期
】
）

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
や
医
師
会
の
副
主
治
医
、
在

宅
医
療
支
援
診
療
所
や
市
立
医
療
セ
ン
タ
ー
の
バ
ッ
ク

ア
ッ
プ
に
よ
り
、

2
4
時
間

3
6
5
日
の
在
宅
医
療
・
介
護

サ
ー
ビ
ス
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
二
次
保
健
医
療
圏

で
の
近
隣
市
町
及
び
関
係
医
療
機
関
と
の
連
携
を
図
り

ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
亀
山
市
在
宅
医
療
介
護
連
携
シ
ス
テ
ム
「
か

め
や
ま
ホ
ー
ム
ケ
ア
ネ
ッ
ト
」
を
運
用

◆
市
立
医
療
セ
ン
タ
ー
敷
地
内
に
在
宅
医
療
支

援
の
た
め
の
保
険
調
剤
薬
局
を
誘
致

◆
ま
た
、
同
セ
ン
タ
ー
の
一
般
病
床
を
一
部
地

域
包
括
ケ
ア
病
床
化
、
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
を
設
置

◆
三
重
県
の
在
宅
医
療
広
域
調
整
会
議
に
参
加

◇
構
成
２
市
以
外
の
広
域
連
携
【
広
域
７

期
】
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（
２
）
認
知
症
高
齢
者
へ
の
支
援
の
充
実

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

認
知
症
に
対
す
る
地
域
で
の
理
解
を
促
す
た
め
、
地
域

住
民
各
層
へ
の
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
の
養
成
を
進
め
る

と
と
も
に
、
サ
ポ
ー
タ
ー
に
よ
る
認
知
症
理
解
の
た
め

の
活
動
を
支
援
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
地
域
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
や
サ
ロ
ン
の
ほ

か
、
小
学
生
を
対
象
と
し
た
キ
ッ
ズ
サ
ポ
ー

タ
ー
養
成
（
参
考
：
H
2
9
養
成
者
数
4
2
4
人
う
ち

キ
ッ
ズ
サ
ポ
ー
タ
ー
1
7
1
人
）

◆
医
師
会
の
医
療
関
係
者
を
1
4
2
人
養
成
（
う
ち

H
2
9
は
2
0
人
）

◇
キ
ッ
ズ
サ
ポ
ー
タ
ー
の
拡
充

◇
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
講
座
の
開
催
、
キ
ャ
ラ

バ
ン
メ
イ
ト
（
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
者
）
や
受

講
者
の
活
躍
の
場
の
検
討
【
広
域
７
期
】

ま
た
、
認
知
症
ケ
ア
パ
ス
の
内
容
の
充
実
を
図
る
こ
と

に
よ
り
、
認
知
症
理
解
と
認
知
症
予
防
、
認
知
症
高
齢

者
の

支
援

の
た

め
の

取
り

組
み

へ
の

活
用

を
促

し
ま

す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
認
知
症
ケ
ア
パ
ス
改
定
版
を
作
成
、
配
布

◆
介
護
支
援
専
門
員
協
会
と
共
催
で
認
知
症
市

民
講
座
開
催

継
続
（
内
容
を
見
直
し
な
が
ら
【
広
域
７

期
】
）

医
師
会
等
の
各
専
門
職
の
多
職
種
に
よ
っ
て
認
知
症
初

期
支
援
体
制
の
検
討
を
行
う
と
と
も
に
、
認
知
症
初
期

支
援
集
中
チ
ー
ム
を
設
置
し
、
認
知
症
高
齢
者
へ
の
訪

問
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
及
び
家
族
支
援
を
集
中
的
に
行
い

ま
す
。

⇒
⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
認
知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
を
設
置
、

チ
ー
ム
員
会
議
を
開
催
し
、
平
成
2
9
年
度
は
３

件
対
応

◇
認
知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
の
活
動
を

普
及
【
広
域
７
期
】

認
知
症
地
域
支
援
推
進
員
を
配
置
し
、
専
門
医
や
認
知

症
疾
患
医
療
セ
ン
タ
ー
、
認
知
症
初
期
支
援
集
中
チ
ー

ム
な
ど
と
の
連
携
に
よ
り
、
認
知
症
高
齢
者
を
適
切
に

医
療
や
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
繋
げ
て
い
き
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
認
知
症
地
域
支
援
推
進
員
を
２
名
養
成
・
配

置
、
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
員
会
議
に
参
加

継
続
（
実
績
を
積
み
上
げ
な
が
ら
改
善
【
広

域
７
期
】
）

軽
度
認
知
障
害
（
Ｍ
Ｃ
Ｉ
）
の
人
が
認
知
症
に
移
行
し

な
い
よ
う
な
予
防
策
を
検
討
し
ま
す
。

⇒
⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
脳
の
健
康
教
室
を
月
４
回
、
６
か
月
１
ク
ー

ル
×
２
回
実
施
（
参
考
：
H
2
9
参
加
者
数
4
9
人
）

◆
レ
ッ
ツ
ゴ
ー
五
つ
星
等
介
護
予
防
教
室
に
て

認
知
症
予
防
対
策
を
普
及
啓
発

◇
総
合
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
、
認
知
症

予
防
の
通
い
の
場
を
増
強

認
知
症
高
齢
者
な
ど
を
見
守
り
、
徘
徊
者
を
発
見
で
き

る
よ
う
、
地
域
の
協
力
機
関
の
拡
充
を
図
り
、
見
守
り

の
た
め
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
強
化
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
郵
便
局
、
Ｊ
Ａ
鈴
鹿
農
協
、
コ
ー
プ
三
重
、

第
三
銀
行
と
改
め
て
高
齢
者
虐
待
等
の
見
守
り

協
定
を
締
結

◇
協
定
締
結
先
の
拡
大

◇
徘
徊
探
索
サ
ー
ビ
ス
（
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
ラ
ベ

ル
シ
ー
ル
）
利
用
促
進
【
広
域
７
期
】

ま
た

、
認

知
症

高
齢

者
や

家
族

が
地

域
の

中
で

交
流

し
、
介
護
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
よ
う
、
集
い
の
場
で

あ
る
「
認
知
症
カ
フ
ェ
」
等
の
設
置
を
検
討
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
市
総
合
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
共
用
ス
ペ
ー

ス
で
、
概
ね
月
1
回
認
知
症
カ
フ
ェ
（
「
元
気
丸

カ
フ
ェ
」
）
実
施

◆
関
地
区
に
て
介
護
予
防
教
室
と
合
わ
せ
た
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
フ
ェ
「
四
つ
葉
サ
ロ
ン
」
開
催

（
参
考
：
H
2
9
は
２
か
所
で
延
べ
3
3
7
人
参
加
）

◇
利
用
拡
大
、
地
域
で
の
認
知
症
カ
フ
ェ
の

設
置
推
進
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
フ
ェ
等
類
似

し
て
い
る
活
動
と
の
連
携
を
含
む
。
）
【
広

域
７
期
】
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３
　
多
様
な
生
活
支
援
ｻ
ｰﾋ
ﾞｽ
の
確
保
・
高
齢
者
の
尊
厳
と
権
利
を
守
る
支
援

（
１
）
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
（
見
守
り
、
配
食
な
ど
）

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

介
護
予
防
給
付
（
介
護
予
防
訪
問
介
護
、
介
護
予
防
通

所
介
護
）
が
再
編
さ
れ
る
た
め
、
介
護
予
防
・
生
活
支

援
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
内
容
を
検
討
し
実
施
し
て
い
き
ま

す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
広
域
連
合
、
鈴
鹿
市
、
亀
山
市
の
３
者
で
旧

介
護
予
防
事
業
を
新
し
い
総
合
事
業
と
し
て
事

業
再
編
、
平
成
2
9
年
度
か
ら
開
始

◇
広
域
、
鈴
鹿
市
と
サ
ー
ビ
ス
内
容
を
見
直

し
な
が
ら
推
進

◇
サ
ー
ビ
ス
Ａ
の
実
施
検
討
【
広
域
７
期
】

民
間

事
業

者
等

の
見

守
り

活
動

を
拡

大
し

て
い

く
ほ

か
、
自
治
会
、
地
域
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
、
地
区
福
祉

委
員
会
、
サ
ロ
ン
等
の
自
主
的
な
訪
問
活
動
を
社
会
福

祉
協
議
会
等
と
共
に
支
援
し
て
い
き
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
郵
便
局
、
Ｊ
Ａ
鈴
鹿
農
協
、
コ
ー
プ
三
重
、

第
三
銀
行
と
改
め
て
高
齢
者
虐
待
等
の
見
守
り

協
定
を
締
結

◆
老
人
ク
ラ
ブ
の
友
愛
訪
問
活
動
を
助
成
支
援

◇
協
定
締
結
先
の
拡
大
、
社
会
福
祉
協
議
会

と
の
連
携
強
化

災
害
時
避
難
行
動
要
支
援
者
台
帳
や
マ
ッ
プ
、
個
別
支

援
計
画
の
情
報
を
活
用
し
て
登
録
者
の
緊
急
時
対
応
を

行
っ
て
い
き
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿
の
再
構
築
し
、
自

治
会
の
代
表
者
等
避
難
支
援
者
に
周
知

◇
名
簿
更
新
、
緊
急
時
支
援

高
齢
者
の
自
立
生
活
を
支
え
る
た
め
、
介
護
用
品
支
給

事
業
等
の
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
、
地
域
支
援
事
業
の
中

で
、
従
来
の
事
業
を
見
直
し
つ
つ
継
続
し
て
実
施
し
ま

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
地
域
支
援
事
業
の
任
意
事
業
を
活
用
し
介
護

用
品
支
給
事
業
等
高
齢
者
の
自
立
支
援
を
実
施

◇
対
象
者
や
事
業
内
容
を
見
直
し
て
、
継
続

実
施
【
広
域
７
期
】

ま
た
、
緊
急
時
の
連
絡
や
配
食
等
の
サ
ー
ビ
ス
等
に
つ

い
て
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
、
包
括
的
に
高
齢
者
を
支
援

す
る
シ
ス
テ
ム
を
検
討
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
一
人
暮
ら
し
高
齢
者
等
の
孤
立
死
防
止
の
た

め
の
緊
急
通
報
装
置
を
更
新
（
御
用
聞
き
ボ
タ

ン
装
備
）

◆
亀
山
Ｑ
Ｏ
Ｌ
支
援
モ
デ
ル
事
業
の
タ
ブ
レ
ッ

ト
に
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
申
込
み
機
能
付
加

◇
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
御
用
聞

き
と
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
以
外
へ
も

活
用

高
齢
者
の
社
会
参
加
の
支
援
と
し
て
実
施
し
て
い
る
タ

ク
シ
ー
料
金
の
助
成
に
つ
い
て
は
、
生
活
支
援
な
ど
も

含
め
た
施
策
と
し
て
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

⇒
⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
高
齢
者
の
タ
ク
シ
ー
券
の
利
用
を
基
本
的
に

乗
合
タ
ク
シ
ー
事
業
（
商
工
振
興
室
）
の
利
用

へ
移
行
検
討

◇
平
成
3
1
年
度
か
ら
移
行
予
定
、
買
い
物
や

介
護
予
防
教
室
参
加
の
た
め
の
交
通
手
段
と

し
て
活
用

（
２
）
財
産
管
理
な
ど
の
権
利
擁
護

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

虐
待
防
止
に
関
す
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
り
、
地
域
ぐ

る
み
で
早
期
発
見
・
早
期
対
応
が
図
ら
れ
る
よ
う
に
し

ま
す

。
虐

待
が

発
生

し
た

際
は

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
従

い
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
窓
口
と
な
っ
て
、
関

係
機
関
と
共
に
保
護
・
支
援
に
あ
た
り
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
虐
待
防
止
代
表
者
会
議
の
開
催
す
る
と
と
も

に
、
発
生
時
は
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
参
照
し
な
が
ら

関
係
機
関
協
力
の
も
と
対
応

◇
未
然
防
止
で
き
る
体
制
の
整
備
【
広
域
7

期
】

高
齢
者
世
帯
の
訪
問
時
等
に
虐
待
に
関
す
る
啓
発
を
行

い
、
早
め
の
相
談
を
呼
び
か
け
る
と
と
も
に
、
介
護
者

の
つ
ど
い
を
開
催
す
る
際
は
、
場
所
・
時
間
設
定
等
を

工
夫

す
る

な
ど

参
加

者
の

都
合

に
配

慮
し

て
い

き
ま

す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
健
康
電
話
相
談
で
の
2
4
時
間
相
談
対
応

◆
窓
口
、
行
事
等
で
啓
発
用
ﾎ
ﾟｹ
ｯ
ﾄﾃ

ｨｼ
ｭ
配
布

◆
市
立
医
療
セ
ン
タ
ー
の
総
合
医
の
協
力
を
得

て
認
知
症
カ
フ
ェ
、
介
護
者
の
つ
ど
い
を
同
時

開
催

◇
家
族
介
護
者
へ
の
普
及
啓
発
、
負
担
軽
減

【
広
域
７
期
】

成
年
後
見
制
度
や
権
利
擁
護
に
つ
い
て
は
、
社
会
福
祉

協
議
会
（
地
域
権
利
擁
護
セ
ン
タ
ー
（
日
常
生
活
自
立

支
援
セ
ン
タ
ー
）
）
、
鈴
鹿
亀
山
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

な
ど
の
関
連
機
関
と
連
携
し
な
が
ら
、
情
報
提
供
に
努

め
る
と
と
も
に
、
必
要
な
人
へ
の
支
援
を
行
い
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
権
利
擁
護
事
業

の
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
等
を
社
会
福
祉
協

議
会
に
委
託
（
参
考
：
H
2
9
の
成
年
後
見
制
度
の

利
用
支
援
事
業
０
件
、
利
用
助
成
事
業
１
件
、

相
談
7
9
件
（
包
括
９
件
、
社
協
7
0
件
）
）

◇
法
人
後
見
、
市
民
後
見
に
つ
い
て
社
会
福

祉
協
議
会
と
検
討
【
広
域
７
期
】
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４
　
介
護
予
防
の
推
進

（
１
）
要
介
護
状
態
と
な
ら
な
い
た
め
の
予
防
の
取
り
組
み

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

介
護
予
防
事
業
に
つ
い
て
は
、
介
護
予
防
・
日
常
生
活

支
援
総
合
事
業
と
し
て
事
業
内
容
が
見
直
さ
れ
る
こ
と

か
ら
、
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
き
た
介
護
予
防
事
業
を
見

直
し
な
が
ら
、
す
べ
て
の
高
齢
者
に
対
す
る
介
護
予
防

事
業
と
し
て
、
一
般
介
護
予
防
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
広
域
連
合
、
鈴
鹿
市
、
亀
山
市
の
３
者
で
旧

介
護
予
防
事
業
を
新
し
い
総
合
事
業
と
し
て
事

業
再
編
、
平
成
2
9
年
度
か
ら
開
始

（
参
考
：
H
2
9
介
護
予
防
教
室
：
延
べ
2
9
7
回

7
,8
1
6
人
参
加
、
出
張
：
延
べ
7
6
回
1
,5
7
1
人
参

加
）

◇
広
域
、
鈴
鹿
市
と
サ
ー
ビ
ス
内
容
を
見
直

し
な
が
ら
推
進

◇
サ
ー
ビ
ス
Ａ
の
実
施
検
討
【
広
域
７
期
】

地
域
で
介
護
予
防
活
動
に
取
り
組
む
リ
ー
ダ
ー
や
推
進

組
織
の
育
成
と
支
援
を
行
い
、
地
域
住
民
主
体
の
介
護

予
防
活
動
の
展
開
を
促
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
地
域
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
で
健
康
づ
く
り
応

援
隊
養
成
講
座
を
実
施

◆
老
人
ク
ラ
ブ
の
体
操
教
室
、
地
域
の
サ
ロ
ン

活
動
に
補
助
支
援

◇
総
合
計
画
（
健
康
サ
プ
リ
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
）
に
お
い
て
見
直
し
を
図
る
。

ま
た
、
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
専
門
職
と
地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー
が
連
携
し
、
通
所
、
訪
問
等
に
お
け
る
地

域
で
の
介
護
予
防
事
業
の
効
果
を
高
め
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
、
地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
支
援
事
業
で
サ
ー
ビ
ス
提
供

（
２
）
自
立
支
援
に
資
す
る
介
護
の
推
進

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

従
来
、
二
次
予
防
事
業
で
実
施
し
て
き
た
運
動
・
口
腔

機
能
向
上
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
に
相
当
す
る
介
護
予
防
に

つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
介
護
予
防
給
付
（
介
護
予
防

訪
問

介
護

、
介

護
予

防
通

所
介

護
）

と
と

も
に

再
編

し
、
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
と
合
わ
せ
、
要
支
援
者
等
に

対
す
る
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
と
し
て

実
施
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
口
腔
、
栄
養
改
善
、
運
動
機
能
向
上
は
、
新

し
い
総
合
事
業
の
訪
問
型
及
び
通
所
型
サ
ー
ビ

ス
Ｃ
と
し
て
事
業
再
編
、
実
施

新
た
な
事
業
の
中
で
、
介
護
予
防
を
効
果
的
に
進
め
る

た
め
、
こ
れ
ま
で
の
手
法
を
検
証
し
つ
つ
、
新
し
い
手

法
を
検
討
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
介
護
予
防
教
室
等
介
護
予
防
普
及
啓
発
事
業

の
サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
を
広
域
連
合
、
鈴
鹿
市

と
と
も
に
再
編
、
実
施
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５
　
高
齢
者
の
住
ま
い
と
暮
ら
し
の
環
境
整
備

（
１
）
高
齢
者
に
配
慮
し
た
住
ま
い
の
整
備

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

介
護
保
険
給
付
に
よ
る
在
宅
介
護
の
た
め
の
住
宅
改
修

に
加
え
て
、
親
族
等
か
ら
援
助
が
受
け
ら
れ
な
い
ひ
と

り
暮

ら
し

高
齢

者
等

の
住

宅
改

修
を

支
援

で
き

る
よ

う
、
建
設
労
働
組
合
等
と
協
働
し
て
高
齢
者
の
居
住
環

境
の
改
善
を
図
り
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
独
居
老
人
宅
修
繕
事
業
の
利
用
（
参
考
：
H
2
9

利
用
４
件
）

継
続
（
介
護
認
定
を
受
け
て
い
な
い
方
の
た

め
に
必
要
な
事
業
で
あ
る
。
）

市
内
に
存
す
る
木
造
住
宅
で
耐
震
改
修
が
必
要
な
家
屋

を
補
強
す
る
た
め
の
支
援
を
行
う
と
同
時
に
バ
リ
ア
フ

リ
ー
化
を
含
め
た
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
を
支
援
し
ま

す
。

⇒
⇒

⇒

危
機
管
理
室

◆
亀
山
市
木
造
住
宅
耐
震
補
強
等
事
業
補
助
金

交
付
要
綱
に
基
づ
く
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事

（
耐
震
補
強
工
事
）
[参

考
：
H
2
9
補
助
1
3
件
]

継
続
（
亀
山
市
耐
震
改
修
促
進
計
画
に
基
づ

き
、
木
造
住
宅
の
耐
震
化
を
推
進
）

市
営

住
宅

へ
の

優
先

入
居

と
と

も
に

、
住

宅
セ

ー
フ

テ
ィ
ネ
ッ
ト
等
国
や
民
間
の
団
体
等
の
し
く
み
を
活
用

し
、
住
ま
い
の
供
給
や
民
間
賃
貸
住
宅
へ
の
入
居
を
支

援
し
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

営
繕
住
宅
室

◆
市
営
住
宅
へ
の
優
先
入
居
２
名

※
民
間
住
宅
へ
の
入
居
支
援
は
社
会
福
祉
協
議

会
に
お
い
て
実
施
（
あ
ん
し
ん
賃
貸
支
援
事

業
）

◇
既
存
事
業
継
続
と
空
家
バ
ン
ク
の
活
用
等

【
広
域
７
期
】

消
防
本
部
、
警
察
署
等
の
関
係
機
関
と
協
働
で
防
火
指

導
や
防
犯
活
動
、
交
通
安
全
啓
発
等
を
行
う
ほ
か
、
火

災
警

報
器

等
防

火
の

た
め

の
日

常
生

活
用

具
を

給
付

し
、
ひ
と
り
暮
ら
し
高
齢
者
の
住
ま
い
方
を
支
援
し
ま

す
。

⇒
⇒

⇒

消
防
本
部
予
防

室 長
寿
健
康
づ
く

り
室

◆
ひ
と
り
暮
ら
し
高
齢
者
見
守
り
訪
問
（
毎
年

1
1
月
実
施
、
H
2
7
～
H
2
9
：
1
7
9
人
）
、
火
災
警

報
器
の
給
付
（
H
2
9
：
４
件
）

◆
日
常
生
活
用
具
の
給
付
⇒
３
（
１
）
参
照

◇
見
守
り
訪
問
は
、
消
防
本
部
に
お
い
て
継

続 ◇
日
常
生
活
用
具
の
給
付
は
、
長
寿
健
康
づ

く
り
室
に
て
継
続

引
き
続
き
交
通
バ
リ
ア
フ
リ
ー
構
想
に
基
づ
く
取
り
組

み
を
進
め
て
い
く
ほ
か
、
「
お
も
い
や
り
駐
車
場
」
の

適
正
利
用
等
優
し
さ
と
思
い
や
り
の
あ
る
行
動
を
促
し

て
い
き
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

地
域
福
祉
室

◆
お
も
い
や
り
駐
車
場
利
用
証
の
発
行
（
H
2
9
：

5
2
1
件
）

◆
お
も
い
や
り
駐
車
場
の
適
正
利
用
を
広
報
周

知

継
続

自
治

会
等

の
地

域
支

援
組

織
の

自
主

的
な

活
動

に
よ

り
、
地
域
の
避
難
行
動
要
支
援
者
を
台
帳
や
マ
ッ
プ
に

登
録
し
、
個
別
支
援
計
画
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
避

難
訓
練
等
を
行
い
、
災
害
時
に
実
効
性
の
あ
る
避
難
支

援
を
行
え
る
よ
う
に
し
ま
す
。
ま
た
、
福
祉
施
設
と
の

応
援
協
定
締
結
に
向
け
た
協
議
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

⇒
⇒

⇒

長
寿
健
康
づ
く

り
室

地
域
福
祉
室

危
機
管
理
室

◆
避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿
の
再
構
築
し
、
自

治
会
の
代
表
者
等
避
難
支
援
者
に
周
知

◆
介
護
保
険
施
設
等
と
福
祉
避
難
所
協
定
締
結

（
H
2
9
.3
現
在
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
５
か

所
、
老
人
保
健
施
設
１
か
所
、
養
護
老
人
ホ
ー

ム
１
か
所
）

◇
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
障
害
者
施
設
を
含
め

確
保
し
て
い
く
。

（
２
）
高
齢
者
の
安
心
な
住
ま
い
の
確
保

取
組
み

2
7
2
8
2
9
担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
、
有
料
老
人
ホ
ー
ム

な
ど
の
運
営
や
サ
ー
ビ
ス
及
び
関
連
す
る
計
画
と
の
整

合
が
担
保
さ
れ
る
よ
う
、
広
域
連
合
や
県
等
と
連
携
し

な
が
ら
、
事
業
者
に
働
き
か
け
て
い
き
ま
す
。

⇒

長
寿
健
康
づ
く
り
室

◆
サ
高
住
等
開
設
予
定
の
事
業
者
に
適
切
な
運

営
が
図
ら
れ
る
よ
う
協
議

◇
併
設
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
職
員
と
の

意
見
交
換
【
広
域
７
期
】
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６
　
高
齢
者
（
老
人
）
福
祉
事
業
の
供
給
体
制
の
確
保
（
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
強
化
）

高
齢
者
（
老
人
）
福
祉
事
業
の
目
標
と
方
策

取
組
み

2
7
2
8
2
9

担
当
室

H
2
9
年
度
ま
で
の
実
績
・
成
果

次
計
画
の
方
向
性

次
の
施
設
に
つ
い
て
、
広
域
連
合
と
調
整
し
、
整
備
を

図
り
ま
す
。

長
寿
健
康
づ
く
り
室

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
　
居
宅
サ
ー
ビ
ス

①
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護

０
箇
所
　
⇒
　
１
箇
所

⇒

◆
広
域
連
合
で
公
募
す
る
も
応
募
な
し

※
第
７
期
介
護
保
険
事
業
計
画
に
よ
る

②
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

０
施
設
(０

人
)　

⇒
　
１
施
設
(2
9
人
)

⇒
◆
広
域
連
合
で
公
募
す
る
も
応
募
な
し

※
第
７
期
介
護
保
険
事
業
計
画
に
よ
る

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
　
施
設
･居

住
系
サ
ー
ビ
ス

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

９
施
設
(1
0
8
人
)　

⇒
　
1
0
施
設
(1
1
7
人
)

⇒

◆
広
域
連
合
で
公
募
し
、
設
置
事
業
者
１
法
人

（
社
会
福
祉
法
人
安
全
福
祉
会
）
９
床
１
施
設

の
整
備

注
）
広
域
連
合
…
鈴
鹿
亀
山
地
区
広
域
連
合

　
　
広
域
７
期
…
第
７
期
介
護
保
険
事
業
計
画

- 64 -



（ ）

■計画の基本情報

H 18 ～ H 29

第2次亀山市障がい者福祉計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は、障害者基本法第11 条第３項に基づき定める、障がい者のための施策に
関する基本的な事項を定めるものとして策定するものである。また、第1 次亀山市総
合計画後期基本計画との関連は、基本施策「障がい者の社会参加の促進」と深く関わ
り、「生きがいを持てる福祉の展開」の部分を補完するものである。

健康福祉部 地域福祉課

目的・概要

計画期間 年度

　計画の目的は、障がいのある人をとりまく状況や社会情勢を踏まえ、障がいのある人
の自立と社会参加への支援を総合的かつ計画的に推進していくためのものである。

計画の骨格
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■成果指標

1
2
3
4
5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

　就労移行支援事業所は、平成28年度に5か所（市内1か所）であったものが、平成
29年度には、鈴鹿・亀山圏域で7か所（市内2か所）となり、就労移行支援事業の利用
者は27人と前年度に比べ、4人増加した。また、福祉施設から一般就労への移行は、
就労継続支援Ａ型事業所から3人、Ｂ型事業所から6人が移行した。
　障がい児福祉サービスにおける児童発達支援は、平成29年度、市内に初めて事業
所が2か所開設され、平成29年度は実利用者11人となり、計画当初の平成27年度に
比べ約2.8倍増加した。また、放課後等デイサービスの平成29年度実利用者は、平成
27年度に比べ16人増加し、50人となり、実利用者の増加に伴い、サービスの給付量も
年々増えている。
　地域生活支援事業における障害者相談支援は、障害者総合相談支援センター「あ
い」による相談実績が福祉サービスの利用に関することや就労に関する内容が増え、
平成27年度、2,208件であったものが、3,348件となり率にして約51.6％増加した。ま
た、日中一時支援の実利用者は、平成29年度92人、利用時間4,652時間と平成27
年度に比べ年々増加しており、今後もニーズの高さを背景として増えていくことが予想さ
れる。

　就労移行支援事業や就労移行支援事業所等を通じて、障がいのある人が一般就労
につながるよう、安心して働き続けられることができ、それぞれの特性に応じて就労でき
る環境づくりを進めた。
　障がい児は、国の児童福祉法の改正によりサービス提供体制の構築の義務化を背
景として、発育・発達段階に応じた切れ目のない相談・支援体制の充実に取り組んだ。
　また、障がいのある人の地域で生活する障がい者等のニーズを踏まえ、地域の実情
に応じた地域生活支援事業の実施により、自立した日常生活や社会生活を営める環
境づくりにつながった。

　障がいのある人が自立した生活ができるよう、障害者総合相談支援センター「あい」
や計画相談支援事業所等と連携した相談支援体制の充実を図るとともに、職場実習
や就労移行支援等を通した就労の支援により、障がい者の自立支援を推進した。
　また、障がいのある人への福祉用具の給付など、適切なサービスの提供により、障が
い者の福祉サービスの充実に取り組んだ。さらに、だれもが暮らしやすい社会に向けた
取組として、障害者週間（12月）に合わせた広報の特集記事の掲載による情報提供
や、窓口における手話通訳の配置など、合理的配慮の拡充を進め、障がい者の自立と
社会参加の促進により、本計画における目指す姿に近づける取組を展開した。

　障がい者に対する市民の理解はまだまだ不十分であり、何に困っているか、あるい
は、どういうニーズを持っているのか地域において把握できていない現状がある。相談
では、さまざまな分野の課題が絡み合い複雑化し、複合的な課題に対する支援を必要
とするケースが増加しており、地域生活を総合的に支援するための体制づくりが求めら
れている。また、親なき後問題に対応できるよう、障がいのある人が経済的に自立でき
るよう、雇用の場の確保やその人に合った就労につながる継続的な支援が必要であ
る。

　障がいの有無に関わらず地域で安心して暮らせるよう、市民意識の高揚を図り、地域
で人と人とがつながり、支え合える関係の構築を進めるとともに、複雑化・多様化する課
題に対応でき、ライフステージに沿った支援を受けられる総合的な相談支援の整備に
ついて、関係部署・関係機関と連携しながら進める。また、障がいのある人が、安心し
て働きつづけられるよう、ハローワーク等の関係機関とともに取り組む。

※別紙参照 
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1 市民啓発の推進

2

3 福祉教育の推進

今後の方向性

●今後も市広報で特集記事を掲載し、その他様々な手法で広報や啓発を進め、お互いの人
格や個性を尊重する共生への意識高揚に取り組む。

●福祉体験を通して幅広い行政の仕事や役割について認識するため、継続して三重県市町
総合事務組合の実施する研修に参加していく。

●当事者団体やボランティアグループなどの紹介や事業所の活動紹介など行っているが、
共生社会の理念の普及や理解を深めるための紙面に至っていない。今後は障がいのある
人に対する理解を深めるための紙面も意識するとともに、ホームページ、フェイスブックを活
用し補完的な役割を果たしながら広報の充実を図る。

●出前講座や地域が実施する防災訓練時に、障害のある方が参加できるよう、また、障害のある方を想
定した訓練を実施するよう指導に努めた。

●地域の防災訓練や三世代交流会に車イスの貸出を行った。また、障がいのある子どもを持つ親子グ
ループが子育てサロン活動の支援を行うとともに、地域住民誰もが参加でできるコミュニティサロンを事
業化（8団体）し、立ち上がった。
●「あいあい祭り」を開催し、ボランティア団体の協力のもと点訳、音訳、自助具の体験や市内障害福祉
サービス事業所のブース出展などを行った。また、障がい児交流事業において、亀山高校の参加を得
て、モクモクファームでの体験をとおして相互の理解を深めた。また、江戸の道シティマラソンにて、障が
い者ランナーに対して伴走支援を行った。
●１２月の人権週間にあわせ「ヒューマンフェスタin亀山」を中学生や高校生、市民活動団体などの幅広
い協力と参加により開催した。市民が人権について改めて考える機会となり、人権意識の高揚につな
がった。

●障がい者が参加できる環境づくりが大切であるので、災害時に不安を取り除けるよう、参
加促進を図るとともに、障がい者の情報を地区の防災リーダー等と共有する必要がある。

●引き続き車イスの貸出を行い、障がい者の地域行事への参加促進に努める。また地域住
民誰もが参加できるコミュニティサロン活動も他の地域に広がるよう啓発に努める。

●引き続き「あいあい祭り」や障がい児交流事業を実施し、交流を深めるイベントを開催する
とともに、社協の役割を果たしていきたい。

●より多くの人に参加してもらえるよう、広報やPRを工夫するとともに、講演内容等も関心を
持ってもらえるようなものにするなど、実行委員会で検討していく。

●市内の小中高16校に対し、福祉教育推進助成事業を実施し、各学校での車イスの体験やユニバーサ
ルデザインやバリアフリーについての学習などの取組をとおして福祉に対する関心をもっていただいた。
29年度より保育所、幼稚園、認定こども園19園に対しても地域交流等をとおして福祉の心を育んてもらえ
るよう助成事業の拡充を行うとともにパンフレットを作成し啓発推進を図った。うち3校（園）をモデル校に
指定し、学校と社協が協働で年間のプログラムを作成し障がい者理解に繋げる福祉教育を行い、これら
の福祉教育の取組をＤＶＤにまとめた。
●市内全１４小中学校が福祉協力校の指定を受け、それぞれの学校で児童会・生徒会、福祉委員会、栽
培委員会、総合的な学習の時間における体験活動・体験学習等を通して行った。活動内容としては、地
域生活者としての生き方や社会福祉への理解と関心を高める活動やそれぞれの地域の実態に合った活
動になるよう工夫して取り組んだ。また、その成果を各学校での集会活動やあいあいまつりでパネル発
表した。
●交流学習会を３つの中学校ブロックで実施した。また、児童生徒作品展に取り組み、市内ショッピング
センターにて展示会を行った。

●特別支援学校に在籍する児童生徒が「居住地校交流」として市内小学校と交流を行った。
●学校・園においては、高齢者や障がいをもった人との交流や福祉に携わる人たちから話を聞いたり福
祉施設を訪問したりする活動を、授業や校外活動の中で取り組んだ。幼稚園・小学校低学年は共に楽し
く活動し障がいのある人に対する認識を正しく持たせることを主眼に、小学校中学年以上は、共生社会を
積極的に推進していく態度を育てることをねらいに、取り組みを進めた。

施策の項目

●引き続き小中高校、幼稚園、保育所、認定こども園に対し、福祉教育助成事業を行うとと
もに、モデル指定校に対し、年間をとおして関わり、福祉教育を通して障がい者理解へ繋げ
ていく。

●地域の福祉団体や地域コミュニティとの一層の連携を深めながら取り組んでいく。

●幼稚園や保育園、市外の特別支援学校に通う児童生徒の保護者にも情報を提供し、交
流を深める。保護者と教職員による学習会へのより多くの保護者の参加を促していく。

●交流の実施時期や交流内容についての検討を行う。
●総合的な学習の時間、キャリア教育の中で福祉教育を重要な要素の一つとして位置づ
け、児童生徒の発達段階に応じて系統的に取り組む。

1.心のバリアを取り除く理解と交
流の促進

亀山市障がい者福祉計画（計画期間　Ｈ１８～Ｈ２９）
（障害者基本法に基づく計画）

実施目標
平成２９年度主な事業実績と成果

障がいのある人とない人の交
流の促進

●市広報１２月１日号で人権週間についての特集記事を掲載し、障がい者の人権について啓発を行っ
た。街頭啓発においても広く人権について関心や意識を持っていただくよう、人権擁護委員とともにショッ
ピングセンターにおいて市民に呼び掛けた。 また、障害者差別解消法について、市広報やイベント等で
周知を行った。

●三重県市町総合事務組合の実施する新規採用職員対象のワンステップ研修において、福祉施設での
食事介助、移動介助等の体験を通して、障がいのある人に対する理解を深め、その体験をそれぞれの
市の業務でどのように活用していくのかを学んだ。

●社会福祉協議会内に編集委員会を設置し、市民に読みやすい紙面を目指して広報紙「社協だより」を
年4回全戸配布し、市内事業所の福祉活動の紹介、ボランティア団体の活動紹介及び社会福祉協議会
の活動紹介等を積極的に発信した。なお、ホームページやフェイスブックを活用し、当会の事業所の活動
紹介も行った。
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今後の方向性
施策の項目
実施目標

平成２９年度主な事業実績と成果

4 障がい者団体との連携

5 ボランティア活動の推進

6 生涯学習の推進

1 保健・福祉・医療の連携

●各障がい者団体が実施している事業や、各団体が抱えている課題等の聞き取りを１部の
団体に行ったが、他の団体に対しても課題を把握し適切な支援に努めていきたい。

●ボランティアセンター登録者に対し、保険加入の補助やネットワーク会議、交流会、団体助成事業を実
施するなどの支援を行った。また、ボランティアを必要としている人、活動を始めたい方などに連絡、調
整、斡旋などのコーディネートを26件行った。

●サロン活動に興味を持ち、地域住民の方々がサロンを立ち上げるきっかけ作りを目的にボランティア
講座を実施した（参加者　36名）。

●昨年度より引き続き市内企業からボランティア活動の依頼があり、障がい者施設等でのボランティア活
動や事業所への寄付の受付をはじめ、他に私立保育所へのお菓子の寄贈、赤い羽根UMOUプロジェクト
への参画を行っていただいた。

●障がい者、福祉施設や団体、障害者総合支援センター等の関係機関から、ボランティアの依頼があり
ボランティア活動団体（者）への連絡、調整、斡旋などのコーディネートを行った。

●ボランティアセンター登録者の高齢化が進んでいるため、今後も広報誌等でボランティア
センター団体紹介や活動紹介を行い登録者の増加に繋げる。また障がい者を支援している
ボランティア団体に対してヒアリング等を実施し、養成に繋げていく。

●地域でのちょっとした困りごとに対応できるよう「ちょこボラ」の講座を開催し、ボランティア
活動を始めるきっかけ作りや組織化に繋げていく。

●今後も企業と事業所をマッチングしボランティア活動を行えるよう市内企業に働きかけて
いくとともに、関係機関と連携し、情報提供を行っていく。

●今後も障がい者、福祉施設や団体、障害者総合支援センター等の関係機関から、ボラン
ティアの依頼がありボランティア活動団体（者）への連絡、調整、斡旋などのコーディネートに
努めるとともに、潜在的なニーズの掘り起こしを行う。

●教養講座の知りたいシリーズとして、「医療の進歩～肝炎治療を通して～」や「ロボットの過去・現在・
未来」と題して介護ロボットについての講座を実施した。また、出前教室として「介護予防」に関する講座
を行った。
●障がい者スポーツ競技の全国大会等に出場された人に激励金の支給を行い、スポーツ大会参加の支
援を行った（種目：バレーボール　東海大会　５件）、（種目：陸上　全国大会　１件）、（種目：ボウリング
全国大会　１件）。
●サロン活動に興味を持ち、地域住民の方々がサロンを立ち上げるきっかけ作りを目的にボランティア
講座を実施した（参加者　36名）。

●ケーブルテレビで公民館講座を行っている様子を放映した。

●中央公民館講座の学びの継続と成果の地域への循環を考慮して、生涯学習計画の策定を進めた。ま
た、中央公民館講座受講生へのサークル化を促した。
●スポーツ・レクリエーション活動に関わる指導者等に、障がい者スポーツの指導に関する研修等の周
知を行った。
●平成２９年度は、文化会館のバリアフリー化等の改修は行わなかったが、これまで改修してきた設備等
の維持管理に努めた。

●今後についても実施内容を検討しながら、実施していく。

●引き続き障がい者スポーツ競技の全国大会等に出場する人に激励金を支給するととも
に、障がいのある人が障がいのない人とともに参加できるスポーツイベントの開催の支援に
努める。
●今後もニーズに合ったボランティア講座を開催し、ボランティア活動を始めるきっかけ作り
や組織化に繋げていく。

●情報提供は継続的な実施を行っていく。生涯学習講座をケーブルテレビで放映すること
は、現状のシステム的に不可能であるため無料オンライン大学講座等の紹介も含めて全庁
的な調整が必要である。
●生涯学習計画に基づき、今後も学びのサイクルという視点から市民大学との連携をして指
導者の人材育成に取り組んでいく。
●引き続きスポーツ・レクリエーション活動に関わる指導者等に、障がい者スポーツの指導
に関する研修等の周知を行うとともに、参加の要請に努める。
●今まで整備してきた文化会館のバリアフリー化及び障がいのある人の利用に考慮した設
備等の維持管理に努める。

●家族や子ども自身、学校や園など関係機関からの相談について関係機関と連絡調整を行い、子ども
が地域で健やかに成長できるよう支援を行った。
児童虐待等の対応については、各関係機関と連携をした「亀山市要保護児童等・DV対策地域協議会」
のネットワークを活かし支援を行った。

「児童相談実績」
子ども総合相談（子どもの育ち相談）
年間相談件数（実人数）　　５８８件
医療相談　　　月１回　年１２回実施
療育手帳相談　月１回　年１２回実施

●今後も相談者のニーズを的確に捉え、早期支援と児童虐待の未然防止の対応を積極的
に行っていく。また、きめ細かな対応ができるよう、引き続き関係機関との連携を密に行って
いく。

2.健やかな暮らしのための保健・
医療の充実

●社会見学、講演会などを実施される障がい者団体に対し、市補助金・共同募金配分金を財源とした助
成を行った。
＜団体助成＞
・亀山市障害者福祉協会　・亀山市特別支援教育振興会
・かめやま障害児者を支える会　・みっくすどろっぷす
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今後の方向性
施策の項目
実施目標

平成２９年度主な事業実績と成果

2
●乳幼児健康診査


受診率
97.6%
99.5%
99.6%
99.3%

実施回数 参加延べ人数
７回 24人

育児相談 12回 ※33人
のびのび教室 24回 97人
のびのびクラブ 24回 118人

※幼児健康診査後のフォロー来所者数

3 生活習慣病予防の推進

実施回数 参加人数
トレーニング室説明会 24回 35人
ミニ運動講座 24回 33人

実施回数 参加人数
29回 607人

実施回数 参加人数
４回 62人

40回 434人

対象者数 利用者数
動機づけ支援 231人 43人
積極的支援 49人 4人

市民伝達講習会
地区伝達講習会

●特定健康診査の結果に基づき、リスクの高いと判定された人を対象に「動機づけ支援」と「積極的支
援」に区分し、保健指導を行いながら、生活習慣の改善に取り組む支援を行った。

健康教育

○食生活改善推進協議会会員が講師となり、あいあいや地域に出向き、生活習慣病予防食の市民向け
の料理講習会を行った。

●健康診査未受診者に対しては、受診勧奨を継続しつつ、その理由を確認する中で問題を
洗い出し、居場所確認等が必要な場合は、関係機関と連携しながら状況を把握する。

●引き続き、関係機関と連携しながら、支援が必要な児とその保護者に対してフォローを
行っていく。

●発達等にフォローの必要な子どもの相談支援は早期対応が重要であり、児童虐待予防についても最
も効果的な方法でもあるため、担当室の訪問や面接に同席し、親子関係についてもフォローを行った。ま
た、未受診や未検診への対応としても、担当室との情報交換を密に行った。
●「保健・福祉医療との連携実績」
母子保健との連携
　幼児健診及びフォロー教室への協力体制回数　７２回
　幼児健診時の臨床心理士及び心理相談員による
  保護者相談件数　　　　　　　　　　　　　　　１８件

●切れ目のない子ども支援を行う上で、情報の共有化と個人情報の保護に十分配慮し、今
後も保健・福祉・医療の関係機関のネットワークの強化を図る。

障がいや疾病の早期発見・
早期治療

1歳6か月児健康診査 454人
3歳児健康診査 456人

ことばの相談

●幼児健康診査未受診者は、電話連絡等で受診勧奨を行い、連絡が取れない場合は、家庭訪問等で状
態を把握した。
○相談事業
　・ことばの相談（月２回程度）
　・育児相談（月１回）
○健診後の親子教室
　・のびのび教室（月２回）
　・のびのびクラブ（月２回）
○幼児健康診査で支援が必要と判断したケースには、フォロー教室や相談事業を開催し、対象児と保護
者への支援を行った。

受診者数
4か月児健康診査 373人
10か月児健康診査 391人

●引き続き、各種教室を開催することで、生活習慣病予防の啓発を行っていく。また、あわ
せて教室の内容を研究しつつ、活動のPR方法を工夫し、市民の生活改善へとつなげる。

●生活習慣の改善に向けて、各種教室や講座の内容を工夫しながら、啓発活動を継続的に
行う。

○生活習慣病予防等の講話等を行い生活習慣が改善できるよう支援した。

●運動のきっかけづくりを目的としたトレーニング室の利用の説明会やミニ運動講座を実施した。

- 69 -



今後の方向性
施策の項目
実施目標

平成２９年度主な事業実績と成果

4 精神保健福祉施策の充実

5 難病対策の充実

1 療育体制の充実

3.障がいのある子ども・人の育ちと
学びの支援

●障がいのある人やその家族等に対する相談支援体制を充実させ、地域で安心して暮らせ
るように、精神障がい者が利用できる福祉サービスの充実を図る。
●今後についても、不登校やひきこもり、ニートなどの問題を抱える青少年に対して、適応指
導教室や健康福祉部などと緊密な連携を図り、途切れのない支援を行う。

●鈴鹿保健所が実施する「こころの健康相談」については、市広報で継続的な周知を行う。

●難病患者やその家族に対して、利用できる福祉制度の情報を提供するとともに、相談事業の充実を
図った。

●今後も、難病患者やその家族に対して、利用できる福祉制度等に関する情報提供を引き
続き行っていく。

●精神に障がいのある人やその家族に対して、総合的な相談支援を行い、精神保健福祉手帳の取得や
自立支援医療等各種制度のサービスの利用につなげた。
●支援員（専門相談員）2名を配置して、ニートや引きこもりに関する問題を中心に青少年が関わる様々
な問題について、相談や自立に向けての支援を行った。また、相談活動については、青少年及び家族に
対しての来所相談を基本に実施し、必要があれば、訪問による相談を行った。支援業務については、コ
ミュニケーショントレーニングや料理教室を通じてのグループワーク体験など、個々の状態に応じた内容
で実施した（平成29年度実績（相談件数）：212件）。

●市広報で周知しつつ、鈴鹿保健所が「こころの健康相談」を年６回実施した。

●家族や子ども自身、子どもが所属している園や学校など関係機関からの相談については、必要に応じ
て関係機関と連絡調整を行い、子どもが地域で健やかに成長していける支援を行った。また、養育困難
や児童虐待等の対応については、各関係機関と連携をした「亀山市要保護児童等・DV対策地域協議
会」の体制を活かした支援を行った。母子保健や保育園・幼稚園との連携及び支援を行う職員に対する
研修も行った。児童相談としては子どもの育ち相談、児童精神科医の医療相談、療育相談（個別・集
団）、療育手帳相談があり、多岐にわたる相談について専門職員が対応に当たっている。

「児童相談実績：合計588件」
　・児童虐待　63件
　・養護　78件
　・保健　　5件
　・肢体不自由　9件
　・視聴覚障がい　5件
　・言語発達障がい　154件
　・重症心身障がい　7件
　・知的障がい　72件
　・発達障がい　83件
　・ぐ犯行為等　2件
　・触法行為等　0件
　・性格行動　　53件
　・不登校　　　36件
　・適正　6件
　・育児・しつけ　8件
　・その他　7件
●児童相談システムを運用開始後、統計事務の簡素化及び緊急対応時に即座にケース概要を把握する
ことが可能となった。従来の紙ベース情報の長所も活かしつつ、データベースの活用範囲拡大を図った。

●特別な支援を必要とする普通学級に在籍する児童生徒において「個別の教育支援計画」の作成が進
むように、「個別の教育支援計画」の様式を改定した。

●育ちの歩みを継続的に記録するサポートブック「にじいろのーと」の改訂版を、相談のあった保護者に
配布した。また、この「にじいろのーと」の活用方法について、広報かめやまや行政出前講座などを活用
し周知した。
●個別に支援が必要な子どもとその家族を対象に、子どもの発達に合わせて、訓練的な要素を取り入れ
た遊びをもとに、個別及び集団の療育を行った。また、療育に通う子どもの保護者の集いを開催し、子育
てに対する不安に対し助言等を行うことで不安や負担の軽減につなげることができた。
　療育の調査研究として三重県立子ども心身発達医療センターの協力により、専門職員の派遣を受け医
療面での連携が強化された。
　個別療育相談　２６回　　実人数　　１３人
　集団療育相談　７２回　　実人数　　３７人
　療育参加児童の保護者の集い　　参加保護者６人

●定期相談の充実により相談件数が増加し、予約のとりにくい状況が発生しているため、園
や学校への訪問相談を行い、相談待ち期間の短縮に努める。また、相談内容も多岐にわた
り高度化していることから、専門職としての資質向上として、各種研修へ積極的に参加する。

●データ入力の効率化やシステムの活用方法の可能性について研究する。

●特別な支援を必要とする普通学級での「個別の教育支援計画」の作成と活用がさらに進
むよう、指導・助言を行っていく。サポートブック「にじいろのーと」の活用を促す。

●来所相談はもとより、医療機関受診や学校との連携などさまざまな場面で活用していただ
けるよう、さらなる周知を図る。

●三重県立子ども心身発達医療センターとの連携を強化し、専門職員の人数や派遣回数を
増やしていく。また、「（仮）児童発達支援センター」の整備に向けた具体的な協議を行ってい
く。
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今後の方向性
施策の項目
実施目標

平成２９年度主な事業実績と成果

2 障がい児保育の充実

3 特別支援教育の充実
●公立幼稚園において障がい児を適切に受け入れられるよう、専門的な視点での介助等の必要性を判
断したうえで、必要な介助員を配置し、支援が必要な児童が安心して過ごせる保育環境を整備した。

●就学指導委員会において、子どもの様子や発達課題から、就学後の支援の方向性を明らかにし、就
学先の学校に伝えることで、スムーズな受け入れ体制が進むよう努めた。また、就学に不安を抱いてい
る保護者の思いや就学後の必要な支援を学校に伝え、受け入れ体制が進むよう努めた。
●「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」の作成と活用がより進むよう、その計画の立て方、有効な
活用の仕方等について助言をした。また、校内委員会の進め方や目標の設定の仕方など特別支援教育
コーディネーターを対象に研修を深めた。また、特別支援学級での教育課程の立て方についても指導、
助言をした。
●特別支援教育コーディネーターを対象に、普通学級で行う特別支援教育に関する研修会を開催した。

●校内の特別支援教育コーディネーターが、必要に応じて、スクールカウンセラー、スクールソーシャル
ワーカーや関係機関と連絡を密にとれるよう、相談体制づくりに努めた。

●月２回のカウンセラーによるカウンセリングを定例で行い、不登校や子育てで悩む保護者への相談活
動をおこなった。また指導員による電話相談のべ４６８件、面接相談のべ１６２件、学校訪問相談２３７件、
家庭訪問３８１件行なった。
●児童生徒や保護者からの相談があった場合、管理職、担任、コーディネーターおよび関係職員により
校内委員会を開いて対応した。ケースによっては子ども総合センターなどの関係機関と連携をとりながら
適切な対応に努めた。教育委員会内に教育相談窓口を設置し、保護者からの電話や面接相談を実施し
た。
●通級指導教室に通う児童生徒を対象にした小集団指導「こみけ」を開催した。コミュニケーション能力
やソーシャルスキル能力を高めるためのプログラムを検討し、年８回実施した。また「こみけサロン」を開
催し、保護者との情報交換を行った。
●特別支援コーディネーター担当者を対象に、年間４回の会議･研修会を行った。また、亀山市特別支援
教育振興会や亀山市教育研究会においても小中学校間の情報交換や各校の課題等について話し合っ
た。
●年４回の定例の就学指導委員会を開催すると共に、小委員会を２回開き、状況の変化や実態に応じて
迅速に就学相談・指導ができるよう努めてきた。
●教育研究室の指導主事を子ども支援室兼務とし、発達相談へ対応するなど連携を図った。

●特別支援学級児童生徒に視点をあてた交流学級の学級づくりを推進し、インクルーシブ教育システム
構築にむけた取組の充実を図った。
●全校集会や学年集会などで、障がいのある児童生徒を中心にした取り組みを実施している。
亀山市音楽会や美術展、他校との合同・交流学習の事前・事後学習に障がい者理解、人権・共生教育の
視点での学習を位置づけ取り組んだ。
亀山市特別支援教育振興会の交流学習会では、中学校ブロックに分かれて児童生徒間交流を実施し
た。
●就学指導担当者が保護者と同行して、特別支援学校の入学説明会に参加し、特別支援学校での就学
相談を受けた。また、在籍中の児童生徒については特別支援学校の担当者と連携を密にして情報を共
有した。

●非常勤職員の登録を積極的に行い、必要な時期に必要な人材を確保できるような準備体
制を整える。また、介助員の知識・力量向上につながる研修を教育委員会と連携して実施す
る。
●就学指導委員会の審議内容、子どもの状態や保護者の願いを丁寧に学校に伝え、就学
後に必要な支援体制を関係機関とともに調整していく。

●個に応じた具体的な支援が進むよう、学校での相談、助言に努める。

●教職員自身の専門性の向上を図るための研修会と児童生徒、保護者に対する啓発活動
をより充実させる。
●校内体制をより充実させるために、特別支援教育コーディネーーターのニーズを把握す
る。

●不登校児童生徒を減らすために、該当学校での児童生徒の状況を把握し、各学校との連
携を取りながら支援体制を強化するとともに、引きこもり生徒への訪問指導を行う。

●校内体制の充実と共に、子ども総合センターをはじめとする関係機関とのより迅速な対応
と役割の明確化を図る。

●指導者の指導力向上のための研修会を計画、実施していく。

●保育園、幼稚園、高等学校、特別支援学校との連携をさらに推進していく。

●関係機関と連携し、必要で正確な情報の収集と適正な判定を目指していく。

●子ども支援室のケース会議に出席し情報共有をするとともに担当者の専門性の向上を図
る。就学指導委員会に先立ち、子どもの実態調査、保護者への聞き取り、および当該校関
係者会議を開き、連携を強化する。
●インクルーシブ教育をより一層推進する。

●学校を越えた特別支援学級間でも交流が行われるよう、取り組みを推進する。

●特別支援学校卒業後の就労支援を学校と連携して充実させる。

●公立保育所において障がい児を適切に受け入れられるよう、専門的な視点での介助等の必要性を判
断したうえで、３歳未満児には加配保育士、３歳以上児には介助員を配置し、支援が必要な児童が安心
して過ごせる保育環境を整備した。

●加配保育士及び介助員が学習生活相談員研修会に積極的に参加し、自己研鑽に努めた。

●公立保育園では加配保育士や介助員など、障がい児保育の実施に必要な人員を配置し、障がいのあ
る子とない子がともに安心して過ごせる保育環境を整備することで、統合保育の推進が図れた。

●非常勤職員の登録を積極的に行い、必要な時期に必要な人材を確保できるような準備体
制を整える。また、加配保育士や介助員の知識・力量向上につながる研修を教育委員会と
連携して実施する。さらに、私立保育所での障がい児の受入がしやすくなるよう、県の補助
金制度や市単独の加配保育士人件費補助金制度の周知を図る。

●引き続き、加配保育士及び介助員など障がい児保育に関わる職員を対象に教育委員会
と連携して研修会を実施し、資質の向上に努めます。
●障がいのない子どもとの統合保育の一層の推進を図るため、教育委員会と連携し、介助
員の知識・力量向上につながる研修を実施する。
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今後の方向性
施策の項目
実施目標

平成２９年度主な事業実績と成果

4 障がいのある子どもの支援

5 障がいのある人のいる家庭
の支援

●来所相談の予約待ち期間短縮のため、園や学校へ専門職員が出向き、訪問相談を実施することで、
相談枠の確保と待ち期間の短縮、参加できる教職員の増加につなげた。
　園・学校への訪問相談　　４５件

●子どもの豊かな発達を支援するとともに、保護者ニーズや個々の状況にあった対応につ
ながるよう、今後も園や学校訪問相談を強化していく。

●家族や子ども自身、子どもが所属している園や学校など関係機関からの相談については、必要に応じ
て関係機関と連絡調整を行い、子どもが地域で健やかに成長していける支援を行った。
また、養育困難や児童虐待等の対応については、各関係機関と連携をした「亀山市要保護児童等・DV対
策地域協議会」の体制を活かした支援を行った。
また、母子保健や保育園・幼稚園との連携及び支援を行う職員に対する研修も行った。
児童相談としては子どもの育ち相談、児童精神科医の医療相談、療育相談（個別・集団）、療育手帳相談
があり、多岐にわたる相談について専門職員が対応に当たっている。

「児童相談実績：合計588件」
　・児童虐待　63件
　・養護　78件
　・保健　　5件
　・肢体不自由　9件
　・視聴覚障がい　5件
　・言語発達障がい　154件
　・重症心身障がい　7件
　・知的障がい　72件
　・発達障がい　83件
　・ぐ犯行為等　2件
　・触法行為等　0件
　・性格行動　　53件
　・不登校　　　36件
　・適正　6件
　・育児・しつけ　8件
　・その他　7件
●個別に支援が必要な子どもとその家族を対象に、子どもの発達に合わせて、訓練的な要素を取り入れ
た遊びをもとに、個別及び集団の療育を行った。また、療育に通う子どもの保護者の集いを開催し、子育
てに対する不安に対し助言等を行うことで不安や負担の軽減につなげることができた。
療育の調査研究として三重県立子ども心身発達医療センターの協力により、専門職員の派遣を受け医
療面での連携が強化された。
　個別療育相談　２６回　　実人数　　１３人
　集団療育相談　７２回　　実人数　　３７人
　療育参加児童の保護者の集い　　参加保護者６人

●切れ目のない子どもの育ちを支援するため、情報の共有と支援の継続性を確保するためのツールで
あるサポートブック「にじいろのーと」を、保健・福祉・医療・教育など関係機関で積極的に活用されるよ
う、広報かめやま、行政出前トーク、職員研修や関係者会議などで周知・啓発を行った。
●児童相談システムを運用開始後、統計事務の簡素化及び緊急対応時に即座にケース概要を把握する
ことが可能となった。従来の紙ベース情報の長所も活かしつつ、データベースの活用範囲拡大を図った。

●切れ目のない子どもの育ちを支援する上で、情報の共有化と個人情報の保護に十分配慮し、更に保
健・福祉・教育・医療の連携機関のネットワークの強化を図った。特に、１８歳を超えたケースについては
支援がとぎれないようにするため、個人情報に配慮しながら関係機関と情報の共有を図り支援を行った。

●定期相談の充実により相談件数が増加し、予約のとりにくい状況が発生しているため、園
や学校への訪問相談を行い、相談待ち期間の短縮に努める。また、相談内容も多岐にわた
り高度化していることから、専門職としての資質向上として、各種研修へ積極的に参加する。

●三重県立子ども心身発達医療センターとの連携を強化し、専門職員の人数や派遣回数を
増やしていく。また、「（仮）児童発達支援センター」の整備に向けた具体的な協議を行ってい
く。

●引き続き、「にじいろのーと」の積極的な活用について、さまざまな場面で周知・啓発を行っ
ていく。また、家庭環境が多様化する中で、親子が健やかに成長していけるように、それぞ
れのニーズを把握しつつ、関係機関との連携を継続し、情報の共有を図り支援を行う。
●データ入力の効率化やシステムの活用方法の可能性について研究する。

●切れ目のない支援を行うため、保健・福祉・教育など関係機関での丁寧な引き継ぎを行っ
ていく。また、障がいに関連する研修等には積極的に参加していく。
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今後の方向性
施策の項目
実施目標

平成２９年度主な事業実績と成果

1 就労準備支援

2

3 福祉的就労支援への充実

1 情報提供の充実

2 相談体制の充実

3 障がい福祉サービスの充実

4 自立を支えるサービスの提供

5 福祉用具の利用

●障害者総合相談支援センター「あい」を通して、障がい者のおかれた状況や相談内容に応じた必要な
情報の提供及び助言、障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行い、障がい者の自立につなが
る支援を行った。
●障害福祉サービス・障害児通所支援を利用する人が、その人に合ったサービスを受けることができる
ように、サービス等利用計画の作成が進み、モニタリングも含めきめ細かい相談支援につながった。

●障がい者手帳の保持者は年々増加傾向にあり、相談内容も複雑化し困難なケースが多く
なってきている。基幹相談支援センターも含めた支援体制を見直し、支援体制の充実や関
係機関のネットワークの構築を図っていく。
●計画相談支援事業所の体制を充実させ、計画相談の質を高めていく。

●タクシー料金を助成するタクシー券の交付を行った。交付者数は348人で前年度（339人）に比べ増加し
た。一方で、利用率は46.10％と前年度（53.83％）に比べ、7.73%減少したが、重度障がい者の外出支援に
つながった。
●障がいのある人一人ひとりのニーズと実情に合わせて、外出や社会活動への参加をしやすくするた
め、自動車燃料費の助成や、福祉移送サービスの提供を行った。
　・自動車燃料費の助成　　 　 107人
　・福祉移送サービス利用者　　52人

●商工業振興室にて導入予定の乗合タクシー事業と併せて対象者等を整理し、平成30年度
に事業の見直しを行うこととした。

●障がいのある人の社会参加の促進・生活の質の向上を図るため、ニーズを的確に把握し
つつ、他市の状況調査等、現在の契約の在り方を検討を進める。

●身体障がい者（児）の身体機能を補完するため、車イスや下肢装具などの補装具の作成や修理のた
めの費用を支給した。
　・交付　85件　　修理　40件
●在宅の重度障がい者（児）が日常生活をより円滑に送ることができるように、ストマ装具等の日常生活
用具の給付を行った。
　・給付　937件
●在宅の寝たきり高齢者及び障がい児（者）などに対して、車イス及び歩行器を無料で貸し出した（29年
度：車イス266件、歩行器2件）。

●障がい者が、日常生活をより円滑に生活できるように、障がいの状態やニーズに応じた給
付に努める。

●安全に利用いただけるよう管理を徹底していく。

●自立支援給付及び地域生活支援事業として各種福祉サービスの提供に努めた。（詳細は、障がい福
祉計画に記載のとおり）

●「放課後等デイサービス」については、市内に事業所が４カ所あり、学校に就学している障がい児が、
授業終了後や休業日に、必要な訓練や支援を受けれる場として定着してきた。

●今後は、障がい者のおかれた状況や相談内容に応じ適切な支援ができるように、医療・
保健・福祉・教育及び就労等の関係機関と広域支援のネットワークを構築し、必要なサービ
スにつなげていく。
●「児童発達支援」についてはニーズが高いが、市内には事業所がないため未就学の障が
い児が身近なところで必要な訓練や支援が受けられるように体制の整備を進めていく。

●障がい者の就労訓練及び就労の促進のために、市の施設において職場体験実習を継続的に行った。 ●就労の実習の場として職場体験実習事業を行い、支援機関とも連携を取りながら、１人で
も多くの人が一般就労へつながるように取り組んでいく。

●公共職業安定所による就職説明会や就職情報の提供を支援機関と連携し行った。
●亀山市雇用対策協議会事業を通じ、会員事業所に障がいのある人の雇用や就労を支援する機関の
紹介を行うとともに、理解と受入れを働きかけた。
●平成２９年６月１日現在における障害者雇用率は１．９％で、法定雇用者数に不足が生じたが、平成３
０年度の職員採用計画に障がい者の採用枠を確保し、１名の採用を行った。

●障がい者の就労に対するニーズに応えるため、社会的事業所に補助金を交付し、働きたいと願う障が
い者に働く場を保証し、自立した日常生活を送るための支援につながった。

●今後も公共職業安定所や支援機関との連携により就職情報の収集及び提供を行う。
●支援機関等と連携を図り、今後も様々な機会を捉え市内企業への働きかけを行っていく。

●現在、国・地方公共団体等の障害者の法定雇用率は、平成３０年４月に２．５％に引き上
げられ、その後、平成３３年４月を目途に２．６％に引き上げられる予定であることから、引き
続き計画的な障がい者雇用に取り組む必要がある。
●対人関係や健康管理等の理由により、一般就労できない障がい者が生活指導、健康管
理等に配慮した環境の下で働ける職場として、社会的事業所を周知していく必要がある。

●就労移行支援事業所や継続支援事業所が市内に増えたことにより、福祉的就労の場が充実し、利用
者は年々増加してきている。
●福祉的就労から一般就労につなげる支援を行い、就労継続支援Ａ型事業所から２人、Ｂ型事業所から
４人が一般就労をすることができた。

●就労移行支援事業所のアセスメントを参考に将来的な就労の可能性も視野に入れなが
ら、就労支援事業の推進に取り組んでいく必要がある。
●今後も、職場実習事業を継続して行い、障害者就業・生活支援センターや福祉施設等と
の連携を図りながら、一般就労に移行できるよう取り組んでいく。

●障がい福祉サービスについて、市広報・市ホームページ及び福祉の手引き等により情報提供を行っ
た。
●手話通訳者を週１回あいあいの窓口に継続的に配置し、窓口での手続き等で円滑にコミュニケーショ
ンができた（Ｈ29年度実績：8日間で延べ10人）

●相談支援の充実や新たなサービス提供への対応に取り組んでいく。今後も制度改正が行
われることから、情報収集に努め、その対応に努める。
●視覚障がい、聴覚障がい、音声言語障がいなど、障がいのある人一人ひとりに応じた多
様な手段による情報提供を充実に取り組むとともに、より円滑なコミュニケーションの実現に
努める。

5.障がいのある人の自立した生活
を支えるサービスの提供

雇用の場の確保と就労継続
支援

4.障がいのある人が能力を発揮で
きる就労への支援
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今後の方向性
施策の項目
実施目標

平成２９年度主な事業実績と成果

6 経済的支援の充実

7

1

2 住環境の整備

●重度の障がいがあり、日常生活において常時特別の介護を必要とする人に福祉手当等を支給した。
　・特別障害者手当　　16人
　・障害児福祉手当　　31人
●専任の職員を配置し、福祉資金貸付の相談に応じた。生活福祉資金の貸付件数は1件で、相談件数
は60件であった。亀山市福祉金庫の小口貸付件数は1件であった。生活困窮者支援緊急食糧提供事業
（県社協）は65件であった。

●特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当、福祉手当の受給者129名を対象に歳末たす
けあい募金を財源として援護金を配布した。
●障害基礎年金の受給要件を満たしている人に対して、年金請求に関して、相談や支援を行った。
請求受付件数　13件、年金額　1級：年額974,125円　2級：年額779,300円(29年度実績)

●重度障がい者の所得保障として、国や県の制度も含めて、さまざまな支援制度があること
から、申請時等における窓口での案内等、各種制度を広く知っていただくよう周知に努める。

●福祉課題を抱えつつも貸付条件を満たないために、貸付できない相談があり支援に結び
つかなかったケースがあった。低所得や障がいなど複合的な問題を抱えたケースが増加し
ている中、情報が行き届くよう啓発に努めながら生活困窮者支援緊急食糧提供事業と連携
しながら貸付事業を行う。
●今後も引き続き住民に対し歳末たすけあい募金運動の啓発を図り、財源の確保に努め
る。
●障害基礎年金の請求について、受給要件を満たしている人が受給できるよう、年金事務
所や障がい担当部署と連携して相談・支援を行うとともに、今後も制度内容について周知を
行う。

●市と関係機関と連携し、日常生活自立支援事業を実施し、相談件数が1,084件で、利用者も47名と前
年度より4名増加した。そのうち31名（前年度29名）が知的・精神障がい者である。また成年後見制度の
活用促進のため利用支援、専門相談、制度の普及啓発等を行い、延べ相談件数が70件、相談者20名で
うち2名が精神障がい者であった。
●虐待を防止し、早期発見することを目指して、関係機関とのネットワークを構築するため、虐待防止対
策代表者会議を開催した。
●障害者差別解消法について広報やイベント等で周知、啓発を行った。 また、鈴鹿・亀山圏域の関係機
関と検討会を開催し、情報交換等を行った。

●対象になると思われる方が、潜在していると考えられるため、引き続き社協だよりやホー
ムページ、チラシなどを通じて成年後見制度の活用促進を行っていく。

●障がい者の差別解消に向けて、関係機関等と連携しながら相談体制の整備を進める。

●今後、高齢化の影響等もあり、成年後見制度を必要とされる方が増えてくると予想される
ことから、地域包括支援センターにおける権利擁護業務との窓口の一体化や、障がいがあ
る人への成年後見制度の普及に継続的に取り組む。

●平成３３年の三重国体に向けた主要事業「西野公園改修事業（H29～H31）」として、テニスコート横に
段差に配慮した東屋の設置１箇所を行った。
●平成３３年の三重国体に向けた主要事業「西野公園改修事業（H29～H31）」として、屋外便所の改修
について協議検討を行った。
●布気小野線：縦断勾配に配慮した歩道新設整備（440m）を完了した（全体延長800m）。歩道を新設す
ることにより歩車道が分離され、歩行者等の交通安全に効果が発現された、また、移動しやすい歩道に
配慮した縦断勾配で整備を計画することが出来た。
●平成２９年度はバリアフリーの適合証を受ける物件はなかった。

●亀山駅周辺の市街地再開発において、２ブロックの再開発準備会が進める基本設計等の作成を支援
し、必要な協議を行った。

●歩道部において、舗装面の老朽化等による凹凸やインターロッキングブロック、視覚障がい者誘導用
ブロックの損傷など修繕を実施することで段差を解消し、歩行者の安全確保に努めた。

●羽若１４号線ほか１線：安全性に配慮した道路改良整備（120m）を行い全線完了した。（全体延長
310m）また、南野５号線：安全性に配慮した道路改良整備（50m）が全線完了した。これらにより、道路を
拡幅することにより幅員が拡充され、歩行者と車両の離隔や見通しが向上し、交通安全に対する効果が
発現された。

●選挙時において、市内の各投票所の施設管理者に対し、バリアフリーに配慮していただくよう依頼する
とともに、バリアフリー化されていない施設については、スロープ等を配備した。　また、県選挙管理委員
会において作成された選挙公報の点字版及び音声版を準備した。

●西野公園において、関係部署と連携し、屋外便所の改修のための設計を進める。

●歩道の整備を進めるにあたり事業費を必要とするが、近年の財政状況では予算を確保す
る事が難しく、早期完成を目指すためには、効果の発現に工夫を要する。国の制度改正等、
情報をいち早く収集し、国の予算確保に努める、また、部分的な供用開始を検討し、安心・安
全な歩行空間の確保に努める。

●バリアフリー化でない施設については、障がい者が利用しやすい環境に向け、施設管理
者と協議を行うとともに順次整備していく。川崎小学校改築工事及び山車会館で適合証を受
ける。
●亀山駅周辺の再開発の基本設計等と合わせて、駅前広場や街路等の詳細設計を進め
る。

●亀山市交通バリアフリー構想に基づき整備を進めるが、道路法の改正により、道路の既
存施設（橋梁、法面、標識など）の維持管理に重点を置き整備していく必要があり、予算的に
は厳しい状況ではあるが、視覚障がい者誘導用ブロックの維持管理は優先的に取り組んで
いきたい。
●生活道路整備には、地域住民との合意形成が必要不可欠である。市内には狭あいな生
活道路として機能している道路が沢山あり順次整備を行なう必要がある、しかし、近年の財
政状況では予算を確保する事が難しく事業進捗を図るためには、効果の発現に工夫を要す
る。今後は、生活道路整備指針や狭あい道路後退用地整備事業と連携を図る等、より効率
的な整備を進めていくための手法の検討を引き続き行なっていく。
●全ての投票所がバリアフリーに対応していないため、障がい者が利用しやすいよう、駐車
場の確保や段差解消などのバリアフリー化について、引き続き施設管理者に呼び掛けてい
く。

●既存住宅の外部階段等への手すり取付は完了した。平成２９年度の対応修繕は、ありませんでした。

●住宅内に段差のない１棟５戸の借上げを行いました。

●平成２５年度で住宅リフォーム助成事業は終了。

●耐用年数が過ぎている住宅のバリアフリー化には費用が多く必要なため、バリアフリー対
応の新規借上げ住宅への住替えを進める。
●新規２４戸の借上げを行いつつ、住生活基本計画の見直しを行います。

●障がい者に対して新たな形での住宅改修支援を検討していく。

障がいのある人の権利擁護
対策の充実

6.地域で安全に安心して暮らせる
まちづくり

ユニバーサルデザインのまち
づくり
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今後の方向性
施策の項目
実施目標

平成２９年度主な事業実績と成果

3 防災・安全対策の充実

4
●地域住民の身近な相談者として、行政へのつなぎ役を担いつつ、地区民生委員児童委員協議会（市
内４地区）の取組の一つである地域での友愛訪問等により援助活動を行った。

●まちづくり協議会に対し、地域福祉活動の重要性を伝えた結果、29年度に全22地区の福祉委員会が
設置され、情報提供、助成事業などの活動助成を行った結果、見守り活動や助け合い活動等が各地区
で実施された。
●全22地区において福祉委員356名を委嘱し、地域に根差した地道な活動によって、住民の関心と福祉
委員の認知度は上がり、地域の見守り活動に繋がった。新任の福祉委員を対象に研修会を実施し113名
参加し福祉委員活動を行うための実践的な技術と意識の向上に繋がった。

●民生委員・児童委員が行っている活動内容について、広報等により周知を行った。今後、
高齢化等により、地域福祉の担い手の確保が困難になることも想定されることから、障がい
者の課題等、地域の福祉課題を地域で解決するしくみが求められる。
●引き続き、全福祉委員会に対し、地域の実情に合わせた福祉活動が行えるよう支援して
いく。

●福祉委員会活動において、高齢者支援に対する訪問活動や見守り活動などの取組は定
着してきているが、地域共生社会の実現に向け、福祉委員（会）の研修会や説明会において
理解を深めていきたい。

●総合的な防災情報伝達システムを構築するため、様々なシステムについての聞き取り調査を行い、障
がい者の情報も取り込みながら、準備を進めた。

●地域福祉室と連携して、避難行動要支援者名簿の作成及び各関係団体等への配布を行った。

●災害時の災害ボランティアセンター設置・運営に備え、三泗鈴亀地区災害ボランティアセンター広域連
携訓練に参加した。

●自主防災組織等の要請により、３０団体２，２４６人に対し、訓練指導や防火講話を継続実施して、防
火知識の向上に努めた。
●亀山市災害時要支援者サポート事業実施要綱を精査して、名簿作成要領を作成し、避難行動要支援
者を特定するとともに、名簿を作成して制度を確立させた。
●障がい者の方への参加を促し、亀山市防災訓練へ参加予定であったが、訓練が台風の影響により中
止となった。
●備蓄した避難生活用品の適正な維持管理に努めた。
●福祉部局と協議を行って、福祉避難所を６箇所の確保に至っている。

●多種多様なシステムの情報収集を行っているが、どのシステムも日進月歩の技術進化を
遂げており、どのシステムが適しているのか見極めて、障がい者が安全に避難できるような
通信網の確保に向けて、一定の方向性を出すよう、着手する。
●地域福祉課と連携して、避難行動要支援者名簿の更新を随時実施していく。

●亀山市災害ボランティアセンター設置・運営マニュアルを活用し、平時より災害ボランティ
アセンター設置訓練を実施するとともに、災害ボランティアセンターの役割について周知を図
る。
●自主防災組織の未結成地区に対し、結成に向けた働きかけを実施していく。

●地域福祉室と連携して、避難行動要支援者名簿の更新を行っていく。

●継続して、障がいのある人も参加できる訓練を計画中である。

●継続して、避難生活用品の確認と適正な維持管理に努める。
●更なる福祉避難所の確保に向けて取り組むとともに、障がい者が最も近い福祉避難所を
選定できるよう、関係機関、団体及び市内の社会福祉施設と協議を行っていく。

地域で支えるネットワーク
づくり
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域

生
活

へ
移

行
し

た
人

数
（
３

年
間

）

平
成

２
９

年
度

に
お

い
て

福
祉

施
設

を
退

所
し

、
一

般
就

労
す

る
人

数

平
成

２
９

年
度

末
に

お
い

て
就

労
移

行
支

援
事

業
を

利
用

す
る

人
数

平
成

２
９

年
度

末
に

お
け

る
就

労
移

行
率

が
３

割
以

上
の

事
業

所
の

割
合

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
の

整
備

―

　
市

内
に

は
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

や
短

期
入

所
が

で
き

る
施

設
な

ど
が

少
な

く
、

体
験

の
場

や
緊

急
時

の
受

入
が

困
難

で
あ

る
。

今
後

、
既

存
の

総
合

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

や
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
の

役
割

等
の

見
直

し
を

行
い

、
「
面

的
整

備
型

」
の

地
域

生
活

支
援

拠
点

の
整

備
に

向
け

、
鈴

鹿
・
亀

山
圏

域
と

し
て

継
続

的
な

検
討

を
進

め
る

。

平
成

２
９

年
度

末
の

地
域

生
活

支
援

拠
点

の
整

備
数

・
場

所
鈴

鹿
亀

山
圏

域
で

１
ヶ

所
―

就
労

移
行

支
援

事
業

所
か

ら
の

一
般

就
労

へ
の

増
進

0
%

　
市

内
の

就
労

移
行

支
援

事
業

所
数

は
2
ヶ

所
と

な
り

、
就

労
移

行
支

援
事

業
を

利
用

さ
れ

る
人

は
増

え
た

も
の

の
、

就
労

に
つ

な
が

る
ケ

ー
ス

は
な

か
っ

た
。

　
今

後
も

、
就

労
に

必
要

な
知

識
や

能
力

向
上

の
た

め
の

訓
練

の
場

で
あ

る
就

労
移

行
支

援
事

業
所

に
つ

い
て

、
事

業
所

や
利

用
者

へ
の

理
解

を
前

提
と

し
て

、
関

係
機

関
と

連
携

し
な

が
ら

就
労

の
促

進
を

図
っ

て
い

く
。

ま
た

、
就

労
移

行
支

援
事

業
所

の
参

入
を

継
続

的
に

促
し

て
い

く
。

２
ヶ

所

０
ヶ

所

平
成

２
９

年
度

末
に

お
け

る
就

労
移

行
支

援
事

業
所

数

平
成

２
９

年
度

末
に

お
け

る
移

行
率

が
３

割
以

上
の

事
業

所
数

２
ヶ

所

1
0
0
%

２
ヶ

所

福
祉

施
設

か
ら

一
般

就
労

へ
の

移
行

９
人

　
就

労
継

続
支

援
Ａ

型
事

業
所

か
ら

３
人

、
Ｂ

型
事

業
所

か
ら

６
人

が
一

般
就

労
に

つ
な

が
っ

た
。

　
平

成
3
0
年

度
以

降
も

、
市

で
は

職
場

実
習

事
業

を
継

続
し

て
行

い
、

障
害

者
就

業
・
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
や

福
祉

施
設

等
と

の
連

携
を

図
り

な
が

ら
、

国
の

方
針

に
基

づ
き

一
般

就
労

に
移

行
で

き
る

よ
う

取
り

組
ん

で
い

く
。

就
労

支
援

事
業

の
推

進
２

７
人

　
就

労
移

行
支

援
事

業
所

は
、

平
成

２
９

年
度

に
７

事
業

所
（
市

内
２

）
に

な
り

、
特

別
支

援
学

校
在

学
中

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
（
就

労
面

の
評

価
）
を

は
じ

め
と

し
て

利
用

者
は

年
々

増
加

し
て

い
る

。
今

度
も

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
を

参
考

に
将

来
的

な
就

労
の

可
能

性
も

視
野

に
入

れ
な

が
ら

、
利

用
者

の
確

保
に

取
り

組
む

。

４
人

６
人

亀
山
市
障
が
い
福
祉
計
画
　
（
計
画
期
間
Ｈ
２
7
～
Ｈ
２
９
）

（
障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
計
画
）

目
標
値
　
　
平
成
２
７
年
度
～
平
成
２
９
年
度

施
設

入
所

者
の

地
域

生
活

へ
の

移
行

５
人

増
　

施
設

入
所

を
し

て
い

た
方

が
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

へ
移

行
さ

れ
、

施
設

入
所

者
数

は
平

成
２

８
年

度
か

ら
１

人
減

と
な

っ
た

。
し

か
し

、
全

体
と

し
て

は
、

施
設

入
所

数
は

増
加

し
、

目
標

で
あ

る
平

成
２

５
年

度
末

時
点

の
入

所
者

数
2
7
人

に
比

べ
、

5
人

増
と

な
っ

た
。

今
後

も
地

域
移

行
で

き
そ

う
な

人
は

、
地

域
に

移
行

で
き

る
よ

う
、

施
設

入
所

等
の

関
係

機
関

と
連

携
し

な
が

ら
取

り
組

ん
で

い
く

。
１

人

２
人

４
人

平
成
２
９
年
度
実
績
　
成
果
・
課
題
（
数
値
は
平
成
２
９
年
度
）

３
人

増

１
人

４
人

２
３

人

0
%

１
ヶ

所

０
ヶ

所

―

４
人

増

１
人

５
人

１
３

人

0
%

１
ヶ

所

０
ヶ

所
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Ｈ
２
７
年
度

Ｈ
２
８
年
度

Ｈ
２
９
年
度

６
３

７
時

間
７

６
３

時
間

６
９

８
時

間

４
９

人
５

１
人

５
２

人

２
８

時
間

３
時

間
２

２
３

時
間

０
.２

人
０

.１
人

１
人

４
３

時
間

５
０

時
間

５
５

時
間

４
人

４
人

３
人

０
.２

時
間

０
.３

時
間

０
.３

時
間

０
.３

人
０

.３
人

０
.３

人

０
時

間
０

時
間

０
時

間

０
人

０
人

０
人

１
６

２
２

人
日

分
１

６
４

９
人

日
分

１
７

５
２

人
日

分

８
８

人
８

９
人

９
２

人

５
人

日
分

９
人

日
分

３
９

人
日

分

０
.８

人
０

.９
人

２
人

３
９

人
日

分
１

９
人

日
分

３
９

人
日

分

２
人

１
人

２
人

１
４

４
人

日
分

１
９

７
人

日
分

２
５

４
人

日
分

９
人

１
３

人
１

５
人

５
９

１
人

日
分

６
７

１
人

日
分

６
３

２
人

日
分

３
２

人
３

４
人

３
２

人

１
２

８
０

人
日

分
１

４
３

０
人

日
分

１
４

３
７

人
日

分

６
９

人
７

７
人

８
１

人

１
０

人
１

０
人

１
１

人

１
２

８
人

日
分

１
３

４
人

日
分

１
７

９
人

日
分

１
２

人
１

２
人

１
９

人

６
人

日
分

２
人

日
分

５
人

日
分

１
.４

人
０

.６
人

１
人

２
９

人
２

９
人

２
７

人

３
１

人
３

０
人

３
０

人

４
３

人
４

０
人

４
４

人

０
人

日
分

０
人

日
分

０
人

日
分

０
人

０
人

０
人

１
人

０
人

０
人

●
居

宅
介

護
は

、
実

利
用

者
数

・
利

用
見

込
み

量
も

年
々

増
加

傾
向

に
あ

る
が

、
目

標
達

成
ま

で
は

至
っ

て
い

な
い

。
自

宅
で

の
介

護
ニ

ー
ズ

は
高

い
こ

と
か

ら
、

今
後

も
、

利
用

の
増

加
が

見
込

ま
れ

る
。

●
重

度
訪

問
介

護
は

、
平

成
2
9
年

2
月

か
ら

の
利

用
者

が
継

続
的

に
利

用
し

、
実

利
用

者
数

は
目

標
を

達
成

し
、

利
用

見
込

み
量

も
、

昨
年

度
３

時
間

で
あ

っ
た

も
の

が
、

２
２

３
時

間
と

大
幅

に
増

加
し

た
。

今
後

も
、

必
要

と
さ

れ
る

人
に

対
し

て
、

適
正

な
支

給
決

定
・
支

給
量

と
な

る
よ

う
に

努
め

る
。

●
同

行
援

護
の

利
用

見
込

み
量

は
、

平
成

2
7
年

度
は

4
3
時

間
で

あ
っ

た
も

の
が

、
平

成
2
9
年

度
末

に
は

5
5
時

間
と

な
り

、
年

々
増

加
し

て
い

る
。

今
後

も
、

利
用

者
数

の
増

加
に

向
け

た
取

組
が

必
要

で
あ

る
。

●
行

動
援

護
は

、
市

内
に

は
対

応
で

き
る

事
業

所
が

な
く

、
圏

域
の

鈴
鹿

市
に

も
３

箇
所

し
か

な
い

。
利

用
者

が
利

用
し

に
く

い
現

状
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
事

業
者

へ
の

参
入

を
促

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

●
重

度
障

害
者

等
包

括
支

援
は

、
県

内
に

対
応

で
き

る
事

業
所

が
な

い
の

が
現

状
で

あ
る

。

●
生

活
介

護
は

、
平

成
2
7
年

度
に

実
利

用
者

8
8
人

で
あ

っ
た

も
の

が
、

平
成

2
9

年
度

に
は

9
2
人

な
り

、
利

用
の

増
加

に
伴

い
、

利
用

見
込

み
量

は
目

標
値

に
近

づ
き

、
今

後
も

増
加

が
見

込
ま

れ
る

。

●
自

立
訓

練
（
機

能
訓

練
・
生

活
訓

練
）
は

、
利

用
者

の
定

着
に

よ
り

、
実

利
用

者
数

は
目

標
に

達
し

、
利

用
見

込
み

量
は

目
標

に
大

き
く

近
づ

い
た

。
今

後
も

、
継

続
的

な
利

用
が

見
込

ま
れ

る
。

●
就

労
移

行
支

援
及

び
就

労
継

続
支

援
（
Ａ

型
）
は

、
利

用
者

の
増

加
に

伴
い

、
安

定
的

な
利

用
に

よ
り

と
も

に
目

標
を

達
成

し
た

。
就

労
支

援
継

続
（
Ｂ

型
）

は
、

実
利

用
者

は
年

々
増

加
し

て
お

り
、

そ
れ

に
伴

っ
て

利
用

見
込

み
量

が
増

加
し

て
い

る
も

の
の

、
目

標
値

に
は

達
し

て
い

な
い

。
今

後
も

、
利

用
者

の
増

加
が

見
込

ま
れ

、
利

用
見

込
み

量
も

増
加

す
る

傾
向

が
予

想
さ

れ
る

。

●
短

期
入

所
は

、
福

祉
型

は
実

利
用

者
の

増
加

に
伴

っ
て

利
用

見
込

み
利

用
が

増
加

し
目

標
を

達
成

し
た

。
医

療
型

は
、

実
利

用
者

が
現

状
1
人

の
た

め
、

次
年

度
以

降
も

横
ば

い
の

可
能

性
が

あ
る

。

●
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

は
、

市
内

に
２

箇
所

あ
る

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
や

、
県

域
の

鈴
鹿

市
等

の
施

設
を

利
用

し
て

い
る

。
障

が
い

の
特

性
に

よ
っ

て
は

、
受

入
が

難
し

い
施

設
も

あ
る

こ
と

か
ら

、
継

続
的

な
居

住
場

所
の

確
保

が
求

め
ら

れ
る

。

●
計

画
相

談
支

援
の

事
業

所
は

、
平

成
2
9
年

度
に

は
３

箇
所

と
な

っ
た

こ
と

で
実

利
用

者
数

は
、

増
加

す
る

傾
向

に
あ

り
目

標
を

達
成

し
て

い
る

。
今

後
も

、
利

用
者

が
自

分
に

合
う

事
業

所
を

選
べ

、
適

切
な

支
援

計
画

と
な

る
よ

う
、

体
制

の
充

実
が

必
要

で
あ

る
。

一
方

で
、

地
域

移
行

支
援

・
地

域
定

着
支

援
は

、
市

内
に

1
箇

所
し

か
な

く
、

ま
ず

は
事

業
所

の
参

入
を

促
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。

　
地

域
定

着
支

援
実

利
用

者
数

　
  

　
　

３
人

相
談

支
援

人
日

分
：
月

間
の

利
用

人
数

×
１

人
１

月
あ

た
り

の
平

均
利

用
日

数
　

人
：
月

間
の

利
用

人
数

　
計

画
相

談
支

援
実

利
用

者
数

　
　

　
２

４
人

　
地

域
移

行
支

援
利

用
見

込
み

量
　

　
　

 　
９

３
人

日
分

実
利

用
者

数
　

  
　

　
３

人

居
住

系
サ

ー
ビ

ス
人

：
月

間
の

利
用

人
数

　
共

同
生

活
援

助
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
３

３
人

　
施

設
入

所
支

援
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
２

５
人

　
療

養
介

護
実

利
用

者
数

　
　

　
　

　
８

人

　
短

期
入

所
（
福

祉
型

）
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
　

９
４

人
日

分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
１

２
人

　
短

期
入

所
（
医

療
型

）
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
　

８
７

人
日

分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

７
人

　
就

労
継

続
支

援
（
Ａ

型
）

利
用

見
込

み
量

　
　

　
　

４
６

５
人

日
分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
２

６
人

　
就

労
継

続
支

援
（
Ｂ

型
）

利
用

見
込

み
量

　
　

　
　

１
６

５
４

人
日

分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
８

８
人

　
自

立
訓

練
（
生

活
訓

練
）

利
用

見
込

み
量

　
　

　
　

  
６

９
人

日
分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

３
人

　
就

労
移

行
支

援
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
１

３
８

人
日

分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

６
人

日
中

活
動

系
サ

ー
ビ

ス
人

日
分

：
月

間
の

利
用

人
数

×
１

人
１

月
あ

た
り

の
平

均
利

用
日

数
　

人
：
月

間
の

利
用

人
数

　
生

活
介

護
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
２

３
２

８
人

日
分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
１

１
７

人

　
自

立
訓

練
（
機

能
訓

練
）

利
用

見
込

み
量

　
　

　
　

　
 ４

６
人

日
分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

２
人

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

利
用

見
込

み
量

　
　

　
　

　
　

　
８

４
時

間

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
６

人

　
行

動
援

護
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
　

　
　

６
０

時
間

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
３

人

　
重

度
障

害
者

等
包

括
支

援
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
　

  
２

６
０

時
間

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
１

人

　
同

行
援

護

訪
問

系
サ

ー
ビ

ス
時

間
：
月

間
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

　
人

：
月

間
の

利
用

人
数

　
居

宅
介

護
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
　

　
７

８
５

時
間

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 ６
５

人

　
重

度
訪

問
介

護
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
　

　
２

６
０

時
間

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
１

人

自
立
支
援
給
付

目
標
値
　
平
成
２
９
年
度
（
１
ヶ
月
）
サ
ー
ビ
ス
見
込
み
量

平
成
２
９
年
度
実
績
　
成
果
・
課
題
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２
１

人
日

分
５

０
人

日
分

８
１

人
日

分

４
人

６
人

１
１

人

４
４

４
人

日
分

５
０

３
人

日
分

６
３

０
人

日
分

３
４

人
３

９
人

５
０

人

０
人

日
分

０
人

日
分

０
人

日
分

０
人

０
人

０
人

０
人

日
分

０
人

日
分

０
人

日
分

０
人

０
人

０
人

８
人

８
人

１
２

人

Ｈ
２
７
年
度

Ｈ
２
８
年
度

Ｈ
２
９
年
度

２
，

２
０

８
件

２
，

５
３

９
件

３
，

３
４

８
件

１
件

３
件

０
件

３
回

３
回

６
回

０
人

１
人

１
人

９
１

７
件

８
８

１
件

９
３

７
件

５
５

８
時

間
７

６
９

時
間

９
４

４
時

間

１
６

人
１

８
人

１
８

人

６
人

２
人

７
人

８
人

９
人

１
０

人

２
９

３
０

時
間

３
７

２
４

時
間

４
６

５
２

時
間

５
９

人
７

５
人

９
２

人

１
件

１
件

１
件

日
中

一
時

支
援

５
,５

２
０

時
間

６
９

人

障
害

者
等

就
職

支
度

金
支

給
４

人

生
活

訓
練

等

社
会

参
加

促
進

３
件

移
動

支
援

１
,４

４
０

時
間

２
４

人

●
障

害
者

総
合

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

「
あ

い
」
に

よ
る

障
害

者
相

談
支

援
は

、
昨

年
度

に
比

べ
、

福
祉

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
に

関
す

る
こ

と
や

就
労

に
関

す
る

内
容

が
増

加
し

、
８

０
０

件
程

度
増

え
た

。
　

障
が

い
者

手
帳

の
保

有
者

は
、

年
々

増
加

傾
向

に
あ

り
、

相
談

内
容

も
複

雑
化

・
多

様
化

し
困

難
な

ケ
ー

ス
が

多
く

な
っ

て
き

て
い

る
こ

と
か

ら
、

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

を
含

め
た

支
援

体
制

を
見

直
し

、
体

制
の

充
実

や
関

係
機

関
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
に

向
け

て
鈴

鹿
市

と
協

議
し

進
め

て
行

く
必

要
が

あ
る

。
●

成
年

後
見

制
度

利
用

支
援

事
業

は
、

平
成

2
9
年

度
は

実
績

が
な

か
っ

た
も

の
の

、
今

後
障

が
い

者
も

高
齢

化
が

進
み

、
同

制
度

を
必

要
と

さ
れ

る
方

が
増

え
る

こ
と

が
予

測
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
制

度
の

普
及

・
啓

発
に

取
り

組
ん

で
い

く
。

●
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

支
援

事
業

は
、

卒
業

式
や

説
明

会
な

ど
の

依
頼

が
増

加
し

、
例

年
に

比
べ

3
件

増
え

た
。

今
後

も
、

事
業

を
広

報
等

に
よ

り
周

知
し

、
利

用
回

数
の

増
加

に
つ

な
げ

る
。

●
手

話
通

訳
者

設
置

事
業

は
、

年
間

8
日

間
、

延
べ

1
0
人

（
実

利
用

者
6
人

）
が

利
用

さ
れ

た
。

あ
い

あ
い

に
手

話
通

訳
者

を
配

置
し

て
い

る
こ

と
を

、
継

続
的

に
発

信
し

て
い

く
こ

と
に

よ
り

、
利

用
者

の
増

加
に

つ
な

げ
る

。
●

移
動

支
援

は
、

屋
外

で
の

移
動

が
困

難
な

利
用

者
が

年
々

増
加

し
、

利
用

見
込

み
量

は
平

成
2
7
年

度
5
5
8
時

間
で

あ
っ

た
も

の
が

、
平

成
2
9
年

度
に

は
9
4
4

時
間

と
な

り
、

大
幅

に
増

加
し

た
。

●
障

害
者

等
就

職
支

度
金

支
給

は
、

就
労

継
続

支
援

Ａ
型

・
Ｂ

型
事

業
所

か
ら

の
就

職
が

増
加

し
、

平
成

2
9
年

度
7
件

で
あ

っ
た

。
今

後
も

、
障

が
い

者
の

就
労

に
つ

な
が

る
よ

う
、

支
援

に
取

り
組

ん
で

い
く

。
●

生
活

訓
練

等
は

、
視

覚
障

が
い

者
の

利
用

数
が

年
々

増
え

て
お

り
、

今
後

も
、

増
加

す
る

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

。
●

日
中

一
時

支
援

は
、

年
々

利
用

者
の

増
加

し
て

お
り

、
こ

れ
に

よ
り

利
用

見
込

み
量

は
増

え
て

い
る

。
今

後
も

、
継

続
的

な
利

用
が

見
込

ま
れ

る
こ

と
か

ら
、

増
加

し
て

い
く

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

。
●

社
会

参
加

促
進

（
自

動
車

改
造

助
成

）
は

、
目

標
に

達
し

て
い

な
い

も
の

の
、

毎
年

、
継

続
的

な
利

用
が

あ
る

。

成
年

後
見

制
度

利
用

支
援

事
業

１
件

１
６

人

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

支
援

事
業

３
０

回

手
話

通
訳

者
設

置
事

業
１

人

日
常

生
活

用
具

の
給

付
１

,０
１

１
件

障
害

児
相

談
支

援
実

利
用

者
数

　
　

　
　

 ８
人

地
域
生
活
支
援
事
業

目
標
値
　
平
成
２
９
年
度
（
年
間
）
利
用
見
込
み
量

障
害

者
相

談
支

援
２

，
６

０
０

件

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

３
９

人

保
育

所
等

訪
問

支
援

利
用

見
込

み
量

　
　

　
　

　
　

  
０

人
日

分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

　
０

人

医
療

型
児

童
発

達
支

援
利

用
見

込
み

量
　

　
　

　
　

　
０

人
日

分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

０
人

障
が

い
児

支
援

人
日

分
：
月

間
の

利
用

人
数

×
１

人
１

月
あ

た
り

の
平

均
利

用
日

数
　

人
：
月

間
の

利
用

人
数

●
児

童
発

達
支

援
は

、
平

成
2
9
年

7
月

に
市

内
に

初
め

て
事

業
所

が
で

き
た

こ
と

に
よ

り
、

利
用

者
が

増
加

し
、

利
用

見
込

み
量

及
び

実
利

用
者

は
目

標
を

達
成

し
て

い
る

。
実

利
用

者
の

増
加

に
よ

り
、

平
成

2
7
年

度
に

比
べ

4
倍

以
上

の
利

用
量

と
な

っ
て

い
る

。
さ

ら
に

、
平

成
3
0
年

2
月

に
は

も
う

1
箇

所
増

加
し

た
こ

と
に

よ
り

、
今

後
も

増
加

す
る

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

。

●
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
は

、
市

内
に

事
業

所
が

３
カ

所
あ

り
、

学
校

に
通

う
障

が
い

児
が

、
放

課
後

等
に

必
要

な
訓

練
や

支
援

を
受

け
ら

れ
る

場
と

し
て

、
利

用
者

は
増

加
し

、
利

用
見

込
み

量
も

増
え

て
い

る
。

●
保

育
所

等
訪

問
支

援
や

医
療

型
児

童
発

達
支

援
は

、
本

計
画

期
間

内
で

は
、

市
内

に
事

業
所

が
な

く
利

用
者

が
い

な
か

っ
た

。
次

計
画

に
お

い
て

は
、

事
業

所
の

参
入

に
向

け
て

継
続

的
に

取
り

組
む

こ
と

と
す

る
。

児
童

発
達

支
援

利
用

見
込

み
量

　
　

　
　

 　
　

２
０

人
日

分

実
利

用
者

数
　

　
　

　
　

　
４

人

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

利
用

見
込

み
量

　
　

　
　

　
 ３

１
２

人
日

分

平
成
２
９
年
度
実
績
　
成
果
・
課
題
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（ ）

■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

亀山市生涯学習計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

本計画は、教育基本法第１７条第２項の規定に基づく、地方公共団体の定める教
育・振興のための施策に関する基本計画として位置付けている。また、第２次亀山
市総合計画前期基本計画との関連は、基本施策「学びによる生きがいの創出」と深
く関わり、地域へ生かせる学びの展開などを補完するものである。

目的・概要

計画期間 年度

学びの成果を地域に還元する「学びの循環」が、新たな産業や仕事の創出、子育
て、地域の安心安全、高齢者の見守り等の地域の課題解決に結び付いて、その結
果としての地域創生に向けて、一人ひとりが地域で活躍できることをめざすものであ
る。

教育委員会事務局 生涯学習課

計画の骨格

 
基
本
理
念
 
豊
か
な
自
然
と
歴
史
文
化
の
中
で
深
ま
る
学
び
と
交
流
 

 
基
本
目
標
 
「
学
び
」
の
成
果
が
生
か
さ
れ
、
一
人
ひ
と
り
が
輝
く
亀
山
市
 

基 本 施 策 め ざ す 姿 

１まちの魅力を

知り、まちの魅

力を磨く 

「学び」 

２子育てを楽し

み、子育てを支

える 

「学び」 

３地域に根差し

た人材を育む 

「学び」 

４地域を愛し、

亀山を誇れる 

「学び」 

５自らを高め、

ともに高めあ

う 

「学び」 

１ まちの魅力を共有する「学び」の推進 

２ まちの魅力を磨く「学び」の推進 

３ まちの魅力を共有する情報ツールの構築 

１ 発達段階に応じた地域・家庭の学びの展開 

２ 地域で支える子育ての学びの展開 

３ 子育てに関連した学びの情報の一元化 

４ 「『亀山っ子』市民宣言」の具現化 

１ 市民大学キラリの再構築 

２ 学びの成果を生かした人材づくり 

３ 地域ブランドの創出に参画する人材育成 

４ 高等教育機関との連携 

１ 多様な地域活動を伸ばす「学び」 

２ 自然・歴史文化を伝える「学び」 

３ 「健康都市」の実現に向けた「学び」 

４ 「地域の学び」の担い手支援制度の構築 

１ 「教育のまち」亀山の創生 

２ 市民読書環境の整備 

３ 「学び」により自らを高めるしくみづくり 

４ 「個」が生かされる地域社会づくり 
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

地域における歴史文化の学びの機会への参加者総
数

年度ごとの家庭教育出前講座受講人数

中央公民館出前教室における地域の魅力や課題を
テーマとした講座等の開催地数

市民大学における自然との共生を軸とした持続的発
展のための講座数

人

人

4750

587

18

0

3,461

941

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

・中央公民館の出前講座による地域の魅力や課題をテーマとした講座の開催や、天
文台の無料開放を実施した。（出前講座　9地区、無料開放　10回）
・地域社会に求められる図書館像について検討するため、公開型・訪問型・紙上の
市民ワークショップや、関係団体などとの意見交換会を実施した。
（公開型　4回、訪問型　8回、紙上　4回、意見交換会　21回）
・家庭での学びの推進のため、人材バンクを活用した出前講座を市内幼稚園・保育
園で実施した。また、訪問型家庭教育の先進市である大阪府大東市への視察を
行った。
（出前講座　12回）
・全ての小学校区で地域の特色を生かした放課後子ども教室が実施された。
・地域の魅力や課題をテーマとした講座を開催することにより、地域資源を生かした
学びの機会を提供することにより、まちの魅力の発信に寄与することができた。
・亀山市立図書館整備基本構想を作成するとともに、ワークショップなどを通して新し
い図書館への市民の関心を高め、様々な意見を聴取することができた。
・就学前の保護者を対象に講座を行うことで、朝食の接種やバランスよく栄養を摂る
ことの重要性等についての意識向上が図られた。また、保護者に親しみやすいレシピ
集の作成に着手した。
・放課後子ども教室の実施により地域で子どもの体験学習や、大人の交流活動を通
じて、地域の中で子どもが育まれる居場所づくりが推進された。

・各地区への出前講座や、放課後子ども教室、市内幼稚園・保育園での家庭教育
講座など、市民の身近な場所での学習機会を多数提供することができ、だれもが学
べる環境づくりが推進された。

・地域へ生かせる学びの展開の核となる市民大学の再構築を早急に進める必要が
ある。
・家庭教育や地域の課題をテーマとした講座を開催する際、無関心層へのアプロー
チをどのように行っていくかが課題である。

・社会教育に関する有識者で組織される各種会議や市民の意見聴取を行いなが
ら、市民大学の再構築や家庭教育の充実に努め、学びによる生きがいの創出を推
進していく。

0

4,700

1,270

22

2

3
市民大学や公民館による地域課題解決のために講
座を契機に結成された地域活動団体数

12

未実施

地区

講座

団体 未実施
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（ ）

■計画の基本情報

H 23 ～ H 33

亀山市文化振興ビジョンに関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本ビジョンは、文化芸術基本法に基づき、地域の特性に応じた文化芸術に関する
施策の推進を図るため、文化施策の方向性を体系化して示した文化施策分野にか
かる計画として位置付けている。また、第２次亀山市総合計画前期基本計画との関
連は、基本施策「文化芸術の振興と文化交流の促進」と深く関わものである。

生活文化部 文化スポーツ課

目的・概要

計画期間 年度

　すべての人が文化によって心豊かな生活を営むことができ、幸福を実感することが
できるまちづくりが求められている。本ビジョンは、これまで培われてきた伝統の文化
を継承・発展させ、さらに磨きをかけることにより、それらの輝きが個性を持ちながら
も、調和し、高め合い、魅力ある文化を創造していくよう取組を進めるものである。

計画の骨格

文化振興

によりめざ

すまちの姿 

 

文化振興の

基本方針 
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文化による 

創造と交流

のまち 

 

個性を生か

した魅力あ

ふれるまち 

 

次世代を 

育み継承

するまち 

  文化振興のための施策 

 

（１）文化芸術の振興と 

市民文化活動の活性化 

（２）文化交流の促進と 

知の拠点の整備充実 

（３）歴史文化遺産の保存と

活用 

（４）伝統芸能の継承と活用 

 

（５）文化的な景観の保全 

（６）次世代を担う人づくり 

（７）生活文化の充実 

（８）データベース化と情報

発信 

（９）文化と産業経済の融合 

 

 文化の 

 みえる化 

 プロジェクト 

 

 

「かめやま 

文化年」 

プロジェク

ト 

 

「歴史的

風致のま

ちづくり」 

プロジェク

ト 

 

「未来に
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人づくり」 
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

なし

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

　「かめやま文化年2017」では、「つながる」をキーワードとして、交流・継承・人材育
成の３つの視点で５つのテーマ（歴史、あかり、くらし、音楽、芸術）を設定し、さまざま
な事業を行った。
　岡山県高梁市との文化交流事業や地場産業である「ろうそく」を用いた棚田あか
り、お茶の魅力に触れる茶摘みと茶づくり体験、市内東海道の３つの宿場でのコン
サート、現代美術の祭典である「亀山トリエンナーレ」など、文化年の実行委員会が
主体となって行う「企画事業」と民間団体等や市の他の実行委員会が主体となって
行う「関連事業」を多数行った。
　また、市美術展では例年開催している５部門の作品募集と入選作品の展示のほ
か、特別展として「中村晋也・上田秀洋　二人展」を開催した。
　「企画事業」と「関連事業」など、各事業間の連携を図ることで、「かめやま文化年」
として相乗効果を高めることができた。
　岡山県高梁市との文化交流や、若手芸術家がたくさん参画した「亀山トリエンナー
レ」、その他各種イベント等で「つながる」を常に意識して取り組むなかで、異なる文化
や地域と地域のつながりなど、新たなつながりを生むことができた。
　また、学校等でも地域の伝統芸能や技術等を学ぶことを通して、地域の人との交
流を行い、世代間の交流の促進につながった。

　「かめやま文化年2017」を通して、個人や団体等が相互に交流・連携し事業等に
取り組んだ。
　また、亀山市美術展の特別展において、伊賀市、甲賀市、亀山市の「いこか連携
プロジェクト」の取組の一環として、亀山市美術展と甲賀市美術展の入賞作品の展
示を行うなど、市内外の交流を積極的に行い、文化交流の促進につながった。

「かめやま文化年2017」で生まれたつながりを継続させ、各文化団体や市民ネット
ワーク等のつながりを深めるとともに、より多くの市民が文化に関われる機会を増やし
ていく必要がある。

３年に１度となる次回の文化年プロジェクトにつなげるため、「かめやま文化年2017」
を検証するとともに、文化交流等を継続して行い、市民が文化に関われる機会を増
やすため、事業やイベント等の検討を行う。
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（１）文化芸術の振興と市民文化活動の活性化

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

文化芸術に関する広報啓発活動の充
実

文化共生G

引き続き、市内で開催される文化に関する行事やイベントの後援を行い、
開催内容をホームページ等で周知する。
また、国や県からの助成制度についても、関係団体に周知するとともに
ホームページへの掲載を検討する。

文化に関する行事やイベントの後援を行い、開催内容をホー
ムページ等で周知した。また、国や県からの助成制度につい
ても、関係団体に周知した。
文化に関する行事・イベントの後援件数：14件

市のホームページ等を有効に活用し、文化に関する行事やイ
ベント等の情報発信を積極的に行う。

引き続き、市内で開催される文化に関する行事やイベントの
開催内容や、国・県からの情報を広く周知する。

文化芸術に関する講演会などの開催 文化共生G
今後も文化関係団体と連携し、文化芸術の振興につながる講演会等を開催
する。

亀山市美術展の開催期間中に、造形作家による特別講座を開
催した。
特別講座：「彫刻とろうそくのワークショップ」
参加者数：４５名

市民が興味を引き、参加したくなるような文化芸術の振興に
つながる講演会を企画する必要がある。

今後も文化関係団体と連携し、文化芸術の振興につながる講
演会等を開催する。

①文化芸術の振興

文化芸術に関する講座、教室の充実 社会教育G 亀山市立中央公民館
生涯学習計画に基づき今後も、地域の歴史をテーマとした講座を継続的に
実施していく。

サンデーヒストリーの「亀山の歴史遺産」や出前文化教室な
ど、1４の歴史関係講座を実施した。

生涯学習計画に基づく地域の魅力発信を図るため継続的な実
施を行う。

生涯学習計画に基づき今後も、地域の歴史をテーマとした講
座を継続的に実施していく。

（公財）亀山市地域社 文化会館の自主文化事業として 参加 育成型の文化芸術事業 またアウ
亀山市文化会館の自主事業として、市民や市内の文化芸術団
体が参加できる参加 育成型の事業や 小 中学校等へアウ 将来の文化を担う人材の育成のため 引き続き 市民参加 文化会館の自主文化事業として 参加 育成型の文化芸術事

参加体験型の文化芸術事業の推進 文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館の自主文化事業として、参加・育成型の文化芸術事業、またアウ
トリーチを継続するよう支援する。

体が参加できる参加・育成型の事業や、小・中学校等へアウ
トリーチが実施された。
参加・育成型の自主文化事業開催数：1６事業

将来の文化を担う人材の育成のため、引き続き、市民参加・
育成型の事業を実施する必要がある。

文化会館の自主文化事業として、参加・育成型の文化芸術事
業、またアウトリーチを継続するよう支援する。

さまざまな年齢層に配慮した、多様
なジャンルの文化芸術事業の推進

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館の自主文化事業として、多様なジャンルの文化芸術事業を実施す
るよう指示・支援する。（クラシック音楽、演歌、子ども向け催し物、コ

亀山市文化会館の自主文化事業として、音楽や子供向けの催
し、コンサート等が実施された。

優れた芸術文化に触れる機会として、引き続き多様なジャン
ルの事業を開催するため、広く市民のニーズを把握する必要

文化会館の自主文化事業として、多様なジャンルの文化芸術
事業を実施するよう指示・支援する。（クラシック音楽、演

なジャンルの文化芸術事業の推進
文化共生G

会振興会
るよう指示 支援する。（クラシック音楽、演歌、子ども向け催し物、コ
ンサート、映画など）

し、コンサ ト等が実施された。
自主文化事業開催数：2３事業

ルの事業を開催するため、広く市民のニ ズを把握する必要
がある。

事業を実施するよう指示 支援する。（クラシック音楽、演
歌、子ども向け催し物、コンサート、映画など）

文化芸術公演などにおける手話、字
幕などの整備促進

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館の自主文化事業の内容に応じ、手話や字幕などの実施を指示す
る。

文化会館フェスタ201７の舞台発表において、発表団体や
演目等の字幕をプロジェクターに投影した。

文化会館の自主事業において、手話や字幕の整備を促進する
必要がある。

今後も文化会館の自主文化事業の内容に応じ、手話や字幕な
どの実施を指示する。

②優れた文化芸術に触

学校や福祉施設などにおけるアウト
リーチ活動の推進

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館の自主文化事業として、アウトリーチ活動を継続するよう指示・
支援する。（学校における発声、合唱指導など）

亀山市文化会館の自主文化事業として、アウトリーチ活動が
実施された。
アウトリーチ活動実施数：6事業

優れた文化芸術に触れる機会として、引き続き、アウトリー
チ活動を様々な場所で実施していく必要がある。

文化会館の自主文化事業として、アウトリーチ活動を継続す
るよう指示・支援する。（学校における発声、合唱指導な
ど）

②優れた文化芸術に触
れる機会の提供

県や周辺市町の文化施設などとの連
携による文化芸術鑑賞機会の提供

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館と県や周辺市町の文化施設などと連携して、自主文化事業の内容
を充実させるとともに、優れた文化芸術を鑑賞できる機会の提供に努め
る。

亀山市美術展の特別展において、伊賀市、甲賀市、亀山市の
「いこか連携プロジェクト」の取組の一環として、亀山市美
術展と甲賀市美術展の入賞作品の展示を行った。

今後も周辺市町や文化施設と連携して、優れた文化芸術を鑑
賞できる機会を提供する必要がある。

文化会館と県や周辺市町の文化施設などと連携して、自主文
化事業の内容を充実させるとともに、優れた文化芸術を鑑賞
できる機会の提供に努める。

市民文化祭の内容や位置づけを再検討し 市民文化祭により多くの市民や 文化年の実施に伴い 市民文化祭は休止し 文化会館が実施
文化年プロジェクトの進捗や成果をもとに、文化会館、芸術

文化共生G 亀山市芸術文化協会
市民文化祭の内容や位置づけを再検討し、市民文化祭により多くの市民や
団体が参画できるよう周知を行う。

文化年の実施に伴い、市民文化祭は休止し、文化会館が実施
する文化会館フェスタ2017を支援した。

文化年プロジェクトの進捗や成果をもとに、文化会館、芸術
文化協会等の団体の意向を踏まえ、市民文化祭のリニューア
ルを検討する必要がある。

市民文化祭の内容や位置づけの検討を継続して行う。

社会教育G 亀山市立中央公民館 今後についても、さまざまな場を利用して成果発表を実施していく。
学びの成果発表の場として、公民館講座成果展示を実施し
た。

学びの成果還元が地域文化の向上につながるという視点から
継続的な実施が必要である。また、市民大学での講座を踏ま
えて 生涯学習フ ステ バルへ繋いでいく必要がある

今後についても、さまざまな場を利用して成果発表を実施し
ていく。

③文化芸術活動の成果
を発表する機会の提供

市民文化祭や生涯学習フェスティバ
ルなどへの参加の促進

た。
えて、生涯学習フェスティバルへ繋いでいく必要がある。

ていく。

亀山市美術展などの充実 文化共生G
日頃の活動の成果を発表できる機会として、市美術展を開催するととも
に、様々なジャンルの特別講座を開催して、美術展の内容を充実させる。
また、審査、展示等について段階的に改善に取り組む。

かめやま文化年2017の一環として亀山市美術展を開催し、
特別展「中村晋也・上田秀洋　二人展」と特別講座「彫刻と
ろうそくのワークショップ」を行った。

市美術展の開催につき、引き続き、審査、展示について段階
的に改善に取り組む必要がある。

日頃の活動の成果を発表できる機会として、市美術展を開催
する。また、審査、展示等について段階的に改善に取り組
む。

を発表する機会の提供

亀山市芸術文化協会との連携強化と
活動への支援

文化共生G
亀山市芸術文化協会と連携して市民文化祭・文化会館フェスタや市展を開
催するとともに、補助金による財政支援を行う。

亀山市芸術文化協会と連携して、文化会館フェスタ201７
や市展を開催した。また、補助金による財政支援を行った。
補助金額：600,000円

市の文化振興を図るため、芸術文化協会との連携をより強め
ていく必要がある。

亀山市芸術文化協会と連携して、市民の文化活動の成果発表
の場を盛り上げていく。

かめやま文化年の集大成となるかめやま文化年2020に向け
市民の自主企画による展覧会や音楽
会、文学などの発表活動への支援

文化共生G
かめやま文化年2017の企画事業として、アート亀山トリエンナーレの開
催に向けた支援を行う。

かめやま文化年2017の企画事業として、アート亀山トリエ
ンナーレを開催し、多くの方に魅力あふれる現代美術の世界
に触れていただく機会となった。

かめやま文化年の集大成となるかめやま文化年2020に向け
て、文化団体や市民ネットワーク等のつながりを深めるとと
もに、多くの市民が文化に関われる機会を増やしていく必要
がある。

かめやま文化年2017を検証し、次回のプロジェクトかめや
ま文化年2020の検討を行う。

継続して特色ある文化活動を行なっ
文化共生G

（公財）亀山市地域社 協働事業として、子ども能サークルの活動を支援するほか、かめやま文化
かめやま文化年の関連事業として、かめやまこども能サーク
ルと協働で「能の魅力発見と子どもたちの体験プロジ ク

継続して特色ある文化活動を行っている団体のほか、新規で
文化会館と連携して、市内で特色ある文化活動を行なってい
る団体の活性化や新規で意義のある活動を進めようとしてい

④文化団体、文化ボラ
ンティアなどの育成と
活動支援

継続して特色ある文化活動を行なっ
ている団体への支援

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

協働事業として、子ども能サ クルの活動を支援するほか、かめやま文化
年の関連事業の中で、市内で活動されている文化団体の支援を行う。

ルと協働で「能の魅力発見と子どもたちの体験プロジェク
ト」を開催した。

継続して特色ある文化活動を行っている団体のほか、新規で
活動を行おうとしている団体にもサポートが必要である。

る団体の活性化や新規で意義のある活動を進めようとしてい
る団体の発展を目指し、活動支援を行う。

文化芸術事業の企画運営や市民の文
化芸術活動をサポートする、文化ボ
ランティアの育成と活用

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館を拠点として活動している団体に声を掛け、催し物受付などのボ
ランティア登録者を増やし、その活用を図る。

文化会館を拠点に活動している文化団体からボランティアを
登録・確保し、受付や客席案内で活用した。

引き続き、文化団体に声を掛け、ボランティアの登録数の増
加を目指す。

文化会館を拠点として活動している団体に声を掛け、催し物
受付などのボランティア登録者を増やし、その活用を図る。ランティアの育成と活用
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文化芸術活動に功績のあった人材を
顕彰する制度の創設

文化共生G
文化振興ビジョンの中間見直しに伴い、制度の在り方等について検討委員
会で検討を行う。

検討委員会での検討を行う中で、文化振興条例の制定に併せ
て検討することとした。

文化振興条例の制定に併せて、具体的なその対象者の選定方
法や、顕彰の基準について検討が必要である。

文化振興条例の制定のための準備を進めるとともに、顕彰制
度の創設に向けて、引き続き検討を行う。

文化会館の自主文化事業として アウトリ チ活動を行い 文化芸術を支える人材の育成のため 引き続き アウトリ 今後も文化芸術を支える人材育成を進めるため 文化会館の
文化芸術活動を支える人材の育成 文化共生G

（公財）亀山市地域社
会振興会

今後も文化芸術を支える人材育成を進めるため、文化会館の自主文化事業
として、アウトリーチ活動や市民参加型事業を実施するよう支援する。

文化会館の自主文化事業として、アウトリーチ活動を行い、
市内の小・中学校、高校へプロの奏者などを派遣し、児童生
徒に本格的な音楽に触れていただく貴重な機会となった。

文化芸術を支える人材の育成のため、引き続き、アウトリー
チ活動や市民参加型事業を行い、将来文化を担う人材を育成
する必要がある。

今後も文化芸術を支える人材育成を進めるため、文化会館の
自主文化事業として、アウトリーチ活動や市民参加型事業を
実施するよう支援する。

芸術家に市内に滞在してもらい、創
作活動の場を提供するアーティス 文化共生G

協働事業提案制度の活用など、市民の自主企画による活動を支援するとと
もに ア テ スト イン レジデンスの実施を支援する

協働事業として、かめやまこども能サークルと「能の魅力発
見と子どもたちの体験プロジェクト」に取り組み支援を行っ

市民の自主企画による活動を支援していく中で、必要に応じ
て、アーティスト・イン・レジデンスの支援を引き続き行っ

協働事業提案制度の活用など、市民の自主企画による活動を
支援するとともに、アーティスト・イン・レジデンスの実施

⑤文化芸術を担う人材
の育成

作活動の場を提供するアーティス
ト・イン・レジデンスの検討

文化共生G
もに、アーティスト・イン・レジデンスの実施を支援する。

見と子どもたちの体験プロジェクト」に取り組み支援を行っ
た。

て、アーティスト・イン・レジデンスの支援を引き続き行っ
ていく必要がある。

支援するとともに、アーティスト・イン・レジデンスの実施
を支援する。

生涯学習人材バンクの普及と活用 社会教育G
生涯学習計画に基づき学び手から学びの提供者への転換の方策として、人
材バンクを周知してゆきたい。

平成29年度は１２園で実施し、小学校、保育園、幼稚園と
様々な場所での利用が図られた

保育園・幼稚園・学校には充分に浸透しているが、時間や日
程等の制約があり、利用しやすい環境整備が必要である。

生涯学習計画に基づき学び手から学びの提供者への転換の方
策として、人材バンクを周知していきたい。

スポーツ文化に関する情報提供の充
実

スポーツ推進G
スポーツの重要性を市民に認識してもらえるよう、イベントや各種教室、
スポーツ関係団体の紹介など、様々なスポーツ情報を提供する。

イベントや各種教室の開催について、市広報やホームページ
等で情報提供を行った。

スポーツの重要性を市民に認識してもらえるよう、引き続
き、情報提供を行う必要がある。

スポーツの重要性を市民に認識してもらえるよう、イベント
や各種教室、スポーツ関係団体の紹介など、様々なスポーツ
情報を提供する。

総合型地域スポーツクラブへの支援 スポーツ推進G
だれもが、いつでも、いつまでも、気軽にスポーツに取り組むことのでき
る総合型地域スポーツクラブの活動が活性化するよう、補助金による財政
支援及び助言を行う。

総合型地域スポーツクラブ「ENJOYかめ亀クラブ」に対し
て、補助金を交付し財政支援を行った。

地域でのスポーツ環境を整備するため、引き続き、総合型地
域スポーツクラブに対する支援が必要であるが、自立のため
の助言なども行う必要がある。

だれもが、いつでも、いつまでも、気軽にスポーツに取り組
むことのできる総合型地域スポーツクラブの活動が活性化す
るよう、補助金による財政支援及び助言を行う。

ポ 事業と文化事業 ボ 江戸の道シテ マラソンの開会式において 市の伝統芸能で

⑥スポーツ文化の振興

スポーツ事業と文化事業のコラボ
レーションの検討

スポーツ推進G スポーツ事業と文化事業が融合できる機会を検討する。
江戸の道シティマラソンの開会式において、市の伝統芸能で
ある葛葉太鼓の演奏を行った。

スポーツと文化が融合可能な事業を検討する必要がある。 スポーツ事業と文化事業が融合できる機会を検討する。
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（２）文化交流の促進と知の拠点の整備充実

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

文化共生G 亀山市芸術文化協会
かめやま文化年2017の中で、世代間交流が促進される事業を展開すると
ともに、市民文化祭の在り方や、若い世代が参画できる手法について検討
を進める。

かめやま文化年2017の中で、各世代が交流できるイベント
や事業を開催した。

市民文化祭の在り方や若い世代が参画できる手法について検
討する必要がある。

かめやま文化年2020の中で、世代間交流が促進される事業
を展開するため、市民文化祭の在り方や、若い世代が参画で
きる手法について検討を進める。

地域人材を活用した地域の伝統芸能（かんこ踊り いのこ 各学校において学校行事や地域交流等の機会を利用し 地域

地域の伝統行事や学校行事などを活
用した、文化を通じた世代間交流の
促進

教育支援G 地区コミュニティ
各学校において学校行事や地域交流等の機会を利用し、地域人材を活用し
た地域の伝統芸能や技術等を学びながら、地域の人との交流を図る。

地域人材を活用した地域の伝統芸能（かんこ踊り、いのこ、
神輿など）や技術（紙すき、短歌と俳句、書道等）を学ぶこ
とを通して、地域の人との交流をした。

引き続き、世代間交流の場の一つとして、学校行事や地域交
流の場を活用する必要がある。

各学校において学校行事や地域交流等の機会を利用し、地域
人材を活用した地域の伝統芸能や技術等を学びながら、地域
の人との交流を図る。

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館や芸術文化協会の実施する世代間交流事業を支援する。
また、各地域において世代間交流を深める事業が展開されるよう検討す
る

文化会館の自主文化事業で、子供向けの体験型事業などを行
い、世代間交流を深める事業が実施された。

各地域においても世代間交流を深める事業を展開していく必
要がある。

かめやま文化年2020において、各地域で世代間交流を深め
ることのできる事業が展開されるよう検討する。

①世代間交流の促進

会振興会
る。

い、世代間交流を深める事業が実施された。 要がある。 ることのできる事業が展開されるよう検討する。

社会教育G 亀山市立中央公民館
生涯学習計画に基づき、今後とも、世代間交流ができる講座を提供してい
く。

世代間交流が促進されるよう、「子＆孫育ての宝箱」講座を
実施した。

亀山市講座募集のお知らせ等で周知を図り、継続的に実施を
行う必要がある。

生涯学習計画に基づき、今後とも、世代間交流ができる講座
を提供していく。

文化施設や公民館等における世代間
交流を進める事業の推進

文化共生G
三市の美術展において、優秀作品の相互展示を実施するとともに、情報交
換を積極的に行う。

亀山市美術展の特別展において、伊賀市、甲賀市、亀山市の
「いこか連携プロジェクト」の取組の一環として、亀山市美
術展と甲賀市美術展の入賞作品の展示を行った。

今後も、市町相互で取り組める文化交流について検討する必
要がある。

伊賀市、甲賀市、亀山市の「いこか連携プロジェクト」の取
組を活用し、美術展の相互展示を実施するとともに、情報交
換を積極的に行う。

担当者会議で事業計画を立て、市民主体の友好交流を図る三市交流事業を
検討する 平成30年度の羽曳野市での交流事業の開催に向け 羽曳野

平成30年度日本武尊・白鳥伝説三市交流事業を開催し、市
民同士の交流促進を図る。

周辺市町及び関連市町との連携によ
る、市民レベルの文化交流機会の充
実

政策調整G
検討する。
なお、平成３０年度の日本武尊・白鳥伝説交流事業は、羽曳野市での開催
が予定されている。

平成29年度では、担当者会議が開催されなかった。
平成30年度の羽曳野市での交流事業の開催に向け、羽曳野
市・御所市との三市で調整し、事業を実施する。

民同士の交流促進を図る。
【開催日】平成30年10月14日（日）※予定
【場所】羽曳野市内
【内容】日本武尊に係る講演、白鳥陵の見学等

文化団体同士の交流機会の充実 文化共生G 亀山市芸術文化協会
知の拠点となる文化会館や、文化団体交流の中心的役割を担っている亀山
市芸術文化協会 組 を支援す

文化会館フェスタ2017を開催し、新たな参加団体も増え、
文化 体 士 交流 機会が生まれた

文化団体交流の中心的役割を担っている、亀山市芸術文化協
会が 高齢化や担い手不足により登録団体が減少傾向にあ

知の拠点となる文化会館や、文化団体交流の中心的役割を
担 亀山市芸術文化協会 組 を支援す

②地域間交流の促進

文化団体同士の交流機会の充実 文化共生G 亀山市芸術文化協会
市芸術文化協会の取組みを支援する。 文化団体同士の交流の機会が生まれた。

会が、高齢化や担い手不足により登録団体が減少傾向にあ
る。

担っている亀山市芸術文化協会の取組みを支援する。

外国人住民が日本語を習得できる機
会の確保と、やさしい日本語による 市民協働G はじめのいっぽ

・日本の文化を取り入れた講座を実施しており、生徒やスタッフの意見と
取り入れ検討していく

学習者が日本の文化にふれる機会をスタッフと検討した結
果、七夕の笹飾りを作成することになった。七夕について学
習した後、覚えた日本語や母語で願い事を短冊に書き入れ笹
に飾り付けをし 市役所 市民協働センター「みらい」 青

学習者は日本語の学習をしたいため、日本文化の学習に授業
時間をあまり充てることができない。今後も学習者やスタッ 亀山市のゴミの分別について、学習する機会を設ける。会 確保と、やさし 本語による

コミュニケーションの普及
市民協働 はじめのいっぽ

取り入れ検討していく。 に飾り付けをし、市役所、市民協働センター「みらい」、青
少年研修センターの３カ所に設置して、多くの市民に見てい
ただいた。

時間をあまり充てることができない。今後も学習者やスタッ
フの意見を取り入れながら、授業内容を検討していく。

亀山市の ミの分別について、学習する機会を設ける。

市民協働G ・「かめやまニュース」のやさしい日本語版を発行するよう進めて行く。
平成２９年８月１日号より、毎月１回、かめやまニュース
（やさしい日本語版）を発行した。

やさしい日本語版をよりわかりやすい内容になるよう工夫す
る。

職員が、行政用語等を外国人住民が理解できるやさしい日本
語に変換できるよう、各掲載事項の詳細を勉強する。

③国際交流の促進

外国人住民に対する情報提供 充実

図書館
市在住の外国人の方に、図書館を利用してもらえるようチラシの配布等を
行う。

本庁１階に図書館利用の案内チラシを設置するほか、外国人
交流イベント時に外国語書籍の紹介を行う取組みをした。
なお、英語、ポルトガル語、スペイン語を中心に1,333冊所
蔵し、594冊の貸出を行った。

「かめやまニュース」を活用するなど、幅広い周知活動を行
う。

「かめやまニュース」を活用し図書の紹介する。また、外国
語書籍のブックリストの作成を行い、館内やイベントで配布
する。

外国人住民に対する情報提供の充実
と、まちづくりへの積極的な参加の
促進

文化施設の計画的な整備とそれぞれ
のコンセプトに応じた機能の充実

文化共生G
文化会館会議室棟・市民ロビー空調設備改修工事、文化会館高圧受変電設
備修繕工事を実施する。

文化会館会議室棟・市民ロビー空調設備改修工事、文化会館
高圧受変電設備修繕工事を実施した。

引き続き、利用者ニーズに応じた施設整備を行う必要があ
る。

文化会館大ホール空調設備改修工事を実施する。

文化施設におけるバリアフリー化の
推進

文化共生G
亀山市都市マスタープランに基づき、文化会館・亀山市中央コミュニティ
センタ のバリアフリ 化を進める

平成29年度ではバリアフリー化に関する具体的な取組みは
実施していない

亀山市都市マスタープランに基づき、施設のバリアフリー化
について検討する必要がある

亀山市都市マスタープランに基づき、文化会館・亀山市中央
コミ ニティセンタ のバリアフリ 化を進める

④知の拠点の整備充実
推進

文化共生G
センターのバリアフリー化を進める。 実施していない。 について検討する必要がある。 コミュニティセンターのバリアフリー化を進める。

文化施設の事業運営への市民参画の
促進

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館が設置する運営委員会への市民参加を促進する。
文化団体の代表者や芸術文化協会の役員など市民活動団体の
構成員の参画を得て、文化会館運営委員会を開催し、事業運
営に対する意見を得ることが出来た。

引き続き、運営委員会への市民参加を促進し、事業運営等に
対する意見を求める必要がある。

文化会館が設置する運営委員会への市民参加を促進する。

④知の拠点の整備充実

コミュニティセンターをはじめ公共
施設の有効活用による、文化芸術の
場の拡大

文化共生G
既存の展示スペースを有効活用できるよう、施設管理者と連携しながら市
民や文化団体にPRする。

東野公園体育館には、展示用としてピクチャーレールが設置
されているが、使用実績はなかった。

展示スペースを有効活用できるよう、市民や文化団体に周知
する必要がある。

既存の展示スペースを有効活用できるよう、施設管理者と連
携しながら市民や文化団体にPRする。

学校施設の開放や空き家などの活用
の検討

文化共生G 身近な文化芸術活動の場として、空き家などの活用を検討する。
亀山トリエンナーレ2017において、空き家や空き店舗を活
用したイベント等を多数開催した

引き続き、空き家等の活用方法について、検討する必要があ
る

身近な文化芸術活動の場として、空き家などの活用を検討す
る

⑤身近な文化芸術活動
の場の提供 の検討

文化共 身近な文化芸術活動の場として、空き家などの活用を検討する。
用したイベント等を多数開催した。 る。 る。

公共施設におけるアートリースス
ペースの提供

文化共生G
公共施設におけるアートリース活動が実施できるよう、継続して周知を図
る。

文化会館の市民ロビーや市民協働センターみらいなどにおい
て、市民団体によりアートリーススペースとして活用され
た。

引き続き、アートリース活動が実施できるスペースを公共施
設において確保するとともに周知を図る必要がある。

公共施設におけるアートリース活動が実施できるよう、継続
して周知を図る。

文化施設間における情報の共有化と
文 生

（公財）亀山市地域社 市内の文化施設がより多くの市民に利用してもらえるよう 相互の施設間
各施設 資料 配架やポ タ 掲 等依頼などを行 た

より多くの市民に利用してもらえるよう 施設間の連携を深 市内の文化施設がより多くの市民に利用してもらえるよう

の場の提供

文化施設間における情報の共有化と
事業連携の促進

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

市内の文化施設がより多くの市民に利用してもらえるよう、相互の施設間
の連携を促進する。

各施設の資料の配架やポスター掲示等依頼などを行った。
より多くの市民に利用してもらえるよう、施設間の連携を深
める必要がある。

市内の文化施設がより多くの市民に利用してもらえるよう、
相互の施設間の連携を促進する。

県や近隣市町の文化施設との広域連
携や機能分担の促進

文化共生G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館と県や周辺市町の文化施設などが連携して、自主文化事業の内容
を充実させるとともに、施設間での情報交換を進める。

三重県文化会館ホール部門運営委員会に会館職員が所属して
おり、委員会の中で自主文化事業に関する情報交換などを
行った。

引き続き、県や周辺市町と連携して、様々な助成事業に応募
し、自主文化事業の内容を充実させていく。

文化会館と県や周辺市町の文化施設などが連携して、自主文
化事業の内容を充実させるとともに、施設間での情報交換を
進める。

⑥知の拠点のネット
ワークづくり
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（３）歴史文化遺産の保存と活用

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

文化財などの保存・継承に携わる専
門職員の育成

まちなみ文化財G 歴史博物館
引き続き文化庁へ職員1名を研修派遣。
各種研修会への参加を継続する。

文化庁へ職員１名を研修派遣し、各種研修会へ参加させた。
引き続き文化庁へ職員を研修派遣。各種研究会への参加を継
続する。派遣した職員を関係部署に配置し、研修成果を現場
へ還元する。

引き続き文化庁へ職員１名を研修派遣。各種研修会への参加
を継続する。

文化財などの保存状況の定期的な点 警報発令後等に 職員による文化財パトロ ルを実施した 文化財所有者等への支援を拡充するため さまざまな文化財 適宜文化財パトロ ルを実施するとともに 所有者等の相談①文化財などの適切な
文化財などの保存状況の定期的な点
検の実施と、必要に応じて修復を行
なうなど保存の推進

まちなみ文化財G 適宜文化財パトロールを実施するとともに、所有者等の相談に応じる。
警報発令後等に、職員による文化財パトロールを実施した。
所有者等の求めに応じ、修復工事等に対する支援を行った。

文化財所有者等への支援を拡充するため、さまざまな文化財
分類に応じた職員の専門的知識の習得が必要である。

適宜文化財パトロールを実施するとともに、所有者等の相談
に応じる。

歴史文化遺産保全活用推進員（ヘリ
テージマネージャー）の育成

まちなみ文化財G
NPO法人亀山文化資
産研究会

研修会等へ講師を派遣するとともに、協働により様々な事業を行う。
求めに応じて研修会へ市職員を講師として派遣した。関宿伝
建地区内で協働して修理現場公開事業を行った。

活動支援を行うとともに、引き続き活動の場を提供すること
が必要である。

研修会へ講師を派遣するとともに、協働して事業を行う。

①文化財などの適切な
保存及び活用

テ ジマネ ジャ ）の育成 産研究会 建地区内で協働して修理現場公開事業を行った。 が必要である。

東海道関宿の重要伝統的建造物群保
存地区における適切な保存修理・修
景の推進

まちなみ文化財G
NPO法人亀山文化資
産研究会

事業を実施するとともに、安定した財源の確保に努める。 伝統的建造物保存修理修景事業を実施した。 計画的な事業の推進、継続が必要。 事業を実施するとともに、安定した財源の確保に努める。

まちなみ文化財G 都市計画G
整備済みの歴史的建造物をつなぐ街道等の整備について、引き続き関係部
局室と協議を行う。

旧佐野家住宅の整備を実施した。
整備した歴史的建造物をつなぐ街道の整備等について、引き
続き関係部署との協議を行う。

整備した旧佐野家住宅の公開活用に努める。

亀山宿、坂下宿、坂本棚田など歴史
的なまちなみ 文化的な景観の保

農業G 坂本営農組合
中山間地域等直接支払制度（第４期対策）から始まった超急傾斜農地保全
管理加算により、さらなる農用地の保全や有効活用に取り組む。

当該事業における協定農地（207,475㎡）については、中
山間地域等直接支払制度（第４期対策）において超急傾斜農
地保全管理加算等により、棚田米の販売等ができた。また、
文化年の事業として「棚田あかり」のイベントにより市内外
の方に坂本棚田をＰＲすることができた。

中山間地域における農業の担い手不足（高齢化）により、協
定農地における保全管理は継続されているが、耕作地が減少
傾向にある。

第4期の４年目ということで、計画的に事業を執行するとと
もに、次期の取組に向けて集落への支援を行う。

②歴史的なまちなみの
保存

的なまちなみ、文化的な景観の保
存・整備の推進

まちなみ文化財G

ＮＰＯ東海道関宿
関宿案内ボランティア
の会
亀山宿語り部の会

亀山宿語り部の会の自立に向けて支援を行う。 一般市民向けの亀山宿語り部の会学習会を実施した。 会員の増など、担い手の積極的な育成を図る必要がある。 亀山宿語り部の会の自立に向けて支援を行う。

三重県

まちなみ保存につながる活動及びま
ちなみ内の歴史的施設を利用したイ
ベントの支援

農業G
三重県
自治会
三重大学など

平成24年度事業をもって終了。

寄贈 寄託資料 申し出があ た場合 館内全体で受領 検討をする

寄贈・寄託件数 29件
寄贈・寄託の申し出のあった資料は毎月1回の会議で受領を

過去 企画展等に いて ウ ブ図録を配信できていないも ウ ブ図録 作成を行うために必要な手続きを アル化

ントの支援

歴史文化遺産の展示・公開、歴史文
化遺産情報の発信

歴史博物館
寄贈・寄託資料の申し出があった場合、館内全体で受領の検討をする。
ウェブ図録については、展示担当以外も協力し、早期配信に努める。

寄贈・寄託の申し出のあった資料は毎月1回の会議で受領を
検討、厳選したうえで受領した。亀博自由研究のひろば、第
29回企画展のウェブ図録を、それぞれの会期中に配信し
た。

過去の企画展等について、ウェブ図録を配信できていないも
のがあり、早期配信することが必要。

ウェブ図録の作成を行うために必要な手続きをマニュアル化
し、全企画展示の確実なウェブ図録の配信を行う。

歴史文化遺産を活用した郷土学習の
平成29年6月17日に亀山中学校でミニ展示、平成30年2月

市内小中学校の中には 未だ移動展示等が未実施の学校があ

③歴史文化遺産への理
解を深めるための事業
の推進

歴史文化遺産を活用した郷土学習の
充実

歴史博物館 教育支援G 亀山西小学校で移動展示、亀山中学校でミニ展示を行う。
平成29年6月17日に亀山中学校でミ 展示、平成30年2月
2日に亀山西小学校で「歴史博物館 in 亀山西小学校」を開
催した。

市内小中学校の中には、未だ移動展示等が未実施の学校があ
り、より利用しやすい状況を作っていく必要がある。

関小学校で移動展示を行う。

語り部、保存会、地区コミュニティ
など地域住民が主体となって地域の

まちなみ文化財
自治会

市民活動 継続を支援するとともに 新たな地区で 活動を促す 市内各地で 歴史文化遺産を核とした諸活動を支援した
市民活動の継続を支援するとともに、新たな地区での活動を 市民活動の継続を支援するとともに、新たな地区での活動をなど地域住民が主体となって地域の

歴史文化遺産を保存、活用する取り
組みの促進と活動への支援

まちなみ文化財G
自治会
地区コミュニティ

市民活動の継続を支援するとともに、新たな地区での活動を促す。 市内各地での歴史文化遺産を核とした諸活動を支援した。
市民活動の継続を支援するとともに、新たな地区での活動を
促す。

市民活動の継続を支援するとともに、新たな地区での活動を
促す。

デジタル市史を活用し、地域と連携
した歴史博物館（屋根のない博物 歴史博物館 教育支援G 亀山西小学校で移動展示 亀山中学校でミニ展示を行う

平成29年6月17日に亀山中学校でミニ展示、平成30年2月
2日に亀山西小学校で「歴史博物館 i 亀山西小学校」を開

学校との連携による活用だけでなく、地域との連携による活 関小学校で移動展示を行う。また、行政出前トークのテーマ

④市民ぐるみによる歴
史文化遺産を活用した
まちづくりの推進

した歴史博物館（屋根のない博物
館）の創出

歴史博物館 教育支援G 亀山西小学校で移動展示、亀山中学校でミニ展示を行う。 2日に亀山西小学校で「歴史博物館 in 亀山西小学校」を開
催した。

学校との連携による活用だけでなく、地域との連携による活
用を促進していく必要がある。

関小学校で移動展示を行う。また、行政出前ト クのテ マ
を改め、より地域で使ってもらいやすいテーマ設定をする。

歴史文化遺産を活用したまちづくり
観光の推進

観光交流G
関宿･周辺地域にぎわ
いづくり推進連絡会議

引き続き、関宿・周辺地域にぎわいづくり補助金交付要綱の見直しを行な
う

関宿・周辺地域にぎわいづくり補助金により３事業の支援を
行なった。また、関宿・周辺地域にぎわいづくり補助金交付

引き続き、にぎわいづくり活動団体の育成に繋がる、にぎわ
いづくり補助金のソフト事業以外のハード事業等への活用を

引き続き、関宿・周辺地域にぎわいづくり補助金交付要綱の
見直しを行なう観光の推進 いづくり推進連絡会議 う。

行な 。 、関宿 周辺 域 ぎ くり補助 交付
要綱の見直しについて検討、改正を行なった。

くり補助 事業 外 事業等 用
検討する。

見直しを行なう。

歴史文化遺産を活用した文化イベン
トの開催

まちなみ文化財G

関宿スケッチコンクー
ル実行委員会
関宿町並み町屋茶会実
行委員会

「文化財建造物公開活用事業」を進める。
市民協働提案事業（行政提案）「文化財建造物公開活用事
業」により、市民団体等との協働を進め、様々なイベントを
開催するとともに、文化財建造物の公開を進めた。

市民団体等との連携を深め、文化財建造物の公開をより進め
る必要がある。

「文化財建造物公開活用事業」を進める。

⑤歴史文化遺産から文
化を発信する

行委員会
開催するとともに、文化財建造物の公開を進めた。
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（４）伝統芸能の継承と活用

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

郷土芸能や伝統行事が有する文化的
価値について、理解、普及を図るた
めの情報提供の充実

まちなみ文化財G 広報秘書G 広報・広報番組等を活用して、伝統行事等の広報を行う。 広報・広報番組等を活用して、伝統行事等の広報を行った。 伝統行事等の確実な継承・実施に向けた支援を行う。 広報・広報番組等を活用して、伝統行事等の広報を行う。

まちなみ文化財G 平成25年度で事業完了

歴史博物館 まちなみ文化財G 引き続き亀山市史の維持管理を継続していく。 亀山市史の維持管理を行った。
亀山市史は各分野でスタイルが統一されておらず、セキュリ
ティの在り方も各分野でまちまちになっている。より見やす
く 総合的な改編が必要である

亀山市史の改編について、亀山市歴史博物館専門委員会に諮
る。

①伝統芸能の保存、継
承

映像や音声などによる郷土芸能や伝
統行事の記録化

く、総合的な改編が必要である。
る。

文化共生G
郷土芸能や伝統行事に携わる団体に対し、国や民間団体等の各種助成金制
度を周知し、活動を支援する。

文化庁の実施している伝統文化親子教室事業を活用し、伝統
芸能の保存団体等が助成金を獲得して事業を実施することが
できた。

引き続き、様々な制度を活用しながら、継続的に活動してい
る団体を支援する必要がある。

郷土芸能や伝統行事に携わる団体に対し、国や民間団体等の
各種助成金制度を周知し、活動を支援する。

承

活動が消滅、衰退している郷土芸能
復

まちなみ文化財G
関宿「関の山車」保存
会

各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実施する。
各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実
施した。

山車会館の整備にあわせて定期的な実施に向けた支援を行
う。

山車会館の整備にあわせて支援を行う。

動 消滅、衰退 郷 芸能
や伝統行事の発掘と復興のための取
り組みの促進

文化共生G
かめやま文化年2017において、伝統文化や行事を体験できる機会を創出
する。

かめやま文化年2017において、お茶どころである亀山のお
茶の魅力を体感してもらう機会を設けるなど、伝統文化や行
事を体験できる機会を創出した。

今後も、市民が伝統文化・伝統行事に触れる機会を創出する
必要がある。

様々な機会を捉えて、市民が伝統文化・伝統行事を体験でき
る機会創出について検討する。

まちなみ文化財G
関宿「関の山車」保存

各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実施する
各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実 山車会館の整備にあわせて定期的な実施に向けた支援を行

山車会館の整備にあわせて支援を行う
郷土芸能や伝統行事についての文化
芸術講座や実演会の開催など 市民 まちなみ文化財G

関宿「関の山車」保存
会

各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実施する。
各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実
施した。

山車会館の整備にあわせて定期的な実施に向けた支援を行
う。

山車会館の整備にあわせて支援を行う。

社会教育G 亀山市立中央公民館
生涯学習計画に基づき、今後も広い視野で伝統文化に接する機会提供を進
める。

出前文化教室や出前教室など、１１の伝統文化に関する講座
を実施した。

伝統文化を地域の魅力として共有する意識の中で取り組んで
いく必要がある。

生涯学習計画に基づき、今後も広い視野で伝統文化に接する
機会提供を進める。

芸術講座や実演会の開催など、市民
が伝統文化触れ、親しむ機会の充実

文化共生G
文化庁の実施している伝統文化親子教室事業を活用し、主催団体の支援を
行う。また、協働事業となっているこども能サークル「輝」の支援を行
う。

文化庁の実施している伝統文化親子教室事業を活用し、伝統
芸能の保存団体等が助成金を獲得して事業を実施することが
できた。また、協働事業として、かめやまこども能サークル
と「能の魅力発見と子どもたちの体験プロジェクト」に取り

引き続き、様々な制度を活用しながら、継続的に子供たちが
伝統文化を体験できる機会を創出する必要がある。

子どもたちが伝統文化を体験できる機会について検討する。
う。 と 能の魅力発見と子どもたちの体験プ ジェクト」に取り

組み支援を行った。

まちなみ文化財G
関宿「関の山車」保存
会

各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実施する。
各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実
施した。

山車会館の整備にあわせて定期的な実施に向けた支援を行
う。

山車会館の整備にあわせて支援を行う。

②伝統芸能の後継者の
育成

子どもや若者が地域の伝統文化を学
ぶ機会の充実

社会教育G 亀山市立中央公民館
生涯学習に基づき、今後も、子どもから大人まで参加することができる講
座が後継者育成につながるように継続実施していく。

家族で参加できる「子＆孫育ての宝箱」講座の中で、わらべ
唄の講座を実施した。

今後も、家族で参加できる伝統文化に関する学習機会を継続
していく必要がある。

生涯学習に基づき、今後も、子どもから大人まで参加するこ
とができる講座が後継者育成につながるように継続実施して
いく。

まちなみ文化財G
関宿「関の山車」保存
会

各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実施する。
各山車持ち団体（自治会）によるお囃子披露（発表会）を実
施した。

山車会館の整備にあわせて定期的な実施に向けた支援を行
う。

山車会館の整備にあわせて支援を行う。

生 学 基づき 材 など 学び か 学び 提 者 転
放課後子ども教室において和太鼓、茶道、生け花などの体験
教室 催を

コーディネーター意見交換会などの場を通じて、地域から次
代 文化伝達方法 有が必 あ

生涯学習計画に基づき 人材バンクなど 学び手から学びの

地域の高齢者が子どもや若者に伝統
文化を伝える仕組みづくりの推進

社会教育G
生涯学習計画に基づき、人材バンクなど、学び手から学びの提供者への転
換を図る場として放課後子ども教室の活用も促していく。

教室の開催を行った。
特に加太小学校では、参加している児童からの要望で和太鼓
を学びたいと要望があり、年度途中に追加実施した。

世代への文化伝達方法の共有が必要である。
また、参加児童からの要望を汲み取った事業も開催できるよ
う、コーディネーターを中心に取り組む必要がある。

生涯学習計画に基づき、人材バンクなど、学び手から学びの
提供者への転換を図る場として放課後子ども教室の活用も促
していく。

③伝統芸能の公開

市民文化祭のほか、国民文化祭、県
民文化祭などの機会をとらえて、亀

文化共生G
他部署や他市町の催しで、亀山市の伝統芸能が披露できる機会作りについ かめやま文化年2017の一環として、岡山県高梁市で灯おど 伝統芸能の披露の機会が固定化しているため、他部署や他市 様々な機会を捉えて、亀山市の伝統芸能を披露できる場づく

③伝統芸能の公開
民文化祭などの機会をとらえて、亀
山市の伝統芸能を披露する公演の実
施

文化共生G
他部署や他市町の催しで、亀山市の伝統芸能が披露できる機会作りについ
て検討する。

かめやま文化年2017の 環として、岡山県高梁市で灯おど
り保存会の皆さんによる灯おどりが披露された。

伝統芸能の披露の機会が固定化しているため、他部署や他市
町の催しでの披露ができないか検討する必要がある。

様々な機会を捉えて、亀山市の伝統芸能を披露できる場づく
りを検討する。
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（５）文化的な景観の保全

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

亀山市景観条例及び景観計画の効果
的な運用による魅力ある景観の保全
と形成

都市計画G
景観法の届出時において、申請者と事前相談しながら、より良好な景観形
成を目指して景観計画の運用を図る。

景観法の届出に際し、40件の事前相談を行った。
景観法による届出がされない場合があるため、景観法による
届出の周知の必要がある。

引き続き、景観法の届出時において、申請者と事前相談しな
がら、より良好な景観形成を目指して景観計画の運用を図
る。

景観形成推進地区及び景観重点地区 地域と連携した景観づくりのため 具体の事業の際には まちづくり協議
２月に城西地区まちづくり協議会に対して、景観形成推進地 昨年度、説明を行った城西地区に対して景観形成推進地区等

城西地区に対して景観形成推進地区等の重点地区指定や補助景観形成推進地区及び景観重点地区
の指定と保全、整備の推進

都市計画G
地域と連携した景観づくりのため、具体の事業の際には、まちづくり協議
会等と連携していく。

２月に城西地区まちづくり協議会に対して、景観形成推進地
区等の景観制度について説明するとともに、今後の当地区の
景観について意見交換を行った。

昨年度、説明を行った城西地区に対して景観形成推進地区等
の重点地区指定や補助制度の意向について確認する必要があ
る。

城西地区に対して景観形成推進地区等の重点地区指定や補助
制度の意向についてアンケート等により調査を行う。

都市計画G

亀山市歴史的風致維持向上計画に基づき、歴史・文化景観のうち、歴史的
風致を形成する上で重要な建造物である「福泉寺山門（平成27年10月歴
史的風致形成建造物指定）」の修理に対して、補助金を交付し整備を進め

「福泉寺山門」の修復工事が完了し、補助金の交付を行っ
た

主要な視対象について、眺望景観として発掘、保全の推進が
必要である

引き続き、景観届出の際に、チェックシートに行為地の近隣
に主要な視対象・視点場リストに挙がっているものがないか
確認を行い また ある場合は眺望保全に配慮するよう指導

①景観の保全、整備の 都市計画G 史的風致形成建造物指定）」の修理に対して、補助金を交付し整備を進め
る。

た。 必要である。 確認を行い、また、ある場合は眺望保全に配慮するよう指導
を行う。

農業G
平成29年度から新たに始まった田園環境保全事業に基づき、農地を保全
し、持続的な田園環境の維持を促進する。

Ｈ29年度から「田園環境保全事業」を展開し、集落営農組
織等や農家等7件が事業に取り組み、農村景観の向上や耕作
放棄地の発生防止に繋がった。また、フェイスブック等によ
り市内外にＰＲすることができた

農家や営農組合の担い手が高齢化していることや、市の補助
金だけでは必要経費を賄う程度でしかないため、取組面積の
拡大に繋がりにくい。

農業経営の安定化を支援しつつ、フェイスブック等を通じ情
報発信することで農村景観の向上や耕作放棄地の発生防止に
理解を得て、持続的な運営を支援する。

①景観の保全、整備の
推進 亀山市の景観の大きな特徴となって

いる自然景観、歴史・文化景観のう
ち、主要な視対象について、眺望景
観として発掘、保全の推進

り市内外にＰＲすることができた。
拡大に繋がりにくい。 理解を得て、持続的な運営を支援する。

景観計画の周知のための啓発や情報
提供の充実

都市計画G
地域や関係機関に対して、景観に関する定期的なＰＲや回覧、また、良好
な景観に関する事業についての情報発信を進める。

関係機関（三重県四日市建設事務所等）に亀山市景観計画の
届出制度に関する資料を置きPRに努めた。２月に城西地区
まちづくり協議会に対して、現在の景観制度について説明し
周知を行った。

景観計画及び届出制度の更なる周知が必要である。
引き続き、地域や関係機関に対して、景観に関する定期的な
ＰＲや回覧につとめ、広報等による市民への周知を図る。

環境創造G

引き続き、５月に春のイベント、８月にザリガニつり大会、１２月にクリ
スマスリースづくり体験を実施し、自然の大切さを学ぶ機会を設ける。
また、農業体験(田植え、稲刈り、もちつき)を通して、米作りの大変さや
喜びに 学ぶ機会を設ける

春のイベントやザリガニつり大会、クリスマスリースづくり
体験などを実施する事で、自然の大切さを学ぶ機会を設け
た。（H29年度約1,130名参加）
農業体験については協力いただいている方の都合で実施がで
きなかった。
市 団体と行政 構成する亀山里山公園みちくさ管理運営協

イベント参加者に、環境に関する目新しい情報や里山の機
能・重要性をわかりやすく発信できるようにイベント内容の

５月に春のイベント、８月にザリガニつり大会、１２月にク
リスマスリースづくり体験を実施し、自然の大切さを学ぶ機
会を設ける環境創造G

喜びについて、学ぶ機会を設ける。
亀山里山公園みちくさ管理運営協議会主体のフォトコンテストや里山塾に
おいて、環境教育の充実を図っていく。

市民団体と行政で構成する亀山里山公園みちくさ管理運営協
議会において、フォトコンテスト、里山塾（年７回）を実
施。
また、本協議会において、運営方法について検討を行った。
（H28年度8回開催）

能・重要性をわかりやすく発信できるようにイベント内容の
改善を図っていく必要がある。

会を設ける。
亀山里山公園「みちくさ」管理運営協議会主体のフォトコン
テスト、里山塾において、環境教育の充実を図っていく。

「みえ森と緑の県民税市町交付金」を活用し 亀山里山公園

里山公園や森林公園などを環境学習
の場として活用

森林林業G

「亀山森林公園利活用計画」に基づき、グループ活動や「みえ森と緑の県
民税市町交付金事業」の「森の学校屋外編」等により、間伐体験、木工教
室などを開催する。また、地元まちづくり協議会等民間の活用を働きかけ
る。

「みえ森と緑の県民税市町交付金」を活用し、亀山里山公園
や亀山森林公園において、イベントを通じて市民に森林や木
材に触れ合う機会を提供した。また、亀山森林公園におい
て、有志で結成された生物多様性グル―プによる自然観察や
動植物調査を実施した。
G活動回数：４回、イベント回数：４回、参加者数２５６名

公園を利用した環境イベントは、市主体であり、自然公園の
更なる有効活用のためには、地元まちづくり協議会や市民団
体が主体となったイベントの開催を促進することも必要であ
る。

「みえ森と緑の県民税市町交付金」を活用し、亀山里山公園
や亀山森林公園において、イベントを通じて市民に森林や木
材に触れ合う機会を提供する。また、亀山森林公園におい
て、有志で結成された生物多様性グル―プによる自然観察や
動植物調査を実施する。そして、自然公園の更なる有効活用
のために、地元まちづくり協議会や市民団体が主体となった
イベントの開催を働きかける。

②地域における環境意
識を高める取り組みの
推進

イベントの開催を働きかける。

協賛企業や地元住民の協働による、
森林づくりのための実践活動の促進

森林林業G
商工業・地域交通G
かめやま会故の森環境
整備協議会

第２期目の「かめやま会故の森環境整備構想」は平成２９年度に終期を迎
えるため、更新又は終了するのか協議会に諮り決定する。

「かめやま会故の森環境整備協議会」としての森林保全活動
が１０年を迎えたことで、平成２９年度をもって終了し、会
故の森に限らず鈴鹿川等源流域の森林を引き続き産学民官が
連携・協働して森林保全活動を行う新たな協議会を設立する
ことを同協議会で決定した。終了にあたって、会故の森に記

市民や事業所職員・行政が協働して森林の整備を行うため、
「かめやま会故の森環境整備協議会」で決定した新たな協議
会「鈴鹿川等源流域森林づくり協議会（仮称）」を設立し、
協働できる環境を整える必要がある

新たな協議会の設立に向けて、産・学・民・官の関係者への
参画を呼び掛け、各主体が協働して整備を実施できる環境を
整える。整備協議会 ことを同協議会で決定した。終了にあたって、会故の森に記

念植樹を行った。
開催回数：１回、参加者数：６５名

協働できる環境を整える必要がある。
整える。

学校における環境学習の充実 教育支援G 環境創造G
生活科・総合的な学習や社会科等での学習に加え、各学校・地域にて、地
域と協働した活動（清掃活動、花の栽培など）や、保護者との環境に関す
る学習・活動に取り組む。

生活科・総合的な学習や社会科等での学習に加え、各学校・
地域にて、地域と協働した活動（清掃活動、花の栽培など）
や、保護者との環境に関する学習・活動に取り組んだ。

今後も地域や保護者と協働した取り組みを継続し、学校環境
デーの取り組みと交え、地域環境に関する意識の向上を図
る。

生活科・総合的な学習や社会科等での学習に加え、各学校・
地域にて、地域と協働した活動（清掃活動、花の栽培など）
や、保護者との環境に関する学習・活動に取り組む。る学習・活動に取り組む。 や、保護者との環境に関する学習・活動に取り組んだ。 る。 や、保護者との環境に関する学習・活動に取り組む。

かめやま環境市民大学を継承した
「かめやま市民大学・キラリ」の開
校

環境創造G 総合環境研究センター

平成２８年度において、本センターの事業の方向性等について検証し、亀
山市民大学キラリについては生涯学習面からの再構築を行うこととし、平
成２９年度の事業については亀山市民大学キラリの講座は行わず、環境講
演会を開催することとした。

亀山市総合環境研究センターにおける調査研究成果発表及び
環境寄席を主な内容とする環境講演会を1１月2５日（土）
に開催した。

引き続き、亀山市総合環境研究センターと協働し、環境教育
を推進していく必要がある。

平成３０年度においても亀山市総合環境研究センターと協働
し、環境講演会を開催し、環境教育を推進する。

既存の組織を活用した、市民、事業
者、行政のネットワークによる地球
温暖化対策の推進

環境創造G

引き続き、三重県地球温暖化防止活動推進センター、及び推進員と協力
し、温暖化防止を推進させる啓発、周知を行う。
また、推進員が所属する三重県地球温暖化防止活動推進センターとも情報
共有し、より良い啓発・周知の方法を検討する。

三重県地球温暖化防止対策推進員【亀山市：３名】ととも
に、春の里山公園イベントにて地球温暖化防止啓発のための
クイズ大会及びウォークラリーを実施した。

　クイズ等参加者：４50人（里山春イベント　約４５0
人）

地球温暖化防止は、成果が見えづらく、市民が実感しにくい
ことから、各主体と連携を取りながら、いかにして温暖化防
止行動に繋げていくか啓発方法を検討する必要がある。

引き続き、三重県地球温暖化防止活動推進センター、及び推
進員と協力し、温暖化防止を推進させる啓発、周知を行う。
環境活動ポイント制度（AKP）を取り入れた活動を行う。
また、推進員が所属する三重県地球温暖化防止活動推進セン
ターとも情報共有し、より良い啓発・周知の方法を検討す
る。

③地球環境に配慮した
文化活動の推進

人） る。

情報発信をはじめとする、環境保全
の意識を高める取り組みの推進

環境創造G
亀山市地区衛生組織連
合会

市民団体と連携し、引き続き実施していく（平成２９年度もクリーン作戦
を実施予定）

亀山市地区衛生組織連合会と協働で、クリーン作戦を実施
し、清掃活動と犬の飼い方への啓発活動を行った。
　○実施個所：駅周辺及び市内４店舗　○参加人数：１２７
名

より環境保全や環境美化への意識の高揚を図るため、今後も
継続・効果的な啓発方法の検討を行い事業を実施していく必
要がある。

市民団体と連携し、引き続き実施していく（平成３０年度も
クリーン作戦を実施予定）
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（６）次世代を担う人づくり

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

子どもたちが本物の文化芸術に直に
触れることのできる機会の提供

教育支援G
（公財）亀山市地域社
会振興会

成長期にある児童生徒に優れた音楽、伝統文化を鑑賞させる機会を持つた
め、関係部局との連携を図りつつ、生徒の実態に合った演奏者の選定等を
行っていく。

小中音楽会では、コーラスユニット  「うたものがたり」
を招待演奏として開催した。

児童生徒の発達段階を踏まえつつ、地域で文化・芸術的な活
動、芸能活動等を行っている方々を活かした取組をすすめて
いく必要がある。

成長期にある児童生徒に優れた音楽、伝統文化を鑑賞させる
機会を持つため、関係部局との連携を図りつつ、生徒の実態
に合った演奏者の選定等を行っていく。

学校と文化会館などとの連携による
教育支援G

（公財）亀山市地域社 文化会館との連携により、小中学校に音楽の外部講師を派遣し、児童生徒 文化会館との連携により、全小中学校に、音楽の外部講師を 児童生徒の歌唱力、表現力を高めるために、今後も継続して 文化会館との連携により、小中学校に音楽の外部講師を派遣①学校における文化芸 学校と文化会館などとの連携による
アウトリーチ活動の拡充

教育支援G
（公財）亀山市地域社
会振興会

文化会館との連携により、小中学校に音楽の外部講師を派遣し、児童生徒
の歌唱力、表現力の向上を図る。

文化会館との連携により、全小中学校に、音楽の外部講師を
派遣し、歌唱指導を実施した。

児童生徒の歌唱力、表現力を高めるために、今後も継続して
いく必要がある。

文化会館との連携により、小中学校に音楽の外部講師を派遣
し、児童生徒の歌唱力、表現力の向上を図る。

地域で活動する芸術家や周辺の大
学、高等学校などの協力による、優
れた文化芸術を鑑賞する機会の充実

教育支援G 社会教育G
地域の方々の協力のもと、校内展示などに取り組むと共に、児童が直接鑑
賞できる機会の設定に努めていく。

総合的な学習、教科学習、クラブ活動、委員会活動等に、地
域の方々を招聘し、米や野菜作り、花の栽培、防災マップづ
くりなどの活動を行った。また、かんこやお囃子等の伝統文
化の体験活動も実施した

地域の方々の作品を展示したり、児童が直接展示会に行って
鑑賞できる機会などの設定の工夫が必要である。

地域の方々の協力のもと、校内展示などに取り組むと共に、
児童が直接鑑賞できる機会の設定に努めていく。

①学校における文化芸
術鑑賞機会の充実

れた文化芸術を鑑賞する機会 充実
化の体験活動も実施した。

学校における音楽や書写、図画工
作、美術などの学習の充実

教育支援G 社会教育G
学力向上推進計画に基づき教職員の指導力向上を図るため、教職員の実態
やニーズにあった研修講座を実施するとともに、校内研修の充実のため、
外部講師を各校に派遣する。

教職員の授業力向上、児童生徒理解のため等の研修講座を実
施した。また、合唱指導等のための外部講師を派遣した。

教職員の実態やニーズにあった研修講座の実施、外部講師を
各校に派遣する必要がある。

学力向上推進計画に基づき教職員の指導力向上を図るため、
教職員の実態やニーズにあった研修講座を実施するととも
に、校内研修の充実のため、外部講師を各校に派遣する。

②創作・鑑賞活動の充

子どもたちが日頃の創作活動の成果
を発表し、鑑賞し合う機会の提供

教育支援G
（公財）亀山市地域社
会振興会
自治会

「亀山市小中学校音楽会」を実施するとともに、演奏家を招いて音楽を鑑
賞する場を設定する。また、「亀山市児童生徒図工・美術展」「亀山市児
童生徒書写展」を実施する。

日頃の学習の成果を発表し、鑑賞し合う場として「亀山市小
中学校音楽会」を実施した。また、「亀山市児童生徒図工・
美術展」「亀山市児童生徒書写展」を実施し、小中学校の全
児童生徒が参加した。

　今後も継続して「亀山市小中学校音楽会」「亀山市児童生
徒図工・美術展」「亀山市児童生徒書写展」を実施するとと
もに、芸術鑑賞の場として設定していく必要がある。

「亀山市小中学校音楽会」を実施するとともに、演奏家を招
いて音楽を鑑賞する場を設定する。また、「亀山市児童生徒
図工・美術展」「亀山市児童生徒書写展」を実施する。

社会見学や総合的な学習の時間等に児童 生徒が歴史博物館

②創作 鑑賞活動の充
実

教育支援G 歴史博物館
歴史博物館との連携を強め、歴史博物館の持つ資源や地域学習支援事業を
活用した学習を進めていく。

社会見学や総合的な学習の時間等に児童・生徒が歴史博物館
を訪問したり、学芸員が学校を訪れたりしながら、亀山市の
歴史や文化を学習した。また、各学校において、社会科など
各教科の授業等で、歴史博物館の資料を活用し、子どもの学
習意欲や理解度の向上を図る取組を行った。

今後も歴史博物館との連携を強め、歴史博物館の持つ資源を
より活かした学習を進めていく。

歴史博物館との連携を強め、歴史博物館の持つ資源や地域学
習支援事業を活用した学習を進めていく。

行政資料や地域資料を収集保存するための行程を検討する

学校と歴史博物館、図書館などとの
連携による郷土学習の充実

図書館
各室に協力を依頼し、郷土資料の充実を図る。また利用者からのレファレ
ンスについては、司書を中心に随時対応する。

市が発行する各種分野別計画等の資料を、各関係室から提供
してもらった。

各課が発行する各種分野別計画等の行政資料や地域で開催さ
れる伝統行事等のチラシなどを収集保存していく。

行政資料や地域資料を収集保存するための行程を検討する。
また、レファレンスについては、司書を中心に随時対応をす
る。

郷土の自然や歴史、産業、伝統文化
などについて、生きた学習ができる
ように ゲストティーチャーや学習

教育支援G 社会教育G
今後も、総合的な学習の時間、教科学習等で、地域の豊かな人材の活用を
図る。地域との連携の中で、新たなゲストティーチャーやボランティアの

総合的な学習、教科学習、クラブ活動、委員会活動等に、地
域の方々を招聘し、米や野菜作り、花の栽培、防災マップづ
くりなどの活動を行った また かんこやお囃子等の伝統文

学校行事や教科学習の目的に合ったゲストティーチャーやボ
ランティアの方の確保と 内容の充実を図る必要がある

今後も、総合的な学習の時間、教科学習等で、地域の豊かな
人材の活用を図る。地域との連携の中で、新たなゲスト
ティ チャ やボランティアの方の協力を得ていけるように

③郷土学習の充実
ように、ゲストティーチャーや学習
ボランティアの活用促進

教育支援G 社会教育G 図る。地域との連携の中で、新たなゲストティ チャ やボランティアの
方の協力を得ていけるようにする。

くりなどの活動を行った。また、かんこやお囃子等の伝統文
化の体験活動も実施した。

ランティアの方の確保と、内容の充実を図る必要がある。 ティーチャーやボランティアの方の協力を得ていけるように
する。

展示やスクールミュージアムによる
学校教育支援

教育支援G 社会教育G
可能な限りで、地域の方々の作品を展示し、児童が鑑賞できるようにして
いく。

学校を会場として開催する文化祭において、また、地域のコ
ミュニティーに、地域の方々の作品を展示し、児童が鑑賞す
ることができた。

今後も、可能な限りで、地域の方々の作品を展示し、児童が
鑑賞できるようにしていく必要がある。

可能な限りで、地域の方々の作品を展示し、児童が鑑賞でき
るようにしていく。

③郷土学習の充実

地域の伝統工芸品や特産物などに身
近に触れ、実際につくる体験ができ
る機会の提供

教育支援G
社会教育G
まちなみ文化財G
農業G

郷土の文化や産業に関する施設について、教員も興味を持つとともに、事
前指導を行う。また、地域の方と連携を深め、学習内容に応じて様々な方
に協力を依頼できるような関係づくりを進める。

社会見学で各種施設を訪問し、亀山市の歴史・文化・産業に
ついて目で見て体験することにより学習することができた。
また、ゲストティーチャーを招き、専門的な立場からお話い
ただくとともに、生き方や思いについても学ぶことができ
た。

郷土の文化や産業に関する施設について、教員も学びを深め
知識を得ていくことや、学習内容に合致するようなゲスト
ティーチャーを探していくことが必要である。

郷土の文化や産業に関する施設について、教員も興味を持つ
とともに、事前指導を行う。また、地域の方と連携を深め、
学習内容に応じて様々な方に協力を依頼できるような関係づ
くりを進める。

家庭教育講座や広報啓発活動などの
充実

教育支援G
社会教育G
図書館

幼稚園・小学校での「ファミリー読書リレー」を継続実施し、家庭での読
書習慣の定着を図る。対象となる本の追加について検討していく。

幼稚園・小学校で「ファミリー読書リレー」に取り組み、
68８家族が参加した。リレーバッグを希望する学校、幼稚
園に新規給付を行った。各校において、図書だより等を発行
し、家庭への情報発信を行った。

今後も「ファミリー読書リレー」を継続実施し、家庭での読
書習慣の定着を高める。

幼稚園・小学校での「ファミリー読書リレー」を継続実施
し、家庭での読書習慣の定着を図る。対象となる本の追加に
ついて検討していく。

教育支援G
社会教育G
図書館

ファミリー読書リレーの継続実施。各校の取組についての情報共有と、シ
ステム利用についての研修会の実施。

学校図書館支援事業において、学校図書館の環境整備を行う
とともに、ファミリー読書リレーを実施した。また、各校に
おいて、朝の読書タイムや、読み聞かせ活動など、日常的な
読書指導に取り組んだ。

図書館情報システムを使った効果的な読書指導のあり方の研
究実践を進める。

ファミリー読書リレーを継続して実施する。各校の取組につ
いての情報共有を行い、システム利用についての研修会の実
施する。

市民活動団体と協力し 絵本や紙芝居等 読み聞かせを行う と 子

④家庭教育における文
化芸術の振興

子どもの読書習慣の定着と親子の触
れ合いを深める活動の推進

図書館 市民活動団体

市民活動団体と協力して、絵本や紙芝居等の読み聞かせを行うことで、子
どもの読書へのきっかけを作り、読書習慣の定着を図る。さらに、親子で
一緒に作品を作り、一緒に過ごす時間を持つことで、親子のふれあいを深
める機会を作る。また、行事の周知をチラシ・ポスター等で事前に掲示す
る。

子どもが読書に興味を持つきっかけになるよう、人形劇やお
はなし会等のイベントを実施した。
図書館イベント参加人数　1,289人

館内での取り組みだけでなく、関係機関と連携をしながら館
外での取組みも増やしていく。

図書館ボランティア団体と協力しながら、図書館内だけでは
なく、他の公共施設での取組みを行うことで、絆を深める機
会を設ける。

れ合いを深める活動の推進
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（７）生活文化の充実

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

文化共生G 商工業・地域交通G
・家族の時間づくりの趣旨を継承しつつ、ワーク・ライフ・バランスを推
進する事業へと変更し、実施していく。

11月11日から11月26日までの16日間を亀山市ワーク・
ライフ・バランス週間として位置付け、社会教育施設等の無
料開放を行い、家族で楽しんでもらう機会を増やした。

一人ひとりが地域活動や、家族とのふれあいなど、ライフス
テージやそれぞれの価値観に応じた生活がおくれるように、
ワーク・ライフ・バランスの推進を進めていく必要がある。

ワーク・ライフ・バランス週間に集中して、社会教育施設等
の無料開放や講演会等を行い、市民や事業所へ啓発を行う。

家族の時間づくりなどを活用し、親
子の絆、地域の絆を深める機会の充
実

図書館 市民活動団体
市民活動団体と協力して、人形劇やおはなし会を開催し、親子や地域の絆
を深める機会を作る。また、行事の周知をチラシ・ポスター等で事前に掲
示する。

図書館ボランティア団体と協力して、人形劇やおはなし会等
を開催することで、家族や地域の絆を深める機会につながっ
た。

図書館ホームページや広報かめやま等を通して取り組みを周
知し、フェイスブックで開催時の様子を掲載しているもの
の、イベント以外の来館にはつながっていない。

図書館ボランティア団体と協力しながら、図書館内だけでは
なく、他の公共施設での取組みを行うことで、絆を深める機
会を設ける。

生活科や総合的な学習の時間 社会科等の学習時に 家族や

実

学校の総合的な学習の時間などを活
用し、子どもたちが生活文化に触
れ、親しめる機会の充実

教育支援G
生活科・総合的な学習の時間、社会科などでの学習時に、体験活動を重視
し、生活文化に触れる機会を計画的に設定する。

生活科や総合的な学習の時間、社会科等の学習時に、家族や
地域の方に聞き取りを行うなどの調べ学習をした。また、実
際に体験することにより、生活文化に触れる機会を設定し
た。さらに、土曜授業等では地域行事等と連携した体験活動
に取り組んだ。

今後も、各校での取組を継続するため、子どもの実態や課
題、活動のねらいなどを共有する必要がある。

生活科・総合的な学習の時間、社会科などでの学習時に、体
験活動を重視し、生活文化に触れる機会を計画的に設定す
る。

民話や言い伝え、わらべうた、方言 まちなみ文化財室主体で行われた心形刀流演武見学会におい 引き続き まちなみ文化財Gにより開催される心形刀流関連 まちなみ文化財G主体で行う心形刀流関連イベントの開催補

①暮らしに根づいた文
化の推進

民話や言い伝え、わらべうた、方言
などについて、冊子や音声などによ
る記録化の推進

歴史博物館 まちなみ文化財室主体で行う心形刀流関連イベントの開催補助を行う。
まちなみ文化財室主体で行われた心形刀流演武見学会におい
て、会場準備等の補助を行った。

引き続き、まちなみ文化財Gにより開催される心形刀流関連
イベントに協力していく。

まちなみ文化財G主体で行う心形刀流関連イベントの開催補
助を行う。

文化共生G
かめやま文化年2017において、市内に残る歴史的な道であ
る金王道の名称の由来となった「渋谷金王丸」をテーマに講
演を実施した。

地域で培われてきた文化などを取り上げる機会を増やしてい
く必要がある。

かめやま文化年2020の事業検討において、地域で培われて
きた文化などを取り上げる等考慮する。

平成29年6月17 に亀山中学校 ミ 展 平成30年2月

生活の知恵や昔の遊び、まちの伝説
や風習など暮らしの中で受け継がれ

歴史博物館 教育支援G 亀山西小学校で移動展示、亀山中学校でミニ展示を行う。
平成29年6月17日に亀山中学校でミニ展示、平成30年2月
2日に亀山西小学校で「歴史博物館 in 亀山西小学校」を開
催した。

移動展示未実施の学校においても行えるよう、校長会等、各
学校が集まる場でのPRを行う。

関小学校で移動展示を行う。また、小学3年生の「昔のくら
し」の課程に合わせて「昔の道具」の展示を行う。

食生活改善推進協議会と連携し、市内で採れた食材をメニューに加え、日

食生活改善推進協議会の協力のもと、健康づくりのための料
理講習会（5回、95人）と地域での料理講習会（40回、
434人）を開催した。健康づくりのための料理講習会につ 「健康づくりの講習会」は,参加者が固定化してきていること

食生活改善推進協議会と連携し、市内で採れた食材をメ
ニ に加え 日常生活において 地元の安心 安全な食材

や風習など暮らしの中で受け継がれ
てきた文化の紹介と支援

地元の安心・安全な食材をじっくり
味わう「スローフード」運動の推進

健康づくりG
亀山市食生活改善推進
協議会

食生活改善推進協議会と連携し、市内で採れた食材をメニュ に加え、日
常生活において、地元の安心・安全な食材の利用へとつなげる。（地元食
材を使用したメニュー＋１）
また、幼児期における食生活についての情報提供を継続的に行う。

434人）を開催した。健康づくりのための料理講習会につ
いては、市ホームページにレシピを掲載し、安心・安全な食
生活の推進につなげた。
また、幼児健康診査時に食生活についてのリーフレットを配
布（２４回、909人）し、幼児期における食生活の重要性
を周知した。

「健康づくりの講習会」は,参加者が固定化してきていること
が課題。
また、幼児期からの食生活の重要性を継続的に周知すること
が必要である。

ニューに加え、日常生活において、地元の安心・安全な食材
の利用へとつなげる。（地元食材を使用したメニュー＋１）
また、幼児期における食生活についての情報提供を継続的に
行う。

健康づくりG
亀山市食生活改善推進
協議会

食生活改善推進協議会と連携し、市内で採れた食材をメニューに加え、日
常生活において、地元の安心・安全な食材の利用へとつなげる。（地元食
材を使用したメニュー＋１）

食生活改善推進協議会会員による健康づくりのための料理講
習会（5回、95人）や地域での料理講習会（40回、434
人）を開催した。また、ホームページにレシピを掲載し、安
心・安全な食生活の推進につなげた。

「健康づくりの講習会」は参加者が固定化してきていること
が課題。

食生活改善推進協議会と連携し、市内で採れた食材をメ
ニューに加え、日常生活において、地元の安心・安全な食材
の利用へとつなげる。（地元食材を使用したメニュー＋１）

社会教育G 平成2６年度より中央公民館講座により実施

郷土料理や行事食、食習慣を食文化
として伝達する取り組みの充実

社会教育G 平成2６年度より中央公民館講座により実施

施設・保健給食G
農政室との連携や委託業者との協議を継続し、「かめやまっ子給食」を年
20回、「地物が一番みえの日」を年１２回実施する。

自校方式及びセンター方式の給食において、市内産・県内産
の食材を使用した「かめやまっ子給食」を年20回実施し
た。また、デリバリー方式の給食においては、県内産の食材
を使用した「地物が一番みえの日」を年１２回実施した

今後も定期的に市内産・県内産食材を給食に取り入れること
ができるよう、産業振興課農業Gと連携し、生産者や納入業
者との調整や委託業者との協議を継続するとともに、地場産
物を活用したメニューを検討する必要がある

産業振興課農業Gとの連携や委託業者との協議を継続し、
「かめやまっ子給食」を年20回、「地物が一番みえの日」
を年１2回実施する。

②食文化の継承、創造

保育所や学校において 旬 食材や を使用した「地物が一番みえの日」を年１２回実施した。 物を活用したメニューを検討する必要がある。
年 実施す 。

子ども総務G
地産地消や旬の食材を重視した給食を提供する。各家庭へ食育だよりを発
行し、継続して食への意識啓発を図る。

可能な限り旬の食材を献立に取り入れた。地元又は地元に近
い産地の食材を納入するよう業者に依頼した。
旬の食材や食生活の重要性などについて食育だよりに掲載し
家庭での意識向上を促した。

旬の食材や地産地消の重要性などについて、継続的な意識啓
発を図ることが必要である。

旬の食材を用いた献立作成を心がけ、可能な限り地産地消や
行事食の提供を推進する。各家庭へ食育だよりを発行し、継
続して食への意識啓発を図る。

保育所や学校において、旬の食材や
行事食などを取り入れた「かめや
まっ子」給食の実施

健康づくりG
亀山市食生活改善推進
協議会

食生活改善推進協議会と連携し、市内で採れた食材をメニューに加え、日
常生活において、地元の安心・安全な食材の利用へとつなげる。（地元食
材を使用したメニュー＋１）

食生活改善推進協議会会員による健康づくりのための料理講
習会（5回、95人）や地域での料理講習会（40回、434
人）を開催した。また、ホームページにレシピを掲載し、安
心・安全な食生活の推進につなげた。

「健康づくりの講習会」は参加者が固定化してきていること
が課題。

食生活改善推進協議会と連携し、市内で採れた食材をメ
ニューに加え、日常生活において、地元の安心・安全な食材
の利用へとつなげる。（地元食材を使用したメニュー＋１）

自治会連合会主催の第9回「食の祭典」を開催し 地域まち 亀山市自治会連合会は 平成30年度においても「食の祭
食文化の伝承及び創造に関する市民
の主体的な活動の支援

地域まちづくりG 亀山市自治会連合会

亀山市自治会連合会は、平成29年度においても「食の祭典」の開催を計
画し、市内外の企業からの参加も予定している。
引き続きイベントを支援することで、各自治会や各種団体の主体的な活動
を支援していく。

自治会連合会主催の第9回「食の祭典」を開催し、地域まち
づくり協議会連絡会議や婦人会連絡協議会など各種団体の協
賛を得て多くの来場者で賑わった。また、継続開催すること
で、市民に定着したイベントとして住民相互の交流が図られ
た。

「食の祭典」の事業経費は市が交付する自治会連合会補助金
に依存しており、イベントの規模や内容は補助金額に左右さ
れるが、実施する限り支援していく。

亀山市自治会連合会は、平成30年度においても「食の祭
典」の開催を計画し、市内外の企業からの参加も予定してい
る。
引き続きイベントを支援することで、各自治会や各種団体の
主体的な活動を支援していく。

自主活動グループとなり活動している団体への支援方法について検討し 講師を派遣するなど 自主活動グループ活動の支援を行っ 活動を継続していくためにも 参加者を増やしていく必要が 引き続き講師を派遣して支援を行うとともに 活動の普及啓

の主体的な活動の支援

高齢者支援G 地区コミュニティ
自主活動グループとなり活動している団体への支援方法について検討し、
実施する。

講師を派遣するなど、自主活動グループ活動の支援を行っ
た。

活動を継続していくためにも、参加者を増やしていく必要が
ある。

引き続き講師を派遣して支援を行うとともに、活動の普及啓
発に努める。

健康づくりG 地区コミュニティ
住民が主体となった地域での健康づくり活動の輪が広がるよう、地域の状
況を確認しながら、必要に応じて支援していく。

健康づくり応援隊養成講座を修了した地区におけるフォロー
教室を行った。（昼生地区２回、神辺地区２回、野登地区２
回）

健康づくり応援隊養成講座終了後の地域については、継続し
た活動を行っていくためには支援が必要である。

住民が主体となった地域での健康づくり活動の輪が広がるよ
う、地域の状況を確認しながら、必要に応じて支援してい
く。

亀山市観光協会 金王道ウォ キングの開催にあたり 地元案内人の勉強会に

地区コミュニティなどでの健康づく
り活動の促進

まちなみ文化財G
亀山市観光協会
自治会
地区コミュニティ

歴史探索等を採り入れたウォーキングに職員を講師として派遣し、ウォー
キングイベントの充実を図る。

金王道ウォーキングの開催にあたり、地元案内人の勉強会に
職員を講師として派遣するなど、イベント開催の支援を行っ
た。

ウォーキングイベントの開催を市内各地に広げる。
歴史探索等のウォーキングに職員を講師として派遣し、
ウォーキングイベントの充実を図る。

健康づくりG ウオーキングの普及啓発について検討する。
健康増進普及月間において、ウオーキングの講座を設け、啓
発を行った。

講座への参加をきっかけに、継続した活動につながるよう、
引き続き、地域での啓発が必要である。

ウオーキングの普及啓発について検討する。

③健康文化の推進
歴史探索などを取り入れたウォーキ
ングの普及

健康増進や体力づくりのためのス
ポーツイベントや教室などの機会の
充実

スポーツ推進G
市内の各種スポーツ団体や、運動施設指定管理者の取組みを支援し、誰も
が気軽に取り組めて、継続できるスポーツや運動の機会の提供する。

ニュースポーツの普及のため、ニュースポーツ大会を実施し
た。
また、総合型地域スポーツクラブについては、事業の広報支
援等を行った。

健康文化の推進のため、市内の各種団体と連携しながら、事
業に取り組む必要がある。

市内の各種スポーツ団体や、運動施設指定管理者の取組みを
支援し、誰もが気軽に取り組めて、継続できるスポーツや運
動の機会の提供する。
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（８）データベース化と情報発信

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

づ づ
文化情報の発信に地域住民の意見が
反映できる環境づくりの推進

情報統計G
亀山市ICT利活用計画に係る実施計画の中でネットワークの形態やスケ
ジュールについて示します。

地域まちづくり協議会と市の間、さらには各地域まちづくり
協議会の間で、インターネットを通じて相互情報交流ができ
る仕組みの構築について、亀山市ICT利活用計画実施計画に
示した。

まちづくり協議会の現状に合ったアプリケーションの選定や
運用方法を検討する必要がある。

まちづくり協議会の現状に合ったアプリケーションの選定や
運用方法を検討する。

行政情報番組「マイタウンかめやま」を年間53番組制作し
た かめやま文化年2017の取り組みとして開催されたイベ

①情報通信ネットワー

ケーブルテレビなどを活用した文化
情報の発信

広報秘書G 文化共生G
かめやま文化年２０１７を中心として、文化情報を行政情報番組で放送す
るとともに、伊賀市、甲賀市との番組交換により他市でも放送する。

た。かめやま文化年2017の取り組みとして開催されたイベ
ント11件をニュースとして放送した。また、かめやま文化
年の周知及び高梁市との歴史文化交流事業への参加促進の2
番組を制作した。年間を通じて集約した映像をまとめて、か
めやま文化年2017特集番組を制作し、ホームページでも公
開を行った。いこか連携の取り組みとしては、花しょうぶま
つり 亀山トリエンナーレ 関宿街道まつり 東海道のおひ

市民に親しまれる番組づくりを行うため、旬の話題や市民参
加型のイベント情報、また市から特にお知らせしたい事項な
ど、ニュースソースの的確な選定が必要である。
いこか連携における番組交換に向けて、収録日程や放送開始
日など、両市との連絡調整が必要である。

市民に親しまれる番組づくりに向けて、高校総体ウエイトリ
フティング競技大会が本市で開催されることから、高校生や
若者にフォーカスした行政情報番組の制作を行う。
本市のイベントや文化の情報を市外へ発信するとともに、他
市の情報を知ることにより新たな交流を促すため、伊賀市、
甲賀市との番組交換を継続して行う。

①情報通信ネットワ
クを利用した文化情報
の発信

つり、亀山トリエンナーレ、関宿街道まつり、東海道のおひ
なさまのイベント告知番組を両市で放送した。

市ホームページなどを通じた各文化
施設におけるイベント案内や利用案
内などの情報発信の充実

広報秘書G 文化共生G
フェイスブック、広報紙の記事から、さらにホームページで詳しく知るこ
とができる記事の構成に注力する。

フェイスブックや広報記事掲載時に、ホームページでの詳細
情報も発信いただくよう働きかけた。また、各室からホーム
ページ等更新の決裁が回ってこないイベント等については、
当室から掲載を促した

イベントカレンダーの活用も促進し、イベント情報の発信を
更に充実させる必要がある。

ホームページ研修等において、各課に積極的な情報発信を促
すともに、イベントカレンダー機能の周知を図る。

②文化活動情報の共有 当室から掲載を促した。

高齢者、障がい者などに分かりやす
い文化情報の提供

広報秘書G 文化共生G ホームページ全ファイル解析結果をもとに、ページの修正に取り組む。
7月に「ホームページ。シティプロモーションおよび広報研
修」を開催（55人参加）し、アクセシビリティに関する意
識向上を図るとともに、ページ修正を促した。

修正状況を把握できていないことから、進捗管理が必要であ
る。また、担当者も変わっていく中、アクセシビリティに関
する継続的な研修が必要である。

引き続き、ホームページ全ファイル解析結果（H28）を踏ま
え、ページの修正に取り組む。また、ホームページ（アクセ
シビリティ）研修を開催する。

②文化活動情報の共有
体制の構築

地域の文化資産を電子データ化した
先駆的なデジタル市史の積極的な活
用

歴史博物館 市内小中学校の歴史ページを完成させる。
一部ページの原稿案は作成されたが、ホームページの作成・
公開には至らなかった。

受贈された資料に、データベース化が未完了のものがあるた
め、調査、データ化の必要がある。

調査員を活用し、資料の調査、データベース化を行う。

地域に伝わる文化財や伝統芸能など
の情報のデータベース化や、画像で
の保存、無形文化資産の映像による

まちなみ文化財G
地域に伝わる文化財や伝統芸能などで、かつて地元で記録され残されてい
る映像記録の発掘を行う。

作成した記録映像を歴史博物館で上映するなど普及啓発に努
めた。

過去に作成した記録映像の普及・周知と、後継者育成のため
に活用していただく必要がある。

地域に伝わる文化財や伝統芸能などで、かつて地元で記録さ
れ残されている映像記録の発掘を行う。

③地域の文化資産の
データベース化と活用 の保存、無形文化資産の映像による

保存など電子データ化の推進
る映像記録の発掘を行う。 めた。 に活用していただく必要がある。 れ残されている映像記録の発掘を行う。

地域の文化活動の紹介や文化人、文
化資源など、地域の身近な情報の
データベース化と活用促進

文化共生G
地域で行われている文化活動について情報収集するとともに、その活動内
容や実績について、市内外に発信する手法を検討する。

地域で行われている文化活動について情報収集を行い、かめ
やま文化年2017の関連事業として実施し、記録誌としてま
とめた。

地域の文化に関する情報のデータベース化や発信方法につい
て、検討する必要がある。

引き続き、地域で行われている文化活動について情報収集す
るとともに、その活動内容や実績について、市内外に発信す
る手法を検討する。

デ タベ ス化と活用
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（９）文化と産業経済の融合

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 平成29年度の計画（具体的な取り組み内容） （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

商工業・地域交通G
亀山商工会議所
農業G

引き続き関係団体と連携を図り、様々な機会を捉え情報発信を図る。
県や関係部署等と連携し、特産品フェア（五所川原市・泉佐
野市）へ出店するなど、様々な機会を捉えてＰＲを行った。

関係団体と連携した効果的かつ積極的な情報発信が必要であ
る。

引き続き関係団体と連携を図り、さまざまな機会を捉えて情
報発信を図る。サンシャインパークの春のイベントでは市交
流自治体を招いて特産品フェアを実施予定である。

亀山市茶業組合
各種イベントへの亀山茶カフ の開催を通じて 広く亀山茶の消費拡大に

茶業組合主催の亀山茶カフェ、亀山茶クイズ、青空お茶まつ
亀山茶の消費拡大に結び付くための効果的なPRの強化が必 各種イベントへの亀山茶カフ の開催を通じて 広く亀山茶

「ろうそく」「亀山茶」などのブラ
ンドイメージ向上と情報発信の充実

農業G
亀山市茶業組合
亀山青空お茶まつり実
行委員会

各種イベントへの亀山茶カフェの開催を通じて、広く亀山茶の消費拡大に
結び付くＰＲを継続する。

茶業組合主催の亀山茶カフェ、亀山茶クイズ、青空お茶まつ
りやお茶の入れ方教室などの開催を支援し、広く亀山茶の
PRを行い、お茶に関心をもってもらうよい機会となった。

亀山茶の消費拡大に結び付くための効果的なPRの強化が必
要である。

各種イベントへの亀山茶カフェの開催を通じて、広く亀山茶
の消費拡大に結び付くＰＲを継続する。

「環境にやさしいものづくり」な
ど 亀山市に根づいた先端技術産業 商工業 地域交通G亀山商工会議所

市や支援機関が行う支援事業や助成制度について、様々な機会を捉え、関
市内中小企業を対象とした専門家による経営支援事業や設備
投資にかかる資金繰り支援制度などにより、企業の事業活動

事業者へ効果的な情報発信を行う必要がある
市や支援機関が行う支援事業や助成制度について、様々な機

①文化関連産業の育成

ど、亀山市に根づいた先端技術産業
の育成

商工業・地域交通G亀山商工会議所
市や支援機関が行う支援事業や助成制度について、様々な機会を捉え、関
係機関とも連携し、効果的な情報発信を行う。

投資にかかる資金繰り支援制度などにより、企業の事業活動
を支援した。新たな支援制度として創業資金利子補給制度を
設立した。

事業者へ効果的な情報発信を行う必要がある。
市や支援機関が行う支援事業や助成制度について、様々な機
会を捉え、関係機関とも連携し、効果的な情報発信を行う。

地域の特産をブランドにした産業の
育成支援

商工業・地域交通G
亀山商工会議所
農業G

引き続き関係団体と連携を図り、取組を支援する。
商工会議所へ補助金を交付することにより、地域資源を活用
した特産品開発などの地域ブランド確立の取組みを支援し
た。

引き続き関係団体と連携が必要である。 引き続き関係団体と連携を図り、取組みを支援する。

地域産材の利用や森林関係団体など
との連携による「木造文化」の保
存、普及

森林林業G 住まい推進G

引き続き「市公共建築物等木材利用方針」に基づき、関連部署と連携して
地域材を利用した公共施設の木造化・木質化を推進する。
また、一般建築物への地域材利用を普及するため、亀山木材産業協同組合
と協働して木材フェアを開催しＰＲに努める。

「市公共建築物等木材利用方針」に基づき、公共施設の木造
化・木質化が図られるよう、関連部署と木材の仕様について
提案した。
また、木の良さや木材の利用を市民や児童に伝えるため、出
前講座や木育教室を市内５小学校において開催した。
開催回数：５回、参加者数：４６０名

広く市民に木の良さや木材の利用を伝えるためには、出前講
座や木育教室のみでは困難である。

引き続き、公共施設の木造化・木質化が図られるよう、関連
部署と連携して推進する。
また、出前講座や木育教室を引き続き実施するとともに、市
広報や市ホームページへの掲載による啓発や木材関係団体と
協働した新たな啓発活動をさらに検討する。

開催回数：５回、参加者数：４６０名

職人の技によって支えられてきた伝
統工芸、食文化などの保存、育成

まちなみ文化財G
NPO法人亀山文化資
産研究会

ＮＰＯ法人「亀山文化資産研究会」の活動を支援する。
伝統的建造物群保存修理修景事業等を継続して実施する。

ＮＰＯ法人「亀山文化資産研究会」の勉強会に職員を講師と
して派遣するなど、活動支援を行った。
関宿における伝統的建造物群保存修理修景事業を通して、建
築士・技能者の養成を行った。

活動支援を継続的に行うとともに、活動の場である伝統的建
造物群保存修理修景事業等を継続的に実施していく必要があ
る。

ＮＰＯ法人「亀山文化資産研究会」の活動を支援する。
伝統的建造物群保存修理修景事業等を継続して実施する。

②文化を生かした産業
経済活動

「企業メセナ」など民間の支援活動
の促進

商工業・地域交通G文化共生G 引き続き研究を行う。 事例収集を行った。 引き続き研究を行う。 引き続き研究を行う。

商工業・地域交通G文化共生G 関係団体と連携し 空き店舗等を活用したまちづくりの取組を支援する

東町商店街振興組合と連携し、東海道のおひなさま等によ
る、空き店舗等を活用したまちづくりの取組を支援した。ま
た空き店舗等活用支援事業に関する補助金制度 設計等を検

関係団体と継続した連携し、空き店舗等を活用した事業に関
する支援体制を確立し いく必要がある

引き続き関係団体と連携し、空き店舗等活用支援事業補助金
制度を確立し 空き店舗等を活用したまちづくりとにぎわい

経済活動

商工業・地域交通G文化共生G 関係団体と連携し、空き店舗等を活用したまちづくりの取組を支援する。
た空き店舗等活用支援事業に関する補助金制度の設計等を検
討した。

する支援体制を確立していく必要がある。
制度を確立し、空き店舗等を活用したまちづくりとにぎわい
の創出を支援する。

文化共生G 商工業・地域交通G
開催地区・地域住民との連携や市内全体への浸透を図るよう、情報発信や
地域との調整等について実行委員会に協力・支援を行う。

かめやま文化年2017において、キーワードの「つながる」
を意識して地域と連携し各事業に取り組んだ。

開催地区・地域住民との連携や市内全体への浸透が不足して
いる点が課題である。

開催地区・地域住民との連携や市内全体への浸透を図るよ
う、情報発信や地域との調整等について実行委員会に協力・
支援を行う。

空き店舗等を活用した展覧会などの
開催支援

まちづくり観光のマネジメントの推
進

観光交流G
亀山市観光協会
亀山商工会議所

地域団体等の活動支援に繋がるツアー内容になるように亀山市観光協会と
協議を行っていく。

亀山市観光協会を主体とし、地域の遺産や活動に触れてもら
え、地域団体の活動支援に繋がるツアーを2回実施し、延べ
28名の参加があった。
・「古地図で歩く東海道」・・・15名
・「加太、秋の産品と鉄道遺産を巡る」・・・13名

亀山市観光協会を主体とし、地域団体等の活動支援に繋がる
ツアーを開催していく。

地域団体等の活動支援に繋がるツアー内容になるように亀山
市観光協会と協議を行ない、多数参加いただくためHPにモ
デルコースの掲載を行なう。

③まちづくり観光の推
進

JR亀山駅を中心とした「鉄道のまち
亀山」の発信と、それらの歴史や資
産を生かしたまちづくりの推進

都市計画G
亀山駅周辺まちづくり
協議会

ＪＲ亀山駅周辺のにぎわいや活性化を図り、利便性や安全性を向上させる
ため、亀山駅周辺整備事業を推進する。

亀山駅周辺整備事業の再開発に向けた準備会が５月に設立さ
れたことから、準備会の基本設計や資金計画等の作成のため
の支援を行うとともに、必要となる都市計画決定を３月に
行った。

再開発事業の円滑な推進のため、準備会の組合設立の支援や
公共的機能の検討を進める必要がある。

亀山駅周辺整備事業として、設立された組合に対して所定の
補助金の交付や駅前広場、都市計画道路等の整備に向け、測
量や補償等の支援や事業推進に取り組む。

進
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

第２次亀山市スポーツ推進計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

本計画は、スポーツ基本法第１０条による、地方の実情に則した、スポーツ推進に
関する計画として位置付けるものである。また、第２次亀山市総合計画前期基本計
画との関連は、基本施策「スポーツの推進」と深く関わり、スポーツの振興の部分を
補完するものである。

生活文化部 文化スポーツ課

目的・概要

計画期間 年度

計画の目的は、教育や健康、福祉、建設など幅広い関連部署との連携を密にし、亀
山市らしいスポーツ文化が地域や生活の中に根付き、健康で豊かな暮らしの実現に
むけて取り組むための指針とし、もってスポーツの振興に資することである。

計画の骨格

施策の内容 

誰もが参加で

きるスポーツ実

施機会の充実 

 

●ライフステージに応じたスポーツ実施機

会の提供 

●障がい者のスポーツ参加の推進 

●女性のスポーツ参加の推進 

●総合型地域スポーツクラブの育成・支

援 

 

子どもを取り巻

くスポーツ環境

の充実 

●学校体育活動の充実 

●身近で安心安全なスポーツや 

運動の場づくり 

スポーツ団体

や指導者の育

成と競技力の

向上 

 

●各種スポーツ団体の育成・支援 

●指導者の育成支援と登録・活用 

●スポーツ推進委員の活動の充実 

●競技スポ―ツレベルの向上 

●スポーツ医・科学の活用 

 

スポーツ情報

提供の充実 

 

●スポーツ情報内容の充実 

●各種情報媒体を活用した情報発信 

●大規模大会に向けた情報発信 

 

競技スポーツ

を身近に感じら

れる機会の創

出 

 

●市内のスポーツ大会を盛り上げる 

気運の醸成 

●大規模大会開催に向けた組織体制 

●トップアスリートとの交流機会の創出 

 

スポーツ施設

の整備と利用

促進 

 

●市民ニーズに応じた運動施設の充実 

●運動施設の利便性の向上、施設利用

の促進 

●スポーツ大会会場に適した施設環境の 

整備 

●学校運動施設や公園の有効活用 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

市
民
が
ス
ポ
ー
ツ
に
関
心
を
持
ち
、
生
涯
を
通
じ
て
心
身
と
も
に
健
康
な
生
活
を
送
る
た
め
ス
ポ
ー
ツ
を
楽
し
ん
で
い
ま
す  

スポーツ文化

の浸透 

 

スポーツ活動

の充実 

 

スポーツを 

支える力の 

促進 

 

スポーツの拠

点整備 

 

目指す姿 基本施

策 
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

19,900

72.0

人

％

50

5,000

21,000

78.0

・ニュースポーツ大会において「家族の部」を作り、家族で運動する機会を設けた。
指定管理者の自主事業として、幼少期のこどもを対象とした事業が開催され、ス
ポーツ体験機会が提供された。（年間　５種　１７９回開催）
・激励金支給要綱及び全国大会等出場旅費補助金交付要項に基づき、対象者に
激励金の支給と出場旅費の補助を行った。（激励金支給件数：152件）(旅費補助
件数：30件）
・指定管理者と連携し、継続的な施設整備、修繕などに取り組み、施設の安全確保
に努めた。(関B&G海洋センタープール内塗り替え、西野公園体育館プール改修、
西野公園体育館空調設備工事など）

・スポーツ関係団体から情報を収集し、様々なスポーツに関する情報を市民に提供
するとともに、スポーツ大会を開催したり、指定管理者の自主事業に助言等すること
で誰もが参加出来るスポーツ実施機会を充実することが出来た。
・大規模大会の開催に向けて、西野公園体育館に空調設備を設置し、施設の充実
を図るとともに、西野公園体育館プール改修等修繕により、快適で安全なスポーツ
空間を創出する事が出来た。
・各スポーツ団体の育成、支援を行うとともに、組織強化に向けた関係者との協議を
行い、改革を進めた。また、障がい者を含め有力な競技者への激励金の支給や、関
係団体が実施するトップアスリートとの交流機会の創出を支援することで、自主的・自
発的なスポーツ活動の促進を図ることができた。
スポーツ構成団体の構成者数やスポーツ教室・大会への参加者数が増加しており、
「健康で生きがいを持てる暮らしの充実」に寄与した。
また、運動施設の整備を行い、「スポーツの拠点づくり」を推進した。

・様々な情報提供等の認知度をより高めるため、現在活用している以外の新たな情
報媒体の検討が必要である。
・障がい者や女性など様々なライフステージの人が、気軽にスポーツ実施機会を持
てるよう関係団体と連携しながら、施設整備や大会運営等を進める必要がある。

・気軽に参加出来るスポーツ大会やイベント等を引き続き企画し、また、各スポーツ
団体へ助言等行いながら、誰もが参加出来るスポーツ機会の充実を図る。
・地元トップアスリートの発掘や育成を支援するとともに、オリンピアン等有名選手との
交流機会をを競技スポーツを身近に感じられる機会の創出に努める。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

成人の週１回以上のスポーツ実施率

スポーツ関連団体の構成者数

市や団体等が主催するスポーツ教室・大会の参加
者数

市内の主な運動施設の利用率

％

人

-

5,790

24,000

72.1

42.4

4,754

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名
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第２次亀山市スポーツ推進計画　進捗状況（平成29年度）

具体的方策 施策項目 施策の内容 担当室 平成２９年度実績 今後の課題 平成３０年度計画

健康づくりが地域の文化になるよう、継続的なスポーツ実施機会の提供
に努めます。

スポーツ推進Ｇ
誰でも参加しやすく、継続的なスポーツ活動を行うため、
総合型地域スポーツクラブの活動に広報協力等で支援を
行った。

現在、総合型地域スポーツクラブが、誰でも参加しや
すく、継続的なスポーツ活動の場を創出する一翼を
担っていることから、その活動を広く市民にPRする必
要がある。

総合型地域スポーツクラブが行っている、誰でも参加
しやすく継続的にスポーツ活動を行うことの出来る教
室を、ホームページや広報を通じて、市民に広くPRす
る。

誰でも気軽に参加でき、交流の場の創出につながるスポーツイベント等
の開催に向けて、各種スポーツ団体やまちづくり協議会などと連携しま
す。

スポーツ推進Ｇ

各種スポーツ関係団体などと連携し、女性向けにバレー
ボール大会、壮年向けに壮年ソフトボール大会、子ども向
けにミニバスケットボール大会を開催した。また、全年齢
を対象にテニポンの体験教室を実施した。
指定管理者において、市民ニーズに対応した自主事業が開
催された。

各種大会等の参加者が増えるよう、大会情報の発信等
に努める必要がある。

　各種スポーツ関係団体などと連携し、市民ニーズに
対応したスポーツイベント・大会やスポーツ教室など
の開催に努めるとともに、参加者が増えるよう、情報
の発信に努める。
　また指定管理者と協力し、市民ニーズに対応した自
主事業に取り組むよう要請していく。

高齢者支援Ｇ

・しゃきしゃき体操教室ＯＢ会へ支援を行った。（２地
区、４回延47人）
・自主的に活動しているグループのうち、支援希望団体の
体操教室を支援した。（9回、延217人）
・介護予防教室を6事業所へ委託し実施した。（計373
回、延9,395人）

体操を取り入れた介護予防教室に参加できるよう、引
き続き周知に努める。

引き続き、体操教室を行う団体へ支援するとともに、
在宅介護支援センター等と連携し、継続して運動を取
り入れた教室を実施していく。

スポーツ推進Ｇ

高齢者でも無理なく安心して実施できるテニポンの体験教
室を実施した。
総合型地域スポーツクラブや指定管理者において、高齢者
向けのスポーツ教室やイベントが開催された。

参加者を増やすため、開催告知や教室の内容等を積極
的にPRする必要がある。

引き続き、高齢者が無理なく安心して実施できる教室
等を開催するとともに、総合型地域スポ―ツクラブや
指定管理者に開催を要請していく。また、開催にあ
たっては、開催告知や教室内容のPRを重点的に行う。

生涯スポーツの推進のため、スポーツ推進委員の取り組みによる地域に
根差したスポーツ活動の充実を図ります

スポーツ推進Ｇ

誰もが気軽に取り組める運動やスポーツ活動として、ス
ポーツ推進委員が中心となってテニポンの普及推進に取組
んだ。
また、市内の総合型地域スポーツクラブ行うニュースポー
ツ教室等の事業を広報でPRするなど、支援を行った。

現在、総合型地域スポーツクラブが、誰もが気軽に取
り組める運動やスポーツ活動の教室を行っていること
から、参加者の募集や周知などの支援を行う必要があ
る。

ニュースポーツ推進のため、ニュースポーツ大会（ヘ
ルスバレー、テニポン）を実施する。

障がい者支援Ｇ
三重県障がい者スポーツ大会をはじめとした各種スポーツ
イベントに関する情報について、亀山市身体障害者福祉協
会を通じて各会員に情報提供を行った。

障がい者スポーツイベントへの参加が、例年亀山市障
害者福祉協会のみとなっているため、他の団体や施設
の障がい者が参加できるよう情報発信の工夫が必要で
ある。

亀山市障害者福祉協会への情報提供を引き続き行うと
ともに、関係する他団体や施設の障がい者の参加につ
ながるよう、スポーツイベント等に関する情報を市
ホームページで発信する等情報提供の幅を拡げてい
く。

スポーツ推進Ｇ
亀山市スポーツ推進委員が「県スポーツ推進委員障がい者
事業部会」に参加いただき、障がい者との交流等について
見識を深めていただいた。

障がい者が、様々な大会やスポーツイベントに参加で
きるような環境を整える。

今後も亀山市スポーツ推進委員には、「県スポーツ推
進委員障がい者事業部会」へ参加いただき、障がい者
が参加出来るスポーツイベントについて検討する。

障がい者スポーツ大会等の出場者に激励金を支給し、その活動を支援し
ます。

スポーツ推進Ｇ
激励金支給要綱に基づき、全国障害者スポーツ大会など全
国大会等にされた方に激励金を支給し支援をした。（年間
7件）

障がいのある人などのスポーツ活動支援のため、引き
続き全国大会等へ出場された方へ激励金を支給し、支
援を行う必要がある。

障がいのある人などのスポーツ活動支援のため、引き
続き全国大会等へ出場された方へ激励金を支給し、支
援に努める。

子育て中の女性などがスポーツ活動に参加できるように、親子で参加で
きる教室やイベントの開催支援や託児サービスを併設するなど、スポー
ツ環境の整備に努めます。

スポーツ推進Ｇ
親子で一緒に参加出来るようなニュースポーツ大会を実施
した。

子育て中の女性などがスポーツ活動に参加できるよ
う、スポーツ実施機会の整備について検討を行う必要
がある。

子育て中の女性などがスポーツ活動に参加できるよ
う、スポーツ実施機会環境の整備について検討を行
う。施設の幼児室の存在を周知する。

女性が、様々なスポーツ活動や各種委員・スポーツ団体の運営へ参画す
るよう呼びかけます。

スポーツ推進Ｇ
女性向けのバレーボール大会を開催した。また、指定管理
者において、女性をターゲットにした教室が実施された。

女性が、スポーツクラブの運営や様々なスポーツ活
動、スポーツイベント、スポーツ行政などへの参画を
促進する必要がある。

女性が、スポーツクラブの運営や様々なスポーツ活
動、スポーツイベント、スポーツ行政などへの参画を
促進する。

クラブの運営に対して、財政面の支援や助言を行います。 スポーツ推進Ｇ

Let'sスポーツわくわくらぶについては、独自に助成金を
活用し、イベント事業を開催することができるようになっ
た。
ENJOYスポーツかめ亀クラブには、財政支援を行うとと
もに活動のPRを支援した。

両クラブとも、会員の増加を図るため、活動内容の広
報支援等を行う必要がある。
また、安定した自主運営が行われるよう指導・助言が
必要である。

引き続き、クラブ会員の増加を図るため、活動内容の
広報支援等を行う。また、安定した自主運営が行われ
るよう指導・助言が必要である。

クラブの円滑な運営に必要な熱意と知識･技術を有する人材の育成・確
保のために、研修会等の情報を提供します。

スポーツ推進Ｇ
国、県等から提供された研修会などの情報を随時クラブに
情報提供を行った。

国、県等から提供された研修会などの情報を、随時ク
ラブに情報を収集し、最新の情報を提供する必要があ
る。

国、県等から提供された研修会などの情報を随時クラ
ブに情報提供を行う。

クラブに対する市民の理解を深め、認知度の向上を図るための支援を行
います。

スポーツ推進Ｇ
クラブと連携し、広報、ホームページなどを通じて、市民
のクラブの認知度を向上させるような情報発信に努める。

クラブの認知度を向上させるため、クラブの活動内容
をホームページに掲載するとともに、入会申込書をダ
ウンロードできるようにするなど、情報発信に努め
た。

クラブと連携し、広報、ホームページなどを通じて、
市民のクラブの認知度を向上させるような情報発信に
努める必要がある。

○総合型地域スポーツ
クラブの育成・支援

（１）誰もが参加でき
るスポーツ実施機会の

充実

高齢者でも無理なく安心して運動やスポーツ活動を行うことができる環
境づくりを進めます。

障がい者が、様々な大会やスポーツイベントに参加できるような環境整
備に努め、参加を呼びかけます。

○女性のスポーツ参加
の推進

○ライフステージに応
じたスポーツ実施機会
の提供

○障がい者のスポーツ
参加の推進
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具体的方策 施策項目 施策の内容 担当室 平成２９年度実績 今後の課題 平成３０年度計画

子どもたちが、体育の授業等を通して運動に親しみ、運動の楽しさや喜
びを味わい運動技能を高めることができるよう、体力調査等を活用して
子どもの体力・運動能力を的確に把握したり、園や学校に専門的指導力
を有する外部指導者を派遣したりして、体育の授業や運動部活動等にお
ける指導方法の工夫改善を進めます。

教育支援Ｇ
・体力向上に係る外部講師を市内小学校・公立幼稚園・公
立保育所の他に、私立保育所にも派遣し、子どもの体力向
上と教師の指導力向上を図った。

・今後も体力向上に係る外部講師派遣し、子どもたち
の体力・運動能力に合った活動や指導方法を工夫し、
さらなる子どもの体力向上と教師の指導力向上を図
る。

・体力向上に係る外部講師派遣の継続と充実をはか
る。また、「実施報告書」を使いながら、各学校・園
における取組の情報共有を進め、日常の指導に活か
す。

子どもたちが、幼児期から身体を動かす機会を多くもち、自ら進んで運
動に親しむ習慣を身につけられるよう、園・学校生活全体で「１学校
（園）１運動プロジェクト」など身体を動かす多様な活動に取り組むと
ともに、学校の内外での行事や活動などを通して、より積極的に運動や
スポーツに親しむ機会づくりに努めます。

教育支援Ｇ

・全校集会、学年集会、縦割り集会や、業間等での体育的
行事を取り入れ、「１学校（園）１運動プロジェクト」に
取り組み、体力の向上を目指した。

・学校生活や学校行事等で体を動かすとが増えたが、
子どもの能力や実態に応じた取組や種目の工夫も必要
である。「１学校（園）１運動プロジェクト」を継続
的に取り組み、さらに子どもたちが積極的に楽しんで
運動に親しめるようにする。

・「１学校（園）１運動プロジェクト」を継続的に取
り組み、各学校（園）の子どもの能力や実態に応じた
取組を決め、重点的に行っていく。

子どもたちの運動機会を確保し運動習慣を向上させるため、「せいかつ
ちゃれんじシート」など、家庭と連携した生活習慣確立への取り組みを
進めます。

教育支援Ｇ
・「せいかつちゃれんじシート」を配布し、家庭での運動
習慣向上の啓発を行った。

・取組家庭の増加。
・せいかつちゃれんじシート配布することによって、
運動習慣の大切さを家庭に知らせ、保育園、幼稚園、
認定こども園と連携して取組をすすめる。

社会教育Ｇ
スポーツ鬼ごっこやスポーツ吹矢などのニュースポーツも
取り入れ、地域の方々の参画を得て放課後子ども教室が展
開できた。

スポーツを子どもが地域の方々と楽しむという視点を
大切にして、継続的に展開する必要がある。

継続的に地域実情を踏まえた上で、放課後子ども教室
を開催し、運動を取り入れた教室を開催していく。

スポーツ推進Ｇ
総合型地域スポーツクラブで、子どもを対象としたニュー
スポーツ教室や、ジュニア教室が開催された。
（年間　7種　１86回実施）

　引き続き総合型地域スポーツクラブ等において子ど
もを対象とした教室、親子で参加できるイベント等の
開催を要請し、子どもの健全育成と地域の方との関わ
り合いを持てる機会づくりに努める必要がある。

　引き続き総合型地域スポーツクラブ等において子ど
もを対象とした教室、親子で参加できるイベント等の
開催を要請し、子どもの健全育成と地域の方との関わ
り合いを持てる機会づくりに努める。

幼少期から、スポーツへの関心が高まるよう、親子で一緒に体を動かし
たり、友達と外で遊んだりして、体力づくりや仲間づくりができるよ
う、スポーツ団体やまちづくり協議会と連携して、多様なスポーツの体
験機会の提供に努めます。

スポーツ推進Ｇ

ニュースポーツ大会において「家族の部」を作り、家族で
運動する機会を設けた。指定管理者の自主事業として、幼
少期のこどもを対象とした事業が開催され、スポーツ体験
機会が提供された。（年間　５種　１７９回開催）

幼少期から、スポーツへの関心が高まるよう、多様な
スポーツの体験機会づくりや情報提供に努める必要が
ある。

幼少期から、スポーツへの関心が高まるよう、多様な
スポーツの体験機会づくりや情報提供に努める。

用地Ｇ

各公園で「公園安全見守り隊（約120名）」による公園の
安全見守り活動を実施するとともに、3月19日に都市公園
運営協議会を開催し、安全面での多くの意見をいただい
た。

継続的な見守り活動の促進、利用者や地域からの安全
面での情報収集を行う必要がある。

公園安全見守り隊によるきめ細かい安全見守り活動を
継続実施し、安全面の向上に努めるとともに、地域等
からの安全面での情報収集に努める。

スポーツ推進Ｇ
指定管理者が、日常的に施設点検を行い、設備の安全確保
に努めた。また、西野公園プールの塗装修繕を行い、設備
の安全性を高めた。

施設特性上、不特定多数が出入りすることから、防犯
情報収集を行い、常駐する施設管理人による見守りを
強化する必要がある。

不審者等を発見した際、子どもたちに限らず、利用者
や施設管理人等の安全確保のため、安全体制の強化を
図る。

各種スポーツ団体の組織強化や自主的・自発的な支援に取り組みます。 スポーツ推進Ｇ
関係者と協議し、亀山市体育協会にスポーツ少年団を含め
た新体制確立を支援し、組織強化を図った。

各種スポーツ団体が、自主的・自発的に組織を運営出
来るような支援を行う必要がある。

亀山市体育協会のＮＰＯ化に向けて、必要に応じて、
助言や支援を行う。

各種スポーツ団体間の連絡調整を図り、行政との協働を推進します。 スポーツ推進Ｇ

運動施設を効率的に活用するため、亀山市体育協会、運動
施設指定管理者、総合型地域スポーツクラブで協議の場を
もち、それぞれの活動に支障が出ないよう事前に調整を
行った。

各種スポーツ団体の活動がスムーズに行われるよう、
運動施設の活用について、引き続き協議の場を設け
て、調整を行う必要がある。

各種スポーツ団体の活動がスムーズに行われるよう、
運動施設の活用について、引き続き協議の場を設ける
など、必要な調整を行う。

各種スポーツ団体の広報活動や情報公開について、積極的に推進するよ
う働き掛け、必要に応じて助言を行います。

スポーツ推進Ｇ
各種スポーツ団体の広報活動を支援するため、市内小学校
への案内の送付や、広報やホームページを活用して、支援
を行った。

各種スポーツ団体と連携し、広報活動の支援を行う必
要がある。また、市のホームページでスポーツ団体の
活動について、広くPRする必要がある。

各種スポーツ団体の活動を、わかりやすく市民にPRで
きるよう、ホームページの整備を行い、広報活動を支
援する。

各種スポーツ団体などに働き掛け、講習会や研修会などの機会を通じ
て、指導者の育成を支援します。

スポーツ推進Ｇ
各種スポーツ団体へ、講習会や研修会などの情報提供を
行った。

各種スポーツ団体と連携し、講習会や研修会を通じた
指導者の育成について支援する必要がある。

　各種スポーツ団体に働き掛け、講習会や研修会など
の機会を通じて、指導者育成に努める。

学校における安全な体育指導及び運動部活動の推進のため、専門的で効
果的な練習を行うことができるよう、教職員など指導者の資質向上に努
めます。

教育研究Ｇ
体力向上アドバイザーによる指導助言を参考にしたり、市
教研体育部会の研修内容の還流をおこなった。ブロック別
研修会に参加し、指導力の向上をはかった。

体育や部活動の指導にあたる教員の一層の指導力向上
をはかる必要がある。

三重県の「指導者講習会」の参加を促し、指導助言を
各校への指導に生かす。亀山市教育研究会体育部会の
なかで指導実践の研修・交流をおこなう。体力向上ア
ドバイザーの指導助言をうける。

指導者の「人材バンク」への登録を促進するとともに、その活用が図ら
れるよう、幅広く制度の周知を図ります。

社会教育Ｇ
平成29年度は、２４のスポーツレクリエーション関係の
団体・個人の登録があったが、利用はなかった。

人材バンクについては、保育園・幼稚園・学校の先生
には十分に浸透していると感じられるが、時間や日程
などの制約等があることから、利用しやすい環境整備
が必要である。

市内校長会、園長会等で周知し、当事業の良さをより
PRしていきたい。

○各種スポーツ団体の
育成・支援

○指導者の育成支援と
登録・活用

○学校体育活動の充実

子どもたちが安心安全に外遊びやスポーツ活動を実施できるよう、公園
設備の安全確保や地域防犯力の向上などに努めます。

子どもたちの健全育成のため、「総合型地域スポーツクラブ」や「ス
ポーツ少年団」、「放課後子ども教室」など、スポーツを通じて多くの
地域の人々と関わり合いを持てるよう参加促進を呼びかけます。

（２）子どもを取り巻
くスポーツの充実

○身近で安心安全なス
ポーツや運動の場作り

（３）スポーツ団体や
指導者の育成と競技力

の向上
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具体的方策 施策項目 施策の内容 担当室 平成２９年度実績 今後の課題 平成３０年度計画

スポーツ推進委員としての資質の向上と技能の取得を図るため、定期的
な研修会などへの参加を推進します。

スポーツ推進Ｇ
県・北勢・東海地区で行われる研修会に参加いただき、ス
ポーツ推進委員の資質向上と技能の習得に努めた。

スポーツ推進委員の資質向上と技能の取得のため、引
続き東海地域や県などのスポーツ推進委員連絡協議会
が開催する研修会への参加を要請していく必要があ
る。

スポーツ推進委員の資質向上と技能の取得のため、引
続き東海地域や県などのスポーツ推進委員連絡協議会
が開催する研修会への参加を要請していく。

スポーツ推進委員が、スポーツ活動のコーディネーターとして、積極的
に地域に関われるような環境づくりに努めます。

スポーツ推進Ｇ

地域における軽スポーツ普及のため、スポーツ推進委員が
中心となってし主催大会の運営に取組んだ。また各種ス
ポーツ団体が行う事業についてスポーツ推進委員が協力を
行った。

引き続きスポーツ推進委員が中心となって、地域にお
けるスポーツ活動を推進できる体制づくりが必要であ
る。

引き続きスポーツ推進委員が中心となって、地域にお
けるスポーツ活動を推進できる体制づくりに努める。

各種スポーツ団体と連携を図り、トップアスリートの育成や指導者の資
質向上を支援します。

スポーツ推進Ｇ
トップアスリートの育成や、指導者の資質向上を図るた
め、指導者研修会等の情報を、各種スポーツ団体に提供し
た。

トップアスリートの育成や指導者の資質向上を図るた
め、指導者研修会等の情報を、各種スポーツ団体に提
供する必要がある。

トップアスリートの育成や、指導者の資質向上を図る
ため、指導者研修会等の情報を、各種スポーツ団体に
提供する。

全国大会等に出場する選手等に激励金の支給を行うことで、地元アス
リートの発掘、育成、支援につなげます。

スポーツ推進Ｇ
激励金支給要綱及び全国大会等出場旅費補助金交付要項に
基づき、対象者に激励金の支給と出場旅費の補助を行っ
た。（激励金支給件数：152件）(旅費補助件数：30件）

激励金及び全国大会出旅費について、市民に周知する
必要がある。また、制度が２つあり市民にとって手続
きがわかりにくい側面があるため、統合することを視
野に入れ、制度のあり方を検討する必要がある。

引き続き、激励金及び全国大会出場旅費の制度につい
て、市民に周知を行う。
また、制度のあり方についても検討を行う。

○スポーツ医・科学の
活用

各種スポーツ団体や指導者が、スポーツ傷害の防止から競技力の向上ま
で、スポーツ医・科学の手法や考え方を取り入れて、スポーツ指導を行
えるよう、積極的に習得する機会づくりを支援します。

スポーツ推進Ｇ
各種スポーツ団体に対し、スポーツ技術やスポーツ医・科
学の知識に関する講習会や研修会の情報提供を行った。

スポーツ技術やスポーツ医・科学の知識に関する講習
会や研修会の情報収集を行う必要がある。

スポーツ技術やスポーツ医・科学の知識に関する講習
会や研修会の情報収集を行い、各種スポーツ団体に対
し情報提供を行う。

市や、指定管理者、各種スポーツ団体が主催するスポーツイベントや各
種教室・研修会などの情報を積極的に発信します。

スポーツ推進Ｇ

亀山市のホームページと指定管理者により開設されたホー
ムページをリンクさせ、施設の利用案内や利用状況につい
ての情報提供に努めた。また、指定管理者がFacebookを
活用し、自主事業の開催案内や施設の紹介等を行った。

指定管理者と連携し、施設の利用案内や利用状況など
について、ホームページや広報、Facebook等の情報
媒体を活用し、情報提供に努める必要がある。

引き続き指定管理者と連携し、施設の利用案内や利用
状況などについて、ホームページや広報、Facebook
等の情報媒体を活用し、情報提供に努める。

健康づくりＧ
健康増進普及月間（9月）から運動教室を定期的に開催し
た。（運動教室 14回 延279人）

より多くの人が体操や運動に取り組めるよう、引き続
き運動教室を開催し周知を行う。

自宅で気軽に行える運動を取り入れる等、運動のきっ
かけづくりとなるような運動教室を開催する。

スポーツ推進Ｇ

ヨガのＤＶＤ，ラジオ体操ＣＤの貸出を行ったが、実績は
0回であった。
東野公園体育館において、ニュースポーツ用具の貸出を
行った。

ヨガのＤＶＤ，ラジオ体操ＣＤの貸出について、広く
周知を行う必要がある。
東野公園体育館で保管しているニュースポーツ用具の
老朽化が進んでいるので、用具の修繕・更新を行う必
要がある。

ヨガのＤＶＤ，ラジオ体操のＣＤについては、引き続
き貸出を行うとともに、広く周知を行う。
東野公園体育館で保管しているニュースポーツ用具
は、用具の修繕・更新を行い、貸出を継続する。

各種スポーツ団体などと連携して、障がい者や女性のスポーツ活動の活
性化につながる情報提供を推進します。

スポーツ推進Ｇ
各種スポーツ団体等と連携して、障がい者や女性のスポー
ツの普及啓発に関する情報を、広報、ホームページなどを
通じて情報提供に努めた。

各種スポーツ団体等と連携して、広報、ホームページ
などを通じて、障がい者や女性のスポーツの普及啓発
に関する情報を発信していく必要がある。

各種スポーツ団体等と連携して、広報、ホームページ
などを通じて、障がい者や女性のスポーツの普及啓発
に関する情報の発信に努める。

運動施設の利用方法や利用状況、施設の概要について、情報を提供しま
す。

スポーツ推進Ｇ
亀山市のホームページと指定管理者により開設されたホー
ムページをリンクさせ、施設の利用案内や利用状況につい
ての情報提供に努めた。

指定管理者と連携し、施設の利用案内や利用状況など
について、ホームページや広報、Facebook等の情報
媒体を活用し、情報提供に努める必要がある。

引き続き指定管理者と連携し、施設の利用案内や利用
状況などについて、ホームページや広報、Facebook
等の情報媒体を活用し、情報提供に努める。

学校体育施設開放事業や激励金支給制度などのスポーツ推進施策が活用
されるよう制度の周知を図ります。

スポーツ推進Ｇ
広報、ホームページ等を通じて、激励金支給制度及び全国
大会出場旅費補助事業や学校開放事業など市のスポーツ推
進施策についての情報提供を行った。

引き続き、市のスポーツ推進施策について周知を行う
必要がある。

引き続き、市のスポーツ推進施策について市民に周知
を行う。

広報かめやまやホームページ、ケーブルテレビなどを利用した、市民に
分かりやすく入手しやすい情報の提供に努めるとともに、新たな情報媒
体の活用を検討します。

スポーツ推進Ｇ
広報やホームページのほか、ケーブルテレビ、Facebook
を活用して、市民が分かりやすいスポーツ情報の提供に努
めた。

引き続き、広報・ホームページ、ケーブルテレビ、
Facebookを活用して、市民がわかりやすいスポーツ
情報の提供に努める必要がある。また、新たな情報媒
体の活用の検討を続ける必要がある。

広報やホームページのほか、ケーブルテレビ、
Facebookなどを活用して、市民が分かりやすい情報
提供を行う。新たな情報媒体を活用する。

各種スポーツ団体が発行する機関誌などを通じて、様々なスポーツ情報
が提供されるよう働きかけます。

スポーツ推進Ｇ
各種スポーツ団体が発行する会報や、総合型地域スポーツ
クラブが実施する事業チラシを、広報を通じて全戸配布す
るなど、市民に情報を発信した。

引き続き、各種スポーツ団体等と連携して、広報、
ホームページなどを通じて、スポーツの意義や重要性
について理解を深められる情報を発信していく必要が
ある。

　引き続き、各種スポーツ団体等と連携して、広報、
ホームページなどを通じて、スポーツの意義や重要性
について理解を深められる情報の発信に努める。

スポーツ観戦を楽しめるように、スポーツの意義や、競技ルール等の幅
広い情報を提供します。

スポーツ推進Ｇ
各種スポーツ団体が発行する会報や、総合型地域スポーツ
クラブが実施する事業チラシを、広報を通じて全戸配布す
るなど、市民に情報を発信した。

引き続き、各種スポーツ団体等と連携して、広報、
ホームページなどを通じて、スポーツの意義や重要性
について理解を深められる情報を発信していく必要が
ある。

引き続き、各種スポーツ団体等と連携して、広報、
ホームページなどを通じて、スポーツの意義や重要性
について理解を深められる情報の発信に努める。

主要な大会に参加する市内のチームやトップアスリートの活躍など、多
くの人に関心を持ってもらえる情報の提供に努めます。

スポーツ推進Ｇ

市民がスポーツに対する関心を持てるよう、各種スポーツ
団体の活動等について広報、ホームページ等で情報提供を
行った。また、全国大会等に出場する選手が市長表敬訪問
を行った際には、フェイスブックでの発信を行った。

各種スポーツ団体等と連携して、広報、ホームページ
などを通じて、団体の活動や、トップアスリートに関
する情報を発信していく必要がある。

各種スポーツ団体等と連携して、広報、ホームページ
などを通じて、団体の活動や、トップアスリートに関
する情報の発信に努める。

県や他市町と連携を図り、広域的な情報提供に努めます。 スポーツ推進Ｇ
県営スポーツ施設や他市町の発行している広報誌などを、
市内運動施設に配架し、スポーツの場の充実に努めた。

指定管理者等と連携し、県内運動施設と連携してス
ポーツの場の充実に努める必要がある。

県内運動施設が発行している広報誌などを、市内運動
施設に配架し、市民のスポーツの場の充実に努める。

○スポーツ推進委員の
活動の充実

○競技スポーツレベル
の向上

○スポーツ情報内容の
充実

○各種情報媒体を活用
した情報発信

○大規模大会に向けた
情報発信

自宅で気軽に行えるような、健康管理や体力向上に効果的な運動などを
紹介します。

（４）スポーツ情報提
供の充実

（３）スポーツ団体や
指導者の育成と競技力

の向上
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市内で開催されるスポーツ大会やイベントのほか、地元アスリートが出
場する競技会等について積極的にＰＲし、スポーツの楽しみや応援する
喜びを感じられるよう、広報媒体を通じてスポーツ観戦を推進します。

スポーツ推進Ｇ

市内で開催されるスポーツ大会やイベントを広報、ホーム
ページ等で情報提供を行った。また、全国大会等に出場す
る選手が市長表敬訪問を行った際には、フェイスブックで
の発信を行った。

関係団体等と連携し、大会やイベントの開催、地元ア
スリートが出場する競技会等の情報集約に努める必要
がある。

引き続き、市内で開催されるスポーツ大会やイベント
を広報、ホームページ等で情報提供を行う。また、全
国大会等に出場する選手が市長表敬訪問を行った際に
は、フェイスブックでの発信に努める。

市内で継続して行われている江戸の道シティマラソンや、亀山市民駅伝
大会等のスポーツ大会が継続して開催されるよう、課題の検討を行い、
指導・助言を行います。

スポーツ推進Ｇ

市内で継続して行われている江戸の道シティマラソンや、
亀山市民駅伝大会等のスポーツ大会が継続して開催される
よう、亀山市体育協会等関係団体と課題の検討を行い、指
導・助言を行った。

大会がマンネリ化することなく、長く参加者に愛され
る大会とするように、指導・助言を続けていく必要が
ある。

引き続き、市内で継続して行われている江戸の道シ
ティマラソンや、亀山市民駅伝大会等のスポーツ大会
が継続して開催されるよう、課題の検討を行い、指
導・助言を行う。

国体推進Ｇ

　平成30年開催の全国高等学校総合体育大会及び平成33
年開催の国民体育大会を円滑に運営するため、実行委員会
等の組織体制を整備し、関連団体の参画・協力を得ながら
準備業務を進めた。

　引き続き、関連団体の参画・協力を得ながら準備業
務を進める必要がある。

　平成30年度全国高等学校総合体育大会の開催に向
け、引き続き関連団体の協力を得ながら準備業務及び
大会運営等を行う。
　また、平成33年開催の国民体育大会の正式な開催決
定を受け、準備委員会から実行委員会に切り替えるな
ど、組織体制の強化をはかる。

スポーツ推進Ｇ
大規模大会に向けて、競技関係団体と施設整備の打合せを
行い、連携を深めた。

関係者と協議を進めながら、大会開催後も継続出来る
取り組み体制を検討する必要がある。

引き続き連携を深めながら、大会開催後にも継続でき
る取り組みを検討する。

大会運営がスムーズに行われるよう、スポーツボランティア等の育成を
図ります。

国体推進Ｇ
　平成30年度全国高等学校総合体育大会の円滑な運営の
ため、市内高校や市体育協会に協力を依頼するなど、関連
団体との連絡調整を行った。

　平成30年度全国高等学校総合体育大会の円滑な運営
に向けた調整を進めるとともに、平成３３年開催の国
民体育大会につながるような協力体制を検討する必要
がある。

　協力団体との連絡調整を進めるほか、運営スタッフ
への説明会を開催するなど、大会を円滑に運営できる
よう努める。

○トップアスリートと
の交流機会の創出

子どもたちに夢を与え、将来トップアスリートを目指そうという気概を
育むため、トップアスリートの試合や練習を見る機会、トップアスリー
トと交流できる機会づくりに努めます。

スポーツ推進Ｇ

今年も江戸の道シティマラソンにて、2016年リオデジャ
ネイロ五輪男子走高跳出場の衛藤昂さん（ＡＧＦ鈴鹿㈱）
を招待し、有名スポーツ選手との交流の場が創出された。
また、インターハイ実行委員会自主事業で、ＡＬＳＯＣウ
エイトリフティング部のイベントが開催された際には、広
報活動等助言・支援した。

有名スポーツ選手との交流の場を創出しているスポー
ツ団体等を支援し、子どもたちに夢を与え、将来トッ
プアスリートを目指そうという気概を育む必要があ
る。

有名スポーツ選手との交流の場を創出しているスポー
ツ団体等の情報を収集し、支援する。

市民ニーズを反映した、快適な利用環境を提供できるよう、継続的な整
備、修繕などを行い、施設の安全確保を図ります。

スポーツ推進Ｇ

指定管理者と連携し、継続的な施設整備、修繕などに取り
組み、施設の安全確保に努めた。(関B&G海洋センター
プール内塗り替え、西野公園体育館プール改修、西野公園
体育館空調設備工事など）

既存施設の利用環境が維持できるよう指定管理者と連
携し、継続的に施設修繕等を行い、施設の安全確保に
努める必要がある。

指定管理者と連携し、必要な施設の修繕等を行い、施
設環境の維持に努める。

高齢者などが容易に集えるよう、運動施設への交通アクセスの確保に努
めます。

商工業・地域交通Ｇ

コミュニティ系バスの運行を継続及び西野公園などの運動
施設へのアクセス確保をさらに図るため、市内西部地域を
運行する西部ルートを再編し、市西部地域から西野公園へ
のアクセスが可能となるバスルートとした。

地域生活バス路線単体の再編だけでは、物理的にも財
政的にも限界があるため、福祉施策とも連携した新た
な交通施策も取り入れて取り組む必要がある。

コミュニティ系バスの継続運行及び新たな交通施策で
ある乗合タクシーを平成３０年１０月より運行し、市
内全域からの運動施設へのアクセスを確保する。

高齢者や障がい者に配慮した施設のバリアフリー化を推進するととも
に、災害時の避難所機能を確保するための施設整備を推進します。

スポーツ推進Ｇ
災害時の避難所機能向上のため、西野公園体育館競技場に
空調設備を設置した。

高齢者や障がいのある人に配慮した施設整備を計画的
に進める必要がある。

引き続き、高齢者や障がいのある者に配慮した施設の
バリアフリー化や、災害時の避難所機能を確保するた
めの施設整備を進めます。

公共施設予約システムについて、利用者の利便性が向上するよう充実を
図ります。

スポーツ推進Ｇ
利用者からの意見等を取り入れながら、指定管理者が窓口
等で使い方について説明し、利用者が予約システム入力を
円滑に出来るように手助けした。

利用者からの要望等を随時指定管理者と情報共有し、
よりよい運用方法について討する必要がある。また、
システムの内容についても検証が必要である。

利用者が使いやすいシステムであるように、利用者の
意見等の収集を行い、システムの効果等を検証する。

市民が運動施設を公平に、快適に利活用できるよう、指定管理者制度に
よる効果的な運営を図ります。

スポーツ推進Ｇ
運動施設指定管理者により、市民が公平に快適に利活用で
きるよう適切に管理運営がされている。

指定管理者による適正な管理運営に努め、利用者が快
適にスポーツに取り組めるよう努める必要がある。

指定管理者により、運動施設が適切に管理運営がなさ
れるよう、モニタリング等を通して検証を行い、市民
が公平に快適に利活用できるよう努める。

県のスポーツ施設や他市町のスポーツ施設などと連携を図り、スポーツ
の場の充実に努めます。

スポーツ推進Ｇ
県営スポーツ施設や他市町の発行している広報誌などを、
市内運動施設に配架し、スポーツの場の充実に努めた。

指定管理者等と連携し、県内運動施設と連携してス
ポーツの場の充実に努める必要がある。

県内運動施設が発行している広報誌などを、市内運動
施設に配架し、市民のスポーツの場の充実に努める。

○市民ニーズに応じた
運動施設の充実

○運動施設の利便性の
向上、施設利用の促進

○市内のスポーツ大会
を盛り上げる気運の醸
成

○全国規模の大会開催
に向けた受け入れ体制
の整備

（５）競技スポーツを
身近に感じられる機会

の創出

インターハイや、国体の開催に向けて、実行委員会及び準備委員会を設
置するとともに、大会開催後も継続できるような、様々な団体と連携し
た取り組み体制を構築します。

（６）スポーツ施設の
整備と利用促進

- 100 -



具体的方策 施策項目 施策の内容 担当室 平成２９年度実績 今後の課題 平成３０年度計画

各種スポーツ大会に適した施設整備に努めます。 スポーツ推進Ｇ
西野公園体育館に空調設備を設置し、体育館内で行う競技
に適した施設整備を行った。

指定管理者や関係者等から聞き取りを行い、優先順位
を考えながら長期計画的に施設整備を進める必要があ
る。

利用者ニーズを収集し、各種スポーツ大会に適した施
設整備に努める。

今後本市において、大規模大会の開催が予定されていることから、円滑
な大会運営ができるような施設整備に努めます。

スポーツ推進Ｇ
インターハイ及び国体のウエイトリフティング競技会場で
ある西野公園体育館に空調設備を設置し、快適な環境整備
を行った。

平成３３年度開催の国民体育大会に向けて西野公園体
育館や西野公園野球場の整備を行う必要がある。

関係機関等と連携しながら、来年度実施する整備事業
の準備を進める。

施設・保健給食
Ｇ

井田川小学校体育館照明を改修（LED照明）し、非構造部
材である照明器具の耐震化を図り、施設の安全性を高め
た。
関小学校体育館の屋上防水工事により、施設整備を実施し
た。

老朽化が進みつつある体育館等について、長寿命化を
図るため計画的な整備が必要

亀山南小学校体育館通路整備工事を予定

スポーツ推進Ｇ
学校からの要請に基づき、学校開放施設の修繕を行った。
（年間修繕件数　１件）また、照明のランプ交換も要請に
基づき行った。（交換数　５５個）

地域住民のスポーツなどの場となる学校体育施設につ
いて、適宜施設整備を行い、学校活動に支障のない範
囲で施設の活用を促進する必要がある。

学校開放施設を、地域の方が夜間や休日に利用できる
よう、必要な修繕を行う。

地域の公園については、市民がスポーツや運動を通じた地域交流の場と
して活用できるよう適切な維持管理に努めます。

用地Ｇ

指定管理者により毎週月曜日に、遊具等の日常点検を実施
した。また、専門業者による春秋年２回の遊具定期点検を
実施し不良箇所の把握に努め必要な修理を実施した。開発
公園については、羽若町第三公園を7月に、羽若町町第四
公園を9月に開設告示を行った。

日常点検の精度を高め迅速に修理する必要がある。
日常点検の精度を高め、老朽箇所の早期発見に努める
とともに、長期的な公園改修について関係室等と協議
調整を行う。

○スポーツ大会会場に
適した施設環境の整備

○学校運動施設や公園
の有効活用

地域におけるスポーツ活動の拠点施設となる学校体育施設の整備・充実
に努め、施設の活用を促進します。

（６）スポーツ施設の
整備と利用促進
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■計画の基本情報

H 25 ～ H 34

第1章　基本構想

第１　農業経営基盤の強化の促進に関する目標
　1　農業の担い手・集落営農組織の育成・確保
　2　中山間地域等における多様な担い手の位置付け
　3　効率的かつ安定的な土地利用の促進
　4　経営の高度化への対応
　
第２　農業経営の規模、生産方式、経営管理の方法、農業従事の態様等に
　関する営農の類型毎の効率的かつ安定的な農業経営の指標及び新たに
　農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の指標
　1　営農類型毎の指標
　2　営農類型毎の生産方式等に関する事項
　3　生産基盤、加工・流通に関する事項
　4　6次産業化に関する事項
　5　地産地消に関する事項

第３　効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用集積
　に関する目標及びその他農用地の利用関係の改善に関する事項

第４　農業経営基盤強化促進事業に関する事項
　1　農業経営改善計画に関する事項
　2　青年等就農計画等に関する事項
　3　利用権設定等促進事業に関する事項
　4　農地利用集積円滑化事業の実施の促進に関する事項
　5　農用地利用改善事業の実施の単位として適当であると認められる区域
　　　の基準その他農用地利用改善事業の実施の基準に関する事項
　6　農業協同組合が行う農作業の委託のあっせんの促進その他の委託を
　　　受けて行う農作業の実施の促進に関する事項
　7　その他農業経営基盤強化促進事業の実施に関し必要な事項

第５　農地利用集積円滑化事業に関する事項
　1　農地利用集積円滑化事業を行う者に関する事項
　2　農地利用集積円滑化事業の実施の単位として適当であると認められる
　　　区域の基準
　3　その他農地利用集積円滑化事業の実施の基準に関する事項

亀山市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に関する実績等報告書
（平成29年度）

位置付け

本計画は、農業経営基盤強化促進法第６条に定める市町村の農業経営基盤の強
化の促進に関する基本的な構想を定めるものである。また、第２次亀山市総合計画
前期基本計画との関連は、基本施策農林業の振興と深く関わり、農業経営体の育
成・確保、農業経営の安定化及び高付加価値農業の展開を補完するものである。

産業建設部 産業振興課

目的・概要

計画期間 年度

本市の農業を振興するために、認定農業者や集落営農組織等、経営体の育成、当
該経営体への農地の集積及び新規就農の促進により、効率的かつ安定的な農業
構造を確立するため、農業・農村、加えて地域社会の健全な発展を図ることを目的
とする。

計画の骨格
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等
【経営体育成目標数】　平成29年度において、本基本構想の農業経営の規模、生
産方式、経営管理の方法、農業従事の態様等に関する営農の類型毎の効率的か
つ安定的な農業経営の指標に基づく農業経営改善計画の新規認定１件（和牛肥
育中心経営１件）、更新認定６件（主穀中心経営2件・施設花き中心経営2件・茶中
心経営１件・採卵鶏中心経営１件）を行った。
【新規就農者数の目標】　平成29年度においては、青年等就農計画の認定を受け
た新規就農者は0人であった。
【農用地の利用に占める面積のシェア】　平成28年度の23.4％から平成29年度の
22.3％へと若干シェアは減少しており、目標値とのかい離は依然として大きい状況で
ある。
　地域の農業の中心的な役割を果たす認定農業者については、今年度農業経営
改善計画の更新を７件行い、引き続き効率的かつ安定的な農業経営を支援するこ
とができた。
　しかし、認定農業者の掘り起こしが進み、認定農業者数は横ばいとなっているた
め、新規就農者を育成・支援し、認定農業者へ誘導していくことが必要である。
　また、担い手への農地の集積については、個人単位での集積は一定程度の成果
は得られたものの、高齢化や後継者不足が進む集落においては、集落単位での農
地の集積を考えていく必要がある。

前期基本計画　基本施策農林業の振興　①農業経営体の育成・確保
地域農業の維持・発展を図るため、農業の担い手として中心的な役割を果たす認
定農業者や集落営農組織の維持を図ることに寄与した。

【農用地の利用に占める面積のシェア】
　平地の水田や茶畑での農用地の利用集積を一層加速させるとともに、中山間地
域での集積を促進するための取り組みを推進・検討していく必要がある。

【農用地の利用に占める面積のシェア】　地域・集落における担い手を明確にするこ
とで、農用地の利用集積を進める環境を整えていく必要がある。また、地域・集落の
将来像について話し合い、その結果をとりまとめる「人・農地プラン」の作成を促進し、
担い手等への農用地の利用集積の具体化を図る。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

別紙のとおり

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名
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■成果指標一覧表

1

0 - 1

2

3

9

2

4

1

10

11

1

1

1

9

1

13

2

2

1

1

2

11

1

2

3

1

1

9

1

組織経営

新規就農者数の目標

1

3

20

1

1

2

2

3

1

5

経営体

16

4

2

1

2

11

1経営体

経営体

経営体

経営体

経営体

経営体

養豚一貫中心経営

新規就農者数

主穀中心経営

水稲・野菜等複合経営

露地野菜中心経営

施設野菜中心経営

花木中心経営

茶中心経営

果樹

酪農中心経営

和牛肥育中心経営

養豚一貫中心経営

実績値
（H29）単位

60 22.3

1

農用地の利用に占める面積のシェア

効率的かつ安定的な農業経営が地域の農用地の利用に占める面積のシェア

施設花き中心経営

％ 23.4

経営体

経営体

経営体

経営体

経営体

経営体

和牛肥育中心経営 経営体

成果指標名 現状値 目標値

経営体

経営体

採卵鶏中心経営

主穀中心経営

茶中心経営 経営体

経営体育成目標数

個別経営

16

4
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

亀山市学校教育ビジョンに関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

「亀山市教育大綱」の示す理念のもと、「亀山市総合計画」をはじめ「亀山市生涯学習計画」「亀山市子
ども・子育て支援事業計画」などの関連計画との整合を図りつつ、学校教育の視点から、さまざまな分
野における施策の方針をまとめたものである。また、本ビジョンは、教育基本法第１７条第２項の規定に
基づく、基本計画として位置づける。

教育委員会学校教育課

目的・概要

計画期間 年度

基本目標１ 豊かな地域資源を活かした　教育の創造　   基本目標２ 学校・家庭・地域の　連携と協働
による　教育力の向上    基本目標３ 確かな学力を基盤にした　生きる力をはぐくむ教育     基本目標
４ なかまとともに 豊かな心と身体をはぐくみ 自己肯定感を高める教育         基本目標５ すべての子
どもの未来を拓く　教育環境の整備

計画の骨格
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

別紙参照

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

亀山市文化会館アウトリーチの活用により、亀山の歴史文化、芸術芸能を活かした教育を実
施した。また、学校運営協議会、教育協議会を通じて地域との連携を図り、協働による教育
力の向上を図った。学力向上の取り組みとして、亀山市学力向上推進計画に沿い、めあての
提示や授業のふり返りのあり方を確認することで、子ども達は授業の見通しをもち、意欲的に
取り組むことができた。また、学校司書や図書館アドバイザーを各校に派遣し、本に親しむ取り
組みを進めたり、タブレット端末を使用し、課題発見解決型の学習指導を実施したりするなど、
確かな学力を基盤とした、生きる力を育む教育の実践を行った。さらに、人権教育の充実を
図り、仲間とともに豊かな心を育む取り組みを行った。教育環境の整備では、平成29年度児
童生徒用タブレット端末を470台追加整備したほか、平成30年度中学校普通教室へのエアコ
ンの導入に向けての調査を行った。

基本目標の達成割合は昨年度に比べ10ポイント上昇している。取り組みの成果が表れている
ものとしては、テレビやゲーム、携帯電話やスマートフォンの使用時間が、小学校では減少して
いる。中学校では大きな変化がないため今後の課題となった。また、ICTを活用した学習指導
の割合は、学校質問紙回答において、小学校中学校ともに上昇している。また、タブレット端
末を含む教育用コンピュータの整備状況は、小学校中学校ともに増加し、授業における活用
が図られた。児童生徒の自己肯定感については、肯定的回答は小学校で3ポイント減少して
いるが、中学校では14ポイント以上増加した。また、「将来への夢・目標をもっているか」、「学
校のきまり（規則）を守っているか」の質問に対して、全体として肯定的意見は増加している。

地域とともにある学校づくりでは、30年度の学校運営協議会設置を目指し準備校3校が取り組
みを進めている。また、普通教室への空調設置率については、平成29年度小学校において
川崎小学校改築に伴い、9.1ポイント増加した。平成30年度夏までに中学校普通教室への設
置に向けて、29年度より調査、設置工事を実施している。授業理解度について、学校評価ア
ンケートでは、児童生徒の授業理解度に、大きな変化は見られなかった、平成29年4月に亀
山市学力向上推進計画を改訂し、ふり返り活動の充実など授業改善に取り組んでいる。

地域行事への参加の割合は、小学生においては14ポイント近くの伸びがあったが、地域や社
会で起こっている問題や出来事に対する関心は小・中学生ともに9ポイント低下した。市内小
中学校における学校図書館の平均貸し出し数は、平成28年度75冊/人から29年度81.1冊/
人に増加したが、学校の授業時間以外に読書を少しでもする子どもの割合は減少している。

亀山市学力向上推進計画の改訂を受け、授業での「ふり返り」活動の充実をさらに進め、子ど
もの授業理解度を上げる。ICT機器等を活用するなど授業改善を図れるよう、指導主事要請
訪問や研修会等で指導を行う。社会に開かれた教育課程年間計画を各校で作成し、子ども
が地域や社会と関わり合いながら学ぶ場面を設定する。
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別紙

■成果指標

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

3　校

小学生：
66.7％
中学生：
58.4％

授業時間以外の子どもの読書状況
＊「学校の授業時間以外に、普段、１日当たりどれくらいの時間、読書をしますか」
（教科書・参考書・漫画・雑誌を除く）との質問に、わずかな時間であっても読書する
と回答した子どもの割合（％）
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙】

小学生：
68.6％
中学生：
54.0％

子どもの学習意欲の状況
＊「授業の中でわからないことがあったらどうしますか」という質問に対してそのままに
しておかず、誰かに尋ねたり自分でしらべたりすると回答をした児童生徒の割合（％）
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙】

地域の行事に参加している子どもの割合
＊「今住んでいる地域の行事に参加していますか」という質問に対して、肯定的な回
答をした児童生徒の割合。
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙】

小学校：
93.9％
中学校：
89.3％

小学生：
80.5％
中学生：
68.9％

小学生：
75％
中学生：
70％

小中学校：
75％

8　校

小学生：
70％
中学生：
62％

小学生：
80％
中学生：
65％

小学生：
85％
中学生：
72％

小学生：
67.7％
中学生：
53.9％

実績値
（H29）

現状値 目標値成果指標名

小学生：
58％
中学生：
55.8％

地域や社会で起こっている問題や出来事に関心をもっている子どもの割合
＊「地域や社会で起こっている問題や出来事に関心がありますか」という質問に対し
て、肯定的な回答をした児童生徒の割合。
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙】

小学生：
69.5％
中学生：
64.9％

小中学校
85％

子どもの園・学校生活への満足度の状況
＊「お子さんは園の生活や遊びを楽しいと言っていますか」「学校生活は楽しいです
か」などの質問に対して肯定的な回答をした幼児の保護者や、児童生徒の割合
（％）　【学校評価アンケート】

幼稚園：
ー％

小中学校：
91％

(H27年度)

幼稚園：
95％

小中学校：
92％

ＩＣＴを活用した協働学習や課題発見・解決型の学習指導を行った学校の割合
＊「コンピューター等の情報通信技術（パソコン（タブレット端末を含む）、電子黒板、
実物投影機、プロジェクター、インターネットなどを指す）を活用して、子供同士が教
え合い学び合うなどの学習（協働学習）や課題発見・解決型の学習指導を行いまし
たか」という質問に対して「よく行った」と回答している学校の割合（％）
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」学校質問紙】

小学校：
36.4％
中学校：
66.7％

小学生：
71.2％
中学生：
57.7％

幼稚園：
－％

小中学校：
91.2％

3　校

学校での授業をよく理解している子どもの割合
＊「学校の授業はよく理解できますか」等の質問に対して、肯定的な回答をした児童
生徒の割合。　【学校評価アンケート】

小学生：
76.9％
中学生：
68.6％

学校における文化・芸術体験活動の実施状況
＊児童生徒が優れた文化・芸術を鑑賞、体験する活動を、年間のべ2回以上実施
した学校の割合

コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の実施状況
＊コミュニティ・スクール（学校運営協議会）指定校の数

子どものテレビやゲーム、携帯電話やスマートフォン等の使用状況
＊１日当たりどれくらいの時間「テレビやビデオ・ＤＶＤを見たり、聞いたりしますか」「テ
レビゲームをしますか」「携帯電話やメール、インターネットをしますか」という質問に対
して、2時間より少ないと回答した児童生徒の割合（％）
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」　児童・生徒質問紙

小中学校：
60％

小学校：
50％
中学校
70％

小学校：
81.8％
中学校：
100％

小学生：
88.0％
中学生：
83.0％

（H27年度）

小学生：
92％
中学生：
85％

小学生：
88.7％
中学生：
80.3％

小学校：
95％
中学校：
92％

小学生：
91.5％
中学生：
89.2％

- 109 -



実績値
（H29）

現状値 目標値成果指標名

11

12

13

14

15

16

17

18

学校教育へのボランティア等の活用状況
＊「ボランティア等による授業サポート（補助）を行いましたか」という質問に対して肯
定的な回答をした学校の割合（％）
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」学校質問紙調査】

小学校：
54.6％
中学校：
33.3％

小学生：
91.6％
中学生：
94.8％

自分には良いところがあると思う子どもの割合
＊「自分には、よいところがある」という質問に対して肯定的な回答をした児童生徒の
割合（％）
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙】

小学生：
74.9％
中学生：
61.5％

子どもの日常的な運動習慣を確立する取組の実施状況
＊体育の授業以外で、児童生徒全員を対象にした運動習慣を確立する取組（学級
遊び、なわとび、マラソンなど）を実施している幼稚園・小学校の割合（％）

幼稚園：
100％
小学校：
54.5％

小学校：
41.2％
中学校：
100％

小学校：
70％
中学校：
70％

小学生：
93％
中学生：
96％

小学生：
80％
中学生：
72％

小学校：
100％
中学校：
100％

幼稚園：
100％
小学校：
100％

小学生：
72.1％
中学生：
76.2％

将来の夢や目標を持っている子どもの割合
＊「将来の夢や目標を持っていますか」という質問に対して肯定的な回答をした児童
生徒の割合（％）
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙】

小学生：
81.9％
中学生：
66.4％

小学生：
85％
中学生：
70％

小学生：
83.7％
中学生：
71.7％

小中学校におけるタブレット端末を含む教育用コンピュータの整備状況
＊小中学校に整備された教育用コンピュータ１台あたりの児童生徒数（人）

小学校：
6.5人
中学校：
8.4人

小学校：
2人

中学校：
3人

小学校：
4.1人
中学校：
5.3人

幼稚園：
100％
小学校：
100％

子どもたちの規範意識の状況
＊「学校のきまり(規則)を守っていますか」という質問に対して肯定的な回答をした児
童生徒の割合（％）
【文部科学省「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙】

小学校：
44.3％
中学校：
50.9％

小学生：
96.7％
中学生：
96％

放課後や土曜日、長期休業日等を利用した補充的な学習サポートの実施状況
＊放課後や土曜日、長期休業日等を利用した補充的な学習を、年間20回以上実
施した学校の割合（％）

小学校：
ー％

中学校：
－％

小学校：
100％
中学校：
100％

小学校：
100％
中学校：
100％

小中学校普通教室におけるエアコンの整備状況
＊市内小中学校の普通教室の中で、空調機（エアコン）が整備されている教室数の
割合（％）

小学校：
36.2％
中学校：
50.0％
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■計画の基本情報

H 27 ～ H 31

亀山市子ども・子育て支援事業計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

本計画は、子ども・子育て支援法第61条第1項に基づく、市町村子ども・子育て支
援事業計画。

健康福祉部 子ども未来課

目的・概要

計画期間 年度

すべての子どもの良質な生育環境を保障し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援
することを目的に、「質の高い学校教育・保育の総合的な提供」「保育の量的拡大・
確保」「地域の子ども・子育て支援の充実」をめざす。

計画の骨格
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

魅力ある就学前教育・保育の推進については、市内２箇所の民間小規模保育事業
との協議を行い、利用定員の増員を行っていただいたことにより、低年齢児の受入規
模の拡充を図った。
また、子どもの居場所の充実については、１９支援の放課後児童クラブの運営支援
等を行うとともに、新たに小学校の長期休業期間における受け皿となる長期休暇子
どもの居場所事業を行った。
さらに、「かめやまげんきっこフェスティバル」の開催や、公立・私立保育園等の地域
子育て支援センターでの行事等を開催し、親子がともに成長していける環境づくりを
行った。また、寄附をいただいた西町地内における西谷邸での地域小規模児童養
護施設及び児童短期支援施設の整備を進めることができた。
魅力ある就学前教育・保育の推進については、待機児童の中心となる低年齢児に
特化した受入施設となる、民間小規模保育事業の定員増により、低年齢児の受入
規模の拡大を図ることができた。また、待機児童館を有効に活用することで、急な保
育の必要性の高い方の受入を行うことができた。
新たな取り組みとなった長期休暇子どもの居場所事業については、これまで、放課
後児童クラブだけに限られていた長期休暇時の新しい子どもの居場所づくりを行い、
安心できる居場所として利用者の高い満足を得ることができた。

成果指標に掲げる「低年齢児（３歳未満児）の待機児童数」の目標達成に向け、受
入規模の拡充を図ることで寄与することができた。
また、仕事と子育てが両立できる環境づくりについて、新たな長期休暇子どもの居場
所事業を行うことで、子どもの見守りに関する保護者の不安を解消することができ
た。

低年齢児の受入規模の拡充は図ったものの、待機児童の完全解消には至っておら
ず、引き続き、待機児童の解消は大きな課題となっている。
また、計画策定段階からの困難な課題と考えている病児・病後児保育などについて
は、引き続き実施手法に関する検討が必要となっている。

待機児童の解消に向けては、新たな施設整備での受入規模の拡充の検討を行うと
ともに、民間事業者の小規模保育事業の促進を図る。また、特殊な保育需要への
対応などについては、平成３０年度に着手する次期子ども・子育て支援事業計画の
策定において検討する。

別紙 子ども・子育て支援事業計画 目標事業量一覧表のとおり 
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別紙　子ども・子育て支援事業計画　目標事業量一覧表

単位等 現状値（H25） 目標値（H31） 平成２９年度

１号認定提供数（人） 727 806 663

２号認定提供数（人） 721 814 936

３号認定提供数（人） 415 499 276

設置箇所数（箇所） 未設置 3 1

設置箇所数（箇所） 6 6 6

利用児童数（人） 52 245 69

設置箇所数（箇所） 12 18 17

利用児童数（人） 413 605 537

市内設置箇所数（箇所） 未設置 1 未設置

市外設置箇所数（箇所） 10 10 10

利用児童数（人） 4 65 20

設置箇所数：（箇所） 未設置 1 未設置

設置箇所数（箇所） 5 7 5

利用児童数（人） 3,085 2,098 2,935

設置箇所数（箇所） 2 2 2

利用児童数（人） 171 520 233

設置箇所数（箇所） 1 2 2

利用児童数（人） 69 293 22

利用児童延べ数（人） 626 5,002 2,098

設置箇所数（箇所） 未設置 未設置

利用児童数（人） 未実施 未実施

利用人数（人） 627 690 797

設置箇所数（箇所） 未設置 1 未設置

提供可能回数（人） 5,965 5,782 5,000

提供可能数（人） 475 413 370

提供可能数（人） 17 20 26

設置箇所数（箇所） 未設置 1 未設置

利用児童数（人） 未実施 30 未実施

項目

病児・病後児保育事業

子育て援助活動支援事業

利用者支援

妊婦健康診査

地域子育て支援拠点事業

市内小規模児童擁護施設

子育て短期支援事業

放課後児童健全育成事業

延長保育事業

認定こども園

一時預かり事業

１号認定

２号認定

乳児家庭全戸訪問事業

養育支援訪問事業その他要支
援児童、要保護児童の支援に資
する事業

市内児童発達支援センター等の
設置

５年間で実施
に向け検討

教育保育事業
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

第３次亀山市男女共同参画基本計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は男女共同参画社会基本法第14条、女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律第6条、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護者に関する法
律第2条の3にそれぞれ基づく市町村計画として位置付けている。第2次亀山市総
合計画前期基本計画との関連は基本施策「共生社会の推進」と深く関わっている。

生活文化部 文化スポーツ課

目的・概要

計画期間 年度

　地域社会の様々な分野において、男女が共に助け合い認め合いながら、対等な
パートナーとして自らの意思で活動に参画し、共に責任を担うことのできる社会の実
現が求められている。本計画は男女共同参画社会の実現に向け市と市民等が協働
して男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に取り組むものである。

計画の骨格

１ 男女の人権尊重 

 

３ 男女共同参画の視点に

立った慣行等の見直し 

２ 教育や啓発による意識

改革、理解の促進 

４ 政策・方針決定過程へ

の女性の参画拡大 

６ 男性中心型労働慣行等の

変革と女性の活躍推進 

５ ワーク・ライフ・バランス（仕

事と生活の調和）の推進 

７ 雇用等における男女共

同参画の推進 

９ 生涯にわたる健康づくり

支援 

８ 女性等に対するあらゆ

る暴力の根絶 

10 様々な要因により困難を抱え

た女性等が安心して暮らせる環境

の整備 

11 男女共同参画の視点

に立った防災体制の確立 

 キャッチ 

 フレーズ 
  共につくろう  男女が生き生き輝くまち  かめやま 

（1）人権啓発・人権教育の推進（2）人

権相談・支援体制の充実 

（1）男女共同参画の視点に立った家庭教育支援（2）

学校・幼稚園・保育所における男女共同参画教育の

充実（3）地域における男女共同参画に関する啓発・

学習の推進 

（1）固定的性別役割分担意識の解消に向けた広

報・啓発（2）固定的性別役割分担意識の解消に

向けた環境の整備 

（1）意識醸成に向けた啓発（2）女性の

活躍推進に向けた環境整備 

（1）行政分野における女性の参画拡大（2）地域、

企業、その他の分野における女性の参画拡大 

 

（1）市民・企業等に対する啓発・取り組み（2）仕事

と家庭の両立のための環境整備（3）市役所内の

取り組み 

（1）就労環境の向上等に関する啓発・取り組

み（2）子育て支援等、周辺環境の整備 

（1）女性等に対する暴力の防止・根絶及び被害者の

保護等の推進（2）セクシュアル・ハラスメント、ストー

カー事案、性犯罪、売買春、人身取引等の対策の推

進 

（1）生涯にわたる男女の健康の包括的な支

援（2）スポーツ分野への女性の参画 

（1）ひとり親家庭等の親子が安心して暮らせる環

境づくり（2）高齢者、障がい者、外国人等が安心し

て暮らせる環境の整備 

（1）災害に備えた体制の整備（2）災害

に備えた避難所運営体制の構築 

 基本目標    基本施策      施策の方向性 

男
女
共
同
参
画

 

社
会
の
実
現

 

あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る

女
性
の
活
躍

 

安
全
・
安
心
な
暮
ら
し
の

実
現
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等
　男女共同参画についての理解を深めるため、三重県男女共同参画センター「フレ
ンテみえ」と連携し、亀山市文化会館で三重県内男女共同参画連携映画祭を開催
した。また、市民活動団体と協働し、映画上映前の啓発映像の放映や、上映後のア
フタートークなど啓発効果を高める取組を行った。
　11月11日からの16日間を亀山市ワーク・ライフ・バランス推進週間として位置付
け、労働団体や地域活動団体等が実施する各種事業やイベント等と連携を図り啓
発を行った。

　映画祭や講演会等の開催により、市民が男女共同参画について考えるきっかけに
なった。
　また、ワーク・ライフ・バランス推進週間に講演会や社会教育施設等の無料開放を
行い、重点的に啓発活動を行うことにより、育児や趣味、地域活動などの仕事以外
のことにも目を向け、仕事と調和を図り生活を充実させることの意識づくりの機会と
なった。

　男女共同参画意識の高揚を図るため、様々な手段による啓発活動を行い、男女
共同参画の推進に努めた。

　慣例として男性が務めることが多くなっている役職や役割があり、市民の固定的性
別役割分担意識の解消には至っていない。
　また、ワーク・ライフ・バランスを推進するため、事業所の取組が進むような働きかけ
が必要である。

　関心を持って参加してもらえるような内容の講演会や研修会等を開催し、市民の
男女共同参画意識の高揚を図っていく。
　また、働き方や生き方を見つめ直すきっかけとなるイベント等をワーク・ライフ・バラ
ンス推進週間に取り組み、週間として定着させていく。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

（別紙のとおり）

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名
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■成果指標

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

成果指標名 現状値 目標値
実績値
（H29）単位

増加
24.7
（12.7）

市男性職員の育児休業取得率 ％
7.3（Ｈ22年
度からの6年

間）

「男女共同参画社会」という言葉の認知度 ％ 49.7 100 ―

市内幼稚園・小中学校の単位PTA会長に占める女
性の割合

％ 11.1 増加 16.6

本市における女性管理職の割合
（うち一般行政職における女性管理職の割合）

％
23.2
（12.5）

固定的性別役割分担意識について「同感しない」と
答えた人の割合

16 18 17

女性特有のがん検診受診率 ％
子宮がん：12.3
乳がん：21.8

商工会議所加入企業のうち女性の経営者の割合 ％ 13.5 増加 13.4

認定農業者のうち家族経営協定の締結者数 件 1 増加 2

DV防止法認知度 ％ 50.8 60 ―

増加
子宮がん：12.9
乳がん：22.9

％ 53.0 60 ―

男性のうち、子育てに関する地域活動に参加したこと
がある人の割合

％ 36.2 増加 ―

各種審議会等における女性の登用率（4月1日現在
で算出）

％ 36.1 40 37.3

「ワーク・ライフ・バランス」という言葉の認知度 ％ 26.9 35 ―

ワーク・ライフ・バランスに積極的な取り組みを行う事
業所数（累計）

社 ― 6 0

マタニティ・ハラスメント及びパタニティ・ハラスメントの
認知度

％
ﾏﾀﾊﾗ：71.5
ﾊﾟﾀﾊﾗ：23.9

ﾏﾀﾊﾗ：80
ﾊﾟﾀﾊﾗ：30 ―

運動習慣のある者の割合 ％
男性：47.2
女性：39.2

増加 ―

市内全単位自治会長に占める女性の割合 ％ 2.6 増加 5.4

健康診断受診率 ％
男性：85.9
女性：73.8

男性：86.5
女性：76.0

―

20 0

市職員１人当たりの年次有給休暇の年間取得日数 日 8.6 10 10

放課後児童健全育成事業の設置施設数 箇所

子育て短期支援事業の設置個所数 箇所 未設置 1 未設置

女性消防団員数 人 17 増加 17
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基本目標　１　男女共同参画社会の実現

基本施策（１）男女の人権尊重

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

「一人ひとりの人権が尊重される亀山市をつくる条例」や「亀山市
人権施策基本方針」に基づき、市民の人権感覚が身に付くよう、
「ヒューマンフェスタin亀山」の開催など、様々な取り組みを行いま
す。

文化共生G

「ヒューマンフェスタin亀山」を井田川小学校で開催し、自
閉症の子どもと父親の音楽ユニットや中学生による人権作文
の発表など、人権啓発のイベントを行った。

より多くの市民に、人権に関心を持ってもらえるよう、イベ
ントの内容や周知方法等工夫が必要である。

引き続き「ヒューマンフェスタin亀山」を開催し、人権につ
いて考えてもらう機会を設ける。

市民の人権尊重の意識を育むため、あらゆる場や機会を通じて人権
啓発に取り組むとともに、人権学習の機会や場の提供・充実に努め
ます。

文化共生G

小・中学校の児童・生徒に人権意識を高めてもらうため、夏
休みの課題の一つとして、人権に関する絵画・ポスターに取
り組んでもらった。

市民の人権尊重の意識を育むため、人権啓発の場や機会を充
実させていく必要がある。

児童・生徒に夏休みの課題の一つとして人権に関する絵画・
ポスターに取り組んでもらうとともに、「人権の花運動」を
通じて、協力すること、感謝することの大切さを学ぶ機会を
設けます。

市広報紙や市公式ホームページ、市公式フェイスブック、行政情報
番組など、あらゆる情報媒体を活用して人権啓発に取り組みます。

広報秘書G 文化共生G

市広報については、共生に関するコラムを4/16、6/16、
8/16、11/1、12/16、2/16号へ掲載した。
ホームページについては、男女共同参画週間、ワーク・ライ
フ・バランス推進週間、ヒューマンフェスタの案内などを
行った。フェイスブックについては、11月にワーク・ライ
フ・バランス週間と講演会、12月にヒューマンフェスタ、1
月に人権ポスター展の記事を投稿した。
行政情報番組については、12月に市の人権施策基本方針の
説明やイベントの告知などを行い、人権啓発に努めた。

各種情報媒体を活用して、有効的な人権啓発を継続していく
ことが重要であり、人権に関する各種相談窓口についてもさ
らに周知をしていく必要がある。また、ホームページについ
ては、人権啓発に関する古い情報のページがあることから、
鮮度を保つ必要がある。

市広報については、共生に関するコラムを定期的に掲載す
る。ホームページについては、既存ページが陳腐化しないよ
う、また、効果的な人権啓発が図れるよう、各ページの更新
時に関連ページも確認する。
行政情報番組については、人権週間の紹介や人権擁護委員に
よる取組みの紹介、イベントの告知などを行う。

学校、幼稚園、保育所などにおいては、人権教育を全ての教育活動
の根底に据え、教育活動全体を通して人権に関する正しい理解と認
識を深めます。

教育研究G 教育支援G

各校で人権教育推進計画をたて、それに沿った取り組みを進
めた。また、亀山市人権教育協議会の場で各校の実践交流を
行った。人権教育の研修会をとおして、教職員の人権意識の
確立に取り組めた。

人権教育の授業づくりを進め、人権を尊重する子どもの育成
をさらに進める。

亀山市人権教育基本方針の周知とその取り組みを進める。

家庭は、人に対する思いやりの心を育むなど、人権尊重の心を育む
ための基本の場となるため、家庭教育を支援します。

社会教育G
保育所・幼稚園・認定
子ども園関係

就学前の保護者を対象とした、家庭教育出前講座を保育所・
幼稚園・認定子ども園で開催。（10箇所）
また、朝ごはんバランスシートとともに行う食育レシピ集を
作成し、保育所・幼稚園の年長園児家庭へ配布を行った。

家庭教育出前講座においては、本当に聞いてほしい家庭が欠
席しているケースも多い。また、食育レシピ集についても全
部写真付きではないため、改善も行っていく必要がある。

家庭教育出前講座、食育レシピ集等実施予定。

企業等においては、国際化が進む中、より人権への理解や対応が求
められており、職場における人権教育が進むよう支援します。

商工業・地域交通
G

労働者団体等の開催するイベント等において、共生社会推進
室と連携し、パネル展示などを行い、広く啓発を行った。

各種団体と連携し、様々な機会をとらえて、啓発に取り組ん
でいく必要がある。

各種団体が開催するイベントなどで、団体と連携を取りなが
ら啓発を行う。

困難をかかえる人々に対して、関係機関と連携し、人権尊重の視点
に立った相談や支援を行います。

文化共生G
人権擁護委員による人権に関する専門的な相談について、市
広報等により相談日等を広く周知し実施した。

人権尊重の視点に立った相談や支援を行うため、関係機関と
連携を図っていく。

今年度途中で、任期が満了となる人権擁護委員がいるため、
相談支援に支障をきたすことのないよう、新たに代わりの委
員を選任する。

人権擁護委員による人権相談や女性相談窓口、三重県男女共同参画
センターの相談窓口等の情報に関して、市広報紙、市ホームページ
などの各種媒体を活用して広く情報提供を行い、様々な困難を抱え
た女性等が相談できる環境整備を図ります。

子ども支援G
文化共生G

11月1日号市広報紙にてＤＶ防止啓発の記事を掲載した。
相談窓口や支援制度等の周知のため、継続して情報提供して
いく必要がある。

人権擁護委員による人権相談や女性相談窓口、三重県男女共
同参画センターの相談窓口等の情報に関して、市広報紙、市
ホームページなどの各種媒体を活用して広く情報提供を行っ
ていく。

相談者の立場に立って、的確な助言や支援ができるよう相談員等の
資質の向上や体制の充実に努めます。

文化共生G
三重県人権・同和教育研究大会や人権に係わる研修等へ参加
した。

相談員等の資質の向上に必要な研修会や集会などに参加する
予算が確保できない。

三重県人権大学講座に職員１名が参加できるように取り組
む。

相談された人権問題が早期に解決できるよう、津地方法務局、三重
県人権センター、鈴鹿地域防災総合事務所、人権擁護委員などの機
関と各関係部署間で連絡を密にしながら連携して支援できるよう体
制の充実を図ります。

文化共生G

津人権擁護委員協議会亀山地区委員会が月１回開催されてお
り、職員も可能な範囲で出席し、連携して人権啓発・相談等
に取り組んだ。

各関係機関で連絡を密にしながら、連携して支援できるよう
体制を強化していく必要がある。

三重県人権・同和行政連絡協議会の会長市となるため、さら
に関係機関と連携を密にしていく。

民生委員・児童委員や保護司、また、地域で見守り活動を行ってい
る団体等と連携し、悩み事や地域での人権問題を早期に発見し解決
を図ります。

福祉総務G
各種団体を通じて、地域住民の悩み事等の相談を受けた場合
は、団体や他部署と連携し、解決を図った。

引き続き、各種団体の活動において、悩み事や人権問題につ
いての相談があった場合は、団体や他部署と連携して解決を
図る。

各種団体の活動において、悩み事や人権問題についての相談
があった場合は、団体や他部署と連携して解決を図る。

①人権啓発・人権教育
の推進

②人権相談・支援体制
の充実
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基本目標　１　男女共同参画社会の実現

基本施策（２）教育や啓発による意識改革、理解の促進

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

家庭における性別による固定的な役割分担を解消するよう働きかけ
るとともに、男女共同参画の視点に立った家庭教育を促進するた
め、保護者への意識啓発を図ります。

社会教育G
保育所・幼稚園・認定
子ども園関係

就学前の保護者を対象とした、家庭教育出前講座を保育所・
幼稚園・認定子ども園で開催。（10箇所）
また、朝ごはんバランスシートとともに行う食育レシピ集を
作成し、保育所・幼稚園の年長園児家庭へ配布を行った。な
お、社会教育Gから配布するレシピ集を含むすべてのパンフ
レットには、女性だけが子育てに関わらなければならないと
いう意識を変えるため、子育て中の父親のイラストも掲載す
るなどの配慮を行っている。

家庭教育出前講座においては、本当に聞いてほしい家庭が欠
席しているケースも多い。また、食育レシピ集についても全
部写真付ではないため、改善も行っていく必要がある。

家庭教育出前講座、食育レシピ集等実施予定。

子どもが、将来にわたって個性や能力を十分発揮できる人生を歩め
るよう、保護者等が持つ、子どもの性別による固定的な進学、進
路、最終学歴、将来就く職種等に関する意識を変革するよう情報発
信・啓発します。

社会教育G

就学前の保護者を対象とした、家庭教育出前講座を保育所・
幼稚園・認定子ども園で開催。（10箇所）
男女の性別に関係なく、家庭での家事等の役割について、男
女共同参画の観点から情報発信し、啓発している。

特になし。 平成30年度も継続する。

児童・生徒が、お互いの個性や違いを認め合えるとともに、それぞ
れが自分の個性や能力を理解し尊重できるような教育を進め、性別
にかかわらない多様な勤労観や職業観を身に付け、将来の就労につ
なげるよう、幼児期から発達段階に応じた計画的なキャリア教育を
推進します。

教育研究G

キャリア教育を進めることで、旧来の「男性の職業」「女性
の職業」といった固定観念にとらわれない考え方を身につけ
ることができた。職場体験を通して様々な職業を知ることが
できた。

各校、総合的な学習の時間や人権教育の機会を通じて発達段
階に応じた教育を更に進める。

各校のキャリア教育・総合的な学習の時間の計画の見直しや
職場体験学習を実施する。

次代の保護者にもなる生徒等に対し、性に関する正しい知識の普及
啓発、学習機会の充実を図ります。

教育研究G
保健体育科・社会科・総合的な学習の時間の学習のなかで性
に関する正しい知識の学習を発達段階に応じておこなった。

教科書での学習とともに、出会いを通しての学習機会をつ
くっていく。

人権教育・保健体育・社会科・総合的な学習の時間のなか
に、子どもの発達段階に応じた学習機会をつくる。

中学生や高校生と乳幼児とのふれあい体験などを通して、子どもを
産み育てることや家庭の大切さなどについて考える機会を提供しま
す。また、家庭生活を男女が協力して営めるよう正しい知識の普及
と情報提供を行います。

教育研究G

家庭科の学習や人権学習を通して、男女が平等に自らの希望
に沿った働き方や生活ができるワークライフバランスの学習
を進めた。

教科書での学習とともに、出会いを通しての学習機会をつ
くっていく。

人権教育・家庭科・総合的な学習の時間のなかに、子どもの
発達段階に応じた学習機会をつくる。

社会問題化している長時間労働や過労、賃金不払い等の問題に関し
て、必要な知識を身に付けるため、働く人たちを守る労働法制や労
使間のトラブルの解決策等についての教育に努めます。

教育研究G

小学校6年生、中学校３年生の公民的分野の学習の中で、働
く意味や労働者を支える仕組み、現代の問題などを考える学
習をおこなった。

教科書での学習とともに、出会いを通しての学習機会をつ
くっていく。

人権教育・社会科・総合的な学習の時間のなかに、子どもの
発達段階に応じた学習機会をつくる。

三重県内男女共同参画連携映画祭の開催、男女共同参画やワーク・
ライフ・バランスに関する講演会等の開催、市広報紙への記事掲
載、SNSでの啓発メッセージの発信等、様々な機会や媒体を通し
て、男女共同参画の推進について啓発を行います。

文化共生G

11月の16日間をワーク・ライフ・バランス推進週間として
位置付け、講演会や社会教育施設等の無料開放を行い、ワー
ク・ライフ・バランスの啓発を行った。

男女共同参画を推進するため、一人ひとりが仕事とそれ以外
の生活の調和を取った生活ができるよう、ワーク・ライフ・
バランス推進週間を定着させていく。

ワーク・ライフ・バランス推進週間において、地域活動団体
等が実施する各事業やイベント等と連携を図り、重点的に啓
発を行う。

「男は仕事、女は家庭」といった固定的性別役割分担意識を解消
し、男女共同参画意識の向上を図るため、講演会や研修会を開催し
ます。

文化共生G
ワーク・ライフ・バランス推進週間に合わせて、男女共同参
画意識の向上のための講演会等を行った。

講演会や研修会等、より関心を持って参加してもらえるよ
う、内容の検討や広報の仕方などを検討する必要がある。

男女共同参画に関する講座として、料理や家事、介護など女
性の仕事として考えられがちな役割を、男性が体験できるよ
うな講座等を検討し実施する。

6月の男女共同参画週間の機会を捉えて、国が毎年選定する男女共同
参画のキャッチフレーズも含めた男女共同参画に関すること全般に
ついて、啓発パネルの展示やのぼり旗の設置、市広報紙や市ホーム
ページへの記事掲載等により広く啓発します。

文化共生G
6月の男女共同参画週間に合わせて、啓発パネルの展示やの
ぼり旗の設置、市ホームページへの記事掲載等を行った。

啓発の効果が上がるよう、男女共同参画週間の機会を捉え
て、集中的に啓発を行っていく必要がある。

引き続き、啓発パネルの展示やのぼり旗の設置、市広報紙や
市ホームページへの記事掲載等により、広く啓発を行ってい
く。

日本女性会議や各種の男女共同参画に関する県内研修等に、市職
員・教職員、市民等を派遣するなど、研修の機会を設けます。

文化共生G
人事給与G
教育研究G

平成29年度の日本女性会議は北海道苫小牧市での開催で、
遠方のため予算がなく出席ができなかった。

男女共同参画の理解を深めるため、可能な限り職員が参加で
きるよう、人事給与Gとも連携を図っていく必要がある。

平成30年度も日本女性会議への参加が難しいため、県内で
開催される研修等に積極的に参加する。

男女共同参画を推進する市民活動団体と協働し、様々な機会を捉え
た啓発活動や男女共同参画情報誌の発行等により啓発の推進を図り
ます。

文化共生G

男女共同参画を推進する市民活動団体に協力をお願いし、三
重県内男女共同参画連携映画祭の開催や情報誌の発行等を
行った。

様々な手法により啓発の推進を図っていく必要がある。
引き続き、三重県内男女共同参画連携映画祭の開催や情報誌
の発行等を行う。

自治会などでの行政出前講座など、地域での男女共同参画の普及啓
発に取り組みます。

文化共生G
「すべての人が輝く共生社会の実現のために」をテーマとし
た出前講座を設けた。

生活のいろいろな分野で男女共同参画が進むよう、さまざま
な団体と連携して啓発に取り組んでいく。

地域で開催されるイベント等とも連携を取り、啓発活動を行
う。

①男女共同参画の視点
に立った家庭教育支援

②学校・幼稚園・保育
所における男女共同参
画教育の充実

③地域における男女共
同参画に関する啓発・
学習の推進
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基本目標　１　男女共同参画社会の実現

基本施策（３）男女共同参画の視点に立った慣行等の見直し

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

様々な媒体を活用して、市民の固定的性別役割分担意識の解消を推
進します。

文化共生G
ワーク・ライフ・バランス推進週間に合わせて、男女共同参
画意識の向上のための講演会等を行った。

講演会や研修会等、より関心を持って参加してもらえるよ
う、内容の検討や広報の仕方などを検討する必要がある。

男女共同参画に関する講座として、料理や家事、介護など女
性の仕事として考えられがちな役割を、男性が体験できるよ
うな講座等を検討し実施する。

社会教育G
市内幼稚園・小中学校の単位ＰＴＡ会長に占める女性の割合
は、11.1％（2人／１８人）であった。

今後も積極的に女性の参画について呼びかける必要がある。
今後もリーダーとしての女性の参画を促進するよう各団体に
働きかける。

地域まちづくりG

亀山市自治会連合会から、男女共同参画審議会に委員１名を
選出し、組織内の男女共同参画意識の向上に努めた。
地域担い手研修を開催するに当たり、女性の参加を呼び掛
け、参加を得られた。

各自治会においても、女性参画の重要性を認識できるよう意
識改革を促していく必要がある。

亀山市自治会連合会を通じて、自治会長を対象とした男女共
同参画研修を行う。

地域に根差した組織・団体の活動の実施に当たっては、男女共同参
画の視点が反映されるよう、各組織・団体に対する啓発に努めま
す。

地域まちづくりG
亀山市自治会連合会主催の「食の祭典・市民の集い」に、亀
山市婦人会連絡協議会が参画いただき大きな協力を得た。

亀山市自治会連合会の各種活動の実施にあたっては、男女共
同参画の視点に立った取り組みを行うよう促していく。

引き続き、亀山市自治会連合会主催の「食の祭典・市民の集
い」に、亀山市婦人会連絡協議会の協力をいただく。
また、亀山市自治会連合会支部長会について、参加しやすい
ように夜間の開催を検討する。

あらゆる組織・団体・企業等において、個人の能力にも十分留意し
ながら、女性の会長、女性の管理職、女性のリーダー等を積極的に
起用したり、慣例では男性が務めることが多かった役割などを女性
が担ったりすることを意識的に行い第三者に見せることで、人々の
意識を変えることができるような取り組みを推進します。

文化共生G

慣例として男性が務めることが多くなっている役職に、女性
も男性と同じように就いてもらう意識を持ってもらうため、
市の広報のコラム等で、啓発を行った。

管理職やリーダー、団体の長などの役職を男性が務めること
が多い企業や地域の団体等を対象に、男女共同参画の推進の
ため連携を図っていく必要がある。

先進的な取組をしている組織や団体等と連携して、事例発表
や広報などができないか、情報収集等に努める。

市が作成・発行する文書（チラシ、パンフレット、冊子、その他一
般文書等）や市ホームページ等での情報発信において、無意識のう
ちに固定的な性別役割分担意識を根付かせたり助長したりするよう
な表現やイラスト等の掲載をしないよう、全庁的に意識した文書や
資料作成に取り組みます。

広報秘書G 文化共生G、法務G

各担当室からの市広報紙や市公式ホームページ、市公式フェ
イスブック、行政情報番組の決裁において、固定的性別役割
分担意識を助長する表現などが無いよう意識して文書を確認
した。

各担当にどのような表現が固定的性別役割分担意識の助長に
あたるのか決裁作成時により認識をしてもらう必要がある。

引き続き、各記事内容が適切な表現やイラスト等であるか確
認していく。

男性が子育てに参画しやすくなるため、公共施設における環境整備
（ベビーベッド付男性トイレの整備等）に努めるとともに、民間施
設にも波及するよう啓発に努めます。

住まい推進G 施設管理部署
平成２９年度の実績なし。既存トイレは多目的トイレにより
対応している。

トイレ改修予算要求時に施設管理担当へ提案していくが、工
事費が削減される場合、工事内容を変更しなければならな
い。

トイレ改修予算要求時に施設管理担当へ提案し、必要性を認
識してもらう。

教育研究G
各種委員会の会議は、19：00に設定した。
PTAの役員会等も土曜日や19：00頃に開催できた。

広く啓発していく。
固定的性的役割分担の意識の解消に努め、会議時間等を設定
していく。

子ども総務G

子ども家庭室で実施している亀山市子ども・子育て会議につ
いては、現役世代の参画を得ていることから、毎回平日の夜
間の会議となっており、他の会議に比べて多様な参加を得ら
れている。

現在も、委員等の参加しやすい時間設定としているが、引き
続きそうした環境を維持していくことが重要である。

子ども・子育て会議について、参加者の参加しやすい時間設
定に努めるとともに、H.P等を通じた情報発信を行う。ま
た、各園での会議等についても、同様に保護者の参加しやす
い時間設定に努める。

地域まちづくりG
各自治会の判断において、会議への積極的な参加を促すた
め、開催日時等について柔軟に対応いただいている。

引き続き自治会へは、会議等の参加者が固定化しないような
場の提供に努めていただく。

亀山市自治会連合会を通じて、自治会長を対象とした男女共
同参画研修を行う。

自治会、地域まちづくり協議会、PTA等、地域に根差した組織・団
体への若い世代の男性や、リーダーとしての女性の参画を促進する
よう広く啓発するとともに、各組織や団体に働きかけます。

②固定的性別役割分担
意識の解消に向けた環
境の整備 学校・幼稚園・保育所の保護者会（PTA等）や自治会等の会議、あ

るいは市民活動団体や各種審議会・委員会等の会議について、平日
の昼間だけでなく、夜間、休日等に開催するなど、多様な市民が参
加しやすい運営となるよう広く周知啓発を図ります。

①固定的性別役割分担
意識の解消に向けた広
報・啓発
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基本目標　２　あらゆる分野における女性の活躍

基本施策（４）政策・方針決定過程への女性の参画拡大

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

亀山市の各種審議会等における女性の登用を推進するとともに、各
種審議会委員等を選出する様々な選出母体の役員等の構成について
も、男女の比率が同程度となるよう、選出母体を所管する部署等か
ら働きかけを行います。

文化共生G
亀山市の各種審議会等における女性の登用率の調査を行い、
市の各担当部署に女性登用の意識付けを行った。

各種審議会委員等を選出する様々な選出母体の役員等の構成
の見直しにはいたっていない。

引き続き、選出母体を所管する部署等から働きかけを行って
もらうよう依頼を続けていく。

女性の登用が進まない分野については、委員の公募制の導入や、選
出規定の見直し、充て職等の慣例にとらわれない選出などについ
て、積極的に検討します。また、女性登用が進まない根本の要因や
背景を調査研究し、それらを解消できるよう取り組みます。

文化共生G

委員の選任依頼及び委員委嘱の決裁時の文化スポーツ課へ合
議の際に、女性の登用率や選出区分が分かる例規等の根拠規
定を添付してもらい確認を行った。

法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければ
ならないとされている委員会（地方自治法（第180条の5）
に基づく委員会等）において特に女性の登用率が低くなって
いる。

審議会等における女性の登用率が20％以下の場合または前
回の登用率から10％以上低下して40％を下回った場合は、
「現状分析と改善方策」を作成し委嘱の決裁時において添付
してもらうよう担当部署に依頼する。

各種審議会等への女性の参画拡大の一方で、女性の比率が偏って高
いような審議会等については、その選出母体も含めて男女の割合が
同程度となるよう働きかけます。

文化共生G

委員の選任依頼及び委員委嘱の決裁時の文化スポーツ課へ合
議の際に、女性の登用率や選出区分が分かる例規等の根拠規
定を添付してもらい確認を行った。

多くの審議会等において女性の参画率が低いが、中には８割
が女性の委員で占める審議会もある。

審議会等における女性の登用率が80％以上の場合について
も「現状分析と改善方策」を作成し委嘱の決裁時において添
付してもらうよう担当部署に依頼する。

亀山市の各種審議会等を所管するそれぞれの部署において、女性の
参画の重要性を認識できるよう、職員に対する意識啓発や研修等を
行います。

人事給与G

平成２８年度には、女性が将来のキャリアをイメージするこ
とで仕事への意欲を高めること目的に、女性職員キャリア
アップ研修を実施し、６５名が受講した。平成２９年度にお
いては、女性に特化したものではないが、新組織機構が有効
に機能するよう、管理職に必要なマネジメントスキルを身に
つけるためのマネジメント研修を実施し、６４名が参加し
た。また、新組織においてマネジメント層ではないものの所
属の業務を統括する立場となる職員に対し、マネジメントの
基礎を身につけるためのチームワーク研修を実施し、７０名
が参加した。

特定事業主行動計画に掲げる「女性職員の活躍推進に関する
こと」を実現するため、職員に対する意識啓発や研修等を行
う必要がある。

新規採用職員の庁内研修のカリキュラムに男女共同参画を組
み入れ、女性参画の重要性について意識付けを行う。また、
職員に対し男女共同参画に関する講演会等に対して積極的な
参加を促す。

亀山市特定事業主行動計画に基づく市役所の女性職員の積極的な登
用、職域拡大を図ります。

人事給与G

平成２９年４月１日現在の女性の管理職への登用率は２７．
８％であり、平成２８年度の２６．８％から１ポイント増え
た。

平成２９年４月１日現在の女性の管理職への登用率が男女共
同参画基本計画に定める３０％に達成していないことから、
達成に向けて更に取り組む必要がある。

平成３０年度の組織機構の再編において、管理職になる前の
マネジメント能力を育成するために設置したグループリー
ダーの職について、積極的に配置を行う。

市が推薦して国等が委嘱する各種委員等についても、それぞれの実
情に配慮しながら、できるだけ構成員の性別に偏りが生じないよう
努めます。

福祉総務G

民生委員児童委員について、89名中男性37名、女性52名
である。また主任児童委員については、9名中女性9名であ
る。
保護司について、19名中女性4名、男性15名である。

民生委員・児童委員については、引き続き性別に隔たりなく
委員として推薦をしていく。
保護司については、女性の比率が低くなってきているため、
今後女性の登用を積極的に進めていく。

民生委員・児童委員については、次回（平成31年12月1
日）の改選に向け、地域に対し、性別に隔たりなく委員とな
ることができることを伝えていく。
保護司については、保護司会と連携し、女性の登用を積極的
に進めていく。

政策・方針決定過程への女性の参画拡大の重要性について、市民の
意識を醸成するため市広報紙等の様々な媒体を通じて啓発を図りま
す。

文化共生G
様々な市の施策等の情報発信の場において、女性参画の視点
を取り入れた。

市民の意識を醸成するため、継続して市広報紙等の様々な媒
体を通じて啓発を図っていく。

引き続き、市の施策等において女性参画の視点を取り入れ、
情報発信していく。

社会教育G
市内幼稚園・小中学校の単位ＰＴＡ会長に占める女性の割合
は、11.1％（2人／１８人）であった。

今後も積極的に女性の参画について呼びかける必要がある。
今後もリーダーとしての女性の参画を促進するよう各団体に
働きかける。

地域まちづくりG
亀山市自治会連合会から、男女共同参画審議会に委員１名を
選出し、組織内の男女共同参画意識の向上に努めた。

各自治会においても、女性参画の重要性を認識できるよう意
識改革を促していく必要がある。

亀山市自治会連合会を通じて、自治会長を対象とした男女共
同参画研修を行う。

企業等における女性役員や女性管理職の育成、女性の能力開発・発
揮、女性の起業等に関する各種セミナーや低利融資等の情報発信を
行います。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に配置する
など情報発信に努めた。日本政策金融公庫の女性等の創業者
向け融資制度を対象とした利子補給制度を作った。

関係機関等と連携し、様々な機会をとらえて、啓発に取り組
んでいく必要がある。

引き続き、関係機関等と連携し、パンフレットやチラシを窓
口に配置するなど啓発を図り、女性が参画しやすいセミナー
等を検討する。

経済団体、労働組合、職能団体、職業団体、NPO、市民活動団体、
社会教育団体（文化関係団体、スポーツ関係団体、青少年健全育成
団体等）、政治分野等、あらゆる分野への女性の参画気運の醸成の
ため、情報発信・啓発を行います。

文化共生G 広報やＨＰ、イベント等において広く啓発を行った。
各種団体と連携し、様々な機会をとらえて、啓発に取り組ん
でいく必要がある。

各種団体が開催するイベントなど、団体と連携を取りながら
啓発を行う。

農林業等の分野の各種組合等において、女性の政策・方針決定過程
への参画拡大が促進されるよう広く啓発を図ります。

農業G
森林林業G

亀山青空お茶まつり実行委員会にて、ヤングウェーブ女性の
会等の農業者の家族からかめやま文化年の記念イベントにお
ける大きな協力を得た。

亀山青空お茶まつり等の各種イベントへの積極的な参加・協
力を呼び掛ける。

平成２９年度の亀山青空お茶まつりは台風のため中止になっ
たため、平成３０年度についても、引き続き協力を呼びか
け、お茶まつり内での新しいイベント等の開催を目指す。

①行政分野における女
性の参画拡大

②地域、企業、その他
の分野における女性の
参画拡大

自治会や地域まちづくり協議会、PTA等の役員への女性の参画が促
進されるよう啓発や働きかけを行います。
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基本目標　２　あらゆる分野における女性の活躍

基本施策（５）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

重点的に啓発等を行う期間として、「ワーク・ライフ・バランス推
進週間」を設定し、様々な関連事業を行います。

文化共生G

11月11日から26日までを「ワーク・ライフ・バランス推
進週間」として設定し、意識啓発を行う講演会等を実施し
た。

男女共同参画を推進するため、一人ひとりが仕事とそれ以外
の生活の調和を取った生活ができるよう、ワーク・ライフ・
バランス推進週間を定着させていく。

ワーク・ライフ・バランス推進週間において、地域活動団体
等が実施する各事業やイベント等と連携を図り、重点的に啓
発を行う。

ワーク・ライフ・バランスの重要性や「働き方」について、市民に
考えてもらう機会とするため、様々な手法により情報発信・啓発し
ます。

文化共生G
講演会のほか、ケーブルテレビやフェイスブック等でも啓発
を行った。

情報発信や啓発、市民に関心を持ってもらえるような機会の
提供など、効果を上げるための手法を検討する必要がある。

市民に考えてもらう機会を増やすように、ワーク・ライフ・
バランス推進週間中のイベントと連携して啓発する機会を増
やす。

ワーク・ライフ・バランスの重要性や企業の取り組みの優良事例等
を、様々な機会を捉えて事業所に対し情報発信・啓発を行います。

商工業・地域交通
G

労働団体等が開催するイベント（ファミリーフェスタ
2017）を11月11日から26日までの「ワーク・ライフ・
バランス推進週間」に合わせて開催しＰＲした。

各種団体と連携し、様々な機会をとらえて、啓発に取り組ん
でいく必要がある。

ワーク・ライフ・バランス推進週間において、地域活動団体
等が実施する各事業やイベント等と連携を図り、重点的に啓
発を行う。

休暇取得の推進などワーク・ライフ・バランスの推進や女性の活躍
に取り組む企業や自営業者、個人等を顕彰します。

商工業・地域交通
G

事例収集を行った。 引き続き研究を行う。 引き続き研究を行う。

本市が、特に市民のワーク・ライフ・バランスの推進に注力してい
ることについて、亀山市の魅力の一つとして、市内外に情報発信し
ます。

広報秘書G 文化共生G

「広報かめやま」10/1号へ特集として亀山市ワーク・ライ
フ・バランス推進週間の記事を掲載した。また、11月に
は、ホームページでワーク・ライフ・バランス推進週間と講
演会の案内を行うとともに、行政情報番組「マイタウン亀
山」において、ワーク・ライフ・バランス推進週間の趣旨や
市の取り組みなどを放送し、周知に努めた。

ワーク・ライフ・バランス推進週間の認知度が上がるよう周
知に力を入れるとともに、各種情報媒体を活用して、継続的
にワーク・ライフ・バランスに関する情報発信を行っていく
ことが重要である。

11月には、行政情報番組「マイタウン亀山」において、
ワーク・ライフ・バランス推進週間の周知のため、市の取り
組みや関係団体の紹介、イベントの紹介などを行う。また、
市広報においても特集記事を掲載など、引き続き、各種情報
媒体を用いて情報発信していく。

夏の時期に「朝方勤務」や「フレックスタイム制」を推進し、夕方
早くに職場を出るという生活スタイルに変えていく国民運動「ゆう
活（夏の生活スタイル変革）」、フレックスタイム制度等につい
て、啓発に努めます。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に配置する
など情報発信に努めた。

各種団体と連携し、様々な機会をとらえて、啓発に取り組ん
でいく必要がある。

引き続き、関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口
に配置するなど啓発を図る。

企業等において、男女の労働者が、仕事と育児・介護等を両立でき
るようにするため、長時間労働の解消、短時間勤務やフレックスタ
イム勤務、テレワークによる多様な働き方の推進、育児・介護等に
配慮した雇用形態や両立支援制度の導入等について、企業等へ働き
かけを行います。

商工業・地域交通
G

市のイベント等で情報発信や啓発、働く環境づくり懇談会で
フレンテみえの専門員による公演を行った。

企業に関心を持ってもらえるような情報の提供を考案する。
雇用対策協議会の参加企業へ、男女共同参画センターフレン
テみえが開催するセミナーのチラシ等を配布する。企業が働
き方改革に意欲的に取組めるように啓発活動を行う。

公共調達において、生産性、持続可能性等の高いワーク・ライフ・
バランス等推進企業をより幅広く評価する国や県等の制度につい
て、普及啓発を図ります。

契約管財G

今後市の入札に評価制度を導入できれるのであれば、合わせ
て制度の普及啓発を行うことが望ましいことから、国や県等
の情報収集とともに、市役所内の取り組みについて検討を
行った。

制度導入や普及啓発の方法など、効果的な手法を検討する必
要がある。

ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業が増加するよ
う、市役所内の取り組みと合わせて効果的な手法を検討し、
制度の普及啓発に努める。

保護者になる方を対象として「パパ・ママ教室」を開催するなど、
男女が共に子育てに参画するよう取り組みを進めます。

健康づくりG

「パパ・ママ教室」を年4回開催し、延べ29人の参加があ
り、教室内で男女が共に子育てできるためのきっかけづくり
を行った。

教室参加者が少なめである。
引続き、「パパ・ママ教室」を年4回開催する。参加者を増
やすため、母子健康手帳交付時に、今以上に教室啓発を行っ
ていく。

未婚率の減少や晩産化の解消のため、未婚の男性等を対象にした家
事・育児に関する講座の開催等、若者等の結婚支援に努めます。

政策調整G

結婚を希望する独身男女に出会いの機会を提供するため、婚
活イベント及び婚活セミナーを開催した。
【実施日】平成30年3月10日（土）、11日（日）
【参加人数】26人（10日）、28人（11日）
【内容】
婚活イベント：亀山みそ焼きうどんやローソク等、本市の資
源を活用した内容。
婚活セミナー：コミュニケーション、身だしなみ等、婚活に
資する内容。
【カップル成立数】7組（10日）、5組（11日）

引き続き、結婚を希望する独身男女に出会いの機会を提供す
るとともに、婚活イベント等において成立したカップルに対
して、円滑な結婚生活に繋がるような支援を行う。

【婚活イベントの開催】　各1回
①一般向けイベント
②市内企業従業員向けイベント

【婚活セミナーの開催】　2回
婚活のスキルアップに資するとともに、仕事、子育て、お金
に関する話等、結婚生活についての意識向上に資するもの

【フォローアップセミナーの開催】　2回
イベントで成立したカップルの結婚に対する不安や疑問等を
緩和するとともに、交際を支援し、円滑な結婚生活に繋がる
もの

若者が住み慣れた地域で結婚し、安心して妊娠・出産・育児ができ
るよう、子育てに関する情報を一元的に発信・提供し、子育てしや
すい環境整備に努めます。

子育てサポートG

子育て支援センター、
児童センター、ファミ
リー・サポート・セン
ター

市ホームページなどで子育てに関する情報提供を行うととも
に、育児相談や子育てサークル等の育成、育児講座など子育
てしやすい環境づくりを行った。

事業所内託児施設の設置促進など子育てしながら働き続ける
ことのできる環境整備 が必要。

継続して、子育てに関する情報提供を行うとともに、育児相
談等の子育てしやすい環境整備に努めていく。

①市民・企業等に対す
る啓発・取り組み

②仕事と家庭の両立の
ための環境整備
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女性の活躍推進に向け、企業の取り組みを促すインセンティブとし
て、公共調達において、生産性、持続可能性等の高いワーク・ライ
フ・バランスの等推進企業をより幅広く評価する制度の導入を検討
します。

契約管財G

国の評価制度と現在国で議論されている働き方改革について
情報収集を行い、市の入札制度の中で導入できる方式につい
て検討を行った。

市の入札制度として総合評価落札方式を導入していないた
め、企画競争方式（プロポーザル）において評価制度の導入
を検討する必要がある。

企画競争方式（プロポーザル）において、ワーク・ライフ・
バランス等推進企業（えるぼし認定企業等）を加点評価する
制度の導入に向けて、亀山市業務委託等プロポーザル方式契
約実施要領の改訂などの検討を行う。

亀山市特定事業主行動計画に基づき、市女性職員並びに男性職員の
育児休業の取得を促進するとともに、男性職員の育児短時間勤務や
育児部分休業など、育児に関するその他の休暇制度の取得を推進し
ます。また、同行動計画に基づき、市職員の時間外勤務時間の削減
や、年次有給休暇の取得推進、臨時・非常勤職員の「介護休暇・病
気休暇制度」の新設など、市職員のワーク・ライフ・バランスの推
進を図ります。

人事給与G
平成２９年度の時間外勤務の実績は、４３，１６８時間であ
り、目標である４４，０００時間を下回った。

今後も、ワークライフバランスの推進を図るため、引き続き
時間外勤務時間の削減や年次有給休暇の取得促進に向けて取
り組む必要がある。

時間外勤務については、年度当初（５月）の部長級ヒアリン
グにおいて、昨年度の時間外実績状況及び今年度の業務内容
を確認のうえ、新年度の時間外目標数値を設定し、半期で実
績を取りまとめ、進捗管理を行う。また、有給休暇の取得促
進については、夏季休暇取得期間における計画的な有給取得
や亀山市ワーク・ライフ・バランス推進週間における年次有
給休暇の取得推進などに取り組む。

③市役所内の取り組み
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基本目標　２　あらゆる分野における女性の活躍

基本施策（６）男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍推進

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

女性が活躍できる社会の実現を目指して、男性中心型労働慣行や男
性労働者の意識を変革できるよう、また女性労働者も、補助的な業
務や結婚を機に退職といった意識を変革できるよう、様々な機会を
捉えて啓発します。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

働き方改革についての講座の周知等を行い関係者に参加して
もらい働く環境を変えていく必要がある。

継続して、関係機関と連携してパンフレットやチラシを窓口
に設置する。また、事業所等に専門員の話が聞ける機会を提
供し、周知を行う。雇用対策委員会等でのチラシ配付を行う
ことにより、より多くの方に周知する。

長時間労働の削減や転職のあり方、勤務地・職務・勤務時間を限定
した多様な正社員制度等に関する制度等を広報・啓発します。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

事業所に、実態を把握してもらい、現場の意見を取り入れて
もらえるような取組を行う必要がある。

継続して、関係機関と連携してパンフレットやチラシを窓口
に設置し、フレンテみえが開催する働き方改革実践塾の開催
の情報を事業所等に周知する。

出産・育児、介護等と両立するための転職や、それらを機に退職し
た女性などの再就職や起業を支援するため、ハローワークの「マ
ザーズコーナー」や職業訓練等の情報提供を行います。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

再就職や起業をしやすい環境を整える必要がある。
継続して、関係機関と連携してパンフレットやチラシを窓口
に設置し、各種団体が開催するイベントなど、団体と連携を
取りながら啓発を行う。

「女性活躍推進法」に基づく一般事業主行動計画の策定について普
及啓発するとともに、行動計画の策定・届出を行った企業のうち、
女性の活躍推進に関する取り組みの実施状況等が優良な企業を認定
する「えるぼし」認定等についても周知・啓発を図ります。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

1社でも多くの事業所が取組みに参加する必要がある。
継続して、関係機関と連携してパンフレットやチラシを窓口
に設置し、各種団体が開催するイベントなど、団体と連携を
取りながら啓発を行う。

関係機関等の連携を図り、女性の職業生活における活躍の推進に関
する情報を共有し、その取り組みについて協議を行う、事業主団体
や労働組合、その他の有識者等で組織する等（女性活躍推進法第23
条に基づく協議会）の組織化について検討する。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

専業主婦団体に関して現状を把握するのが難しい。
継続して、関係機関と連携してパンフレットやチラシを窓口
に設置する。

「女性活躍推進法」に基づく事業主の「情報公表」や「行動計画の
公表」の掲載先である、厚生労働省の「企業における女性の活躍状
況に関する情報を一元的に集約したホームページ」について、周知
を図ることにより、女性の就職・活躍を支援するとともに、企業へ
の情報提供に努めます。

商工業・地域交通
G

パンフレットやチラシを窓口に設置するなど情報発信に努め
た。

「企業における女性活躍状況に関する情報」の開示を行
っている企業は全体の2割弱で対象者を把握するのが困難で
ある。

継続して、関係機関と連携してパンフレットやチラシを窓口
に設置する。

男女が共に子育てしながら働き続けることができるよう、認定子ど
も園・幼稚園・保育所、地域型保育事業等の充実を図るとともに、
保護者の就業状況に応じて、延長保育・休日保育事業、一時預かり
事業などを利用できるよう体制を整備します。また、小規模保育事
業の提供や低学年児童の保育等の体制整備に努めます。

子ども総務G

就労していたり、希望する親が、安心して子どもを預けられ
るよう、公立施設への必要な人員を配置するとともに、私立
施設への給付費を支給するなど、安定した園運営につなげる
ことができた。

保育所等については、低年齢児を中心に待機児童が発生して
おり、近年増加傾向にあることから、その解消に向けた受け
皿の確保が課題となっている。

引き続き、公立園の必要な人員確保に努めつつ、私立園への
給付費等による安定した園運営の支援を行う。また、待機児
童の発生に際しては、その受け皿である待機児童館ばんびを
有効に活用し、保護者の就労しやすい環境づくりを行う。

子育てサポートG
放課後児童クラブや長期休暇子どもの居場所づくり事業を推
進した。

待機児童を出さないように、施設等の管理に努めることが必
要である。

待機児童を出さないために、各施設の状況を把握し、地域に
応じた整備を進める。

障がい者支援G

放課後等デイサービスは61人の利用があり、障がいのある
子どもの放課後の居場所づくりとしての支援を行い、男女が
共に子育てしながら働き続けられる環境整備の促進に努め
た。

男女が共に働き続けられる環境整備の促進になる一方で、放
課後等デイサービスの公費負担が増額傾向となっている。

女性の活躍推進に向けた環境整備として引き続き放課後等デ
イサービスの希望者に適正な支給決定に努める。

社会教育G

地域で子どもの体験学習や地域の大人の交流活動を通じて、
地域の中で子どもが育まれる居場所をつくるため、「全小学
校区で実施すること」や「持続的展開のための委託化」を進
めた。

持続的な展開を進めるために、地域の方々の参画をより一層
進めていくことが必要である。

今後も、持続的な放課後子ども教室の実施を行っていく。

安心して子育てができる環境整備を図るため、おおむね小学校卒業
までの児童を対象とした亀山市ファミリー・サポート・センター事
業により、市民がお互いに助け合う子育て支援事業と併せて、軽い
病後児の預かり等により子育てをサポートします。

子育てサポートG

おおむね6カ月から小学６年生までで、子育てを助けて欲し
い人の要望に応じて子育てのお手伝いができる援助会員を紹
介し、一時的にお子さんを預かる子育てサポートを実施し
た。

対象のお子さんの子育てサポートの継続した実施を目指ざす
ことが必要である。

継続して、子育てを助けて欲しい人の要望に応じて子育ての
お手伝いができる援助会員を紹介し、一時的にお子さんを預
かる子育てサポートを実施する。

保護者が性別にかかわらず主体的に子育てに参画できるよう、市広
報紙や市ホームページ、ケーブルテレビの行政情報番組等を活用し
て、子育てに関する情報を発信します。

子育てサポートG
市広報紙や市ホームページ、ケーブルテレビ等で、子育てに
関わる皆さんが幅広く参加できるように、情報発信した。

定期的なお知らせにならないように、工夫した情報発信を行
うことが必要である。

フェイスブック等の情報発信も取り入れて事業の周知を行
う。

男女が共に介護をしながら働き続けることができるよう、家族の介
護を支援します。

高齢者支援G

食事・排泄・入浴などの身体介護や、掃除・調理といった生
活援助など、包括支援センターとともに介護サービスの相談
にのり、働く女性の支援を行った。また、介護を必要としな
い高齢者が増えるよう、介護予防教室の充実を図った。

市で受け付ける介護相談の内、女性に負担が掛りすぎていな
いか、状況を把握する必要がある。

男女ともに仕事と介護の両立が図れるよう、家庭や仕事の状
況に応じて相談に応じる。

男女が共に子育てしながら働き続けることができるよう、放課後児
童クラブ、放課後子ども教室等、放課後の子どもの居場所づくりを
推進するとともに、障がいのある子どもの放課後の居場所として、
放課後デイ・サービスが充実するよう関係機関と連携し、利用に関
する支援・調整に努めます。

①意識醸成に向けた啓
発

②女性の活躍推進に向
けた環境整備
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基本目標　２　あらゆる分野における女性の活躍

基本施策（７）雇用等における男女共同参画の推進

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

企業に対し、育児や介護等に対応するための柔軟な働き方の導入や
育休復帰支援、育休取得後の中長期的なキャリア形成支援等に関す
る情報提供並びにそれらの優良事例等の情報発信に努めます。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

相談窓口は職員が行っているため専門的なアドバイスに欠け
る。

継続して、関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口
に設置し、情報発信に努める。

男女間や正規雇用者・非正規雇用者間の賃金格差や企業内での性別
による固定的な職種への配置・採用等、雇用に関する様々な問題に
ついて情報発信し、企業や市民の意識啓発を図ります。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携してパンフレットやチラシを窓口に設置し
た。また、市のイベントのファミリーフェスタでは、共生社
会推進室とも連携し、男女共同参画を推進するため、ブース
を設置し啓発を行った。

継続して、周知を行う。
関係機関と連携し、イベント参加の呼び掛け、及びパンフ
レットやチラシを窓口に設置するなど情報発信に努める。

セクシュアル・ハラスメント、パワーハラスメント、マタニティ・
ハラスメント及びパタニティ・ハラスメント等、雇用の場における
各種ハラスメントの防止に向け、企業内における研修の開催を働き
かけ、支援するとともに、これらの問題の解消のために広く啓発し
ます。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

事業所に、ハラスメントに対して問題意識を持ってもらい、
現場での見直しを行い現場の意見を取り入れてもらえるよう
な取組を行う必要がある。

継続して、関係機関と連携してパンフレットやチラシを窓口
に設置する。また、事業所等に専門員の話が聞ける機会を提
供し、周知を行う。雇用対策委員会等でのチラシ配付を行う
ことにより、より多くの方に周知する。

男性も女性も働きやすい職場環境、施設・設備の整備（男女別更衣
室やトイレの設置等）の重要性等について、特に女性の参画が進ん
でいない業種や中小企業等を意識しながら、情報発信に努めます。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

継続して、周知を行う。
継続して、関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口
に設置し、情報発信に努める。

農林業等の経営において、女性が男性の対等なパートナーとして経
営等に参画できるようにするため、家族経営協定の普及、農業経営
改善計画の共同申請、女性の集落営農への参画等を促進します。

農業G 認定農業者において新たに家族経営協定が１件締結された。
女性の積極的な農林業等の経営の参加を目指し、認定農業者
における家族経営協定の普及や、農村女性アドバイザーへの
支援を行う。

引き続き、認定農業者における家族経営協定の締結の補助や
農村女性アドバイザーへの支援等を行う。

労働条件・労働環境、各種ハラスメント等、雇用に関する相談窓口
である「働く人の相談窓口」の充実とその存在の周知を図ります。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

「働く人の相談窓口」を開設しているが認知度が低い。 引き続き「働く人の相談窓口」の周知を行う。

亀山商工会議所や亀山市雇用対策協議会などの関係機関等と連携
し、企業における男女共同参画や女性の活躍推進の取り組みを支援
します。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

連絡協議会等、女性の出席者が少数である。

継続して、パンフレットやチラシを窓口に設置する。また、
事業所等に専門員の話が聞ける機会を提供し、周知を行う。
雇用対策委員会等でのチラシ配付を行うことにより、より多
くの方に周知する。

男性の育児休業取得率を高められるよう、また男女ともに育児休業
等を取得しても中長期的に処遇上の差を取り戻すなど、職場マネジ
メントのあり方や優良事例等について、企業や市民に対し情報発信
や啓発を行います。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

男女共同参画を推進するため、一人ひとりが仕事とそれ以外
の生活の調和を取った生活ができるよう、ワーク・ライフ・
バランスを周知する。

関係機関と連携し、イベント参加の呼び掛け、及びパンフ
レットやチラシを窓口に設置するなど情報発信に努める。

改正次世代育成支援対策推進法に基づく、「子育てサポート企業」
としての認定「くるみん認定」等について、普及・啓発に努めま
す。
　くるみん認定…改正次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事
業主行動計画を策定した企業のうち、計画に定めた目標を達成し、
一定の基準を満たした企業は、「子育てサポート企業」として、厚
生労働大臣の認定を受けることができる制度

子育てサポートG

「子育て応援！わくわくフェスタ」が三重県とみえ次世代育
成応援ネットワークが協働して石薬師高校で開催され、様々
な企業や団体が集まり、子育てサポート企業が集うイベント
の啓発を行った。

男性の育児休業取得率が未だに低い現状の改善が必要であ
る。

市ホームページ等で「子育てサポート企業」としての認定
「くるみん認定」等の普及・啓発の情報発信を行う。

親近者を介護するための離職の防止のため、介護休業制度や柔軟な
働き方等の普及・啓発を図ります。

商工業・地域交通
G

関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に設置する
など情報発信に努めた。

男女共同参画を推進するため、一人ひとりが仕事とそれ以外
の生活の調和を取った生活ができるよう、ワーク・ライフ・
バランスを周知する。

関係機関と連携し、イベント参加の呼び掛け、及びパンフ
レットやチラシを窓口に設置するなど情報発信に努める。

①就労環境の向上等に
関する啓発・取り組み

②子育て支援等、周辺
環境の整備
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基本目標　３　安全・安心な暮らしの実現

基本施策（８）女性等に対するあらゆる暴力の根絶

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

女性等に対する暴力の問題は、人権意識の希薄（欠如）から生じる
ことから、これらの問題に対する市民の認識を深めるため、人権啓
発・人権研修等を進めます。

子ども支援G

市民が集まる機会に市職員が出向いて研修会を行う「かめや
ま出前トーク」において、女性に対する暴力をなくす運動の
趣旨を伝える、「それ、DVです！」というテーマを加え
た。

女性に対する暴力をなくす運動の趣旨を男性も理解する必要
があること、若年層への啓発強化も重要なことなどから、啓
発を行う対象のターゲットを学校等に広げる必要がある。

女性に対する暴力をなくす運動期間にあわせ、市内の学校で
のデートDV等の周知活動を行う。

「女性に対する暴力をなくす運動」期間などの時期を捉えて、市広
報紙への記事掲載、カード型チラシの配布、街頭啓発などにより、
女性等に対するあらゆる暴力を許さない社会意識の醸成や被害の未
然防止、市や県等の相談窓口や支援制度等の周知のための情報発
信・啓発を行います。

子ども支援G

・10月15日開催のあいあい祭りにてＤＶ防止のチラシ等の
配布
・11月1日号市広報紙にてＤＶ防止啓発の記事掲載
・11月13日ＪＲ亀山駅前にてＤＶ防止のチラシ等の配布
・市内１５店舗（スーパー、ホームセンター、ドラッグスト
ア、パチンコ店）にＤＶ相談カードやチラシの設置依頼

女性等に対するあらゆる暴力を許さない社会意識の醸成や被
害の未然防止、市や県等の相談窓口や支援制度等の周知のた
め、今後も情報発信や啓発を続けていくことが必要である。

・女性に対する暴力をなくす運動期間にあわせ、市広報紙に
てＤＶ防止啓発の記事掲載、ＤＶ防止のパンフレット等の配
布
・市内医療機関にＤＶ相談カードやチラシの設置依頼

相談窓口に専任の女性相談員を配置し、被害者の保護や自立等のた
め、被害者の心身のケアや継続した相談・支援、あるいは医療機関
や行政手続等への同行等の支援を行います。

子ども支援G

・相談実人員１７６人、延べ件数1,455件
専任の女性相談員が、被害者の保護や自立等のため、心身の
ケアや継続した相談・支援など被害者に寄り添った支援を行
うとともに、医療機関や行政手続等の同行支援も行った。

被害者の保護や自立等のため、心身のケアや継続した相談を
するとともに、被害者に寄り添いニーズに沿った支援を行っ
ていく必要がある。

相談窓口に専任の女性相談員を配置し、被害者の保護や自立
等のため、被害者の心身のケアや継続した相談・支援、ある
いは医療機関や行政手続等への同行等の支援を行う。

各関係機関等で構成する「亀山市要保護児童等・DV対策地域協議
会」において、DV被害者の適切な保護のために必要な情報の交換や
被害者に対する支援の内容を協議するなど、各関係機関等が連携し
て被害者を支援する体制づくりを推進します。

子ども支援G

DV被害者の適切な保護のために必要な情報の交換や被害者
に対する支援の内容を協議し、各関係機関等が連携して被害
者を支援するため、亀山市要保護児童等・DV対策地域協議
会を開催した。
　・代表者会議　1回
　・実務者会議　6回
　・個別ケース会議　95回

引き続き各関係機関等が連携して、DV被害者の適切な保護
のために必要な情報の交換や被害者に対する支援の内容を協
議するため、引き続き各関係機関等が連携していく必要があ
る。

DV被害者の適切な保護のために必要な情報の交換や被害者
に対する支援の内容を協議し、各関係機関等が連携して被害
者を支援するため、亀山市要保護児童等・DV対策地域協議
会（代表者会議年1回、実務者会議2カ月1回、個別ケース会
議週1回以上）を開催していく。

被害者に子どもが同伴する場合には、子どもの心のケアも必要なた
め、女性相談員と家庭相談員等が連携を図るほか、「亀山市要保護
児童等・DV対策地域協議会」の枠組みも活用し、被害者と子どもの
支援を行います。

子ども支援G

DV被害者に同伴している子どもに対し、女性相談員と家庭
相談員が連携し、子どもの心のケアなど支援を行った。ま
た、亀山市要保護児童等・DV対策地域協議会の枠組みも活
用し、学校・園、警察や児童相談所など関係機関との連携も
行った。

DV被害者に同伴している子どもに対する心のケアについて
は、引き続き女性相談員と家庭相談員が連携するとともに、
学校・園、警察や児童相談所など関係機関とも連携していく
ことが必要である。

DV被害者に同伴している子どもに対し、女性相談員と家庭
相談員が連携し、子どもの心のケアなど支援を行う。また、
亀山市要保護児童等・DV対策地域協議会の枠組みも活用
し、学校・園、警察や児童相談所など関係機関との連携も行
う。

被害者が早期に生活を再建できるよう、関係機関との連携を図り、
経済的な自立も含めた就労支援等、自立支援及び心理的支援に努め
ます。

子ども支援G

専任の女性相談員が中心となり、被害者が早期に生活を再建
できるよう、女性相談所など関係機関との連携を図り、経済
的な自立も含めた就労支援等、自立支援及び心理的支援を
行った。

被害者が早期に生活を再建できるよう、引き続き女性相談所
など関係機関との連携を図っていく必要がある。

専任の女性相談員が中心となり、被害者が早期に生活を再建
できるよう、女性相談所など関係機関との連携を図り、経済
的な自立も含めた就労支援等、自立支援及び心理的支援を行
う。

外国人や障がい者、高齢者の暴力被害者について、各関係部署・機
関等が連携し、支援に努めます。

高齢者支援G
障がい者支援G

障がい者の女性に対する暴力については2件発生しており、
子ども支援室、亀山市社会福祉協議会や障がい福祉サービス
事業所等の関係部署と連携し対応にあたった。また、暴力に
至った原因が解消されるよう支援を行った。

関係部署との連携を図り早期発見し対応する必要がある。

亀山市高齢者・障がい者虐待防止対策代表者会議で、高齢者
等の虐待に関する関係機関との情報交換を行い、虐待防止や
見守り等の連携を行う。また、虐待防止のための啓発を行
う。

男性に対する暴力等の相談窓口についても周知・啓発に努めます。 文化共生G
三重県男女共同参画センターと連携し、パンフレットを窓口
に配置するなど、相談窓口の周知を行った。

男性のための相談窓口があることがあまり知られていない。
三重県男女共同参画センターと連携し、引き続き相談窓口の
周知を行っていく。

女性相談員等が、被害者の相談を聞くことにより被害者と同様の心
理状態（代理受傷）になったり、相談員がバーンアウト（燃え尽
き）したりするのを防止するため、またスキルアップのため、研修
の機会を設けるなど相談体制の整備を図ります。

子ども支援G

女性相談員自身の精神的なフォローのため、またスキルアッ
プのために、県内で行われる各種研修や、県婦人相談員連絡
協議会への積極的な参加を促した。

相談員の資質と知識の向上を図るため、県外への研修の機会
を設けていく必要がある。

女性相談員自身の精神的なフォローのため、またスキルアッ
プのために、県内で行われる各種研修や、県婦人相談員連絡
協議会へ積極的に参加する。また、岩手県盛岡市で開催され
る全国婦人相談員連絡協議会に参加する。

DV被害者を保護するため、被害者への市営住宅の提供について、法
令等に基づき柔軟に対応します。

住まい推進G こども支援G DV被害者への市営住宅提供はなかった。 空き住宅の確保をしておくことが必要。
DV被害者への対応は、関連部署と情報共有し、法令に基づ
き住宅の提供を行う。空き住宅を確保しておく。

①女性等に対する暴力
の防止・根絶及び被害
者の保護等の推進

- 127 -



セクシュアル・ハラスメント、は、女性の尊厳を不当に傷つけ能力
の発揮を妨げる人権侵害であり、雇用の場だけでなく、あらゆる場
面での未然防止のための啓発に努めます。

子ども支援G

・10月15日開催のあいあい祭りにてＤＶ防止のチラシ等の
配布
・11月1日号市広報紙にてＤＶ防止啓発の記事掲載
・11月13日ＪＲ亀山駅前にてＤＶ防止のチラシ等の配布
・市内１５店舗（スーパー、ホームセンター、ドラッグスト
ア、パチンコ店）にＤＶ相談カードやチラシの設置依頼

女性等に対するあらゆる暴力を許さない社会意識の醸成や被
害の未然防止、市や県等の相談窓口や支援制度等の周知のた
め、今後も情報発信や啓発を続けていくことが必要である。

・女性に対する暴力をなくす運動期間にあわせ、市広報紙に
てＤＶ防止啓発の記事掲載、ＤＶ防止のパンフレット等の配
布
・市内医療機関にＤＶ相談カードやチラシの設置依頼

適正な性教育を実施することにより、生命を尊厳あるものと実感
し、男女が互いに尊重して認め合う意識を醸成します。

教育研究G

人権学習のなかで暴力を防止する教育を推進した。あらゆる
暴力を許さない姿勢と、暴力に依存せずに対等な人間関係を
構築するスキルを育成した。

子どもたちを加害者にも被害者にもさせない視点をもった実
践を積む必要がある。

具体的な行為等を防止する授業に取り組む。

②セクシュアル・ハラ
スメント、ストーカー
事案、性犯罪、売買
春、人身取引等の対策
の推進
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基本目標　３　安全・安心な暮らしの実現

基本施策（９）生涯にわたる健康づくり支援

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

男女の健康保持増進のため、性差医療に関する普及啓発、性差を踏
まえた心身の健康維持支援や生活習慣病の予防施策等について広く
情報発信する。

健康づくりG

女性の健康週間（３月１日～８日）について広報、窓口等で
周知を行った。
また、女性の健康週間の期間に実施した運動教室で、女性特
有の症状や生活習慣病等についての周知を行った。

女性の健康週間の認知度を高める必要がある。 引き続き、女性の健康週間について周知を行う。

男女とも健康診断の受診率の向上につなげるため、健康診断の受診
について啓発を行います。

健康づくりG
「健康づくりのてびき」にがん検診、健康診断等に関する情
報を掲載し全戸配布を行った。

検診の申込方法や申し込みハガキの書き方についての問合せ
があり、わかりやすくする必要がある。

健康づくりのてびきの内容をわかりやすくするように工夫す
る。

イベントや教室などの機会を活用し、早期発見と予防の重要性につ
いて啓発を進め、女性特有のがん検診等の受診勧奨を行います。

健康づくりG
集団検診において、女性のための検診日を設け、受診しやす
い環境を整えた。

検診当日、受診人数が多く、受付・受診に時間がかかった
り、受診人数が少なく定員に満たない日程があった。

検診受診がスムーズに行えるよう、受付人数の調整を行う。

妊娠・出産時の健康支援のため、妊娠届に基づき母子健康手帳を交
付するとともに、妊娠中の疾病や異常の早期発見をはじめ、妊婦の
健康管理を目的とする妊婦一般健康診査を実施します。また、出産
に向けて「妊婦教室」や「パパ・ママ教室」を開催するなど、出産
を支援します。

健康づくりG

保健師が母子健康手帳を交付し、妊婦一般健康診査や各種教
室のお知らせや、相談を行った。妊婦健康診査は、延べ
5,000人の受診があった。妊婦教室は年4回開催し、延べ
24人、パパ・ママ教室は年4回開催し、延べ29人の参加が
あり、出産に向けての支援を行った。

妊婦教室、パパ・ママ教室の参加者が少なめである。
引続き、母子健康手帳交付時に、妊婦健康診査の受診案内を
行うと共に、妊婦教室、パパ・ママ教室の紹介を行い、参加
者増加に努めていく。

新生児訪問や赤ちゃん訪問を実施し、育児の情報提供や個別相談
等、個々のニーズに応じた育児支援を行います。

健康づくりG
新生児訪問や赤ちゃん訪問を363件実施し、育児の情報提供
や個別相談等、個々のニーズに応じた育児支援を行った。

引続き、訪問を実施し、育児支援を行う必要がある。
引続き、新生児訪問や赤ちゃん訪問を実施し、育児支援を
行っていく。

不妊・不育症等の治療を支援するため、治療費の一部を助成するほ
か、不妊・不育症治療などに対する正しい理解の普及啓発に努めま
す。

健康づくりG

不妊治療費の一部助成を延べ80件実施した。また、広報に
年３回、不妊・不育症治療の内容を掲載し、不妊・不育症等
の助成制度や、正しい理解の普及に努めた。

引続き、不妊・不育症治療費の一部助成や、正しい理解の普
及に努め、不妊・不育症の治療を支援していく必要がある。

引続き、不妊・不育症治療費の一部助成を実施し、正しい知
識の普及のため、広報等に掲載していく。

スポーツの楽しさ・素晴らしさ等を情報発信するなどして、女性が
より一層スポーツ活動に親しむよう呼びかけます。

スポーツ推進G

各種スポーツ団体と連携して、女性のスポーツの普及啓発に
関する情報を、広報・HPを通じて情報提供に努めた。ま
た、女性バレーボール大会を主催し、スポーツ活動の場を提
供した。

スポーツ活動の機会がない女性でも参加したくなるような情
報提供の検討が必要である。

各種スポーツ団体等とスポーツ活動の機会がない女性でも参
加したくなるような情報提供を検討する。

親子で参加できる教室・イベントの開催支援や、託児サービスの併
設など、子育て中の女性などが参加しやすいスポーツ環境の整備に
努めます。

スポーツ推進G

大会やイベント規模に応じて、託児サービスの設置等につい
て検討を行った。また、親子で一緒に参加できるよう、
ニュースポーツ大会を実施した。

子育て中の女性などがスポーツ活動に参加できるよう、ス
ポーツ実施機会の整備について検討を行う必要がある。

子育て中の女性などがスポーツ活動に参加できるよう、ス
ポーツ実施機会、環境の整備について検討を行う。施設の幼
児室の存在を周知する。

女性がより一層スポーツ活動に親しむことができるよう、家庭にお
ける家事・育児の分担について、男女が共に協力し合えるよう啓発
を図ります。

スポーツ推進G

家族で参加するニュースポーツ大会を実施し、家族でスポー
ツ活動に親しむ機会を通じて、性別に関係ないスポーツ実施
の機会の重要性を啓発した。スポーツを通じて、父親と子ど
ものふれあいの場を創造し、父親の育児参加意欲の向上を推
進した。

家事や育児は、女性の役割として根強く認識されているた
め、社会全体の意識改革が必要であるとともに、女性自身に
も生活におけるスポーツ活動の優先順位をあげるべく啓発す
る必要がある。

各種スポーツ団体等とスポーツ活動の機会がない女性でも参
加したくなるような情報提供やスポーツ大会の実施を検討す
る。また、男女の役割意識解消を促進する。

女性が、スポーツに関する各種委員やスポーツ団体の運営等に参画
するよう呼びかけます。

スポーツ推進G
女性のスポーツクラブの運営やスポーツ推進委員等スポーツ
行政への参画を促進した。

女性が、主体的にスポーツクラブの運営やスポーツ行政への
参画するよう促進する必要がある。

女性のスポーツクラブの運営やスポーツ推進委員等スポーツ
行政への参画を促進する。

女性のスポーツ活動を理解し、適切な指導・支援が行える指導者の
養成や活動の支援等に努めます。

スポーツ推進G
各種スポーツ団体と連携し、講習会や研修会の情報提供を行
い、指導者の育成を支援した。

各種スポーツ団体と連携し、講習会や研修会を通じた指導者
の育成について、細やかに支援する必要がある。

各種スポーツ団体に働き掛け、講習会や研修会などの機会を
通じて、指導者育成に努める。

②スポーツ分野への女
性参画

①生涯にわたる男女の
健康の包括的な支援
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基本目標　３　安全・安心な暮らしの実現

基本施策（１０）様々な要因により困難を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整備

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

ひとり親家庭に対し、就学援助費や児童扶養手当、技能訓練促進給
付などの各種手当等を支給するとともに、医療費の助成や相談事業
など、ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援します。

子育てサポートG
ひとり親家庭を対象とした各種手当のを支給を行い、生活の
安定と自立支援を行った。

安定した経済基盤の確保や養育費等の支援とともに経済的な
支援が必要である。

継続したひとり親家庭の各種の手当の支給を行い、自立支援
を行う。

保護者の疾病やその他の理由により、家庭において一時的に児童の
養育が困難となった場合等に、子育て短期支援事業（ショートステ
イ）を提供できるよう環境を整備します。また、社会的擁護施策と
して、教育家庭制度（里親制度）の普及や小規模児童養護施設の設
置を進めます。

子ども支援G

子育て短期支援事業（ショートステイ）を提供できるよう近
隣１０施設と契約を締結し、２世帯、６人、のべ２０日の利
用があった。
社会的擁護施策としては、里親制度の普及について県ととも
に里親推進事業を実施した。また、地域小規模児童養護施設
の設置については、運営主体となる社会福祉法人を公募する
など、事業実施に向けた準備を進めた。

市内に子育て短期入所施設がないため、保護者が他市の施設
まで送迎する必要がある。
また、里親制度については、認知度が低いため、啓発を進め
ていく必要がある。

子育て短期支援事業（ショートステイ）を提供できるよう近
隣施設と契約を締結する。
里親制度の普及については、県とともに里親推進事業を実施
していく。また、市内に子育て短期入所施設と地域小規模児
童養護施設が設置できるよう、社会福祉法人の支援を進め
る。

特に支援につながりにくい、高齢女性における認知症を伴うDV被害
（身体的、心理的、経済的、介護・世話の放棄・放任）等につい
て、市民の理解を深めるため啓発に努めます。

高齢者支援G

介護者の集いなどの機会を通じ、虐待についての周知を行
い、男女を問わず誰しも加害者になりうることを周知し、考
えてもらえるよう努めた。相談の内容だけでなく問題を抱え
た家庭が無いか慎重にケースを聴取した。民生委員等の協力
を得て実態把握に努めた。

介護者に自らのことと認識して貰うことが難しい。個人宅内
で起こる虐待等に気づくことが難しい。

既存のメニューの中で虐待予防の周知・啓発をさらに努め、
虐待防止に効果があるものを検討してゆく。

障がいのある子どもを持つ家庭に対し、特別児童扶養手当や障害児
福祉手当等、各種手当の支給などの経済的支援を行うとともに、専
門性の高いアドバイスや支援、療育相談事業等により、母親等の育
児不安の解消に努めます。

障がい者支援G
子ども支援G

特別児童扶養手当1級56人、2級56人に、障害者福祉手当
は33人に支給し経済的支援を行った。
また、療育相談事業においては、個別療育26回（13人）、
集団療育72回（37人）の療育を行った。

支給漏れがないよう周知するとともに、特に手続きが困難な
対象者に対しては手続きの支援や助言をおこなうことが必要
である。また、療育相談事業においては、個別の状況やニー
ズに沿った療育を行うことが必要である。

引き続き特別児童扶養手当や、障害者福祉手当等の各種手当
の適正な支給を行い経済的支援をする。また、療育相談事業
においては、専門機関と連携し、療育体制の調査研究と療育
内容の強化に努める。

日本語の理解が難しい外国人市民のために、各種行政サービスや制
度等に関する外国人向けの多言語情報の提供に努めます。

市民協働G

外国語版広報紙の「かめやまニュース」を英語版とポルトガ
ル語版で発行するとともに、平成２９年８月１日号よりやさ
しい日本語版も作成し、情報提供に努めた。

やさしい日本語版をよりわかりやすい内容になるよう工夫す
る。
現在作成している「かめやまニュース」や「病院一覧」等の
印刷物以外に、生活に必要な情報を提供していく。

多言語に対応するため、やさしい日本語の印刷物を増やして
いく。

性的少数者またはLGBTなど、性の多様性に関する理解を広げるた
め、啓発に努めます。

文化共生G
関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口に配置する
など、「性的マイノリティ」への理解の啓発に努めた。

「性的マイノリティ」への関心や理解が乏しい。
引き続き、関係機関と連携し、パンフレットやチラシを窓口
に配置するなど、「性的マイノリティ」への理解の啓発を図
る。

①ひとり親家庭等の親
子が安心して暮らせる
環境づくり

②高齢者、障がい者、
外国人等が安心して暮
らせる環境の整備
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基本目標　３　安全・安心な暮らしの実現

基本施策（１１）男女共同参画の視点に立った防災体制の確立

施策項目 施策の内容 担当G 関連部署・関連団体 （1）平成29年度の実績 （2）今後の課題 （3）平成30年度の計画（具体的な取り組み内容）

防災に関する政策及び方針決定過程における、女性の参画を推進し
ます。

防災安全G

 現在防災会議委員の中には女性は少数であるが、地域防災計
画に女性の参画に関する記述を行っている。
　また、自治会や自主防災組織等対象の出前講座にて、避難
所運営における女性の参画の必要性について説明を行った。

　防災会議委員の女性率の向上及び自主防災組織内における
女性担当の増加を働きかける。

　自治会や自主防災組織等対象の出前講座にて、避難所運営
における女性の参画の必要性について説明を継続していく。

災害に関する各種対応マニュアルなどについて、男女共同参画の視
点を踏まえ作成します。

防災安全G

　随時各種マニュアルについて修正を行っている。H29年度
においては修正を行っていないが、地域防災計画における女
性参画の必要性の記述を基に、修正案について検討を行っ
た。

　自主防災組織内における女性担当の増加
　随時各種マニュアルについて修正を行い、地域防災計画に
おける女性参画の必要性の記述を基に、修正案について検討
を行っいく。

防災知識の普及啓発や防災訓練においては、男女双方の視点を十分
に取り入れた内容となるよう、工夫します。

防災安全G

　中止にはなったが、総合防災訓練において女性の視点を取
り入れた避難所運営、プライバシーの保護等の観点を取り入
れた避難スペース作成訓練等を計画した。

　１地域のみではなくこのような動きを全市的に行う必要が
ある。

　総合防災訓練において女性の視点を取り入れた避難所運
営、プライバシーの保護等の観点を取り入れた避難スペース
作成訓練等を計画している。

応急手当の知識の習得・指導・啓発活動をはじめとする地域の防災
活動に、女性ならではの視点を生かしてもらえるよう、女性消防団
員の入団促進と活動支援に努めます。

総務・消防団G

普通救命講習等の応急手当の指導、普及啓発に延べ21名の
女性消防団員を派遣した。また、年度途中に2名の女性消防
団員が新規加入した。

応急手当、防災活動の普及啓発において、より女性ならでは
の視点を生かしてもらえるよう、女性消防団員数の確保が課
題として挙げられる。

女性ならではの視点を生かしてもらえるよう、普通救命講習
をはじめとした応急手当、防災活動の指導・普及啓発活動の
支援及び女性消防団員の確保に向けた検討を行う。

発災時の避難所の運営のあり方について、平常時から男女共同参画
の視点からも検討し、避難所の運営体制を確立します。

防災安全G

　中止にはなったが、総合防災訓練において地域の方々を中
心に女性の視点を取り入れた避難所運営の体制を考え、各施
設ごとの避難所運営マニュアルの作成へのステップとする予
定であった。

　１地域のみではなくこのような動きを全市的に行う必要が
ある。
　地域の女性の方で進んで意見をいただける方が少なかっ
た。

　総合防災訓練において地域の方々を中心に女性の視点を取
り入れた避難所運営の体制を考え、各施設ごとの避難所運営
マニュアルの作成へのステップとする。

避難所運営においては、女性や子ども、高齢者、障がい者等、多様
な人々のニーズを汲み取れるよう、女性等の参画を推進します。

防災安全G

　中止にはなったが、総合防災訓練において地域の方々を中
心に女性等の視点を取り入れた避難所運営の体制を考え、各
施設ごとの避難所運営マニュアルの作成へのステップとする
予定であった。

　１地域のみではなくこのような動きを全市的に行う必要が
ある。
　地域の女性の方で進んで意見をいただける方が少なかっ
た。

　総合防災訓練において地域の方々を中心に女性等の視点を
取り入れた避難所運営の体制を考え、各施設ごとの避難所運
営マニュアルの作成へのステップとする。

女性用の生理用品や乳児のための粉ミルク等、性別等によるニーズ
の違いに配慮した物資の備蓄や配布体制の整備、また避難所内にお
けるプライバシーの確保や女性の安全確保等、避難所の体制整備を
図ります。

防災安全G

　生理用品やミルク等備蓄については定期的な入替を行い、
適正に管理を行った。また、三重県において広域受援計画が
策定され、三重県及び各市における物資供給に関する手法が
確立され始めた。
　避難所の体制整備については、上記のとおり。

　備蓄品については様々なニーズがあるが、全てを賄うこと
は出来ない。市民の理解、防災意識の向上が不可欠となる。

　生理用品やミルク等備蓄については定期的な入替を行い、
適正に管理を行っていく。また、三重県において広域受援計
画が策定されたことから、その計画に基づき、検討して、避
難所体制の整備を図っていく。

①災害に備えた体制の
整備

②災害に備えた避難所
運営体制の構築
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 88

  将来にわたって持続的な行政サービスを維持するため、60年後のあるべき姿を描
きながら、公共施設やインフラの計画的な維持管理と施設総量の削減を行うことで、
１年あたりの投資的経費を直近５ヵ年の平均である22億7千万円（将来費用の25％
削減）に近づけることを目標に取り組む。
  この目標を達成するため、「維持管理経費の削減と長寿命化の推進」「将来費用
の確保」「施設総量の削減」の３つの基本方針と７つの実施方針、17の施設類型ごと
の基本方針を基に実行する。

公共施設等総合管理計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

  本計画は、必要な公共施設等を適切に維持・管理するための基本方針を定めた
もので、施設マネジメントの基本計画として位置付けている。また、第2次亀山市総合
計画前期基本計画との関連は、基本施策「(2)財産・情報の適正な管理・活用」と深
く関わり、②公有財産の効率的・効果的な活用の部分を補完するものである。

総合政策部 財務課

目的・概要

計画期間 年度

  公共施設等については、施設の老朽化や更新、維持・管理への財政負担、施設
利用需要の変化など、それらへの対策が課題である。本計画は、課題分析を的確
に行い、将来費用を試算した上で、利便性や安心・安全に利用できる環境など利用
者の視点に立ち、更新や統廃合、長寿命化など総合的な管理を行うものである。

計画の骨格

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

将来費用 

年間 30.4 億円 

 

 

 

現在 

維持管理経費の削減 

長寿命化 

施設総量の削減 

施設・インフラの 

老朽化 

厳しい財政状況 

人口減少 

少子高齢化 

公共施設等 

 

 

投資可能額 

年間 22.7 億円 

 

 

 

60 年後 

25％削減 

将来費用の確保 

①集約化 
②複合化（多機能集約） 
③転用 
④一部利用停止 
⑤廃止 
⑥民間施設の利用 
⑦民間活力の活用 
⑧広域化 
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

1362.0

  本計画に掲げる「60年間で将来費用を25％削減する」という目標達成に向け、建
物（ハコモノ）において実行計画となる施設類型ごとの個別施設計画の策定に着手し
た。計画の期間や策定方法など基本的な事項について、部長級で構成する行財政
改革管理委員会において確認し、施設類型ごとに将来費用の削減に向けた取組
み、今後の施設の在り方を整理するため、関係部署に個別ヒアリングを行った。
  また、第2次亀山市行財政改革大綱や長寿命化計画など、再編や統廃合など先
行して取り組んでいる施設についても、個別ヒアリングの中で本計画と整合しているか
確認を行った。

  個別施設計画を策定している段階であるため、個々の施設の方向性は決定してい
ないが、策定に向けて行財政改革管理委員会の開催や関係部署へのヒアリングな
ど協議を重ねたことで、第2次亀山市行財政改革大綱や長寿命化計画などで既に
取り組んでいる施設について、本計画と整合しているかを確認しながら進めることが
できた。

  本計画の基本方針に沿って個別施設計画の策定を進めることで、効率的・効果的
な施設の維持・管理に向けての検討を行う機会が増え、認定子ども園整備による幼
稚園・保育所の再編や市営住宅の統廃合など具体的な検討が行われた。

  総務省が要請する個別施設計画の策定期限は平成32年度末までであるが、同
計画が実行計画となるため、庁内での意思統一を図り、出来る限り早い段階で策定
する必要がある。

  個別施設計画を平成30年度中に策定するとともに、計画の推進にあたっては、行
財政改革推進本部において組織横断的な調整機能を発揮しながら取り組んでいく。

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

将来費用の削減（60年間で25％） 億円 －1823.1

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名
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■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

亀山市ICT利活用計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は、高度情報通信ネットワーク社会形成基本法第１１条に基づき、高度情
報通信ネットワーク社会の形成に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、市域の
特性を生かした自主的な施策を策定し実施するための個別計画として位置づけて
おり、市の総合計画及び関係する分野別計画との整合を図るものとしています。

総合政策部 総務課

目的・概要

計画期間 年度

　これまでの計画の成果や課題を踏まえながら、「第２次亀山市総合計画」の実現を
ＩＣＴの面から下支えするとともに、急激かつ大幅な社会経済構造の変化に対し、市
のＩＣＴ利活用に新たな視点で取り組むため、「亀山市ＩＣＴ利活用計画」を策定し、市
のＩＣＴの効果的かつ効率的な利活用を進めます。

計画の骨格

基本理念 
•新たな視点で“つなげる”ICTの利活用 

この基本理念は、ICTをまちづくりの有効な手段と認識し、これまでにない新たな

視点で利活用することで、人と人、人と組織、組織と組織、人と組織と情報など、

様々な資源のつながり（ネットワーク）を生み出し、連携・協働による「市民力・地

域力が輝くまちづくり」を進めるためのものです。 

 

•マイナンバーカードを活用した行政サービスの提供 

•子育てワンストップサービスの推進 

•多様な媒体を介した情報発信の充実 

•多様な公金収納環境の整備  

•地域医療連携システムの整備 

ビジョン① 

誰もが実感で
きる行政サー
ビスの実現 

•行政情報オープンデータ化の推進  

•市民・地域・行政が相互に情報交流できる仕組みの
構築 

•シティプロモーション戦略の推進 

•総合的な防災情報伝達システムの構築 

ビジョン② 

安全で活気あ
ふれる地域を
創る仕組みの
構築 

•行政情報システムの安定稼働と業務改革 

•「行政情報システム最適化指針」の適用 

•学校教育におけるICT利活用の推進 

•庁内ペーパレス化の推進 

ビジョン③ 

スリムで持続
可能な行政運
営への変革 

- 135 -



■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

設定なし

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

【平成29年度に実施した主な取組】
・総合住民情報システム及び統合型内部情報システムのクラウドコンピューティング
による運用を開始
・インターネット通じた納付が可能な市税クレジット収納の運用を開始
・小中学校に児童生徒用のタブレット型パソコンを導入
・国保広域化に対応するためのシステム改修を実施
・市ホームページで公開している地図情報システムおける都市計画参考図の拡充
・地域まちづくり協議会のホームページによる情報発信を促進するための勉強会を
開催
・行政情報のオープンデータ化に向けて、今後の方向性を検討　など
　税・住民記録・国保・年金等を取り扱う「総合住民情報システム」と主に庁内事務
に利用する「統合型内部情報システム」のクラウドコンピューティングによる運用を開
始し、堅牢なデータセンターでの管理やネットワークの2重化による情報セキュリティと
業務継続が可能な仕組みを確保した。
　また、これまでのコンビニ収納に加えて、市税のクレジット収納の実施により、24時
間インターネットを通じて納付できる仕組みを導入したことにより、行政サービスの質
の向上を図ることができた。
　さらに、市内の小中学校に児童生徒用タブレット型パソコンを導入したことにより、ＩＣ
Ｔを活用することで学習への意欲・関心を高めたり、わかりやすい授業の実現に向
け、環境を整備することができた。
６．行政経営　（２）財産・情報の適正な管理・活用　①行政情報の適切な管理

　主要な情報システムのクラウドコンピューティングによる運用を開始し、情報セキュ
リティの強化を図ったことで、行政情報の適正な管理に繋げることができた。
　また、行政情報のオープンデータ化に向けて、今後の方向性を見出すことができ
た。

　平成29年度に導入・更新等を計画していた事業について、主要なシステムのクラ
ウド化や市税クレジット収納の運用を開始するなど、概ね計画どおりに実施できたが、
今後、これらの事業の維持・継続にあたり、関連する制度の改正や情報通信技術の
進展など、ＩＣＴを取り巻く情勢の変化に柔軟に対応していく必要がある。

　継続事業については、ＩＣＴ取り巻く情勢の変化に柔軟に対応していくために、改善
が必要なものは、適宜改善を図りながら維持・継続していく。また、平成30年度以降
に導入・更新等を計画している事業については、今後の情勢を踏まえた十分な検討
を行った上で、計画的かつ円滑に実施していく。
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亀山市ICT利活用計画取組実績一覧

①　誰もが実感できる行政サービスの実現

29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

△ → ○ → → 生活文化
部

市民課 戸籍住民
G

導入の可
否及び手
法等につ
いて検討

導入の可
否及び手
法等につ
いて決定

検討結果
に基づき
実施

継続 継続 生活文化部 市民課 戸籍住民G

△ ○ ◎ → → 総合政策
部

総務課 情報統計
G

調査
検討
一部実施

検討
導入

運用 運用 総合政策部 総務課 情報統計G

→ △ ◎ → → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続

文字情報
システム
検討
更新準備
（債務負
担）

文字情報
新システ
ム稼働

継続 継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

→ △ ◎ → → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続
システム
更新検討

契約・移
行作業
（次期
ホーム
ページ）

継続 継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

→ → → → →

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

実施年度

①
(3)-3

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

メール配信シ
ステム事業

安心で、安全なまちづくりに
向け、防災、防犯、災害及び
市からのイベント開催等のお
知らせをメール配信する。

あらかじめメールアドレスを
登録した市民の方にメール配
信する。また、非常時におけ
る職員の参集メールや、幼稚
園、保育園、小・中学校にお
いて登録者を限定したメール
配信を行う。  （安心めー
る、幼・保・学校メール 、職
員参集メール）

①
(3)-1

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

行政情報提供
事業

ケーブルテレビという動画の
特性を生かして、市の各種施
策・制度やイベントなど、地
域に密着した情報を提供する
ことにより、市民のまちへの
愛着を高める。また、本市の
魅力を動画で市内外へ発信
し、本市の知名度とまちのイ
メージ向上につなげる。

ケーブルテレビを活用した行
政情報番組を制作・提供す
る。

①
(3)-2

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

ホームページ
情報発信事業

市の施策や魅力をどこでも必
要な時に取得できるよう、
CMSを活用したホームページ
により、市内外に情報発信す
る。また、フェイスブックな
どのツールを利用し、より身
近で取得しやすい環境を整え
るとともに、ICTを活用した
コミュニケーション機能の充
実を図る。

①
(2)-1

子育てワンス
トップサービ
スの推進

子育てワンス
トップサービ
ス推進事業

妊娠、出産、育児等に係る子
育ての負担軽減を図るため、
子育て関連手続きにおいて、
マイナンバーカードを用いて
オンラインで一括して手続き
を行うことができるよう推進
する。

マイナポータルを通じて利用
できる子育てワンストップ
サービスを導入し、児童手
当・保育・母子保健・ひとり
親支援関係の電子申請やお知
らせ等に係るオンラインサー
ビスを提供を国の動向を注視
しつつ検討する。

①
(1)-1

マイナンバー
カードを活用
した行政サー
ビスの提供

コンビニ交付
事業

マイナンバーカードを活用し
た行政サービスの提供をする
ことで、市民サービスの向上
と事務の効率化を図る。

マイナンバーカードを使って
コンビニエンスストアのコ
ピー機で住民票や印鑑証明書
等を交付するサービスを行う
ことができるよう、コンビニ
交付事業の導入を検討する。

担当
今後の方向性

平成29年度

平成29年度の部内での検証
結果を踏まえ、関係課との連
携を図り、平成31年度から
の導入について検討してい
く。

費用対効果は見込みにくい
が、市民サービスの向上、近
隣市町の導入状況、特別交付
税の対象期限が平成３１年度
末であることなどから、引き
続き導入の検討を行う必要で
ある。

研修会に参加するとともに、
国や県から情報収集を行い、
部内において、コンビニ交付
事業の導入に係る費用対効
果、メリット・デメリットな
どの検証を行った。

No.
施策の方向

性
事業名 目的 概要

平成26年度導入のCMSを活
用したホームページにより、
タイムリ－かつ安定的な市政
情報の発信を行うとともに、
ウェブアクセシビリティ向上
のため、継続的に職員研修を
実施する。また、現行システ
ムの賃貸借契約が平成31年
度で満了することから、シ
ティプロモーション専用サイ
トとの統合やサーバのクラウ
ド化に向けた検討を行い、次
期ホームページの契約及び移
行作業を進める。

国や他の自治体の動向に注視
し、子育てワンストップサー
ビス導入の課題を整理する。

関係部署を交えての調査検討
を実施し、次年度以降の導入
に向けて調査検討を継続する
こととした。

情報収集を行いつつ、関係部
署に情報提供を行い、システ
ム導入に向けての調査を行っ
た。また、マイナポータルに
子育てに関する情報を掲載し
た。

引き続き、メール配信システ
ム事業を継続する。

安心めーると学校等連絡メー
ルの合計登録者数は増加傾向
であり、市や学校等からの情
報発信ツールとして機能して
いる。

緊急情報、防犯情報、イベン
ト情報など94件のメール配
信を行った。なお、平成29
年度末の登録者数は、4,387
人である。
また、市内の小・中学校、幼
稚園、保育園等が利活用して
いる学校等連絡メールの登録
者数は8,365名であり、年間
854件の連絡メールを配信し
た。

市民アナウンサーや中高生ア
ナウンサーの活用により、市
民に身近な番組づくりを行
う。また、まちづくり協議会
単位のイベントなど、親しみ
を感じてもらえる取材先を選
定する。
文字情報システムで放送して
いる情報（災害、選挙等）の
関係部署と協議を行う。

市民アナウンサーや高校生ア
ナウンサー（9回）、中学生
アナウンサー（3回）に番組
出演していただくことで、親
しみのある番組づくりを行う
ことができた。
文字情報システムについて、
平成31年度以降の方向性を
検討する必要がある。

行政情報番組「マイタウンか
めやま」を計画通り年間53
本制作し、放送した。
文字情報システムにより行
事・募集の案内（フル画面）
を行うとともに、災害や選挙
情報を字幕、Ｌ字で放送し
た。（フル画面：196回、字
幕：13回、Ｌ字：4回）

タイムリーで安定的な市政情
報の発信に向け、研修を継続
実施し、ホームページ更新回
数及びアクセシビリティの向
上に努める。
また、平成31年度次期ホー
ムページの運用に向け、シス
テム更新を検討する。

アクセシビリティについて
は、ホームページの構造上、
改善が困難な部分（アンケー
ト機能）が一部あるものの、
対応不十分なページが散見さ
れ、改善の促進が必要であ
る。

ホームページアクセス数は
689,387回（前年度比1.09
倍）、ホームページ更新回数
は1,240回（前年度比1.06
倍）、フェイスブック掲載回
数は187回（前年度比1.17
倍）で、タイムリーな情報発
信ができた。
また、7月に「ホームペー
ジ。シティプロモーションお
よび広報研修」を開催（55
人参加）し、アクセシビリ
ティに関する意識向上を図っ
た。

 スケジュール項目 

  △ ： 調査、検討 
  ○ ： 一部実施、推進 
  ◎ ： 実施、完了 
  → ： 継続 
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度 担当
今後の方向性

平成29年度
No.

施策の方向
性

事業名 目的 概要

→ → → △ △ 生活文化
部

文化ス
ポーツ課

スポーツ
推進G

継続 継続
継続
検討

検討 検討 生活文化部
文化スポー
ツ課

スポーツ推
進G

→ △ ○ → ◎ 生活文化
部

文化ス
ポーツ課

歴史博物
館

継続

亀山市歴
史博物館
専門委員
会で方向
性を検討

個人所蔵
者、執筆
者への新
しいセ
キュリ
ティに対
する了承
をとる

継続
設計

業務委託
による
ページの
再編集と
配信

生活文化部
文化スポー
ツ課

歴史博物館

△ ◎ → → →

手法の検
討、関係
室との協
議、内容
の作成

運用 継続 継続 継続 生活文化部
まちづくり
協働課

市民協働G

◎ → → → → 生活文化
部

環境課 廃棄物対
策G

システム
導入

公開 公開 公開 公開 生活文化部 環境課
廃棄物対策
G

→ → → → → 産業建設
部

用地管理
課

管理G

継続 継続 継続 継続 継続 産業建設部 用地管理課 管理G

→ → → → → 産業建設
部

都市整備
課

都市計画
G

継続 継続 継続 継続 継続 産業建設部 都市整備課 都市計画G

確認作業を終えたごみはウェ
ブ上での公開に向けた作業を
進める。精査が必要なもの
は、その作業が終わり次第順
次追加していく。

精査が必要なものが一部ある
が、ごみ一覧表の作成はほぼ
終えることができた。また、
ウェブサイトの構築も終える
ことができた。

ごみ分別ハンドブックは約
600種掲載しているところ、
ごみ分別辞典では約2,000種
掲載すべく一覧表を作成し
た。ただし、大幅に増やした
ことから分別確認作業に時間
を要し、精査が必要なものが
一部残されたことから、H29
年度中のウェブ上での公開は
見送った。

今後、市史の編集についてを
歴史博物館専門委員会に諮
り、執筆者等にセキュリティ
の解除、全体的なページの再
編への承諾を目指す。

現在のインターネットの一般
的な状況に即していないセ
キュリティ体制が、市史編さ
ん時の委員会により要求され
たものであり、単純にセキュ
リティを外すことはできない
ものであることが確認され
た。

室内で、現在のセキュリティ
の状況に対する理解を共有し
た。

①
(3)-5

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

亀山市史
（ウェブ版）
の普及拡大事
業

亀山市史のセキュリティの考
え方やシステムが影響し、強
いセキュリティを設定してい
る外部機関では亀山市史を利
用できない。亀山市史のセ
キュリティの考え方やシステ
ムを見直し、同時に利用しや
すいウェブページへと再編
し、さらなる利活用の普及拡
大を図る。

平成33年に、亀山市史は
ウェブ配信されて10年にな
る。インターネット環境が進
む中、内部では庁内のパソコ
ンで亀山市史が利用できず、
外部でも、一般や、他自治
体、教育委員会、大学、研究
機関なども利用できないとこ
ろがある。亀山市史編さん推
進委員会で設定されたセキュ
リティの考え方やシステムそ
のものを見直し、現在レベル
で利用できるようにする。

①
(3)-4

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

公共施設予約
システム運用
管理事業

運動施設など市の公共施設の
利用環境を改善し、市民の利
便性の向上と施設の利用促進
を図るため、公共施設予約シ
ステム運用管理事業を行う。

予約システムを運用すること
で、保守メンテナンス時を除
き、いつでもオンラインで予
約をすることができる。ま
た、各施設へ問い合わせるこ
となく、空き状況を確認でき
るなど、利便性の向上を図
る。

①
(3)-7

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

ごみ分別ハン
ドブック公開
事業

市民がごみの分別を迷わない
うえ収集日の確認や出し忘れ
が防止できること、ペーパレ
ス化が推進できることを目的
に、ウェブ上で50音順や
キーワード検索が可能なごみ
分別辞典を作成し公開する。

ウェブ上で50音順やキー
ワード検索が可能な「ごみ分
別ハンドブック」を作成し公
開する。

①
(3)-6

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

多言語情報
メール配信事
業

日本語での情報が伝達されな
い外国人に対し、生活の安全
安心を確保するための基本で
ある災害情報や緊急情報を提
供する。

現在、英語及びポルトガル
語、やさしい日本語で月に1
度、外国語版広報を携帯電話
へ情報発信している。このし
くみを活用し、災害情報、防
犯情報、イベント情報などを
発信していく。

①
(3)-9

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

都市計画関連
情報整備事業

都市計画情報を市のホーム
ページで提供することによ
り、市民の利便性の向上を図
る。

都市計画情報について、定期
的に更新を実施し、更新情報
をホームページに反映させる
ことにより、情報の迅速な提
供を行う。

①
(3)-8

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

道路台帳整備
事業

道路台帳をデジタル化し、市
のホームページで道路台帳の
情報を提供することにより、
市民の利便性の向上を図る。

デジタル化された道路台帳に
ついて、定期的に更新を実施
し、更新情報をホームページ
に反映させることにより、情
報の迅速な提供を行う。

都市計画情報を市ホームペー
ジで公開し、情報提供を行っ
た。

定期的に更新を行うととも
に、迅速な情報提供を行う事
ができた。

都市計画情報に変更等が生じ
た場合、随時市ホームページ
情報提供を行い利便性の向上
を図る。

道路台帳をデジタル化し、市
のホームページで道路台帳の
情報を提供した。

情報の迅速な提供を行うこと
ができ、市民の利便性の向上
を図ることができた。

継続してデジタル化された道
路台帳を定期的に更新しホー
ムページに反映させることに
より、情報の迅速な提供を行
いたい。

問題点を整理して、運用ルー
ルの見直しも含めて検討を行
う。

利便性が向上した一方で、予
約システム利用者の中には予
約を完了させない者もおり、
利用の抑制になっている面も
ある。

公共施設施設予約システムに
より、オンラインでの予約や
空き状況の確認ができるよう
に公共施設予約システムの継
続的な管理を行った。

通訳（英語及びポルトガル
語）は非常勤職員であるた
め、緊急時の災害情報の情報
発信や防犯情報をどこの部署
が担当していくのか検討する
必要がある。

外国語版広報の情報発信はで
きたが、災害情報、防犯情報
はできていない。通訳（英語
及びポルトガル語）は、非常
勤職員であるため緊急時に出
勤する体制になっていない。
また防犯情報を発信する際の
翻訳依頼がない。

英語及びポルトガル語で月に
1度、外国語版広報を携帯電
話へ情報発信した。
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実施年度 担当
今後の方向性

平成29年度
No.

施策の方向
性

事業名 目的 概要

◎ → → → → 産業建設
部

都市整備
課

都市計画
G

実施 継続 継続 継続 継続 産業建設部 都市整備課 都市計画G

△ ○ ◎ → → 教育委員
会事務局

生涯学習
課

図書館

関係機関
との調
整、基本
計画との
整合調整

関係機関
との調
整、基本
計画との
整合調
整、委託
契約事務
の完了

運用 継続 継続
教育委員会
事務局

生涯学習課 図書館

→ → → → → 議会事務
局

議事調査
課

議事調査
G

継続 継続 継続 継続 継続 議会事務局 議事調査課 議事調査G

◎ → → → → 総合政策
部

税務課 収納対策
G

運用 継続 継続 継続 継続 総合政策部 税務課 収納対策G

△ △ ◎ → → 総合政策
部

税務課 収納対策
G

導入計画
の策定
予算要求

システム
改修・運
用テスト

平成31
年10月
運用

継続 継続 総合政策部 税務課 収納対策G

①
(3)-11

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

図書館情報シ
ステム更新事
業

図書館が所蔵する図書のデー
タや利用者の個人情報等を図
書館情報システム内に所蔵
し、利用者に安定した図書館
サービスを提供する。

住民サービスの観点から継続
的に安定した図書館サービス
を実施していくため、現行シ
ステムの更改を実施する。

①
(3)-10
【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

公開型GIS機
能拡充事業

都市計画参考図を市のホーム
ページで印刷可能とすること
により、市民の利便性の向上
を図る。

公開型GISの印刷機能に都市
計画参考図を提供するにあた
り必要な機能を拡充する。

①
(4)-1

多様な公金収
納環境の整備

市税クレジッ
ト収納事業

納税環境の充実のため、これ
まのでコンビニ納付に加え
て、外出しなくてもパソコン
等を使って、24時間いつで
も納付できる仕組みを構築す
る。

クレジットカード利用者が、
インターネットにアクセスで
きるパソコンやスマートフォ
ンから、24時間どこからで
も市税を納付できるサービス
を実施する。

①
(3)-12
【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

議会映像等イ
ンターネット
配信事業

市議会の本会議・常任委員会
の議会映像及び議会報告番組
「こんにちは！市議会です」
をインターネットにより配信
することで、市民の利便性の
向上を図り、積極的な情報公
開に努め、議会に対する関心
を高めてもらうことを目的と
する。

市議会の本会議と定例会中の
常任委員会の議会映像をイン
ターネットでライブ・録画配
信（パソコン、スマートフォ
ン・タブレット端末対応）す
る。また、議会報告番組「こ
んにちは！市議会です」をイ
ンターネットで録画配信（パ
ソコン、スマートフォン・タ
ブレット端末対応）する。

①
(4)-2

多様な公金収
納環境の整備

地方税共通納
税システム導
入事業

地方税の納付について、納税
者の納付負担の軽減を図る。
また、納付情報をデータファ
イルで取り込み、事務の負担
を軽減する。

地方税の納付について、全て
の地方団体が電子的に納付で
きるシステムを導入すること
により、納税者の利便性の向
上と収納事務における負担と
リスクの軽減を図る。
総合住民情報システムとの連
携が必要なため、システム改
修を行う。

都市計画参考図を公開型GIS
で公開し、情報提供を行っ
た。

公開型GISに都市計画参考図
を公開し、市民の利便性の向
上を図ることができた。

都市計画参考図に変更等が生
じた場合、公開型GISの修正
を行い利便性の向上を図る。

平成24年度に更新したシス
テムは5年が経過している
が、現状を維持して機器が使
用できること、図書館整備基
本計画との整合を図ることか
ら契約期間を１年間延長し
た。

延長することにより、機器及
びシステムの費用が抑えられ
た。また、基本計画と整合を
図りながら進めることができ
た。

契約期間が平成30年9月であ
ることから、更に延長をする
ことにより、経費削減と基本
計画との整合を図る。

平成31年10月の運用に向
け、スケジュールを調整し、
基幹システム改修の予算を要
求した。

平成30年度予算
　基幹システム改修経費
　1,001,160円

平成31年10月からの運用に
向け、準備を進めていく。

市議会の本会議と定例会中の
常任委員会の映像を、イン
ターネットによりライブ及び
録画で配信を行った。（パソ
コン・スマートフォン・タブ
レット端末対応）
また、議会報告番組「こんに
ちは！市議会です」を、イン
ターネットにより録画で配信
を行った（パソコン・スマー
トフォン・タブレット端末対
応）

議会中継や議会情報番組をイ
ンターネット配信することに
より、映像をリアルタイム
に、また、いつでもどこでも
見ることができ、市民の利便
性の向上と議会活動の積極的
な情報発信に努めることがで
きた。

【アクセス件数】
・議会映像（ライブ）　　　8,792件
・議員別配信（録画）　　 41,408件
・議会報告番組（録画）　   3,835件

今後も継続して、本会議・常
任委員会の映像及び議会報告
番組のインターネット配信を
行い、「議会の見える化」を
推進する。

平成29年度からクレジット
カードでの収納を実施した。
対象税目　市県民税、固定資
産税、軽自動車税、国民健康
保険税※口座振替を除く

収納件数・金額
　　459件　　18,609,374円
内訳
　市県　80件　  4,802,600円
　固定 193件　11,528,574円
　軽自 120件　　  843,500円
　国保　66件　　1,434,700
円

納税環境の充実のため、新た
な収納方法について研究す
る。
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度 担当
今後の方向性

平成29年度
No.

施策の方向
性

事業名 目的 概要

○ ◎ → → → 上下水道
部

上水道課 上水道管
理G

指定代理
納付者と
の契約、
公金収納
サイト構
築、水道
料金シス
テム改修

運用 継続 継続 継続 上下水道部 上水道課
上水道管理
G

○ ◎ → → → 地域医療
部

地域医療
課

地域連携
G

運用方法
の検討
一部試行
運用

運用 継続 継続 継続 地域医療部 地域医療課 地域連携G

△ △ △ △ ○ 消防本部 消防総務
課

消防救急
G

平成32
年度まで
の調査検
討内容を
踏まえ、
平成33
年度から
の一部実
施を目指
す。

検討 検討
関係機関
との調整

関係機関
との調整
一部試行
運用

消防本部 消防総務課 消防救急G

①
(4)-3

多様な公金収
納環境の整備

水道料金クレ
ジット収納導
入事業

水道使用者が、外出せずにパ
ソコン等を使用して、24時
間いつでも水道料金の納付手
続きができる仕組みを構築す
る。

指定代理納付者の公金収納サ
イトにおいて、水道使用者が
クレジットカードを登録する
ことにより、指定代理納付者
が水道料金を立替払いする。
導入作業として、公金収納サ
イトの構築及び水道料金シス
テムの改修を行う。
また、その後の運用として、
水道料金請求及び収納処理、
公金収納サイト及び水道料金
システムの保守を行う。

①
(5)-2

地域医療連携
システムの整
備

ICT技術導入
検討事業

医療機関へ正確かつ迅速な情
報提供を行い、医療機関収容
所要時間を短縮するため、
ICT技術の導入を検討する。

高齢化の進展等に伴い、年々
増加する救急事案に的確に対
応するためには、救急隊と医
療機関との確実な情報共有が
必要である。現在は救急隊が
医療機関へ電話連絡し、傷病
者の状態を伝えているが、タ
ブレット端末等を活用し、映
像で医療機関への情報提供を
行えるICT技術の導入を検討
し、早期搬送を目指す。

①
(5)-1

地域医療連携
システムの整
備

地域医療連携
システム導入
事業

医療及び介護情報を統合し、
県内の複数の医療機関、介護
施設と患者の情報を共有でき
る地域医療連携システムの導
入を行い、地域医療提供体制
の整備を図る。

患者の同意に基づいて公開し
た診療情報を病院やクリニッ
ク等に提供することにより、
国の方針である、住み慣れた
地域で自分らしい暮らしを続
けることができる「地域包括
ケアシステム」の構築やス
ムーズな転院、在宅医療の推
進を図る。また、緊密な連携
により、重複検査や処方の削
減により、患者の医療費及び
精神的な負担軽減を図る。ま
た、平成28年4月の診療報酬
改定で新設された、検査・画
像情報提供加算を算定し、収
益の向上を図る。

検討会を設け、ICT技術の導
入により期待される効果、課
題等について検討した。
また、救急WS検証委員会の
場で取り上げ、亀山市立医療
センターと導入に向けた課題
等を検討した。

検討会でICT技術導入に向け
た各種調査を行い、今後の課
題（費用負担、プライバシー
保護等）を明確にできた。

医療機関収容所要時間を短縮
するため、スマートフォンを
用いた医療機関への画像伝送
システム構築を目指し、ス
マートフォン導入にかかる予
算計上を行うとともに、効率
的な運用方法を検討してい
く。

平成30年4月の運用に向け
て、指定代理納付者との契
約、公金収納サイトの構築、
水道料金システムの改修を行
い、導入作業が完了した。

平成30年4月分から水道使用
者が、パソコン等を使用し
て、24時間いつでも水道料
金の納付手続ができる仕組み
を構築することができたこと
によって、水道使用者の利便
性を図ることができた。
今後は、クレジット収納を導
入したことを、収納率の向上
に繋げて行く。

今後も継続して、システムを
保守運用することにより、安
定稼働を図る。
クレジット収納の申込者数
や、納付方法の変更者数、動
向を把握し、クレジット収納
の周知の方法等を検討してい
く。

在宅医療介護連携推進ワーキ
ング等を開催し、使用方法、
運用方法の検討を行った。ま
た、医療機関等へのシステム
の周知として、亀山医師会や
薬剤師会等の各団体にシステ
ム説明会を開催し、周知を
行った。

亀山市内の三重県医療安心
ネットワークの加入状況及び
医療センター受診患者の紹介
率について、いずれも計画値
を達成し、十分な成果を得
た。

システムを有効活用すため、
システム説明会や成功事例の
発表を行い、システムの必要
性、利便性を理解してもら
い、システムの普及啓発を行
う。
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②　安全で活気あふれる地域を創る仕組みの構築

29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

△ ○ ◎ → → 総合政策
部

総務課 情報統計
G

検討ワー
キング
（アイデ
アソン）
の開催

関係機関
との調整
一部試行
運用

運用 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → → → → 生活文化
部

環境課 廃棄物対
策G

システム
導入

公開 公開 公開 公開 生活文化部 環境課
廃棄物対策
G

◎ → → → → 産業建設
部

産業振興
課

農業G

実施 継続 継続 継続 継続 産業建設部 産業振興課 農業G

→ → → → → 産業建設
部

用地管理
課

管理G

継続 継続 継続 継続 継続 産業建設部 用地管理課 管理G

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

②
(1)-1

行政情報オー
プンデータ化
の推進

行政情報オー
プンデータ推
進事業

市民や地域、事業者が、新た
な事業創造や課題解決ができ
るよう、活用可能な行政情報
のオープンデータ化を推進す
る。

担当
今後の方向性

平成29年度

データ作成要領や利用規約の
作成を行い、既にホームペー
ジで公開されているデータか
ら機械判読可能かつ二次利用
可能なデータとして順次公開
していく。

オープンデータのデータ作成
に係る要領やデータ利用に関
する規約を作成する必要があ
る。

総務省地域情報化アドバイ
ザー制度を活用し、市職員を
対象としたオープンデータ
ワーキング（アイデアソン）
を実施した。また、当該アド
バイザーを亀山市ICT利活用
アドバイザリ委員に委嘱し、
今後の方向性の検討を行っ
た。

行政情報オー
プンデータ化
の推進

農地情報公開
システム
【フェーズ１
システム(全
国農地ナ
ビ)、フェー
ズ2システ
ム】

農地台帳の項目のうち公表項
目をインターネットの利用に
より一般に公開する。
これにより、担い手への農地
の利用集積を推進するととも
に、新規就農希望者、参入希
望法人などに必要となる農地
情報を提供し、農地の利用促
進・保全や耕作放棄地の解消
と発生防止を図る。

全国各市町村の農業委員会が
整備している農地台帳に基づ
く農地情報を電子化・地図化
して公開する。全国一元的な
クラウドシステムとして、一
般社団法人全国農業会議所が
整備し、クラウドシステムに
移行することで、利便性の向
上、運用管理コストの低減、
情報消失等への防災対策の確
立を図る。
なお、インターネット公表部
分【全国農地ナビ（農地情報
公開システム・フェーズ
１）】を先行開発し平成２７
年４月より農地情報（地図
等）の公開を開始している。

②
(1)-2

行政情報オー
プンデータ化
の推進

ごみ分別ハン
ドブック公開
事業【再掲】

本市が保有するデータを、市
民や地域、事業者などが利活
用しやすいように機械判読に
適した形で二次利用可能な
ルールの下、インターネット
で公開する。

市民がごみの分別を迷わない
うえ収集日の確認や出し忘れ
が防止できること、ペーパレ
ス化が推進できることを目的
に、ウェブ上で50音順や
キーワード検索が可能なごみ
分別辞典を作成し公開する。

ウェブ上で50音順やキー
ワード検索が可能な「ごみ分
別ハンドブック」を作成し公
開する。

②
(1)-3

②
(1)-4

行政情報オー
プンデータ化
の推進

道路台帳整備
事業【再掲】

道路台帳をデジタル化し、市
のホームページで道路台帳の
情報を提供することにより、
市民の利便性の向上を図る。

デジタル化された道路台帳に
ついて、定期的に更新を実施
し、更新情報をホームページ
に反映させることにより、情
報の迅速な提供を行う。

継続してデジタル化された道
路台帳を定期的に更新しホー
ムページに反映させることに
より、情報の迅速な提供を行
いたい。

情報の迅速な提供を行うこと
ができ、市民の利便性の向上
を図ることができた。

道路台帳をデジタル化し、市
のホームページで道路台帳の
情報を提供した。

今後も引き続き一般社団法人
全国農業会議所と協議し、移
行作業を進める。

全国一元的なクラウドシステ
ムとして、一般社団法人全国
農業会議所が整備するクラウ
ドシステムへ移行する準備が
進んだ。

全国一元的なクラウドシステ
ムとして、一般社団法人全国
農業会議所が整備するクラウ
ドシステムへの一部移行作業
を行った。

確認作業を終えたごみはウェ
ブ上での公開に向けた作業を
進める。精査が必要なもの
は、その作業が終わり次第順
次追加していく。

精査が必要なものが一部ある
が、ごみ一覧表の作成はほぼ
終えることができた。また、
ウェブサイトの構築も終える
ことができた。

ごみ分別ハンドブックは約
600種掲載しているところ、
ごみ分別辞典では約2,000種
掲載すべく一覧表を作成し
た。ただし、大幅に増やした
ことから分別確認作業に時間
を要し、精査が必要なものが
一部残されたことから、H29
年度中のウェブ上での公開は
見送った。

 スケジュール項目 

  △ ： 調査、検討 
  ○ ： 一部実施、推進 
  ◎ ： 実施、完了 
  → ： 継続 
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

→ → → → → 産業建設
部

都市整備
課

都市計画
G

継続 継続 継続 継続 継続 産業建設部 都市整備課 都市計画G

◎ → → → → 産業建設
部

都市整備
課

都市計画
G

実施 継続 継続 継続 継続 産業建設部 都市整備課 都市計画G

→ → → → → 議会事務
局

議事調査
課

議事調査
G

継続 継続 継続 継続 継続 議会事務局 議事調査課 議事調査G

△ ○ ◎ → → 生活文化
部

まちづく
り協議課

地域まち
づくりG

関係室の
協議、検
討

ホーム
ページの
立ち上げ
促進、情
報交流の
仕組みを
一部地域
より導
入、推進

全地区で
のホーム
ページ立
ち上げ、
情報交流
の仕組み
の導入、
運用

継続 継続
生活文化部
・
総合政策部

まちづくり
協議課
・
総務課

地域まちづ
くりG
・
情報統計G

→ → △ ◎ → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続 継続

市ホーム
ページの
更新に合
わせたシ
ティプロ
専用サイ
トのあり
方検討

新ホーム
ページの
運用

継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

②
(1)-6

行政情報オー
プンデータ化
の推進

議会映像等イ
ンターネット
配信事業【再
掲】

市議会の本会議・常任委員会
の議会映像及び議会報告番組
「こんにちは！市議会です」
をインターネットにより配信
することで、市民の利便性の
向上を図り、積極的な情報公
開に努め、議会に対する関心
を高めてもらうことを目的と
する。

市議会の本会議と定例会中の
常任委員会の議会映像をイン
ターネットでライブ・録画配
信（パソコン、スマートフォ
ン・タブレット端末対応）す
る。また、議会報告番組「こ
んにちは！市議会です」をイ
ンターネットで録画配信（パ
ソコン、スマートフォン・タ
ブレット端末対応）する。

行政情報オー
プンデータ化
の推進

公開型GIS機
能拡充事業
【再掲】

都市計画参考図を市のホーム
ページで印刷可能とすること
により、市民の利便性の向上
を図る。

公開型GISの印刷機能に都市
計画参考図を提供するにあた
り必要な機能を拡充する。

②
(1)-7

②
(1)-5

行政情報オー
プンデータ化
の推進

都市計画関連
情報整備事業
【再掲】

都市計画情報を市のホーム
ページで提供することによ
り、市民の利便性の向上を図
る。

都市計画情報について、定期
的に更新を実施し、更新情報
をホームページに反映させる
ことにより、情報の迅速な提
供を行う。

②
(2)-1

シティプロ
モーション戦
略の推進

シティプロ
モーション推
進事業

本市が「訪れるまち（交流人
口の増加）」「住むまち（定
住・移住人口の増加）」とし
て市内外の人から選ばれるよ
う、市民等のまちに対する愛
着や誇りの醸成を基礎とし
て、本市の魅力を創造し、磨
き上げ、まちのイメージを向
上させる。

シティプロモーション専用サ
イトの各種コンテンツの更
新・充実を図るとともに、
SNSや広告への掲載を通じ
て、市内外に対し積極的な情
報発信を行う。

市民・地域・
行政が相互に
情報交流でき
る仕組みの構
築

市民・地域・
行政間相互情
報交流推進事
業

地域と市が連携して課題解決
に取り組むため、地域まちづ
くり協議会と市の間、さらに
は各地域まちづくり協議会の
間で、インターネットを通じ
て相互に情報交流ができる仕
組みを構築する。

地域まちづくり協議会のホー
ムページによる情報発信を促
進するとともに、市と地域ま
ちづくり協議会がメールでや
り取りをしている依頼文書、
提出文書、回覧文書、資料等
について、情報交換の新たな
仕組みを構築することで、よ
り確実な情報交流を実現す
る。

②
(3)-1

今後も継続して、本会議・常
任委員会の映像及び議会報告
番組のインターネット配信を
行い、「議会の見える化」を
推進する。

議会中継や議会情報番組をイ
ンターネット配信することに
より、映像をリアルタイム
に、また、いつでもどこでも
見ることができ、市民の利便
性の向上と議会活動の積極的
な情報発信に努めることがで
きた。

【アクセス件数】
・議会映像（ライブ）　　　8,792件
・議員別配信（録画）　　 41,408件
・議会報告番組（録画）　   3,835件

市議会の本会議と定例会中の
常任委員会の映像を、イン
ターネットによりライブ及び
録画で配信を行った。（パソ
コン・スマートフォン・タブ
レット端末対応）
また、議会報告番組「こんに
ちは！市議会です」を、イン
ターネットにより録画で配信
を行った（パソコン・スマー
トフォン・タブレット端末対
応）

利用者、特に子育て世代に届
けたいイベント・ニュース情
報を的確に更新していく。ま
た、市民にフォーカスしたフ
リップサポーターやライフス
タイルインタビュー、動画を
追加し、市内外へまちの魅力
を発信していく。

定期的にサイトを更新する手
法として、部署内ミーティン
グを月2回行い、タイムリー
な情報発信を行った。
サイトアクセス数を増やすた
めにも、新しい魅力の発信や
新規記事の追加を継続して行
うことが必要である。

イベント情報（582件/
年）、ニュース情報（86件/
年）を更新した。ライフスタ
イルインタビュー（1名）、
フリップサポーター（12
名）の記事・写真を追加し
た。新規動画（2本：加太の
亀山ぐらし、創業支援）を追
加した。（専用サイト年間ア
クセス数：36,646回）

引き続き、総務省の地域情報
化アドバイザー派遣制度を活
用した勉強会を開催し、平成
３１年度までに全２２地区の
地域まちづくり協議会でホー
ムページが開設されるよう支
援するとともに、各地域まち
づくり協議会の間で、イン
ターネットを活用した情報交
流等、連携・協力ができる仕
組みを構築する。

勉強会開催後、新たに２地区
の地域まちづくり協議会が
ホームページを開設した。
（全２２地区の内１５地区が
開設済）引き続き、ホーム
ページ運用の意義や活用法に
ついて周知していくととも
に、未開設の地域まちづくり
協議会へは個別の支援も行っ
ていく。

総務省の地域情報化アドバイ
ザー派遣制度を活用して、地
域まちづくり協議会のホーム
ページ担当者を対象に勉強会
を開催し、ホームページの作
り方やホームページを活用し
た情報発信のテクニックを教
わった。また、各地域まちづ
くり協議会の間でのインター
ネットを通じた情報の交換や
共有の仕組みを構築する必要
性について学んだ。

都市計画参考図に変更等が生
じた場合、公開型GISの修正
を行い利便性の向上を図る。

公開型GISに都市計画参考図
を公開し、市民の利便性の向
上を図ることができた。

都市計画参考図を公開型GIS
で公開し、情報提供を行っ
た。

都市計画情報に変更等が生じ
た場合、随時市ホームページ
情報提供を行い利便性の向上
を図る。

定期的に更新を行うととも
に、迅速な情報提供を行う事
ができた。

都市計画情報を市ホームペー
ジで公開し、情報提供を行っ
た。
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

→ △ ◎ → → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続

文字情報
システム
検討・
更新準備
（債務負
担）

文字情報
新システ
ム稼働

継続 継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

→ △ ◎ → → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続
システム
更新検討

契約・移
行作業
（次期
ホーム
ページ）

継続 継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

→ △ ○ → ◎ 生活文化
部

文化ス
ポーツ課

歴史博物
館

継続

亀山市歴
史博物館
専門委員
会で方向
性を検討

個人所蔵
者、執筆
者への新
しいセ
キュリ
ティに対
する了承
をとる

継続
設計

業務委託
による
ページの
再編集と
配信

生活文化部
文化スポー
ツ課

歴史博物館

→ → → → → 総合政策
部

総務課 情報統計
G

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

△ △ ○ ○ ◎ 防災安全
課

防災安全
G

検討（方
向性の決
定）

検討（具
体的な整
備内容の
決定）

設計（基
本設計・
実施設
計）

システム
整備

システム
整備完
了、運用

防災安全課 防災安全G

緊急情報、防犯情報、イベン
ト情報など94件のメール配
信を行った。なお、平成29
年度末の登録者数は、4,387
人である。
また、市内の小・中学校、幼
稚園、保育園等が利活用して
いる学校等連絡メールの登録
者数は8,365名であり、年間
854件の連絡メールを配信し
た。

安心めーると学校等連絡メー
ルの合計登録者数は増加傾向
であり、市や学校等からの情
報発信ツールとして機能して
いる。

引き続き、メール配信システ
ム事業を継続する。

②
(3)-4

総合的な防災
情報伝達シス
テムの構築

メール配信シ
ステム事業
【再掲】

安心で、安全なまちづくりに
向け、防災、防犯、災害及び
市からのイベント開催等のお
知らせをメール配信する。

あらかじめメールアドレスを
登録した市民の方にメール配
信する。また、非常時におけ
る職員の参集メールや、幼稚
園、保育園、小・中学校にお
いて登録者を限定したメール
配信を行う。  （安心めー
る、幼・保・学校メール 、職
員参集メール）

シティプロ
モーション戦
略の推進

亀山市史
（ウェブ版）
の普及拡大事
業【再掲】

亀山市史のセキュリティの考
え方やシステムが影響し、強
いセキュリティを設定してい
る外部機関では亀山市史を利
用できない。亀山市史のセ
キュリティの考え方やシステ
ムを見直し、同時に利用しや
すいウェブページへと再編
し、さらなる利活用の普及拡
大を図る。

平成33年に、亀山市史は
ウェブ配信されて10年にな
る。インターネット環境が進
む中、内部では庁内のパソコ
ンで亀山市史が利用できず、
外部でも、一般や、他自治
体、教育委員会、大学、研究
機関なども利用できないとこ
ろがある。亀山市史編さん推
進委員会で設定されたセキュ
リティの考え方やシステムそ
のものを見直し、現在レベル
で利用できるようにする。

②
(4)-1

②
(4)-2

総合的な防災
情報伝達シス
テムの構築

防災情報伝達
システム構築
事業

南海トラフ地震や巨大化する
台風、集中豪雨が懸念される
中、行政として迅速かつ的確
な災害情報の収集及び伝達を
行うことで、市民の安心・安
全の基盤をつくり、災害に強
いまちづくりを推進する。

迅速かつ的確な災害情報の収
集及び伝達を図るため、総合
的な防災情報伝達システムを
構築する。

②
(3)-3

シティプロ
モーション戦
略の推進

ホームページ
情報発信事業
【再掲】

市の施策や魅力をどこでも必
要な時に取得できるよう、
CMSを活用したホームページ
により、市内外に情報発信す
る。また、フェイスブックな
どのツールを利用し、より身
近で取得しやすい環境を整え
るとともに、ICTを活用した
コミュニケーション機能の充
実を図る。

平成26年度導入のCMSを活
用したホームページにより、
タイムリ－かつ安定的な市政
情報の発信を行うとともに、
ウェブアクセシビリティ向上
のため、継続的に職員研修を
実施する。また、現行システ
ムの賃貸借契約が平成31年
度で満了することから、シ
ティプロモーション専用サイ
トとの統合やサーバのクラウ
ド化に向けた検討を行い、次
期ホームページの契約及び移
行作業を進める。

②
(3)-2

シティプロ
モーション戦
略の推進

行政情報提供
事業【再掲】

ケーブルテレビという動画の
特性を生かして、市の各種施
策・制度やイベントなど、地
域に密着した情報を提供する
ことにより、市民のまちへの
愛着を高める。また、本市の
魅力を動画で市内外へ発信
し、本市の知名度とまちのイ
メージ向上につなげる。

ケーブルテレビを活用した行
政情報番組を制作・提供す
る。

室内で、現在のセキュリティ
の状況に対する理解を共有し
た。

現在のインターネットの一般
的な状況に即していないセ
キュリティ体制が、市史編さ
ん時の委員会により要求され
たものであり、単純にセキュ
リティを外すことはできない
ものであることが確認され
た。

今後、市史の編集についてを
歴史博物館専門委員会に諮
り、執筆者等にセキュリティ
の解除、全体的なページの再
編への承諾を目指す。

様々な情報伝達システムにつ
いて、検討、研究を行った。

検討、研究は行ったが、決定
に至るまでの方向性も見出せ
なかった。

多種多様なシステムの情報収
集を行っているが、どのシス
テムも日進月歩の技術進化を
遂げており、費用対効果も含
め、どのシステムが一番適し
ているかを検討する。

行政情報番組「マイタウンか
めやま」を計画通り年間53
本制作し、放送した。
文字情報システムにより行
事・募集の案内（フル画面）
を行うとともに、災害や選挙
情報を字幕、Ｌ字で放送し
た。（フル画面：196回、字
幕：13回、Ｌ字：4回）

市民アナウンサーや高校生ア
ナウンサー（9回）、中学生
アナウンサー（3回）に番組
出演していただくことで、親
しみのある番組づくりを行う
ことができた。
文字情報システムについて、
平成31年度以降の方向性を
検討する必要がある。

市民アナウンサーや中高生ア
ナウンサーの活用により、市
民に身近な番組づくりを行
う。また、まちづくり協議会
単位のイベントなど、親しみ
を感じてもらえる取材先を選
定する。
文字情報システムで放送して
いる情報（災害、選挙等）の
関係部署と協議を行う。

ホームページアクセス数は
689,387回（前年度比1.09
倍）、ホームページ更新回数
は1,240回（前年度比1.06
倍）、フェイスブック掲載回
数は187回（前年度比1.17
倍）で、タイムリーな情報発
信ができた。
また、7月に「ホームペー
ジ、シティプロモーションお
よび広報研修」を開催（55
人参加）し、アクセシビリ
ティに関する意識向上を図っ
た。

アクセシビリティについて
は、ホームページの構造上、
改善が困難な部分（アンケー
ト機能）が一部あるものの、
対応不十分なページが散見さ
れ、改善の促進が必要であ
る。

タイムリーで安定的な市政情
報の発信に向け、研修を継続
実施し、ホームページ更新回
数及びアクセシビリティの向
上に努める。
また、平成31年度次期ホー
ムページの運用に向け、シス
テム更新を検討する。

- 143 -



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

△ ◎ → → → 生活文化
部

まちづく
り協議課

市民協働
G

手法の検
討、関係
室との協
議、内容
の作成

運用 継続 継続 継続 生活文化部
まちづくり
協議課

市民協働G

△ ○ ◎ → → 防災安全
課

防災安全
G

三重県シ
ステムの
利用を検
討

提供シス
テムの決
定（三重
県システ
ムの利用
を決定し
た場合
は、移行
期間とす
る）

運用 継続 継続 防災安全課 防災安全G

②
(4)-3

総合的な防災
情報伝達シス
テムの構築

土砂災害情報
相互通報シス
テム提供事業

行政として迅速かつ的確な災
害情報の収集及び伝達を図る
ため、総合的な情報伝達シス
テムを構築する。

土砂災害に対する警戒・避難
活動の支援のため、三重県の
土砂災害関連情報提供サーバ
から、インターネット経由に
て配信される雨量情報・警戒
情報等のデータを受信し、広
く市民へ情報提供を行う。

②
(4)-4

総合的な防災
情報伝達シス
テムの構築

多言語情報
メール配信事
業【再掲】

日本語での情報が伝達されな
い外国人に対し、生活の安全
安心を確保するための基本で
ある災害情報や緊急情報を提
供する。

現在、英語及びポルトガル
語、やさしい日本語で月に１
度、外国語版広報を携帯電話
へ情報発信している。このし
くみを活用し、災害情報、防
犯情報、イベント情報などを
発信していく。

総合的な防災情報伝達システ
ムを構築する中で運用を図っ
ていく方向で検討した。

総合的な防災情報伝達システ
ムの中で運用していく方向性
を見出した。

総合的な防災情報システムの
方向性を見守る。

英語及びポルトガル語で月に
1度、外国語版広報を携帯電
話へ情報発信した。

外国語版広報の情報発信はで
きたが、災害情報、防犯情報
はできていない。通訳（英語
及びポルトガル語）は、非常
勤職員であるため緊急時に出
勤する体制になっていない。
また、防犯情報を発信する際
の翻訳依頼がない。

通訳（英語及びポルトガル
語）は非常勤職員であるた
め、緊急時の災害情報の情報
発信や防犯情報をどこの部署
が担当していくのか検討する
必要がある。
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③　スリムで持続可能な行政運営への変革

29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

→ → → → →

委員会へ
の参画

委員会へ
の参画

委員会へ
の参画

委員会へ
の参画

委員会へ
の参画

総合政策部 総務課 情報統計G

→ → → → →

協議会へ
の参画

協議会へ
の参画

協議会へ
の参画

協議会へ
の参画

協議会へ
の参画

総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → → → →

設置 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → ◎ → ◎

要綱制定
委員委嘱

継続 委員改編 継続 委員改編 総合政策部 総務課 情報統計G

→ △ ◎ → →

継続
次期シス
テム検討

システム
更新

継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

実施年度

③
(1)-1

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

共有デジタル
地図共同整備
運営検討委員
会への参画

法定地図やGISなど多様な業
務で利用されている地図整備
について、「整備費用の縮
減」「市町と県との情報共
有」「住民サービスの向上」
「定期的な地図更新」等を推
進する。

県内市町と県によるデジタル
地図（共有デジタル地図）の
共同整備、運用にかかる事業
を実施するため、共同整備運
用検討委員会へ参画する。

No. 施策の方向性 事業名 目的 概要
担当

今後の方向性
平成29年度

共有デジタル地図整備事業に
係る動向を注視していく。

第3期共有デジタル地図整備
事業の進捗を確認した。

共有デジタル地図整備運営検
討委員会及びその下部組織で
ある技術部会に参加した。

③
(1)-3

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

ICTリーダー
の設置

ICT利活用計画推進にあた
り、各所属の技術的援助を行
う。

各所属に一人、所属長から推
薦を受けたICTリーダーを置
き、所属のパソコンの管理・
設定を行うとともに、所属職
員に対する情報セキュリティ
の徹底を行う。

③
(1)-2

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

三重県電子自
治体推進連絡
協議会への参
画

財政状況の厳しい中、住民
サービスの向上や業務の効率
化を進めていくため、県と県
内各市町とで情報システム等
の共同化に向けた取り組みを
推進する。

ICTを利活用し、自治体間で
共通利用できる情報システム
を開発・運用するため、推進
連絡協議会へ参画する。

③
(1)-5

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

CADシステ
ム事業

CADシステムを活用すること
により、設計・製図業務の効
率化や正確さの向上を図る。

CADシステムのソフトウェア
及びサーバー等機器類の保守
を行う。

③
(1)-4

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

ICT利活用ア
ドバイザリ委
員会の設置

ICTの利活用により、市民、
団体、地域、事業者など市に
関わる全ての主体とともに、
連携・協働によるまちづくり
を進めるため、ICT利活用ア
ドバイザリ委員会を設置す
る。

市のICT利活用施策等に対し
て、市民、企業及び有識者の
視点から客観性をもった助言
を得る。

三重県及び県内市町共通の情
報関連施策の情報収集に努め
る。

三重県及び県内市町の共通の
セキュリティ強化対策におけ
る、最新の状況を把握した。

三重県電子自治体推進連絡協
議会に参加し、三重県が構築
した「三重県情報セキュリ
ティクラウド」の運用につい
て、県から報告を受けた。

組織機構再編に伴い、CT
リーダーをグループ単位で設
置する。

人事移動等に伴う、各所属パ
ソコンやプリンターの設定を
効率的に行った。ただし、平
成30年度の組織・機構再編
に伴うICTリーダーの再設置
が必要である。

各所属にICTリーダーを設置
した。

ICT利活用アドバイザリ委員
の意見・助言を得ながらICT
利活用施策を推進していく。

ICT利活用計画実施計画策定
やオープンデータの取組みに
ついてのアドバイスを得るこ
とができた。

ICT利活用アドバイザリ委員
を委嘱した。

引き続き、CADシステムの保
守等を順調に実施し、安定稼
働に努め、設計・製図業務の
効率化や正確さの向上を図
る。また、システムの更新を
検討する。

CADシステムの安定稼働させ
ることができ、設計・製図業
務の効率化や正確さを維持す
ることができた。

CADシステムの保守等を順調
に実施した。

 スケジュール項目 

  △ ： 調査、検討 
  ○ ： 一部実施、推進 
  ◎ ： 実施、完了 
  → ： 継続 
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

→ → → → →

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

→ → → → →

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ ◎ → → →

統合型内
部情報シ
ステム及
びネット
ワーク更
新

人事給与
システム
更新、プ
リンタ制
御システ
ム更新、
一人一台
パソコン
更新

継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → △ ◎ →

総合住民
情報シス
テム更新

継続

次期総合
保健福祉
システム
検討

次期総合
保健福祉
システム
更新

継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → → ◎ → 総合政策
部

税務課 資産税G

都市計画
区域

準路線価
評価導入

継続 継続

都市計画
区域外

準路線価
評価導入

継続 総合政策部 税務課 資産税G

◎ → → → → 生活文化
部

市民課 国民健康
保険G

関係機関
との調
整、シス
テム改
修、連携
テスト

継続 継続 継続 継続 生活文化部 市民課
国民健康保
険G

③
(1)-7

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

例規集等管理
システム事業

例規執務業務を総合的にサ
ポートし、業務の効率化を図
る。

条例等の改正にともなうデー
タ修正などを行うとともに、
システムの維持管理を行う。

③
(1)-6

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

工事積算シス
テム事業

工事積算システムを活用する
ことにより、積算業務の効率
化、積算ミスの防止を図る。

公共事業の積算を行うための
システムで、三重県、県内市
町及び団体で共同利用を行
う。

③
(1)-9

【再掲有】

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

行政情報シス
テム事業（住
民情報系）

住民情報系システムは、税・
住民記録・国保等を取り扱う
総合住民情報システムと福祉
関係を取り扱う総合保健福祉
システムから成り立ってお
り、これらのシステムを安定
稼働させることにより、住民
サービスの維持及び充実を図
る。

総合住民情報システム及び総
合保健福祉システムを更新
し、その後の機器及びシステ
ムの維持管理を行う。

③
(1)-8

【再掲有】

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

行政情報シス
テム事業（内
部情報系）

市職員が庁内事務等に使用す
るシステムや機器類の維持管
理に努め、安定稼働させるこ
とにより、行政事務の効率
化・迅速化を図る。
（統合型内部情報システム、
GIS、人事給与システム、プ
リンター制御システム、内部
情報ネットワーク、行政施設
ネットワーク、一人一台パソ
コン）

統合型内部情報システム、内
部情報ネットワーク、その他
契約期限が到来するシステム
群の更新を行う。なお、シス
テムの更新にあたっては、ク
ラウドコンピューティングに
よる運用を優先的に実施し、
堅牢なデーターセンターでの
管理やネットワークの二重化
による情報セキュリティと業
務継続が可能な仕組みを確保
する。また、その後の機器及
びシステムの維持管理を行
う。

③
(1)-11

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

国民健康保険
広域化事業

平成30年度から都道府県が
財政運営の責任主体となり、
安定的な財政運営や効率的な
事業の確保等の国保運営に中
心的な役割を担う、広域化
（都道府県化）に対応する。

県、国民健康保険団体連合会
が運用する国保事業費納付金
等算定標準システム及び国保
情報集約システムと連携し、
国保広域化に伴う制度改正に
対応した資格管理、給付管
理、賦課徴収等を適正に行う
ため、総合住民情報システム
の改修を行う。

③
(1)-10

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

地価調査・地
番図整備事業

固定資産（土地）の現状及び
資産価額の変動を的確に把握
することにより、適正な土地
の評価を行い、公平・公正な
賦課に努める。

地価調査・地番図整備の成果
をシステムに反映させること
で、適正な時価による公平・
公正な賦課を行う。
事業は3年単位で行い、継続
して実施する。

引き続き、システムの維持管
理に努め、例規に関する業務
の効率化を図る。

例規の制定・改廃に伴う更新
データのシステム反映等によ
り、業務の効率化を維持する
ことができた。

例規集システム管理業務委託
契約を締結し、システムの維
持管理に努めた。

内部情報系システムのひとつ
である、人事給与システムの
更新を円滑に実施するため、
現行システムの諸課題を整理
した上で、それらを反映した
人事給与システムの更新事務
を進める。

統合型内部情報システムのク
ラウドコンピューティングに
よる運用を実施したことによ
り、堅牢なデータセンターで
の管理やネットワークの二重
化による情報セキュリティと
業務継続が可能な仕組みを確
保した。また、システムを安
定稼働させることができ、行
政事務の効率化、迅速化を図
ることができた。

統合型内部情報システム及び
内部情報ネットワークを更新
した。なお、統合型内部情報
システムについては、クラウ
ドコンピューティングによる
運用を実施した。また、シス
テム保守等の順調な実施によ
り、安定稼働させることがで
きた。

今後予定される制度改正等へ
の適切に対応するため、制度
改正等に関する動向に注視
し、委託業者との調整を円滑
に行う。

住民情報系システムを安定稼
働させることにより、住民
サービスの維持及び充実を図
ることができた。

総合住民情報システムについ
て、平成28年度末にクラウ
ド化を伴う更新を行った。ま
た、保守等を順調に実施で
き、大きなシステム障害もな
く安定稼働させることができ
た。

県、国民健康保険団体連合会
が運用する国保事業費納付金
等算定標準システム及び国保
情報集約システムとの連携、
並びに国保広域化に伴う制度
改正に対応した総合住民情報
システムの改修を行った。

総合住民情報システムの改修
を実施し、国民健康保険団体
連合会と情報連携をすること
により、国保広域化に伴う制
度改正に対応した資格管理、
給付管理、賦課徴収等を適正
に行うことができる。

今後も国民健康保険の制度改
正等を注視し、必要に応じて
システム改修を実施し、適正
な対応を行う。

平成30年度評価替えに向
け、都市計画区域内のその他
宅地評価法地区において、準
路線価導入に向けた路線附設
と路線価格の設定を行った。

準路線価を実際に導入するこ
とで、より適正な評価を行う
ことができた。

平成３３年度評価替えでは、
都市計画区域外のその他宅地
評価法地区においても準路線
価を導入する予定であるた
め、導入に向けた作業を継続
して進めていく。

引き続き、積算システムを活
用し、積算業務の効率化、積
算ミスの防止を図る。

積算システムの活用により、
積算業務の効率化、積算ミス
の防止を維持することができ
た。

三重県と締結している「三重
県自治体共同積算システム」
に係る協定に基づき、運用を
継続した。
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

△ ◎ → → → 生活文化
部

市民課 医療年金
G

関係機関
と調整、
調査検討

実施 継続 継続 継続 生活文化部 市民課 医療年金G

→ → ◎ → → 生活文化
部

市民課 戸籍住民
G

運用 再リース 更改 継続 継続 生活文化部 市民課 戸籍住民G

→ → → ◎ → 生活文化
部

市民課 戸籍住民
G

運用 継続 継続 契約更新 継続 生活文化部 市民課 戸籍住民G

→ → → → → 生活文化
部

市民課 戸籍住民
G

契約更新 契約更新 契約更新 契約更新 契約更新 生活文化部 市民課 戸籍住民G

△ ◎ → → → 健康福祉
部

？？？ ？？？

継続、次
期システ
ムの検討

システム
更新

継続 継続 継続 健康福祉部 長寿健康課
高齢者支援
G

△ ◎ → → → 生活文化
部

環境課 環境創造
G

システム
更新検討

システム
更新
運用開始

継続 継続 継続 生活文化部 環境課 環境創造G

③
(1)-16

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

地域包括支援
センターシス
テム事業

相談情報、介護予防ケアプラ
ン、給付管理票などの一元管
理化及び事業報告事務の簡便
化による業務の効率化を図
る。

地域包括支援センターシステ
ムにより、次の業務をシステ
ム化する。
①基本管理業務（個別台帳管
理、個別台帳統合閲覧）
②総合相談業務
③予防給付マネジメント業務
④虐待ケース管理業務
⑤介護予防事業業務
⑥介護報酬請求事務業務

③
(1)-12

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

福祉医療費助
成事業

事業を持続的に運営するた
め、福祉医療費助成制度の見
直しを検討する。また、子育
て支援の充実を図るため、未
就学児を対象に福祉医療費助
成の窓口無料化実施を検討す
る。

福祉医療費助成システムにつ
いて、制度の見直し、未就学
児の窓口無料化に対応したシ
ステム改修を行う。

③
(1)-15

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

戸籍副本デー
タ管理事業

市の戸籍副本データを、法務
省が管理する戸籍副本データ
管理センターに日次送信し、
災害時の戸籍消失を防止す
る。

戸籍副本データを送信するた
めの副本データ管理システム
の保守委託を行う。

③
(1)-14

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

戸籍システム
管理事業

住民の利便性の向上と国及び
地方公共団体の行政の合理化
に資するため、戸籍システム
を安定稼働させる。

戸籍事務を適正かつ確実に取
り扱うため、戸籍システムの
機器賃借及び機器・システム
の保守委託を行う。

③
(1)-17

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

予防衛生事業
（畜犬管理シ
ステム）

狂犬病予防法に基づく畜犬登
録及び予防注射の啓発及び実
施管理を行うことで、狂犬病
の発生を予防し、これを撲滅
することにより公衆衛生の向
上及び公共の福祉の増進を図
る。また、迷子犬の早期発見
に貢献する。

狂犬病予防法に基づく畜犬登
録及び予防注射の実施管理を
システムで行うことで、注射
の啓発や注射していない犬の
把握、迷子犬の捜索に活用す
る。

③
(1)-13

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

住民基本台帳
ネットワーク
システム運用
管理事業

住民の利便性の向上と国及び
地方公共団体の行政の合理化
に資するため、住民基本台帳
ネットワークシステムを安定
稼働させる。

国の機器更改指針に基づき、
住民基本台帳ネットワークシ
ステムの標準更改期間内に機
器更改を実施し、機器賃借及
び機器・システムの保守委託
を行う。

子育て支援の充実を図るた
め、未就学児を対象に福祉医
療費助成の窓口無料化実施の
検討を行い、平成30年9月か
ら実施することを決定し、窓
口無料化に対応したシステム
改修を行うための予算措置を
行った。

未就学児を対象に窓口無料化
を実施することにより、子育
て支援のさらなる充実を図る
ことができる。

窓口無料化に対応したシステ
ム改修を行い、平成30年9月
から未就学児を対象とした窓
口無料化を実施し、子育て支
援の充実を図る。また、事業
を持続的に運営するための制
度の見直しを検討し、見直し
に対応したシステム改修を行
う。

証明発行や住民異動等の際に
住民基本台帳ネットワークシ
ステムを利用し、サービスを
安定的に供給した。

住民の利便性の向上に寄与し
た。今後も安定して稼働でき
るよう、機器・システムの保
守や機器の更改が必要であ
る。

継続的に安定稼働させていく
ために、平成３０年１２月ま
で現行のシステムを稼働し、
平成３１年１月から同年１０
月まで機器の再リースを行
い、平成３１年１１月から機
器を更改するため、機器賃借
及び機器・システムの保守委
託について検討していく。

証明発行や戸籍記載、戸籍・
住基郵送業務、犯歴管理業務
等の際に戸籍システムを利用
し、サービスを安定的に供給
した。

住民の利便性の向上に寄与し
た。今後も安定して稼働でき
るよう、機器・システムの保
守や機器の更改が必要であ
る。

継続的に安定稼働させていく
ために、平成３２年3月まで
現行のシステムを稼働し、平
成３２年４月から機器を更改
するため、機器賃借及び機
器・システムの保守委託につ
いて検討していく。

市の戸籍副本データを法務省
に継続して送信し、戸籍消失
の防止に努めた。

災害発生時に備え、戸籍消失
の防止に努めた。今後も災害
発生時に備え、機器・システ
ムの保守が必要である。

継続的に安定稼働させていく
ために、平成３０年度以降も
機器・システムの保守委託を
継続して行い、日次送信して
いく。

現在使用中の畜犬管理システ
ムの現状と課題、経緯、近隣
市町の調査をし、システム更
新に必要な予算を計上した。

システム更新に必要なソフト
面の予算は確保できたが、
ハード面の予算が確保できな
かったため、システム更新後
の運用が問題なく稼働するか
懸念される。

平成３０年度システム更新の
入札、契約、入替えを行い、
平成３１年度以降の保守料の
予算を計上する。

使用目的である地域包括支援
センター業務を移管する検討
の中で、リース年限や機器サ
ポートの年限を鑑みて、機
器、システムの更新とその取
扱いについて検討した。

平成30年度から地域包括支
援センター業務を社会福祉協
議会へ移管することに伴い、
機器及びシステムをすべて社
会福祉協議会に移管すること
とした。（契約変更済、費用
は社協が支払う。）

機器及びシステムの更新等に
ついては今後社会福祉協議会
で実施していく。
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

◎ → → → → 上下水道
部

上水道課 上水道管
理G

運用 継続 継続 継続 継続 上下水道部 上水道課
上水道管理
G

○ ◎ → → → 上下水道
部

上水道課 上水道管
理G

システム
更新

運用 継続 継続 継続 上下水道部 上水道課
上水道管理
G

◎ → → → → 上下水道
部

上水道課 上水道工
務G

実施
運用

継続 継続 継続 継続 上下水道部 上水道課
上水道工務
G

◎ → → → → 上下水道
部

下水道課 下水道管
理G

運用 継続 継続 継続 継続 上下水道部 下水道課
下水道工務
G

→ → ○ ◎ → 上下水道
部

下水道課 下水道管
理G

継続 継続
システム
更新

運用 継続 上下水道部 下水道課
下水道管理
G

企業会計経理処理方法を整理
し、システムに登録すること
で窓口業務や予算決算を円滑
に進められるよう努めた。

簿記経験の少ない者でも円滑
に日常的な経理処理が行える
ようになった。

今後も引き続き企業会計事務
が円滑に行えるように使用し
ていく。

③
(1)-18

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

水道料金シス
テム運用管理
事業

水道料金の検針、請求、収
納、督促などの業務をシステ
ム化することにより、業務効
率を改善する。

納入通知書等の作成、検針用
携帯端末の保守、口座振替
データ処理の業務を委託す
る。

③
(1)-20

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

地図情報シス
テム搭載事業

統合型GISに、給水台帳、水
道配管図を登載することによ
り、水圧計算・メーター検
針・開閉栓作業、漏水修繕等
の業務効率を改善する。

工事等により変更される水道
配管情報を毎年度更新する。
平成29年度は、紙ベースで
管理している給水台帳をス
キャンし、属性データを結合
して、統合型GISの水道配管
図に水道メーター位置を登載
する。

③
(1)-19

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

企業会計シス
テム運用管理
事業（上水
道）

平成29年度で保証期間満了
となる企業会計システムを更
新することにより、故障によ
る業務停止を回避するととも
に、バージョンアップによる
業務改善を行う。

ソフトウェア及びハードウェ
アともに平成29年度中に更
新し、平成30年度から平成
34年度まで保守運用する。
サーバ1台（公共下水道事業
と共用）、クライアント1
台。

③
(1)-22

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

企業会計シス
テム運用管理
事業（下水
道）

平成26年度に導入した公益
企業会計システムを引き続き
適正かつ円滑に使用する。

ハードシステムの障害時に対
応する保守を行う。また、会
計システムの操作方法に付随
する経理処理方法や実施内容
について、公営企業会計の経
理に精通した公認会計士によ
るサポートを受ける。

③
(1)-21

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

工事等により変更される下水
道管情報を毎年度更新する。

公共下水道・農業集落排水施
設の管理を適正に行う。

下水道台帳シ
ステム運用管
理事業

工事等を行った箇所の下水道
管情報を更新し、窓口対応や
現場確認資料として適切に使
用できるよう努めた。

適切に保守管理することで、
業務対応等でもスムーズに進
められるようになった。

適切に下水道台帳の保守管理
を行っていくため、平成31
年度以後の保守委託方法につ
いて今年度検討する。

企業会計システムのソフト
ウェア及びハードウェアを更
新した。

ソフトウェア及びハードウェ
アを更新することで、故障に
よる業務停止を回避すること
ができた。
また、バージョンアップによ
り処理速度・操作性が向上し
た。
企業会計システム内で使いこ
なせていない機能もあるた
め、使用習熟度を上げていく
必要がある。

今後も継続して、企業会計シ
ステムを保守運用することに
より、会計事務の安定稼働を
図る。
また、使用習熟度を上げるた
めに、ユーザー側の要望を業
者に伝え、サポートを受けた
内容等をマニュアルに整備す
る。

紙ベースで管理している給水
台帳のメーター位置図を統合
型GISに登載することによ
り、水道管情報の更新を行っ
た。

統合型GISに、給水台帳、水
道配管図を搭載することによ
り、地図上で視覚的に捉える
ことができ、水圧計算、メー
ター検針、開閉栓作業、漏水
修繕等の業務に活用できるよ
うになった。
また、災害時においても迅速
な対応が可能になった。

今後も継続して、工事等によ
り変更される水道配管情報
や、水道メーター位置情報を
更新することにより、事務効
率の向上を図っていく。

業務委託により、納入通知書
等の作成、検針用携帯端末の
保守、口座振替データ処理を
行った。

水道料金の検針、請求、収
納、督促などの業務をシステ
ム化することにより、料金事
務の安定稼働及び迅速化を図
ることができた。

今後も継続して、水道料金シ
ステムを保守運用することに
より、料金事務の安定稼働及
び迅速化を図る。
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

→ → → → → 会計課 出納G

継続 継続 継続 継続 継続 会計課 出納G

→ → → → → 消防本部 情報指令
課

情報指令
第1・2G

継続 継続 継続 継続 継続 消防本部 情報指令課
情報指令第
1・2G

△ △ △ △ △ 消防本部 情報指令
課

情報指令
第1・2G

調査
検討

調査
検討

調査
検討

調査
検討

調査
検討

消防本部 情報指令課
情報指令第
1・2G

○ ◎ → → → 消防本部 ①消防総
務課

①消防救
急G

①救急統
計システ
ム運用

①救急統
計システ
ム運用
②防火対
象物・危
険物施設
管理シス
テム導入

継続 継続 継続 消防本部

①消防総務
課
・
②予防課

①消防救急
G
・
②予防G

◎ ◎ → → →

統合型内
部情報シ
ステム及
びネット
ワーク更
新

人事給与
システム
更新、プ
リンタ制
御システ
ム更新、
一人一台
パソコン
更新

継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

設置業者との保守契約を結
び、機能維持を図った。

設置業者による年２回の保守
点検と障害時のオンコール対
応によって機能の維持が保た
れた。

引き続き、設置業者との契約
の継続を行っていく。

指令台機能充実検討会を設立
し、高機能指令台の機能充実
と維持に関する課題点を洗い
出し、問題解決への調査・検
討を行った。

指令台の全面改修には高額な
費用を要するため、共同運用
も視野に入れた改修を行って
いく。

共同運用の実施に向け働きか
けを行うとともに、市単独運
用での全面改修も考慮した更
新計画を調査・検討する。

市県民税ほか10種目の口座
振替について、10の金融機
関に対しデータをＩＳＤＮ回
線にて伝送し、振替結果デー
タについても集約を行う業務
の委託を実施した。

安全かつ正確に口座振替デー
タを授受できた。また、指定
金融機関に委託することによ
り効率的に業務を遂行でき
た。

今後も個人情報の取り扱いに
充分注意し、継続して実施し
ていく。

③
(1)-24

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

通信指令施
設・消防救急
デジタル無線
（活動波）保
守点検委託料

平成9年度に導入、平成21年
度と平成25年度に高機能化
整備を行った消防緊急通信指
令施設は、消防の指令業務
（119番通報受信、出動各隊
への指令など）に必要不可欠
な施設であることから、設置
業者による専門性の高い定期
的な保守点検を行うことで、
機能維持を図る。

保守点検では、消防緊急通信
指令施設全体（専用回線を介
して接続された本庁及び関分
署、北東分署設置の機器を含
む）のシステム及び各機器の
性能維持、並びに障害時の機
能回復と機器の修繕を実施す
る。

③
(1)-23

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

口座振替分割
統合サービス

各金融機関との口座振替デー
タの授受をより安全かつ効率
的に行う。

口座振替データを各金融機関
と個別に授受するのではな
く、指定金融機関である百五
銀行に一括してデータ伝送
し、百五銀行が各収納代理金
融機関とデータの授受を行
う。振替結果についても百五
銀行が各収納代理金融機関の
口座振替データを集約し、口
座振替結果データを出納室パ
ソコンに一括送信する。

③
(1)-26

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

①救急統計シ
ステム(ベス
トル119)運
用管理事業
②防火対象
物・危険物施
設管理システ
ム(ベストル
119)導入事
業

救急出動に関するデータ及び
防火対象物・危険物施設の
データをデータベース化し、
統計、検索及び各種様式作成
等の作業を行えるシステムを
導入することで、事務の効率
化・迅速化を図る。

①平成23年度に導入した救
急統計システムは、年間約
2,200件ある救急出動の報告
書及び救急救命処置録等の記
録の作成、各種統計・調査、
データの抽出等に活用する。
②防火対象物・危険物施設管
理システムは、市内に約
3,000件ある施設の概要、消
防設備の設置・点検状況、届
出の提出状況等をデータベー
ス化し、各種統計・調査を行
うとともに、立入検査計画、
違反是正等にも使用する。

③
(1)-25

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

高機能指令台
更新計画事業

迅速な災害対応を行うため
に、指令台の機能充実に向
け、新しい機能等を検討す
る。

指令台の全面改修の必要が見
込まれる平成35年度を目途
に、通信機器の廃番の現状を
鑑み、調査・検討を進める。

③
(2)-1

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

行政情報シス
テム事業（内
部情報系）
【再掲】

市職員が庁内事務等に使用す
るシステムや機器類の維持管
理に努め、安定稼働させるこ
とにより、行政事務の効率
化・迅速化を図る。
（統合型内部情報システム、
GIS、人事給与システム、プ
リンター制御システム、内部
情報ネットワーク、行政施設
ネットワーク、一人一台パソ
コン）

統合型内部情報システム、内
部情報ネットワーク、その他
契約期限が到来するシステム
群の更新を行う。なお、シス
テムの更新にあたっては、ク
ラウドコンピューティングに
よる運用を優先的に実施し、
堅牢なデーターセンターでの
管理やネットワークの二重化
による情報セキュリティと業
務継続が可能な仕組みを確保
する。また、その後の機器及
びシステムの維持管理を行
う。

①救急統計システムを運用
し、事務の効率化・迅速化を
図った。

②平成２９年度予算要求

①救急統計システムで報告書
作成、統計調査等を行うこと
で、事務の効率化・迅速化を
達成した。

②平成３０年度導入決定

①引き続き救急統計システム
を運用し、事務の効率化・迅
速化を図る。

②平成３０年度から運用し、
市内に約3,000件ある施設の
概要、消防設備の設置・点検
状況、届出の提出状況等を
データベース化し、各種統
計・調査を行うとともに、立
入検査計画、違反是正等にも
使用する。

統合型内部情報システム及び
内部情報ネットワークを更新
した。なお、統合型内部情報
システムについては、クラウ
ドコンピューティングによる
運用を実施した。また、シス
テム保守等の順調な実施によ
り、安定稼働させることがで
きた。

統合型内部情報システムのク
ラウドコンピューティングに
よる運用を実施したことによ
り、堅牢なデータセンターで
の管理やネットワークの二重
化による情報セキュリティと
業務継続が可能な仕組みを確
保した。また、システムを安
定稼働させることができ、行
政事務の効率化、迅速化を図
ることができた。

内部情報系システムのひとつ
である、人事給与システムの
更新を円滑に実施するため、
現行システムの諸課題を整理
した上で、それらを反映した
人事給与システムの更新事務
を進める。
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

◎ → △ ◎ →

総合住民
情報シス
テム更新

継続

次期総合
保健福祉
システム
検討

次期総合
保健福祉
システム
更新

継続 総合政策部 総務課 情報統計G

△ △ ○ ◎ →

調査 検討 策定作業 実施 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

△ ◎ → → →

勉強会等
への参
画・実施
検討

実施 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

→ → → → →

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

○ ○ ◎ → → 教育委員
会事務局

学校教育
課

教育研究
G

児童用タ
ブレット
型PC及
びカラー
プリンタ
の導入等

指導用タ
ブレット
型PCの
導入等

パソコン
室PCの
更新等

継続 継続
教育委員会
事務局

学校教育課 教育研究G

③
(2)-4

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

自治体クラウ
ドの検討

情報システムの導入や更改の
際は、クラウドコンピュー
ティングの適用を優先して検
討し、初期費用の抑制と情報
セキュリティの強化を図る。

情報システムの共同利用や統
合・集約化を進める自治体ク
ラウドの構築について検討す
る。

③
(2)-3

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

電子行政情報
セキュリティ
ポリシーの見
直し

市が保有する情報資産を積極
的に活用しながら、その管理
を徹底し、情報セキュリティ
の確保に最大限に取り組む。

情報セキュリティを取り巻く
状況の変化に対応して情報セ
キュリティポリシーを見直し
継続的に改定を行うことで、
情報セキュリティを確保す
る。

③
(2)-5

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

職員研修事業
職員のICTリテラシーの向上
を図る。

情報システムの管理、運用に
係る専門研修、アプリケー
ション研修及び情報セキュリ
ティ研修を実施する。

③
(2)-2

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

行政情報シス
テム事業（住
民情報系）
【再掲】

住民情報系システムは、税・
住民記録・国保等を取り扱う
総合住民情報システムと福祉
関係を取り扱う総合保健福祉
システムから成り立ってお
り、これらのシステムを安定
稼働させることにより、住民
サービスの維持及び充実を図
る。

総合住民情報システム及び総
合保健福祉システムを更新
し、その後の機器及びシステ
ムの維持管理を行う。

③
(3)-1

学校教育にお
けるICT利活
用の推進

情報教育推進
事業（小学
校）

子どもたちの確かな学力を育
成するため、ICTを活用する
ことで学習への意欲・関心を
高めたり、わかりやすい授業
を実現したりするとともに、
子どもたちが授業の中心とな
り、互いに学びあい、高めあ
う環境を整備する。

情報教育に関連するサーバ
等、学校内ネットワークの保
守整備を行うとともに、指導
用及び児童用タブレット端末
を計画的に導入し、教育の情
報化に対応する環境を整備す
る。また、情報教育を担う教
員への研修を行うとともに、
情報インストラクターを派遣
し、必要な支援を行う。

次の研修を行った。
・新規採用職員情報セキュリ
ティ研修
・ICT利活用研修
・標的型メール攻撃訓練
・マイナンバー情報連携確認
研修
・e-ラーニング

情報システムの管理・運用に
係る研修及びアプリケーショ
ンに係るヘルプデスクの実施
により、職員のリテラシー能
力の向上を図った。また、社
会保障・税番号制度の情報連
携開始に向けて、研修を実施
した。
さらに、職員にe-ラーニング
による情報セキュリティ研修
を実施した。

引続き、職員のスキルにあわ
せた段階的なICT利活用研修
を実施するとともに、情報セ
キュリティ意識の向上を図る
ため、情報セキュリティに関
するe-ラーニングの受講を実
施していく。

総合住民情報システムについ
て、平成28年度末にクラウ
ド化を伴う更新を行った。ま
た、保守等を順調に実施で
き、大きなシステム障害もな
く安定稼働させることができ
た。

住民情報系システムを安定稼
働させることにより、住民
サービスの維持及び充実を図
ることができた。

今後予定される制度改正等へ
の適切に対応するため、制度
改正等に関する動向に注視
し、委託業者との調整を円滑
に行う。

総務省が示す「地方公共団体
における情報セキュリティポ
リシーに関するガイドライ
ン」の理解に努めた。

ガイドラインに基づき、地方
公共団体が遵守すべきセキュ
リティポリシーの内容を理解
することができた。

ガイドラインの分析を進める
とともに、セキュリティポリ
シー改訂に関する研修に参加
し、最新のセキュリティポリ
シーの情報収集にあたる。

亀山市と同じ住民情報系シス
テムを利用している朝日町
と、平成30年2月に「亀山
市・朝日町情報システムの共
同化に関するする協定」を締
結し、同年3月に事業者との
変更契約を締結した。

平成30年4月から「亀山市・
朝日町自治体クラウド」の運
用を開始することとした。

平成30年4月から「亀山市・
朝日町自治体クラウド」の運
用を開始する。

○タブレット型PCの導入
（児童用）
○カラープリンタの導入
○情報機器の保守、管理
○情報インストラクターの派
遣
○情報教育研修会の開催
○先進校視察・研究会・セミ
ナーへの参加

・タブレット型ＰＣの導入と
同時に各校にて研修会を行う
ことで、教職員が使い方をイ
メージすることができた。
・情報教育研修会について
は、金城学院大学より長谷川
教授を招聘し、タブレット型
ＰＣの活用事例やプログラミ
ング教育、情報モラル教育に
ついての研修を行い、教職員
の意識の向上を図ることがで
きた。

・児童用ＰＣの具体的な機器
の選定を行う。また、現存の
児童用ＰＣを用いてどのよう
な教育活動が行われているの
か教職員にアンケートを取
り、具体的に必要とする付属
ソフトや周辺機器の選定も
行っていく。
・指導用タブレット型ＰＣを
平成30年8月に導入する。
・教職員が活用のイメージを
持てるように研修会を各校に
て行う。
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29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

○ ○ ◎ → → 教育委員
会事務局

学校教育
課

教育研究
G

生徒用タ
ブレット
型PC及
びカラー
プリンタ
の導入等

指導用タ
ブレット
型PCの
導入等

パソコン
室PCの
更新等

継続 継続
教育委員会
事務局

学校教育課 教育研究G

→ → → → → 教育委員
会事務局

教育総務
課

施設・保
健給食G

継続 継続 継続 継続 継続
教育委員会
事務局

教育総務課
施設・保健
給食G

△ △ △ ◎ ○

調査
(電子会議)

検討
(電子会議)

調査
(電子決裁)

検討
(電子会議)

一部実施
(電子会議)

検討
(電子決裁)

方針決定
(電子決裁)

総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → → → → 生活文化
部

環境課 廃棄物対
策G

システム
導入

公開 公開 公開 公開 生活文化部 環境課
廃棄物対策
G

→ → → → → 議会事務
局

議事調査
課

議事調査
G

継続 継続 継続 継続 継続 議会事務局 議事調査課 議事調査G

③
(3)-3

学校教育にお
けるICT利活
用の推進

亀山市中学校
給食実施事業
（デリバリー
給食予約注文
システム）

亀山中学校、中部中学校で実
施するデリバリー給食の注文
について、システム化するこ
とにより保護者の利便性と事
務の効率化を図る。

亀山中学校、中部中学校にお
けるデリバリー給食の注文を
保護者がインターネットを介
して申し込める。給食費は、
前払いとして18食分
（5,000円）と振込手数料
（103円）をコンビニから振
り込み、振り込んだ金額分に
ついて給食の予約ができる。
なお、中学校給食の実施方式
の変更があった場合は事業を
見直す。

③
(3)-2

学校教育にお
けるICT利活
用の推進

情報教育推進
事業（中学
校）

子どもたちの確かな学力を育
成するため、ICTを活用する
ことで学習への意欲・関心を
高めたり、わかりやすい授業
を実現したりするとともに、
子どもたちが授業の中心とな
り、互いに学びあい、高めあ
う環境を整備する。

情報教育に関連するサーバ
等、学校内ネットワークの保
守整備を行うとともに、指導
用及び生徒用タブレット端末
を計画的に導入し、教育の情
報化に対応する環境を整備す
る。また、情報教育を担う教
員への研修を行うとともに、
情報インストラクターを派遣
し、必要な支援を行う。

③
(4)-3

庁内ペーパレ
ス化の推進

タブレット端
末の導入

市議会の本会議や委員会等の
議会関連資料をデータ化し、
議会運営の効率化とペーパレ
ス化に努めるとともに、それ
ぞれの端末に通信機能を持た
せ、情報収集や事務連絡用と
して使用するなど、タブレッ
ト端末の多角的な活用を図
る。

タブレット端末を21台（議
員18台、事務局3台）購入
し、議会活動及び政務活動に
おいて使用している。（公開
会議の資料閲覧、情報検索、
通告書・視察報告書等の作
成、各種資料作成、事務局か
らの連絡、スケジュール管理
等）
当面、データと紙資料との併
用であるが、議会で出来ると
ころからペーパレス化に取り
組んでいる。

③
(4)-2

庁内ペーパレ
ス化の推進

ごみ分別ハン
ドブック公開
事業【再掲】

市民がごみの分別を迷わない
うえ収集日の確認や出し忘れ
が防止できること、ペーパレ
ス化が推進できることを目的
に、ウェブ上で50音順や
キーワード検索が可能なごみ
分別辞典を作成し公開する。

ウェブ上で50音順やキー
ワード検索が可能な「ごみ分
別ハンドブック」を作成し公
開する。

③
(4)-1

庁内ペーパレ
ス化の推進

庁内ペーパレ
ス化推進事業

ICTを利活用した、電子決裁
や電子会議の仕組みを検討
し、業務の効率化による人
的・財政的な資源を創出す
る。

電子会議の仕組みを構築す
る。
また、文書管理の一層の効率
化・高度化を図るため、電子
決裁の導入を検討する。

○タブレット型PCの導入
（生徒用）
○カラープリンタの導入
○情報機器の保守、管理
○情報インストラクターの派
遣
○情報教育研修会の開催
○先進校視察・研究会・セミ
ナーへの参加

・タブレット型ＰＣの導入と
同時に各校にて研修会を行う
ことで、教職員が使い方をイ
メージすることができた。
・情報教育研修会について
は、金城学院大学より長谷川
教授を招聘し、タブレット型
ＰＣの活用事例や情報モラル
教育についての研修を行い、
教職員の意識の向上を図るこ
とができた。

・生徒用ＰＣの具体的な機器
の選定を行う。また、現存の
生徒用ＰＣを用いてどのよう
な教育活動が行われているの
か教職員にアンケートを取
り、具体的に必要とする付属
ソフトや周辺機器の選定も
行っていく。
・指導用タブレット型ＰＣを
平成30年8月に導入する。
・教職員が活用のイメージを
持てるように研修会を各校に
て行う。

本会議や各種委員会等、公開
会議の会議資料は全てデータ
化し、タブレット端末を活用
することで、出来るところか
らペーパレス化に取り組ん
だ。

タブレット端末の導入によ
り、資料をデータ化すること
で議員への事前提供が可能に
なったほか、タブレット端末
の多角的な活用をを図り、事
務の効率化に努めることがで
きた。
また、各種資料等は現在、紙
とデータの併用であるが、議
会側で出来るところからペー
パレス化に取り組むことがで
きた。

現在、市議会が先行してタブ
レット端末を導入しており、
出来るところからでペーパレ
ス化に取り組んでいるが、事
務の効率化と更なるペーパレ
ス化を推進するには、執行部
側にもタブレット導入の検討
が必要。

平成２９年度から平成３１年
度までのデリバリー給食の業
務委託の中で、引き続きイン
ターネットシステムを利用し
て注文することとして契約し
た。

デリバリー給食の予約及び集
金業務について、インター
ネットシステムを利用するこ
とにより、保護者の利便性向
上と事務の効率化が図ること
ができた。また、これにより
給食費の徴収を滞りなく行う
ことができた。

今後もデリバリー給食の注文
及び集金業務について、イン
ターネットシステムの活用を
継続し、予約・集金業務の効
率化を図っていく。

ごみ分別ハンドブックは約
600種掲載しているところ、
ごみ分別辞典では約2,000種
掲載すべく一覧表を作成し
た。ただし、大幅に増やした
ことから分別確認作業に時間
を要し、精査が必要なものが
一部残されたことから、H29
年度中のウェブ上での公開は
見送った。

精査が必要なものが一部ある
が、ごみ一覧表の作成はほぼ
終えることができた。また、
ウェブサイトの構築も終える
ことができた。

確認作業を終えたごみはウェ
ブ上での公開に向けた作業を
進める。精査が必要なもの
は、その作業が終わり次第順
次追加していく。

電子会議の仕組みについて、
先行事例等の情報収集を行っ
た。

電子会議の安全かつ効果的な
仕組みについて、更に検討が
必要である。

業務の効率化による人的・財
政的資源を創出するため、引
き続き電子会議や電子決裁の
仕組みを検討していく。
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（ ）

■計画の基本情報

H 27 ～ H 31

第２次亀山市行財政改革大綱に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け
　本大綱は、第2次亀山市総合計画前期基本計画の「6.行政経営（3）持続性を保
つ健全な財政運営」に向け、具体的な手法を示すものであり、第1次亀山市行財政
改革大綱の目標を継承し、開かれた市政を推進する。

総合政策部 財務課

目的・概要

計画期間 年度

　『開かれた市政の推進と持続可能な行財政運営の確立』を目的とし、行財政運営
上の問題を的確に把握し、その解決のためにスピードと成果を重視しながら実行へと
移していく。

計画の骨格

　
　本大綱の体系は、「開かれた市政の推進と持続可能な行財政運営の確立」の目
的の基に、4つの目標及び基本方針と20の取組項目とする。
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■成果指標

1

2

3

4

5

■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

別紙「成果指標一覧」のとおり

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

　本大綱を着実に推進するため、前期実施計画（平成27～29年度）に掲げる１１６
の具体的な取組の達成に向け、行財政改革推進本部会議や行財政改革推進委員
会を適宜開催するとともに、取組にあたっては、徹底した進捗管理を行い、持続可
能な行財政運営の確立のため着実な推進を図った。
　また、学識経験者等で構成する行政改革推進委員会を開催し、前期実施計画を
推進するために委員によるヒアリングを行い、状況の把握や課題の解決に努め、後
期実施計画（平成30・31年度）を策定するにあたり委員からの助言等をいただき、
担当部署と連携を図りながら作成に取り組んだ。

　歳入の確保については、収納率の向上として、前期実施計画に掲げる市税や国民
健康保険税など９つの税等の収納率の向上に取組み、増収を図った。また、企業会
計の健全化については、水道料金を見直し、健全な事業運営に努めた。
　事業の見直しについては、補助金の適正化として、各種観光イベント補助金や有
害獣被害防止対策事業補助金の補助金額や補助率を見直した。また、平成28年
度に補助金の適正化に関する基準により見直した内容に基づき、平成29年4月から
新基準で木造住宅補強補助事業制度、スポーツ関連補助金、田園景観推進事業
制度を運用した。
　公共施設の統廃合として、し尿処理施設の一元化を実施し、今後の施設管理経
費の削減を図った。
　持続可能な行財政運営の確立を目指し、前期実施計画に掲げる１１６の具体的
取組を実施することで、平成30年度当初予算へ反映させた。

 （参考）
　　【平成30年度】　歳入  126,600千円    歳出　▲11,400千円

　市長を本部長とする行財政改革推進本部を中心に全庁的な計画の推進を行って
いるが、進捗率に遅れが生じた取組もあるため、問題点・課題点の所在を明確化
し、分析した上で、計画的に推進する必要がある。

　平成30年5月に策定した後期実施計画においては、大綱に掲げる目的の達成に
向け、前期実施計画から進捗が遅れた7の取組を含む62の取組を引き継ぎ、24の
新たな取組を加えて、計86の具体的取組として掲げ、持続可能な行財政運営を確
立するため着実に実践を図っていく。
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■成果指標一覧 （第2次亀山市行財政改革大綱）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

173,000 184,783

成果指標名 現状値 目標値
実績値
（H29）単位

財政調整基金の残高 億円 44.7 20 35

経常収支比率 ％ 88.5

市税（現年分）の収納率

管理職員の女性比率 ％ 24.1 30.0 27.7

地域まちづくり協議会の数 協議会 5 22 22

行政と市民等が協働事業を実施した数 件 19 30 23

％

総人件費（一般会計） 億円

公共施設の延床面積 ㎡

民間施設を活用した施設の数 施設

52.1 70.0 53.6

％

自己申告書で「職場でコミュニケーションが取れてい
る」とした職員の割合

％

自己申告書で「現在の仕事にやりがいがある」とした
職員の割合

- 5 4

47.5 70.0 48.9

98.99
(H28末)

44.0
(H28末)

99.0

42.5 40.3

181,396

85.0
89.1

(H28末)

98.7

別紙 
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